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基準､留意事項：

 ＜参照元＞
 ○指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準
 ●指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（訪問通所サービス、
 　居宅療養管理指導及び福祉用具貸与に係る部分）及び指定居宅介護支援に要す
 　る費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項について
 ●指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（短期入所サービス及
 　び特定施設入居者生活介護に係る部分）及び指定施設サービス等に要する費用
 　の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項について
 ○指定地域密着型サービスに要する費用の額の算定に関する基準
 ●指定地域密着型サービスに要する費用の額の算定に関する基準及び指定地域密
 　着型介護予防サービスに要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施
 　上の留意事項について
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１単位単価

解釈「身体介護」及び「生活援助」の意義について〔平成12年3月1日 老企第36号 第2の2(1)〕
　　「身体介護」とは、利用者の身体に直接接触して行う介助並びにこれを行うために必要な準備及び後始末
　並びに利用者の日常生活を営むのに必要な機能の向上等のための介助及び専門的な援助であり、１人の利用
　者に対して訪問介護員等が１対１で行うものをいう。（特別な事情により複数の利用者に対して行う場合は
　１回の身体介護の所要時間を１回の利用者の人数で除した結果の利用者１人当たりの所要時間が(４)にいう
　要件を満たすこと）その具体例としては、例えば、「食事介助」の場合には、食事摂取のための介助のみな
　らず、そのための一連の行為（例：声かけ・説明→訪問介護員等自身の手洗等→利用者の手拭き、エプロン
　がけ等の準備→食事姿勢の確保→配膳→おかずをきざむ、つぶす等→摂食介助→食後安楽な姿勢に戻す→気
　分の確認→食べこぼしの処理→エプロン・タオルなどの後始末・下膳など）が該当するものであり、具体的
　な運用に当たっては、利用者の自立支援に資する観点からサービスの実態を踏まえた取扱いとすること。
　（具体的な取扱いは「訪問介護におけるサービス行為ごとの区分等について」（平成１２年３月１７日老計
　第10号）を参照すること。)
　　また、「利用者の日常生活を営むのに必要な機能の向上等のための介助及び専門的な援助」とは、利用者
　の日常生活動作能力などの向上のために利用者の日常生活動作を見守りながら行う手助けや介助に合わせて
　行う専門的な相談助言を言うこと。
　　なお、社会福祉士及び介護福祉士法の規定に基づく、自らの事業又はその一環として、たんの吸引等（口
　腔内の喀痰吸引、鼻腔内の喀痰吸引、気管カニューレ内の喀痰吸引、胃ろう又は腸ろうによる経管栄養又は
　経鼻経管栄養をいう。以下同じ）の業務を行うための登録を受けている事業所が、指定訪問介護として行う
　たんの吸引等に係る報酬上の区分については「身体介護」として取り扱うこと。
　　「生活援助」とは、身体介護以外の訪問介護であって、掃除、洗濯、調理などの日常生活の援助とされた
　が、次のような行為は生活援助の内容に含まれないものであるので留意すること。（具体的な取扱いは「指
　定訪問介護事業所の事業運営の取扱等について」(平成12年11月16日老振第76号)を参照すること。）
　①　商品の販売や農作業等生業の援助的な行為
　②　直接本人の援助に該当しない行為
　　・　主として家族の利便に供する行為又は家族が行うことが適当であると判断される行為
　③　日常生活の援助に該当しない行為
　　・　訪問介護員が行わなくても日常生活を営むのに支障が生じないと判断される行為
　　・　日常的に行われる家事の範囲を超える行為
解釈訪問介護の区分〔第2の2(2)〕
　　訪問介護の区分については身体介護が中心である場合（以下「身体介護中心型」）、生活援助が中心であ
　る場合（以下「生活援助中心型」）の２区分とされたが、これらの型の適用に当たっては、１回の訪問介護
　において「身体介護」と「生活援助」が混在するような場合について、全体としていずれかの型の単位数を
　算定するのではなく、「身体介護」に該当する行為がどの程度含まれるかを基準に、「身体介護」と「生活
　援助」を組み合わせて算定することとする。この場合、身体介護のサービス行為の一連の流れを細かく区分
　しないよう留意すること。例えば、「食事介助」のサービス行為の一連の流れに配下膳が含まれている場合
　に、当該配下膳の行為だけをもってして「生活援助」の一つの単独行為として取り扱わない。
　　いずれの型の単位数を算定するかを判断する際は､まず､身体介護に要する一般的な時間や内容からみて、
　身体介護を構成する個々の行為を
　①　比較的手間のかからない体位変換、移動介助、移乗介助、起床介助（寝床から起こす介助）、就寝介助
　　（寝床に寝かす介助）等の「動作介護」
　②　ある程度手間のかかる排泄介助、部分清拭、部分浴介助、整容介助、更衣介助等の「身の回り介護」
　③　さらに長い時間で手間のかかる食事介助、全身清拭、全身浴介助等の「生活介護」
　に大きく分類することとし、その上で、次の考え方を基本に、訪問介護事業者は、居宅サービス計画作成時
　点において、利用者が選択した居宅介護支援事業者と十分連携を図りながら、利用者の心身の状況、意向等
　を踏まえ、適切な型が適用されるよう留意するとともに、訪問介護計画の作成の際に、利用者又はその家族
　等への説明を十分に行い、その同意の上、いずれの型かを確定するものであること。
　①　身体介護中心型の所定単位数が算定される場合
　　・　専ら身体介護を行う場合
　　・　主として｢生活介護｣や｢身の回り介護｣を行うとともに、これに関連して若干の生活援助を行う場合
　　（例）簡単な調理の後（５分程度）、食事介助を行う（５０分程度）場合（所要時間３０分以上１時間未
　　　満の身体介護中心型）。
　②　生活援助中心型の所定単位数が算定される場合
　　・　専ら生活援助を行う場合
　　・　生活援助に伴い若干の「動作介護」を行う場合
　　（例）利用者の居室から居間までの移動介助を行った後（５分程度）、居室の掃除（３５分程度）を行う
　　　場合（所要時間２０分以上４５分未満の生活援助中心型）。
　　なお、訪問介護の内容が単なる本人の安否確認や健康チェックであり、それに伴い若干の身体介護又は生
　活援助を行う場合には、訪問介護費は算定できない。
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１単位単価

解釈１回の訪問介護において身体介護及び生活援助が混在する場合の取扱い〔第2の2(3)〕
　　１回の訪問において身体介護及び生活援助が混在する訪問介護を行う必要がある場合は、居宅サービス計
　画や訪問介護計画の作成に当たって、適切なアセスメントにより、あらかじめ具体的なサービス内容を「身
　体介護」と「生活援助」に区分してそれに要する標準的な時間に基づき、「身体介護」と「生活援助」を組
　み合わせて算定することとする。なお、身体介護中心型の単位数に生活援助が２０分以上で６７単位、４５
　分以上で１３４単位、７０分以上で２０１単位を加算する方式となるが、１回の訪問介護の全体時間のうち
　「身体介護」及び「生活援助」の所要時間に基づき判断するため、実際のサービスの提供は身体介護中心型
　の後に引き続き生活援助中心型を行う場合に限らず、例えば、生活援助の後に引き続き身体介護を行っても
　よい。
　（例）寝たきりの利用者の体位変換を行いながら、ベッドを整え､体を支えながら水差しで水分補給を行い､
　　安楽な姿勢をとってもらった後、居室の掃除を行う場合。
　　〔具体的な取扱い〕「身体介護」に該当する行為がどの程度含まれるかを基準に以下のいずれかの組み合
　　　わせを算定
　　　・身体介護中心型20分以上30分未満（245単位）＋生活援助加算45分（134単位）
　　　・身体介護中心型30分以上１時間未満（388単位）＋生活援助加算20分（67単位）
　　なお、２０分未満の身体介護に引き続き生活援助を行う場合は、引き続き行われる生活援助の単位数の加
　算を行うことはできない（緊急時訪問介護加算を算定する場合を除く）。
解釈訪問介護の所要時間〔第2の2(4)〕
　①　訪問介護の所要時間については、実際に行われた指定訪問介護の時間ではなく、訪問介護計画において
　　位置付けられた内容の指定訪問介護を行うのに要する標準的な時間とすること。
　②　訪問介護の報酬については、①により算出された指定訪問介護を行うのに要する標準的な時間が、いず
　　れの時間区分に該当するかをもって決定されるものである。訪問介護の所要時間は、介護支援専門員やサ
　　ービス提供責任者が行う適切なアセスメント及びマネジメントにより、利用者の意向や状態像に従い設定
　　されるべきものであることを踏まえ、訪問介護計画の作成時には硬直的な運用にならないよう十分に留意
　　し、利用者にとって真に必要なサービスが必要に応じて提供されるよう配慮すること。
　③　指定訪問介護事業者は、訪問介護員等に、指定訪問介護を実際に行った時間を記録させるとともに、当
　　該時間が①により算出された指定訪問介護を行うのに要する標準的な時間に比べ著しく短時間となってい
　　る状態が続く場合には、サービス提供責任者に、介護支援専門員と調整の上、訪問介護計画の見直しを行
　　わせるものとする。具体的には、介護報酬の算定に当たっての時間区分を下回る状態（例えば、身体介護
　　中心型において、標準的な時間は45分、実績は20分の場合）が１カ月以上継続する等、常態化している
　　場合等が該当する。
　④　訪問介護は在宅の要介護者の生活パターンに合わせて提供されるべきであることから、単に１回の長時
　　間の訪問介護を複数回に区分して行うことは適切ではない。したがって、前回提供した指定訪問介護から
　　おおむね２時間未満の間隔で指定訪問介護が行われた場合には、それぞれの所要時間を合算するものとす
　　る(緊急時訪問介護加算を算定する場合を除く)。
　　　ただし、(５)①の規定に該当する場合は、前記の規定に関わらず、２０分未満の身体介護中心型につい
　　て、前回提供した指定訪問介護から２時間未満の間隔で提供することが可能であり、所要時間を合算せず
　　にそれぞれの所定単位数を算定するものとする。
　⑤　所要時間が訪問介護費の算定要件を満たさない指定訪問介護（生活援助中心型の所要時間が２０分未満
　　の場合）については、訪問介護費の算定対象とならないが、こうした所定時間数未満の訪問介護であって
　　も、複数回にわたる訪問介護を一連のサービス行為とみなすことが可能な場合に限り、それぞれの訪問介
　　護の所要時間を合計して１回の訪問介護として算定できる。例えば、午前に訪問介護員等が診察券を窓口
　　に提出し（所要時間２０分未満）、昼に通院介助を行い、午後に薬を受け取りに行く（所要時間２０分未
　　満）とした場合には､それぞれの所要時間は２０分未満であるため､それぞれを生活援助（所要時間２０分
　　以上４５分未満）として算定できないが､一連のサービス行為（通院介助）とみなして所要時間を合計し､
　　１回の訪問介護（身体介護中心型に引き続き生活援助を行う場合）として算定できる。
　⑥　訪問介護計画に位置付けられた訪問介護の内容が、単なる本人の安否確認や健康チェックであり、それ
　　に伴い若干の身体介護又は生活援助を行う場合には、④の規定にかかわらず、訪問介護費は算定できない
　　ものとする。
　⑦　１人の利用者に対して複数の訪問介護員等が交代して訪問介護を行った場合も、１回の訪問介護として
　　その合計の所要時間に応じた所定単位数を算定する。訪問介護員等ごとに複数回の訪問介護として算定す
　　ることはできない。 
解釈20分未満の身体介護の算定について〔第2の2(5)〕
　①　所要時間２０分未満の身体介護中心型の算定については、次の各号に掲げるいずれにも該当する場合に
　　は、頻回の訪問（(４)③のただし書きに規定する、前回提供した指定訪問介護からおおむね２時間の間隔
　　を空けずにサービスを提供するものをいう（以下訪問介護費において同じ））を行うことができる。
　　ａ　次のいずれかに該当する者
　　　(ａ)　要介護１又は要介護２の利用者であって、周囲の者による日常生活に対する注意を必要とする認
　　　　知症のもの。（「周囲の者による日常生活に対する注意を必要とする認知症のもの」とは、日常生活
　　　　自立度のランクⅡ、Ⅲ、Ⅳ又はＭに該当する利用者を指すものとする）
　　　(ｂ)　要介護３、要介護４及び要介護５の利用者であって、「「障害老人の日常生活自立度（寝たきり
　　　　度）判定基準」の活用について」におけるランクＢ以上に該当するもの（当該自立度の取扱いについ
　　　　ては、第２の１の(７)に定める「認知症高齢者の日常生活自立度」の取扱いに準じる。）
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１単位単価

　　ｂ　ａの要件を満たす利用者を担当する介護支援専門員が開催するサービス担当者会議において、１週間
　　　のうち５日以上、頻回の訪問を含む２０分未満の身体介護の提供が必要と判断されたものに対して提供
　　　される指定訪問介護であること。この場合、当該サービス担当者会議については、当該指定訪問介護の
　　　提供日の属する月の前３月の間に１度以上開催され、かつ、サービス提供責任者が参加していなければ
　　　ならないこと。なお、１週間のうち５日以上の日の計算に当たっては、日中の時間帯のサービスのみに
　　　限らず、夜間、深夜及び早朝の時間帯のサービスも含めて差し支えないこと。
　　ｃ　当該指定訪問介護を提供する指定訪問介護事業所は、２４時間体制で、利用者又はその家族等から電
　　　話等による連絡に常時対応できる体制にあるものでなければならない。
　　　　また、利用者又はその家族等からの連絡に対応する職員は、営業時間中においては当該事業所の職員
　　　が１以上配置されていなければならないが、当該職員が利用者からの連絡に対応できる体制を確保して
　　　いる場合は､利用者に指定訪問介護を提供することも差し支えない。また､営業時間以外の時間帯につい
　　　ては、併設する事業所等の職員又は自宅待機中の当該指定訪問介護事業所の職員であって差し使えない
　　ｄ　頻回の訪問により２０分未満の身体介護中心型の単位を算定する指定訪問介護事業所は、指定定期巡
　　　回・随時対応型訪問介護看護事業所と一体的に運営しているもの又は指定定期巡回・随時対応型訪問介
　　　護看護事業所の指定を併せて受ける計画を策定しているものでなければならないこと（要介護１又は要
　　　介護２の利用者に対して提供する場合は、指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所と一体的に運
　　　営しているものに限る）。
　　ｅ　ｃ及びｄの事項については届出を要することとされており、日中における２０分未満の身体介護中心
　　　型の算定を開始する始期については、第１の１の(５)の取扱いに準じること。
　②　２０分未満の身体介護中心型については、下限となる所要時間を定めてはいないが、本時間区分により
　　提供されるサービスについては、排泄介助、体位交換、服薬介助、起床介助、就寝介助等といった利用者
　　の生活にとって定期的に必要な短時間の身体介護を想定しており、訪問介護の内容が単なる本人の安否確
　　認や健康チェックであり、それに伴い若干の身体介護を行う場合には、算定できないものであること。
　　　また、いずれの時間帯においても２０分未満の身体介護中心型の単位を算定する場合、引き続き生活援
　　助を行うことは認められない（緊急時訪問介護加算を算定する場合を除く）ことに留意すること。
　③　①の規定により、頻回の訪問を含む２０分未満の身体介護中心型の単位を算定した月における当該利用
　　者に係る１月当たりの訪問介護費は、指定地域密着型ｻｰﾋﾞｽに要する費用の額の算定に関する基準の定期
　　巡回･随時対応型訪問介護看護費のイ(１)（訪問看護ｻｰﾋﾞｽを行わない場合）のうち当該利用者の要介護状
　　態区分に応じた所定単位数を限度として算定できるものであること。なお、頻回の訪問の要件を満たす事
　　業所の利用者であっても、当該月において頻回の訪問を含まない場合は、当該算定上限を適用しないこと
　　　なお、頻回の訪問として提供する２０分未満の身体介護中心型の単位を算定する場合は、当該サービス
　　提供が「頻回の訪問」にあたるものであることについて、居宅サービス計画において、明確に位置付けら
　　れていることを要するものであること。
基準注１　身体介護・生活援助
　　指定訪問介護事業所の訪問介護員等が、利用者に対して、指定訪問介護を行った場合に、現に要した時間
　ではなく、訪問介護計画に位置付けられた内容の指定訪問介護を行うのに要する標準的な時間で所定単位数
　を算定する。 
基準注２　身体介護　
　　　「身体介護が中心である場合」については、訪問介護員等が、身体介護（利用者の身体に直接接触して
　　行う介助並びにこれを行うたために必要な準備及び後始末並びに利用者の日常生活を営むのに必要な機能
　　の向上等のための介助及び専門的な援助をいう。以下同じ）が中心である指定訪問介護を行った場合に所
　　定単位数を算定する。なお、身体介護が中心である指定訪問介護の所要時間が２０分未満である場合は、
　　イ（１）の所定単位数を、身体介護が中心である指定訪問介護の所要時間が２０分未満であって、かつ、
　　別に厚生労働大臣が定める基準に適合するものとして都道府県知事に届け出た指定訪問介護事業所におい
　　て、別に厚生労働大臣が定める基準に適合する利用者に対して行われる場合は、イ（１）の所定単位数を
　　当該算定月における１月当たりの訪問介護費を指定地域密着型サービスに要する費用の額の算定に関する
　　基準の別表指定地域密着型サービス介護給付費単位数表の定期巡回・随時対応型訪問介護看護費のイ(1)
　　のうち当該利用者の要介護状態区分に応じた所定単位数を限度として、それぞれ算定する。
【別に厚生労働大臣が定める基準】
　　次に掲げる基準にいずれにも適合すること。
　　イ　利用者又はその家族等から電話等により連絡があった場合に、常時対応できる体制にあること。
　　ロ　指定訪問介護事業所に係る指定訪問介護事業所が次のいずれかに該当すること。
　　　(1)　当該指定訪問介護事業所が指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所の指定を併せて受け、
　　　　かつ、一体的に事業を実施していること。
　　　(2)　当該指定訪問介護事業所が指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所の指定を併せて受けよ
　　　　うとする計画を作成していること。
基準注３
　　「生活援助が中心である場合」については、単身の世帯に属する利用者又は家族若しくは親族（以下「家
　族等」という）と同居している利用者であって、当該家族等の障害、疾病等の理由により、当該利用者又は
　当該家族等が家事を行うことが困難であるものに対して、生活援助（調理、洗濯、掃除等の家事の援助であ
　って、これを受けなければ日常生活を営むのに支障が生ずる介護保険法（平成9年法律第１２３号、以下「
　法」という）第８条第２項に規定する居宅要介護者に対して行われるものをいう）が中心である指定訪問介
　護を行った場合に所定単位数を算定する。
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解釈注３　「生活援助中心型」の単位を算定する場合〔第2の2(6)〕
　　「生活援助中心型」の単位を算定することができる場合として「利用者が一人暮らしであるか又は家族等
　が障害、疾病等のため、利用者や家族等が家事を行うことが困難な場合」とされたが、これは、障害、疾病
　のほか、障害、疾病がない場合であっても、同様のやむを得ない事情により、家事が困難な場合をいうもの
　であること。 
　　なお、居宅サービス計画に生活援助中心型の訪問介護を位置付ける場合には、居宅サービス計画書に生活
　援助中心型の算定理由その他やむを得ない事情の内容について記載するとともに、生活全般の解決すべき課
　題に対応して、その解決に必要であって最適なサービスの内容とその方針を明確に記載する必要がある。
基準注４　通院等乗降介助
　　「通院等のための乗車又は降車の介助が中心である場合」については、利用者に対して、通院等のため、
　　指定訪問介護事業所の訪問介護員等が、自らの運転する車両への乗車又は降車の介助を行うとともに、併
　　せて、乗車前若しくは降車後の屋内外における移動等の介助又は通院先若しくは外出先での受診等の手続
　　き、移動等の介助（以下「通院等乗降介助」）を行った場合に１回につき所定単位数を算定する。
解釈注４　「通院等乗降介助」の単位を算定する場合〔第2の2(7)〕
　①　指定訪問介護事業者が「通院等乗降介助」を行う場合には、当該所定単位数を算定することとし、「身
　　体介護中心型」の所定単位数は算定できない。当該所定単位数を算定するに当たっては、道路運送法等他
　　の法令等に抵触しないよう留意すること。なお、移送行為そのものすなわち運転時間中は当該所定単位数
　　の算定対象ではなく、移送に係る経費（運賃）は、引き続き、評価しない。
　②　注４において「通院等乗降介助」の単位を算定することができる場合、片道につき所定単位数を算定す
　　る。よって、乗車と降車のそれぞれについて区分して算定することはできない。
　③　複数の要介護者に「通院等乗降介助」を行った場合であって、乗降時に１人の利用者に対して１対１で
　　行う場合には､それぞれ算定できる。なお､効率的なサービス提供の観点から移送時間を極小化すること。
　④　利用目的について､｢通院等のため｣とは､｢身体介護中心型｣としての通院･外出介助と同じものである。 
　⑤　サービス行為について、「自らの運転する車両への乗車又は降車の介助」、「乗車前若しくは降車後の
　　屋内外における移動等の介助」及び「通院先若しくは外出先での受診等の手続き、移動等の介助」とは、
　　それぞれ具体的に介助する行為を要することとする。例えば、利用者の日常生活動作能力などの向上のた
　　めに、移動時、転倒しないように側について歩き、介護は必要時だけで、事故がないように常に見守る場
　　合は算定対象となるが、乗降時に車両内から見守るのみでは算定対象とならない。
　　　また、「自らの運転する車両への乗車又は降車の介助」に加えて、「乗車前若しくは降車後の屋内外に
　　おける移動等の介助」を行うか､又は､「通院先若しくは外出先での受診等の手続き、移動等の介助」を行
　　う場合に算定対象となるものであり、これらの移動等の介助又は受診等の手続きを行わない場合には算定
　　対象とならない。
　⑥　「通院等乗降介助」は、「自らの運転する車両への乗車又は降車の介助」、「乗車前若しくは降車後の
　　屋内外における移動等の介助」及び「通院先若しくは外出先での受診等の手続き、移動等の介助」を一連
　　のサービス行為として含むものであり、それぞれの行為によって細かく区分し、「通院等乗降介助」又は
　　「身体介護中心型」として算定できない。例えば､通院等に伴いこれに関連して行われる､居室内での「声
　　かけ・説明」・「目的地（病院等）に行くための準備」や通院先での「院内の移動等の介助」は、「通院
　　等乗降介助」に含まれるものであり、別に「身体介護中心型」として算定できない。
　　　なお、１人の利用者に対して複数の訪問介護員等が交代して「通院等乗降介助」を行った場合も、１回
　　の「通院等乗降介助」として算定し、訪問介護員等ごとに細かく区分して算定できない。 
　⑦　「通院等乗降介助」の単位を算定するに当たっては、適切なアセスメントを通じて、生活全般の解決す
　　べき課題に対応した様々なサービス内容の一つとして、総合的な援助の一環としてあらかじめ居宅サービ
　　ス計画に位置付けられている必要があり、居宅サービス計画において、
　　ア　通院等に必要であることその他車両への乗降が必要な理由 
　　イ　利用者の心身の状況から乗降時の介助行為を要すると判断した旨
　　ウ　総合的な援助の一環として、解決すべき課題に応じた他の援助と均衡していること
　　を明確に記載する必要がある。
解釈「通院等乗降介助」と「身体介護中心型」の区分〔第2の2(8)〕
　　要介護４又は要介護５の利用者に対して、通院等のための乗車・降車の介助を行うことの前後に連続して
　相当の所要時間（２０～３０分程度以上）を要しかつ手間のかかる身体介護を行う場合には、その所要時間
　に応じた「身体介護中心型」の所定単位数を算定できる。この場合には、「通院等乗降介助」の所定単位数
　は算定できない。
　（例）（乗車の介助の前に連続して）寝たきりの利用者の更衣介助や排泄介助をした後、ベッドから車いす
　　　へ移乗介助し、車いすを押して自動車へ移動介助する場合。

基準注５
　　身体介護が中心である指定訪問介護を行った後に引き続き所要時間２０分以上の生活援助が中心である指
　定訪問介護を行った場合（イ(1)：所要時間20分未満の場合、の所定単位数を算定する場合を除く）は、イ
　（身体介護が中心である場合）の所定単位数にかかわらず、イ（身体介護が中心である場合）の所定単位数
　に当該生活援助が中心である指定訪問介護の所要時間が２０分から計算して２５分を増すごとに66単位（
　１９８単位を限度とする）を加算した単位数を算定する。
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解釈注５　１回の訪問介護において身体介護及び生活援助が混在する場合の取扱い〔第2の2(3)〕
　　１回の訪問において身体介護及び生活援助が混在する訪問介護を行う必要がある場合は、居宅サービス計
　画や訪問介護計画の作成に当たって、適切なアセスメントにより、あらかじめ具体的なサービス内容を「身
　体介護」と「生活援助」に区分してそれに要する標準的な時間に基づき、｢身体介護｣と「生活援助」を組み
　み合わせて算定することとする。なお、身体介護中心型の単位数に生活援助が２０分以上で６６単位、４５
　分以上で１３２単位、７０分以上で１９８単位を加算する方式となるが、１回の訪問介護の全体時間のうち
　「身体介護」及び「生活援助」の所要時間に基づき判断するため、実際のサービスの提供は身体介護中心型
　の後に引き続き生活援助中心型を行う場合に限らず、例えば、生活援助の後に引き続き身体介護を行っても
　もよい。
　（例）寝たきりの利用者の体位変換を行いながら､ベッドを整え､体を支えながら水差しで水分補給を行い、
　　安楽な姿勢をとってもらった後、居室の掃除を行う場合。 
　〔具体的な取扱い〕　「身体介護」に該当する行為がどの程度含まれるかを基準に以下のいずれかの組み
　　合わせを算定 
　　・　身体介護中心型20分以上30分未満(248単位)＋生活援助加算45分(132単位) 
　　・　身体介護中心型30分以上１時間未満(394単位)＋生活援助加算20分(66単位) 
　　なお、２０分未満の身体介護に引き続き生活援助を行う場合は、引き続き行われる生活援助の単位数の加
　算を行うことはできない（緊急時訪問介護加算を算定する場合を除く）。 
基準注６ 略

基準注７
　　イ（身体介護が中心である場合）及びロ（生活援助が中心である場合）については、別に厚生労働大臣が
　定める要件を満たす場合であって、同時に２人の訪問介護員等が１人の利用者に対して指定訪問介護を行っ
　たときは、所定単位数の１００分の２００に相当する単位数を算定する。
【別に厚生労働大臣が定める要件】→利用者等告示・三
　　２人の訪問介護員等により訪問介護を行うことについて利用者又はその家族等の同意を得ている場合であ
　って、次のいずれかに該当するとき
　イ　利用者の身体的理由により１人の訪問介護員等による介護が困難と認められる場合
　ロ　暴力行為、著しい迷惑行為、器物破損行為等が認められる場合
　ハ　その他利用者の状況等から判断して、イ又はロに準ずると認められる場合
解釈注７　２人の訪問介護員等による訪問介護の取扱い等〔第2の2(12)〕
　　２人の訪問介護員等による訪問介護について、所定単位数の１００分の２００に相当する単位数が算定さ
　れる場合のうち、厚生労働大臣が定める基準に適合する利用者等（以下「利用者等告示」）第３号イの場合
　としては、体重が重い利用者に入浴介助等の重介護を内容とする訪問介護を提供する場合等が該当し、同号
　ハの場合としては、例えば、エレベータのない建物の２階以上の居室から歩行困難な利用者を外出させる場
　合等が該当するものであること。したがって、単に安全確保のために深夜の時間帯に２人の訪問介護員等に
　よるサービス提供を行った場合は、利用者側の希望により利用者や家族の同意を得て行った場合を除き、所
　定単位数の１００分の２００に相当する単位数は算定されない。
　　なお、通院・外出介助において、１人の訪問介護員等が車両に同乗して気分の確認など移送中の介護も含
　めた介護行為を行う場合には、当該車両を運転するもう１人の訪問介護員等は別に「通院等乗降介助」を算
　定することはできない。
基準注８　夜間早朝・深夜の場合
　　夜間（午後６時から午後１０時までの時間をいう。以下同じ）又は早朝（午前６時から午前８時までの時
　間をいう。以下同じ）に指定訪問介護を行った場合は、１回につき所定単位数の１００分の２５に相当する
　単位数を所定単位数に加算し、深夜（午後１０時から午前６時までの時間をいう。以下同じ）に指定訪問介
　護を行った場合は、1回につき所定単位数の１００分の５０に相当する単位数を所定単位数に加算する。
解釈注８　早朝・夜間、深夜の訪問介護の取扱い〔第2の2(13)〕
　　居宅サービス計画上又は訪問介護計画上、訪問介護のサービス開始時刻が加算の対象となる時間帯にある
　場合に、当該加算を算定するものとすること。なお、利用時間が長時間にわたる場合に、加算の対象となる
　時間帯におけるサービス提供時間が全体のサービス提供時間に占める割合がごくわずかな場合においては、
　当該加算は算定できない。
基準注９　特定事業所加算
　　別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして都道府県知事に届け出た指定訪問介護事業所が
　利用者に対し、指定訪問介護を行った場合は、当該基準に掲げる区分に従い、１回につき次に掲げる単位数
　を所定単位数に加算する。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定している場合においては、次に掲げる
　その他の加算は算定しない。
　(1)　特定事業所加算（Ⅰ）　所定単位数の１００分の２０に相当する単位数
　(2)　特定事業所加算（Ⅱ）　所定単位数の１００分の１０に相当する単位数
　(3)　特定事業所加算（Ⅲ）　所定単位数の１００分の１０に相当する単位数
　(4)　特定事業所加算（Ⅳ）　所定単位数の１００分の　５に相当する単位数
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解釈注９　特定事業所加算について〔第2の2(13)〕
　～　詳細略　～
　①　体制要件
　　イ　計画的な研修の実施 ニ　定期健康診断の実施
　　ロ　会議の定期的開催 ホ　緊急時における対応方法の明示
　　ハ　文書等による指示及びサービス提供後の報告
　②　人材要件 イ　訪問介護員等要件 ロ　サービス提供責任者要件
　③　重度要介護者等対応要件
　④　割合の計算方法
基準注10　共生型居宅サービス
　　共生型居宅サービス（指定居宅サービス基準第２条第７号に規定する共生型居宅サービスをいう。以下同
　じ）の事業を行う指定居宅介護事業者（指定障害福祉サービス等基準第５条第１項に規定する指定居宅介護
　事業者をいう）が当該事業を行う事業所（以下この注において「共生型居宅サービスを行う指定居宅介護事
　業所」という）において、居宅介護従業者基準第１条第４号、第９号、第１４号又は第１９号から第２２号
　までに規定する者が共生型訪問介護（指定居宅サービス基準第39条の2に規定する共生型訪問介護をいう。
　以下この注において同じ）を行った場合は、１回につき所定単位数の１００分の７０に相当する単位数を算
　定し、共生型居宅サービスを行う指定居宅介護事業所において、居宅介護従業者基準第１条第５号、第１０
　号又は第１５号に規定する者が共生型訪問介護を行った場合は、１回につき所定単位数の１００分の９３に
　相当する単位数を算定し、共生型居宅サービスの事業を行う重度訪問介護に係る指定障害福祉サービスの事
　業を行う者が当該事業を行う事業所において共生型訪問介護を行った場合は、１回につき所定単位数の１０
　０分の９３に相当する単位数を算定する。
基準注11　集合住宅減算
　　指定訪問介護事業所の所在する建物と同一の敷地内若しくは隣接する敷地内の建物若しくは指定訪問介護
　事業所と同一の建物（以下この注において「同一敷地内建物等」という）に居住する利用者（指定訪問介護
　事業所における１月当たりの利用者が同一敷地内建物等に50人以上居住する建物に居住する利用者を除く）
　又は指定訪問介護事業所における１月当たりの利用者が同一の建物に２０人以上居住する建物（同一敷地内
　建物等を除く）に居住する利用者に対して、指定訪問介護を行った場合は、１回につき所定単位数の１００
　分の９０に相当する単位数を算定し、指定訪問介護事業所における１月当たりの利用者が同一敷地内建物等
　に５０人以上居住する建物に居住する利用者に対して、指定訪問介護を行った場合は、１回につき所定単位
　数の１００分の８５に相当する単位数を算定する。
解釈注11　指定訪問介護事業所と同一の敷地内若しくは隣接する敷地内の建物若しくは指定訪問介護

　　　事業所と同一の建物等に居住する利用者に対する取扱い〔第2の2(15)〕
　①　同一敷地内建物等の定義
　　　「同一敷地内建物等」とは、当該指定訪問介護事業所と構造上又は外形上、一体的な建築物及び同一敷
　　地内並びに隣接する敷地（当該指定訪問介護事業所と建築物が道路等を挟んで設置している場合を含む）
　　にある建築物のうち効率的なサービス提供が可能なものを指すものである。具体的には、一体的な建築物
　　として、当該建物の１階部分に指定訪問介護事業所がある場合や当該建物と渡り廊下でつながっている場
　　合など、同一の敷地内若しくは隣接する敷地内の建物として、同一敷地内にある別棟の建築物や幅員の狭
　　い道路を挟んで隣接する場合などが該当するものであること。
　②　同一の建物に20人以上居住する建物（同一敷地内建物等を除く）の定義 
　　イ　「当該指定訪問介護事業所における利用者が同一建物に２０人以上居住する建物」とは、①に該当す
　　　るもの以外の建築物を指すものであり、当該建築物に当該指定訪問介護事業所の利用者が２０人以上居
　　　住する場合に該当し、同一敷地内にある別棟の建物や道路を挟んで隣接する建物の利用者数を合算する
　　　ものではない。
　　ロ　この場合の利用者数は、１月間（暦月）の利用者数の平均を用いる。この場合、１月間の利用者の数
　　　の平均は、当該月における１日ごとの該当する建物に居住する利用者の合計を、当該月の日数で除して
　　　得た値とする。この平均利用者数の算定に当たっては、小数点以下を切り捨てるものとする。
　③　当該減算は、指定訪問介護事業所と建築物の位置関係により、効率的なサービス提供が可能であること
　　を適切に評価する趣旨であることに鑑み、本減算の適用については、位置関係のみをもって判断すること
　　がないよう留意すること。具体的には、次のような場合を一例として、サービス提供の効率化につながら
　　ない場合には、減算を適用すべきではないこと。
　　（同一敷地内建物等に該当しないものの例)）
　　・　同一敷地であっても、広大な敷地に複数の建物が点在する場合 
　　・　隣接する敷地であっても、道路や河川などに敷地が隔てられており、横断するために迂回しなければ
　　　　ならない場合
　④　①及び②のいずれの場合においても、同一の建物については、当該建築物の管理、運営法人が当該指定
　　訪問介護事業所の指定訪問介護事業者と異なる場合であっても該当するものであること。
　⑤　同一敷地内建物等に５０人以上居住する建物の定義 
　　イ　同一敷地内建物等のうち、当該同一敷地内建物等における当該指定訪問介護事業所の利用者が５０人
　　　以上居住する建物の利用者全員に適用されるものである。
　　ロ　この場合の利用者数は、１月間（暦月）の利用者数の平均を用いる。この場合、１月間の利用者の数
　　　の平均は、当該月における１日ごとの該当する建物に居住する利用者の合計を、当該月の日数で除して
　　　得た値とする。この平均利用者数の算定に当たっては、小数点以下を切り捨てるものとする。
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１単位単価

基準注12、13、14 略

基準注15　緊急時訪問介護加算
　　「身体介護が中心である場合」について、利用者又はその家族等からの要請に基づき、指定訪問介護事業
　所のサービス提供責任者が指定居宅介護支援事業所の介護支援専門員と連携し、当該介護支援専門員が必要
　と認めた場合に、当該指定訪問介護事業所の訪問介護員等が当該利用者の居宅サービス計画において計画的
　に訪問することとなっていない指定訪問介護を緊急に行った場合は、1回につき１００単位を加算する。
解釈注15　緊急時訪問介護加算について〔第2の2(19)〕
　①　「緊急に行った場合」とは、居宅サービス計画に位置付けられていない（当該指定訪問介護を提供した
　　時間帯が、あらかじめ居宅サービス計画に位置付けられたサービス提供の日時以外の時間帯であるものを
　　いう）訪問介護（身体介護が中心のものに限る）を、利用者又はその家族等から要請を受けてから２４時
　　間以内に行った場合をいうものとする。 
　②　当該加算は、１回の要請につき１回を限度として算定できるものとする。
　③　緊急時訪問介護加算は、サービス提供責任者が、事前に指定居宅介護支援事業所の介護支援専門員と連
　　携を図り、当該介護支援専門員が、利用者又はその家族等から要請された日時又は時間帯に身体介護中心
　　型の訪問介護を提供する必要があると判断した場合に加算されるものであるが､やむを得ない事由により､
　　介護支援専門員と事前の連携が図れない場合に、指定訪問介護事業所により緊急に身体介護中心型の訪問
　　介護が行われた場合であって、事後に介護支援専門員によって、当該訪問が必要であったと判断された場
　　合には、加算の算定は可能である。 　
　④　当該加算の対象となる訪問介護の所要時間については、サービス提供責任者と介護支援専門員が連携を
　　図った上、利用者又はその家族等からの要請内容から、当該訪問介護に要する標準的な時間を、介護支援
　　専門員が判断する。なお、介護支援専門員が、実際に行われた訪問介護の内容を考慮して、所要時間を変
　　更することは差し支えない。 
　⑤　当該加算の対象となる訪問介護の所要時間については、(４)③及び(５)の規定は適用されないものとす
　　る。したがって、所要時間が２０分未満であっても、２０分未満の身体介護中心型の所定単位数の算定及
　　び当該加算の算定は可能であり、当該加算の対象となる訪問介護と当該訪問介護の前後に行われた訪問介
　　護の間隔が２時間未満であった場合であっても、それぞれの所要時間に応じた所定単位数を算定する（所
　　要時間を合算する必要はない）ものとする。 
　⑥　緊急時訪問介護加算の対象となる指定訪問介護の提供を行った場合は､指定居宅サービス基準に基づき､
　　要請のあった時間、要請の内容、当該訪問介護の提供時刻及び緊急時訪問介護加算の算定対象である旨等
　　を記録するものとする。
基準注16
　　利用者が短期入所生活介護、短期入所療養介護若しくは特定施設入居者生活介護又は定期巡回・随時対応
　型訪問介護看護、小規模多機能型居宅介護、認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介
　護、地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護若しくは複合型サービスを受けている間は､訪問介護費は､
　算定しない。ただし、定期巡回・随時対応型訪問介護看護を受けている利用者に対して、通院等乗降介助の
　提供を行った場合は、「通院等のための乗車又は降車の介助が中心である場合」の所定単位数を算定する。
基準ニ　初回加算
　　指定訪問介護事業所において、新規に訪問介護計画を作成した利用者に対して、サービス提供責任者が初
　回若しくは初回の指定訪問介護を行った日の属する月に指定訪問介護を行った場合又は当該指定訪問介護事
　業所のその他の訪問介護員等が初回若しくは初回の指定訪問介護を行った日の属する月に指定訪問介護を行
　った際にサービス提供責任者が同行した場合は、１月につき所定単位数を加算する。
解釈ニ　初回加算について〔第2の2(20)〕
　①　本加算は、利用者が過去２月間（暦月）に、当該指定訪問介護事業所から指定訪問介護の提供を受けて
　　いない場合に算定されるものである。
　②　サービス提供責任者が、訪問介護に同行した場合については、指定居宅サービス基準に基づき、同行訪
　　問した旨を記録するものとする。また、この場合において、当該サービス提供責任者は、訪問介護に要す
　　る時間を通じて滞在することは必ずしも必要ではなく、利用者の状況等を確認した上で、途中で現場を離
　　れた場合であっても、算定は可能である。
基準ホ　生活機能向上連携加算
　(1)　生活機能向上連携加算（Ⅰ） 100単位
　(2)　生活機能向上連携加算（Ⅱ） 200単位
　注１　(1)について、サービス提供責任者が、指定訪問リハビリテーション事業所、指定通所リハビリテーシ
　　ョン事業所又はリハビリテーションを実施している医療提供施設（医療法第１条の２第２項に規定する医
　　療提供施設をいい、病院にあっては、許可病床数が２００床未満のもの又は当該病院を中心とした半径４
　　キロメートル以内に診療所が存在しないものに限る。注２において同じ）の医師、理学療法士、作業療法
　　士又は言語聴覚士の助言に基づき、生活機能の向上を目的とした訪問介護計画を作成し、当該訪問介護計
　　画に基づく指定訪問介護を行ったときは、初回の当該指定訪問介護が行われた日の属する月に、所定単位
　　数を加算する。
　注２　(2)について、利用者に対して、指定訪問リハビリテーション事業所、指定通所リハビリテーション事
　　業所又はリハビリテーションを実施している医療提供施設の医師、理学療法士、作業療法士又は言語聴覚
　　士が、指定訪問リハビリテーション、指定通所リハビリテーション等の一環として当該利用者の居宅を訪
　　問する際にサービス提供責任者が同行する等により、当該医師、理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士
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　　と利用者の身体の状況等の評価を共同して行い、かつ、生活機能の向上を目的とした訪問介護計画を作成
　　した場合であって、当該医師、理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士と連携し、当該訪問介護計画に基
　　づく指定訪問介護を行ったときは、初回の当該指定訪問介護が行われた日の属する月以降３月の間、１月
　　につき所定単位数を加算する。ただし、(1)を算定している場合は、算定しない。
解釈ホ　生活機能向上連携加算について〔第2の2(21)〕
　①　生活機能向上連携加算(Ⅱ)について
　　イ　「生活機能の向上を目的とした訪問介護計画」とは、利用者の日常生活において介助等を必要とする
　　　為について、単に訪問介護員等が介助等を行うのみならず､利用者本人が､日々の暮らしの中で当該行為
　　　を可能な限り自立して行うことができるよう、その有する能力及び改善可能性に応じた具体的目標を定
　　　めた上で、訪問介護員等が提供する指定訪問介護の内容を定めたものでなければならない。
　　ロ　イの訪問介護計画の作成に当たっては、指定訪問リハビリテーション事業所、指定通所リハビリテー
　　　ション事業所又はリハビリテーションを実施している医療提供施設（病院にあっては、認可病床数が２
　　　００床未満のもの又は当該病院を中心として半径４㎞以内に診療所が存在しないものに限る。以下２に
　　　おいて同じ）の理学療法士、作業療法士、言語聴覚士又は医師（以下２において「理学療法士等」）が
　　　利用者の居宅を訪問する際にサービス提供責任者が同行する又は当該理学療法士等及びサービス提供責
　　　任者が利用者の居宅を訪問した後に共同してカンファレンス（指定居宅介護支援等の事業の人員及び運
　　　営に関する基準第１３条第９号に規定するサービス担当者会議として開催されるものを除く）を行い、
　　　当該利用者のＡＤＬ（寝返り､起き上がり､移乗､歩行､着衣､入浴､排せつ等〉及びＩＡＤＬ（調理､掃除､
　　　買物､金銭管理､服薬状況等）に関する利用者の状況につき、理学療法士等とサービス提供責任者が共同
　　　して、現在の状況及びその改善可能性の評価（以下「生活機能アセスメント」）を行うものとする。
　　　　この場合の「リハビリテーションを実施している医療提供施設」とは、診療報酬における疾患別リハ
　　　ビリテーション料の届出を行っている病院若しくは診療所又は介護老人保健施設、介護療養型医療施設
　　　若しくは介護医療院である。
　　ハ　イの訪問介護計画には、生活機能アセスメントの結果のほか、次に掲げるその他の日々の暮らしの中
　　　で必要な機能の向上に資する内容を記載しなければならない。　
　　　ａ　利用者が日々の暮らしの中で可能な限り自立して行おうとする行為の内容
　　　ｂ　生活機能アセスメントの結果に基づき、ａの内容について定めた３月を目途とする達成目標
　　　ｃ　ｂの目標を達成するために経過的に達成すべき各月の目標
　　　ｄ　ｂ及びｃの目標を達成するために訪問介護員等が行う介助等の内容
　　ニ　ハのｂ及びｃの達成目標については、利用者の意向及び利用者を担当する介護支援専門員の意見も踏
　　　まえ策定するとともに、利用者自身がその達成度合いを客観視でき、当該利用者の意欲の向上につなが
　　　るよう、例えば当該目標に係る生活行為の回数や当該生活行為を行うために必要となる基本的な動作（
　　　立位又は座位の保持等）の時間数といった数値を用いる等、可能な限り具体的かつ客観的な指標を用い
　　　いて設定すること。
　　ホ　①の訪問介護計画及び当該計画に基づく訪問介護員等が行う指定訪問介護の内容としては、例えば次
　　　のようなものが考えられること。
　　　　達成目標として「自宅のポータブルトイレを１日１回以上利用する（１月目、２月目の目標として座
　　　位の保持時間）」を設定。
　　　（１月目）訪問介護員等は週２回の訪問の際､ﾍﾞｯﾄﾞ上で体を起こす介助を行い､利用者が５分間の座位
　　　　を保持している間、ﾍﾞｯﾄﾞ周辺の整理を行いながら安全確保のための見守り及び付き添いを行う。
　　　（２月目）ベッド上からポータブルトイレへの移動の介助を行い、利用者の体を支えながら、排泄の介
　　　　助を行う。
　　　（３月目）ベッド上からポータブルトイレへ利用者が移動する際に、転倒等の防止のため付き添い、必
　　　　要に応じて介助を行う（訪問介護員等は、指定訪問介護提供時以外のポータブルトイレの利用状況等
　　　　について確認を行う）。
　　ヘ　本加算はロの評価に基づき、イの訪問介護計画に基づき提供された初回の指定訪問介護の提供日が属
　　　する月以降３月を限度として算定されるものであり、３月を超えて本加算を算定しようとする場合は、
　　　再度ロの評価に基づき訪問介護計画を見直す必要があること。なお、当該３月の間に利用者に対する指
　　　定訪問リハビリテーション又は指定通所リハビリテーション等の提供が終了した場合であっても、３月
　　　月間は本加算の算定が可能であること。
　　ト　本加算を算定する期間中は、各月における目標の達成度合いにつき、利用者及び指定訪問リハビリテ
　　　ーション、指定通所リハビリテーション又はリハビリテーションを実施している医療提供施設の理学療
　　　法士等に報告し、必要に応じて利用者の意向を確認し、当該理学療法士等から必要な助言を得た上で、
　　　利用者のADL及びIADLの改善状況及びハのｂの達成目標を踏まえた適切な対応を行うこと。
　②　生活機能向上連携加算(Ⅰ)について
　　イ　生活機能向上連携加算(Ⅰ)については、①ロ、ヘ及びトを除き、①を適用する。本加算は、理学療法
　　　士等が自宅を訪問せずにＡＤＬ及びＩＡＤＬに関する利用者の状況について適切に把握した上でサービ
　　　ス提供責任者に助言を行い、サービス提供責任者が、助言に基づき①の訪問介護計画を作成（変更）す
　　　るとともに、計画作成から３月経過後、目標の達成度合いにつき、利用者及び理学療法士等に報告する
　　　ことを定期的に実施することを評価するものである。
　　　ａ　①イの訪問介護計画の作成に当たっては、指定訪問リハビリテーション事業所、指定通所リハビリ
　　　　テーション事業所又はリハビリテーションを実施している医療提供施設の理学療法士等は、当該利用
　　　　者のＡＤＬ及びＩＡＤＬに関する状況について、指定訪問リハビリテーション事業所、指定通所リハ
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　　　　ビリテーション事業所又はリハビリテーションを実施している医療提供施設の場において把握し、又
　　　　は、指定訪問介護事業所のサービス提供責任者と連携してＩＣＴを活用した動画やテレビ電話を用い
　　　　て把握した上で、当該指定訪問介護事業所のサービス提供責任者に助言を行うこと。なお、ＩＣＴを
　　　　を活用した動画やテレビ電話を用いる場合においては、理学療法士等がＡＤＬ及びＩＡＤＬに関する
　　　　利用者の状況について適切に把握することができるよう、理学療法士等とサービス提供責任者で事前
　　　　に方法等を調整するものとする。
　　　ｂ　当該指定訪問介護事業所のサービス提供責任者は、ａの助言に基づき、生活機能アセスメントを行
　　　　った上で、①イの訪問介護計画の作成を行うこと。なお、①イの訪問介護計画には、ａの助言の内容
　　　　を記載すること。
　　　ｃ　本加算は、①イの訪問介護計画に基づき指定訪問介護を提供した初回の月に限り、算定されるもの
　　　　である。なお、ａの助言に基づき訪問介護計画を見直した場合には、本加算を算定することは可能で
　　　　あるが、利用者の急性増悪等により訪問介護計画を見直した場合を除き、①イの訪問介護計画に基づ
　　　　き指定訪問介護を提供した翌月及び翌々月は本加算を算定しない。
　　　ｄ　計画作成から３月経過後､目標の達成度合いにつき､利用者及びの理学療法士等に報告すること。な
　　　　お、再度ａの助言に基づき訪問介護計画を見直した場合には、本加算の算定が可能である。

訪問介護におけるサービス行為ごとの区分等について（平成12年3月17日　老計第10号）
　介護保険最新情報「訪問介護におけるサービス行為ごとの区分等について」の一部改正について
　Vol.637　平成30年3月30日 赤字：改正部分
　　訪問介護の介護報酬については、「指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準及び指定居宅
　介護支援に要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項について」において、その具
　体的な取扱いをお示ししているところであるが、今般､別紙の通り､訪問介護におけるサービス行為ごとの区
　分及び個々のサービス行為の一連の流れを例示したので、訪問介護計画及び居宅サービス計画（ｹｱﾌﾟﾗﾝ）
　を作成する際の参考として活用されたい。
　　なお、「サービス準備・記録」は、あくまでも身体介護又は生活援助サービスを提供する際の事前準備等
　として行う行為であり､サービスに要する費用の額の算定にあたっては､この行為だけをもってして「身体介
　護」又は「生活援助」の一つの単独行為として取り扱わないよう留意されたい。
　　また、今回示した個々のサービス行為の一連の流れは、あくまで例示であり、実際に利用者にサービスを
　提供する際には、当然、利用者個々人の身体状況や生活実態等に即した取扱いが求められることを念のため
　申し添える。
１　身体介護
　　身体介護とは、①利用者の身体に直接接触して行う介助サービス（そのために必要となる準備、後かたづ
　け等の一連の行為を含む）、②利用者のＡＤＬ・ＩＡＤＬ・ＱＯＬや意欲の向上のために利用者と共に行う
　自立支援・重度化防止のためのサービス、③その他専門的知識・技術（介護を要する状態となった要因であ
　る心身の障害や疾病等に伴って必要となる特段の専門的配慮）をもって行う利用者の日常生活上・社会生活
　上のためのサービスをいう。（仮に、介護等を要する状態が解消されたならば不要※となる行為であるとい
　うことができる。）
　※例えば入浴や整容などの行為そのものは、たとえ介護を要する状態等が解消されても日常生活上必要な行
　　為であるが、要介護状態が解消された場合、これらを「介助」する行為は不要となる。同様に、「特段の
　　専門的配慮をもって行う調理」についても、調理そのものは必要な行為であるが、この場合も要介護状態
　　が解消されたならば、流動食等の「特段の専門的配慮」は不要となる。
　１－０ サービス準備・記録等
　　サービス準備は、身体介護サービスを提供する際の事前準備等として行う行為であり、状況に応じて以下
　　のようなサービスを行うものである。
　　１－０－１ 健康チェック
　　　利用者の安否確認、顔色・発汗・体温等の健康状態のチェック
　　１－０－２ 環境整備
　　　換気、室温・日あたりの調整、ベッドまわりの簡単な整頓等
　　１－０－３ 相談援助、情報収集・提供
　　１－０－４ サービス提供後の記録等
　１－１ 排泄・食事介助
　　１－１－１ 排泄介助
　　　１－１－１－１ トイレ利用
　　　　○トイレまでの安全確認→声かけ・説明→トイレへの移動（見守りを含む）→脱衣→排便・排尿→後
　　　　　始末→着衣→利用者の清潔介助→居室への移動→ヘルパー自身の清潔動作
　　　　○（場合により）失禁・失敗への対応（汚れた衣服の処理、陰部・臀部の清潔介助、便器等の簡単な
　　　　　清掃を含む）
　　　１－１－１－２ ポータブルトイレ利用
　　　　○安全確認→声かけ・説明→環境整備（防水シートを敷く、衝立を立てる、ポータブルトイレを適切
　　　　　な位置に置くなど）→立位をとり脱衣（失禁の確認）→ポータブルトイレへの移乗→排便・排尿→
　　　　　後始末→立位をとり着衣→利用者の清潔介助→元の場所に戻り、安楽な姿勢の確保→ポータブルト
　　　　　イレの後始末→ヘルパー自身の清潔動作
　　　　○（場合により）失禁・失敗への対応（汚れた衣服の処理、陰部・臀部の清潔介助）
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　　　１－１－１－３ おむつ交換
　　　　○声かけ・説明→物品準備（湯･タオル･ティッシュペーパー等）→新しいおむつの準備→脱衣（おむ
　　　　　つを開く→尿パットをとる）→陰部・臀部洗浄（皮膚の状態などの観察､パッティング､乾燥）→お
　　　　　むつの装着→おむつの具合の確認→着衣→汚れたおむつの後始末→使用物品の後始末→ヘルパー自
　　　　　身の清潔動作
　　　　○（場合により）おむつから漏れて汚れたリネン等の交換
　　　　○（必要に応じ）水分補給
　　１－１－２ 食事介助
　　　○声かけ・説明（覚醒確認）→安全確認（誤飲兆候の観察）→ヘルパー自身の清潔動作→準備（利用者
　　　　の手洗い、排泄、エプロン・タオル・おしぼりなどの物品準備）→食事場所の環境整備→食事姿勢の
　　　　確保（ベッド上での座位保持を含む）→配膳→メニュー・材料の説明→摂食介助（おかずをきざむ・
　　　　つぶす、吸い口で水分を補給するなどを含む）→服薬介助→安楽な姿勢の確保→気分の確認→食べこ
　　　　ぼしの処理→後始末（エプロン・タオルなどの後始末、下膳、残滓の処理、食器洗い）→ヘルパー自
　　　　身の清潔動作
　　１－１－３ 特段の専門的配慮をもって行う調理
　　　○嚥下困難者のための流動食等の調理
　１－２ 清拭・入浴、身体整容
　　１－２－１ 清拭（全身清拭）
　　　○ヘルパー自身の身支度→物品準備（湯・タオル・着替えなど）→声かけ・説明→顔・首の清拭→上半
　　　　身脱衣→上半身の皮膚等の観察→上肢の清拭→胸・腹の清拭→背の清拭→上半身着衣→下肢脱衣→下
　　　　肢の皮膚等の観察→下肢の清拭→陰部・臀部の清拭→下肢着衣→身体状況の点検・確認→水分補給→
　　　　使用物品の後始末→汚れた衣服の処理→ヘルパー自身の清潔動作
　　１－２－２ 部分浴
　　　１－２－２－１ 手浴及び足浴
　　　　○ヘルパー自身の身支度→物品準備（湯・タオルなど）→声かけ・説明→適切な体位の確保→脱衣→
　　　　　皮膚等の観察→手浴・足浴→体を拭く・乾かす→着衣→安楽な姿勢の確保→水分補給→身体状況の
　　　　　点検・確認→使用物品の後始末→ヘルパー自身の清潔動作
　　　１－２－２－２ 洗髪
　　　　○ヘルパー自身の身支度→物品準備（湯・タオルなど）→声かけ・説明→適切な体位の確保→洗髪→
　　　　　髪を拭く・乾かす→安楽な姿勢の確保→水分補給→身体状況の点検・確認→使用物品の後始末→ヘ
　　　　　ルパー自身の清潔動作
　　１－２－３ 全身浴
　　　○安全確認（浴室での安全）→声かけ･説明→浴槽の清掃→湯はり→物品準備（タオル･着替えなど）→
　　　　ヘルパー自身の身支度→排泄の確認→脱衣室の温度確認→脱衣→皮膚等の観察→浴室への移動→湯音
　　　　の確認→入湯→洗体・すすぎ→洗髪・すすぎ→入湯→体を拭く→着衣→身体状況の点検・確認→髪の
　　　　乾燥、整髪→浴室から居室への移動→水分補給→汚れた衣服の処理→浴槽の簡単な後始末→使用物品
　　　　の後始末→ヘルパー自身の身支度、清潔動作
　　１－２－４ 洗面等
　　　○洗面所までの安全確認→声かけ・説明→洗面所への移動→座位確保→物品準備（歯ブラシ､歯磨き粉､
　　　　ガーゼなど）→洗面用具準備→洗面（タオルで顔を拭く、歯磨き見守り･介助、うがい見守り･介助）
　　　　→居室への移動（見守りを含む）→使用物品の後始末→ヘルパー自身の清潔動作
　　１－２－５ 身体整容（日常的な行為としての身体整容）
　　　○声かけ・説明→鏡台等への移動（見守りを含む）→座位確保→物品の準備→整容（手足の爪きり、耳
　　　　そうじ､髭の手入れ､髪の手入れ、簡単な化粧）→使用物品の後始末→ヘルパー自身の清潔動作
　　１－２－６ 更衣介助
　　　○声かけ・説明→着替えの準備（寝間着・下着・外出着・靴下等）→上半身脱衣→上半身着衣→下半身
　　　　脱衣→下半身着衣→靴下を脱がせる→靴下を履かせる→着替えた衣類を洗濯物置き場に運ぶ→スリッ
　　　　パや靴を履かせる
　１－３ 体位変換、移動・移乗介助、外出介助
　　１－３－１ 体位変換
　　　○声かけ、説明→体位変換（仰臥位から側臥位､側臥位から仰臥位）→良肢位の確保（腰･肩をひく等）
　　　　→安楽な姿勢の保持（座布団・パットなどあて物をする等）→確認（安楽なのか、めまいはないのか
　　　　など）
　　１－３－２ 移乗・移動介助
　　　１－３－２－１ 移乗
　　　　○車いすの準備→声かけ・説明→ブレーキ・タイヤ等の確認→ベッドサイドで端座位の保持→立位→
　　　　　車いすに座らせる→座位の確保（後ろにひく、ずれを防ぐためあて物をするなど）→フットレスト
　　　　　を下げて片方ずつ足を乗せる→気分の確認
　　　　○その他の補装具（歩行器、杖）の準備→声かけ・説明→移乗→気分の確認
　　１－３－３ 通院・外出介助
　　　○声かけ・説明→目的地（病院等）に行くための準備→バス等の交通機関への乗降→気分の確認→受診
　　　　等の手続き
　　　○（場合により）院内の移動等の介助
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　１－４ 起床及び就寝介助
　　１－４－１ 起床・就寝介助
　　　１－４－１－１ 起床介助
　　　　○声かけ・説明（覚醒確認）→ベッドサイドでの端座位の確保→ベッドサイドでの起きあがり→ベッ
　　　　　ドからの移動（両手を引いて介助）→気分の確認
　　　　○（場合により）布団をたたみ押入に入れる
　　　１－４－１－２ 就寝介助
　　　　○声かけ・説明→準備（シーツのしわをのばし食べかすやほこりをはらう、布団やベッド上のものを
　　　　　片づける等）→ベッドへの移動（両手を引いて介助）→ベッドサイドでの端座位の確保→ベッド上
　　　　　上での仰臥位又は側臥位の確保→リネンの快適さの確認（掛け物を気温によって調整する等）→気
　　　　　分の確認
　　　　○（場合により）布団を敷く
　１－５ 服薬介助
　　○水の準備→配剤された薬をテーブルの上に出し、確認（飲み忘れないようにする）→本人が薬を飲むの
　　　を手伝う→後かたづけ、確認
　１－６ 自立生活支援・重度化防止のための見守り的援助（自立支援､ＡＤＬ･ＩＡＤＬ･ＱＯＬ向上の観点か
　　　　 ら安全を確保しつつ常時介助できる状態で行う見守り等）
　　○ベッド上からポータブルトイレ等（いす）へ利用者が移乗する際に、転倒等の防止のため付き添い、必
　　　要に応じて介助を行う。
　　○認知症等の高齢者がリハビリパンツやパット交換を見守り・声かけを行うことにより、一人で出来るだ
　　　け交換し後始末が出来るように支援する。
　　○認知症等の高齢者に対して、ヘルパーが声かけと誘導で食事・水分摂取を支援する。
　　○入浴、更衣等の見守り（必要に応じて行う介助､転倒予防のための声かけ､気分の確認などを含む）
　　○移動時、転倒しないように側について歩く（介護は必要時だけで、事故がないように常に見守る）
　　○ベッドの出入り時など自立を促すための声かけ（声かけや見守り中心で必要な時だけ介助）
　　○本人が自ら適切な服薬ができるよう､服薬時において､直接介助は行わずに､側で見守り､服薬を促す。
　　○利用者と一緒に手助けや声かけ及び見守りしながら行う掃除、整理整頓（安全確認の声かけ、疲労の確
　　　認を含む）
　　○ゴミの分別が分からない利用者と一緒に分別をしてゴミ出しのルールを理解してもらう又は思い出して
　　　もらうよう援助
　　○認知症の高齢者の方と一緒に冷蔵庫のなかの整理等を行うことにより、生活歴の喚起を促す。
　　○洗濯物を一緒に干したりたたんだりすることにより自立支援を促すとともに、転倒予防等のための見守
　　　り・声かけを行う。
　　○利用者と一緒に手助けや声かけ及び見守りしながら行うﾍﾞｯﾄﾞでのｼｰﾂ交換､布団ｶﾊﾞｰの交換等
　　○利用者と一緒に手助けや声かけ及び見守りしながら行う衣類の整理・被服の補修
　　○利用者と一緒に手助けや声かけ及び見守りしながら行う調理､配膳､後片付け（安全確認の声かけ、疲労
　　　の確認を含む）
　　○車イス等での移動介助を行って店に行き、本人が自ら品物を選べるよう援助
　　○上記のほか、安全を確保しつつ常時介助できる状態で行うもの等であって、利用者と訪問介護員等がと
　　　もに日常生活に関する動作を行うことが、ＡＤＬ・ＩＡＤＬ・ＱＯＬ向上の観点から、利用者の自立支
　　　援・重度化防止に資するものとしてケアプランに位置付けられたもの
２　生活援助
　　生活援助とは、身体介護以外の訪問介護であって、掃除、洗濯、調理などの日常生活の援助（そのために
　必要な一連の行為を含む）であり、利用者が単身、家族が障害・疾病などのため、本人や家族が家事を行う
　ことが困難な場合に行われるものをいう。（生活援助は、本人の代行的なサービスとして位置づけることが
　でき、仮に、介護等を要する状態が解消されたとしたならば、本人が自身で行うことが基本となる行為であ
　るということができる。）
　※ 次のような行為は生活援助の内容に含まれないものであるので留意すること。
　　① 商品の販売・農作業等生業の援助的な行為
　　② 直接、本人の日常生活の援助に属しないと判断される行為
　２－０ サービス準備等
　　サービス準備は、生活援助サービスを提供する際の事前準備等として行う行為であり、状況に応じて以下
　　のようなサービスを行うものである。
　　２－０－１ 健康チェック
　　　利用者の安否確認、顔色等のチェック
　　２－０－２ 環境整備
　　　換気、室温・日あたりの調整等
　　２－０－３ 相談援助、情報収集・提供
　　２－０－４ サービスの提供後の記録等
　２－１ 掃除
　　○居室内やトイレ、卓上等の清掃
　　○ゴミ出し
　　○準備・後片づけ

11 訪 問 介 護 10.21円
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１単位単価

　２－２ 洗濯
　　○洗濯機または手洗いによる洗濯
　　○洗濯物の乾燥（物干し）
　　○洗濯物の取り入れと収納
　　○アイロンがけ
　２－３ ベッドメイク
　　○利用者不在のベッドでのシーツ交換、布団カバーの交換等
　２－４ 衣類の整理・被服の補修
　　○衣類の整理（夏・冬物等の入れ替え等）
　　○被服の補修（ボタン付け、破れの補修等）
　２－５ 一般的な調理、配下膳
　　○配膳、後片づけのみ
　　○一般的な調理
　２－６ 買い物・薬の受け取り
　　○日常品等の買い物（内容の確認、品物・釣り銭の確認を含む）
　　○薬の受け取り

１単位単価

基準注１　訪問入浴介護費
　　利用者に対して、指定訪問入浴介護事業所の看護職員（看護師又は准看護師をいう）１人及び介護職員２
　人が、指定訪問入浴介護を行った場合に算定する。
解釈注１　看護、介護職員の取扱い〔第2の3(1)〕
　　訪問入浴介護については､人員の算定上､看護職員を介護職員として数えることができるものであること。
　例えば、訪問する３人の職員のうち２人が看護職員であっても差し支えないこと。 
基準注２　介護職員３人が行った場合
　　利用者に対して､入浴により当該利用者の身体の状況等に支障を生ずるおそれがないと認められる場合に､
　その主治の医師の意見を確認した上で、指定訪問入浴介護事業所の介護職員３人が指定訪問入浴介護を行っ
　た場合は、所定単位数の１００分の９５に相当する単位数を算定する。
解釈注２　利用者の身体の状況等に支障を生じるおそれがないと求められる場合の取扱い〔第2の3(2)〕
　　訪問入浴介護の提供に当たる３人の職員のうち､看護職員が含まれている場合であっても所定単位数に
　１００分の９５を乗じて得た単位数が算定されることには変わりがないものであること。
基準注３　清拭・部分浴を行った場合
　　訪問時の利用者の心身の状況等から全身入浴が困難な場合であって、当該利用者の希望により清しき又は
　部分浴（洗髪、陰部、足部等の洗浄をいう）を実施したときは、所定単位数の１００分の７０に相当する単
　位数を算定する。 
解釈注３　利用者の心身の状況により入浴を見合わせた場合の取扱い〔第2の3(3)〕
　　実際に入浴を行った場合に算定の対象となり､入浴を見合わせた場合には算定できない。ただし､利用者の
　希望により清拭､部分浴を実施した場合には､所定単位数に100分の70を乗じて得た単位数を算定できる。
基準注４　集合住宅減算
　　指定訪問入浴介護事業所の所在する建物と同一の敷地内若しくは隣接する敷地内の建物若しくは指定訪問
　入浴介護事業所と同一建物（以下この注において「同一敷地内建物等」）に居住する利用者（指定訪問入浴
　介護事業所における１月当たりの利用者が同一敷地内建物等に５０人以上居住する建物に居住する利用者を
　除く）又は指定訪問入浴介護事業所における１月当たりの利用者が同一の建物に２０人以上居住する建物（
　同一敷地内建物等を除く）に居住する利用者に対して、指定訪問入浴介護を行った場合は、１回につき所定
　単位数の１００分の９０に相当する単位数を算定し、指定訪問入浴介護事業所における１月当たりの利用者
　が同一敷地内建物等に５０人以上居住する建物に居住する利用者に対して、指定訪問入浴介護を行った場合
　は、１回につき所定単位数の１００分の８５に相当する単位数を算定する。
解釈注４　指定訪問入浴介護事業所と同一の敷地内若しくは隣接する敷地内の建物若しくは指定訪問

　　　入浴介護事業所と同一の建物等に居住する利用者に対する取扱い〔第2の3(4)〕
　　訪問介護と同様。
基準注５、６、７ 略

基準注８
　　利用者が短期入所生活介護、短期入所療養介護若しくは特定施設入居者生活介護又は小規模多機能型居宅
　介護、認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護、地域密着型介護老人福祉施設入所
　者生活介護若しくは複合型サービスを受けている間は、訪問入浴介護費は、算定しない。

11 訪 問 介 護 10.21円
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１単位単価

基準注１　訪問看護費
　　イ（訪問看護ステーションの場合）及びロ（病院又は診療所の場合）について、通院が困難な利用者（末
　期の悪性腫瘍その他別に厚生労働大臣が定める疾病等の患者並びに精神科訪問看護・指導料の第２章第８部
　区分番号Ｉ０１２に掲げる精神科訪問看護・指導料をいう）及び精神科訪問看護基本療養費に係る訪問看護
　の利用者を除く。以下この号において同じ）に対して､その主治の医師の指示及び訪問看護計画書に基づき､
　指定訪問看護事業所の保健師、看護師、准看護師又は理学療法士、作業療法士若しくは言語聴覚士（以下「
　看護師等」）が、指定訪問看護を行った場合に、現に要した時間ではなく、訪問看護計画書に位置付けられ
　た内容の指定訪問看護を行うのに要する標準的な時間で所定単位数を算定する。ただし、イ(1)（所要時間
　20分未満の場合）又はロ(1)（所要時間20分未満の場合）の単位数については、指定訪問看護を２４時間
　行うことができる体制を整えている指定訪問看護事業所であって、居宅サービス計画又は訪問看護計画書の
　中に２０分以上の指定訪問看護が週１回以上含まれている場合に算定し、准看護師が指定訪問看護を行った
　場合は、所定単位数の１００分の９０に相当する単位数を算定する。また、理学療法士、作業療法士又は言
　語聴覚士（以下この注において「理学療法士等」という）が指定訪問看護を行った場合は、イ(5)（理学療
　法士、作業療法士又は言語聴覚士による訪問の場合）の所定単位数を算定することとし、理学療法士等が１
　日に２回を超えて指定訪問看護を行った場合､１回につき１００分の９０に相当する単位数を算定する。
【別に厚生労働大臣が定める疾病等】→利用者等告示・四
　　多発性硬化症、重症筋無力症、スモン、筋委縮性側索硬化症、脊髄小脳変性症、ハンチントン病、進行性
　筋ジストロフィー症、パーキンソン病関連疾患（進行性核上性麻痺、大脳皮質基底核変性症及びパーキンソ
　ン病（ホーエン・ヤールの重症度分類がステージ三以上であって生活機能障害度がⅡ度又はⅢ度のものに限
　る））、多系統萎縮症（線条体黒質変性症、オリーブ橋小脳萎縮及びシャイ。ドレーガー症候群をいう）、
　プリオン病、亜急性硬化症全脳炎、ライソゾーム病、副腎白質ジストロフィー、脊髄性筋委縮症、球脊髄性
　筋委縮症、慢性炎症性脱髄性多発神経炎、後天性免疫不全症候群、頚髄損傷及び人口呼吸器を使用している
　状態
解釈注１　「通院が困難な利用者」について〔第2の4(1)〕
　　訪問看護費は「通院が困難な利用者」に対して給付することとされているが、通院の可否にかかわらず、
　療養生活を送る上での居宅での支援が不可欠な者に対して、ケアマネジメントの結果、訪問看護の提供が必
　要と判断された場合は訪問看護費を算定できるものである。「通院が困難な利用者」の趣旨は､通院により､
　同様のサービスが担保されるのであれば、通院サービスを優先すべきということである。
解釈注１　理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士の訪問について〔第2の4(4)〕
　①　理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士による訪問看護は、その訪問が看護業務の一環としてのリハビ
　　テーションを中心としたものである場合に、看護職員の代わりに訪問させるという位置付けのものである
　　　なお、言語聴覚士による訪問において提供されるものは、あくまで看護業務の一部であることから、言
　　語聴覚士の業務のうち保健師助産師看護師法の規定にかかわらず業とすることができるとされている診療
　　の補助行為に限る。
　②　理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士による訪問看護は、１回当たり２０分以上訪問看護を実施する
　　こととし、一人の利用者につき週に６回を限度として算定する。
　③　理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士が訪問看護を提供している利用者については、毎回の訪問時に
　　おいて記録した訪問看護記録書等を用い、適切に訪問看護事業所の看護職員及び理学療法士、作業療法士
　　若しくは言語聴覚士間で利用者の状況、実施した内容を共有するとともに、訪問看護計画書（以下、「計
　　画書」）及び訪問看護報告書（以下、「報告書」）は、看護職員（准看護師を除く）と理学療法士、作業
　　療法士若しくは言語聴覚士が連携し作成すること。また、主治医に提出する計画書及び報告書は理学療法
　　士、作業療法士又は言語聴覚士が実施した内容も一体的に含むものとすること。 
　④　複数の訪問看護事業所から訪問看護を受けている利用者について、計画書及び報告書の作成にあたって
　　は当該複数の訪問看護事業所間において十分な連携を図ったうえで作成すること。 
　⑤　計画書及び報告書の作成にあたっては、訪問看護サービスの利用開始時及び利用者の状態の変化等に合
　　わせ、定期的な看護職員による訪問により利用者の状態の適切な評価を行うこと。 
　⑥　⑤における、訪問看護サービスの利用開始時とは、利用者が過去２月間（歴月）において当該訪問看護
　　事業所から訪問看護（医療保険の訪問看護を含む）の提供を受けていない場合であって、新たに計画書を
　　作成する場合をいう。また、利用者の状態の変化等に合わせた定期的な訪問とは、主治医からの訪問看護
　　指示書の内容が変化する場合や利用者の心身状態や家族等の環境の変化等の際に訪問することをいう。
解釈注１　末期の悪性腫瘍の患者等の取扱いについて〔第2の4(6)〕
　　末期の悪性腫瘍その他厚生労働大臣が定める疾病等（利用者等告示第四号を参照）の患者については、医
　療保険の給付の対象となるものであり、訪問看護費は算定しない。 
解釈注１　精神科訪問看護・指導料等に係る訪問看護の利用者の取扱いについて〔第2の4(7)〕
　　精神科訪問看護・指導料又は精神科訪問看護基本療養費の算定に係る医療保険による訪問看護（以下「精
　神科訪問看護」という）の利用者については、医療保険の給付の対象となるものであり、同一日に介護保険
　の訪問看護費を算定することはできない。なお、月の途中で利用者の状態が変化したことにより、医療保険
　の精神科訪問看護から介護保険の訪問看護に変更、又は介護保険の訪問看護から医療保険の精神科訪問看護
　に変更することは可能であるが、こうした事情によらず恣意的に医療保険と介護保険の訪問看護を変更する
　ことはできないものであること。

13 訪 問 看 護 10.21円
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１単位単価

基準注２　訪問看護費（定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所との連携）
　　ハ（指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所と連携して指定訪問看護を行う場合）について、指定
　定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所と連携して指定訪問看護を行い、かつ、別に厚生労働大臣が定め
　る施設基準に適合する指定訪問看護事業所において、通院が困難な利用者に対して、その主治の医師の指示
　及び訪問看護計画書に基づき、指定訪問看護事業所の看護師等が、指定訪問看護を行った場合に、１月につ
　きそれぞれ所定単位数を算定する。ただし、准看護師が指定訪問看護を行った場合は、所定単位数の１００
　分の９８に相当する単位数を算定する。また、保健師、看護師又は准看護師が利用者（要介護状態区分が要
　介護５である者に限る）に対して指定訪問看護を行った場合は、１月につき８００単位を所定単位数に加算
　する。なお、１人の利用者に対し、一の指定訪問看護事業所が訪問看護費を算定している場合には、別の指
　定訪問看護事業所においては、当該訪問看護費は算定しない。
解釈注２　定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所との連携〔第2の4(5)〕
　①　定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所との連携については、訪問看護を２４時間行うことができる
　　体制を整えている事業所として、緊急時訪問看護加算の届け出をしていることが必要である。
　②　定期巡回・随時対応型訪問介護看護の報酬は月額定額報酬であるが、次のような場合には次のような取
　　扱いとする。 
　　(一)　月の途中から訪問看護を利用した場合又は月の途中で訪問看護の利用を終了した場合には、利用期
　　　間（訪問看護の利用を開始した日から月末日まで又は当該月の初日から利用を終了した日まで）に対応
　　　した単位数を算定する（以下４において「日割り計算」）こととする。
　　(二)　月の途中に短期入所生活介護又は短期入所療養介護を利用している場合は、その期間について日割
　　　り計算により算定する。 
　　(三)　月の途中で要介護５から他の要介護度に変更となった場合、及び他の要介護度から要介護５に変更
　　　になった場合は日割り計算により算定する。
　　(四)　月途中で、末期の悪性腫瘍又は別に厚生労働大臣が定める疾病の状態となった場合は、その状態に
　　　ある期間について日割り計算により算定する。 
基準注３　夜間又は早朝、深夜の訪問看護の取扱い　
　　イ（訪問看護ステーションの場合）及びロ（病院又は診療所の場合）について、夜間又は早朝に指定訪問
　看護を行った場合は、１回につき所定単位数の１００分の２５に相当する単位数を所定単位数に加算し、深
　夜に指定訪問看護を行った場合は、１回につき所定単位数の１００分の５０に相当する単位数を所定単位数
　に加算する。
解釈注３　早朝・夜間、深夜の訪問看護の取扱い〔第2の4(9)〕
　　訪問介護と同様。なお、２０分未満の訪問の場合についても、同様の取扱いとする。
基準注４　複数名訪問看護を行う場合
　　イ（訪問看護ステーションの場合）及びロ（病院又は診療所の場合）について、別に厚生労働大臣が定め
　る基準を満たす場合であって、同時に複数の看護師等が１人の利用者に対して指定訪問看護を行ったとき又
　は看護師等が看護補助者と同時に１人の利用者に対して指定訪問看護を行ったときは、複数名訪問加算とし
　て、次に掲げる区分に応じ、１回につきそれぞれの単位数を所定単位数に加算する。
　(1)　複数名訪問加算（Ⅰ）　
　　（一）複数の看護師等が同時に所要時間３０分未満の指定訪問看護を行った場合　２５４単位
　　（二）複数の看護師等が同時に所要時間３０分以上の指定訪問看護を行った場合　４０２単位
　(2)　複数名訪問加算（Ⅱ）　
　　（一）看護師等が看護補助者と同時に所要時間３０分未満の指定訪問看護を行った場合　２０１単位
　　（二）看護師等が看護補助者と同時に所要時間３０分以上の指定訪問看護を行った場合　３１７単位 
【別に厚生労働大臣が定める基準】→利用者等告示・五
　　同時に複数の看護師等により訪問看護を行うこと又は看護師等が看護補助者と同時に指定訪問看護を行う
　ことについて利用者又はその家族等の同意を得ている場合であって、次のいずれかに該当するとき
　イ　利用者の身体的理由により１人の看護師等による訪問看護が困難と認められる場合
　ロ　暴力行為、著しい迷惑行為、器物破損行為等が認められる場合
　ハ　その他利用者の状況等から判断して、イ又はロに準ずると認められる場合
解釈注４　複数名訪問看護について〔第2の4(10)〕
　①　２人の看護師等又は１人の看護師等と１人の看護補助者が同時に訪問看護を行う場合の複数名訪問加算
　　は、体重が重い利用者を１人が支持しながら､必要な処置を行う場合等､１人で看護を行うことが困難な場
　　合に算定を認めるものであり､これらの事情がない場合に､単に２人の看護師等（うち１人が看護補助者の
　　場合も含む。）が同時に訪問看護を行ったことのみをもって算定することはできない。 
　②　複数名訪問加算(Ⅰ)において訪問を行うのは、両名とも看護師等であることとし、複数名訪問加算(Ⅱ)
　　において訪問を行うのは、訪問看護を行う１人が看護師等であり、同時に訪問する１人が看護補助者であ
　　ることを要する。
　③　複数名訪問加算(Ⅱ)における看護補助者とは、訪問看護を担当する看護師等の指導の下に、療養生活上
　　の世話（食事、清潔、排泄、入浴、移動等）の他、居室内の環境整備、看護用品及び消耗品の整理整頓等
　　といった看護業務の補助を行う者のことであり、資格は問わないが、秘密保持や安全等の観点から、訪問
　　看護事業所に雇用されている必要があるものとする。
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１単位単価

基準注５　１時間３０分以上の訪問看護を行う場合
　　イ（訪問看護ステーションの場合。所要時間１時間以上１時間３０分未満の場合）及びロ（病院又は診療
　所の場合。所要時間１時間以上１時間３０分未満の場合）について、指定訪問看護に関し特別な管理を必要
　とする利用者（別に厚生労働大臣が定める状態にあるものに限る。以下同じ。）に対して、所要時間１時間
　１時間以上１時間３０分未満の指定訪問看護を行った後に引き続き指定訪問看護を行う場合であって、当該
　指定訪問看護の所要時間を通算した時間が１時間３０分以上となるときは、１回につき３００単位を所定単
　位数に加算する。
【別に厚生労働大臣が定める基準】→利用者等告示・六
　　次のいずれかに該当する状態
　イ　医科診療報酬点数表に掲げる在宅悪性腫瘍等患者指導管理若しくは在宅気管切開患者指導管理を受けて
　　いる状態又は気管カニューレ若しくは留置カテーテルを使用している状態
　ロ　医科診療報酬点数表に掲げる在宅自己腹膜灌流指導管理、在宅血液透析指導管理、在宅酸素療法指導管
　　理、在宅中心静脈栄養法指導管理、在宅成分栄養経管栄養法指導管理、在宅自己導尿指導管理、在宅持続
　　陽圧呼吸療法指導管理、在宅自己疼痛管理指導管理又は在宅肺高血圧症患者指導管理を受けている状態
　ハ　人工肛門又は人工膀胱を設置している状態
　ニ　真皮を越える褥瘡の状態
　ホ　点滴注射を週３日以上行う必要があると認められる状態
解釈注５　長時間訪問看護への加算について〔第2の4(11)〕
　①　「指定訪問看護に関し特別な管理を必要とする利用者」については第2の4(17)を参照のこと。 
　②　当該加算については、保健師又は看護師が行う場合であっても、准看護師が行う場合であっても、同じ
　　単位を算定するものとする。
基準注６　
　　指定訪問看護事業所の所在する建物と同一の敷地内若しくは隣接する敷地内の建物若しくは指定訪問看護
　事業所と同一の建物（以下この注において「同一敷地内建物等」）に居住する利用者（指定訪問看護事業所
　における１月当たりの利用者が同一敷地内建物等に５０人以上居住する建物に居住する利用者を除く）又は
　指定訪問看護事業所における１月当たりの利用者が同一の建物に２０人以上居住する建物（同一敷地内建物
　等を除く）に居住する利用者に対して、指定訪問看護を行った場合は、１回につき所定単位数の１００分の
　９０に相当する単位数を算定し、指定訪問看護事業所における１月当たりの利用者が同一敷地内建物等に５
　０人以上居住する建物に居住する利用者に対して、指定訪問看護を行った場合は、１回につき所定単位数の
　１００分の８５に相当する単位数を算定する。
解釈注６　指定訪問看護事業所と同一の敷地内若しくは隣接する敷地内の建物若しくは指定訪問看護

　　　事業所と同一の建物等に居住する利用者に対する取扱い〔第2の4(12)〕
　　訪問介護と同様。
基準注７、８、９ 略

基準注10　緊急時訪問看護加算について
　　別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして都道府県知事に届け出た指定訪問看護ステーシ
　ョンが、利用者の同意を得て、利用者又はその家族等に対して当該基準により２４時間連絡できる体制にあ
　って、かつ、計画的に訪問することとなっていない緊急時訪問を必要に応じて行う体制にある場合には、緊
　急時訪問看護加算として１月につき５７４単位を所定単位数に加算し、指定訪問看護を担当する医療機関が
　利用者の同意を得て、計画的に訪問することとなっていない緊急時訪問を必要に応じて行う体制にある場合
　には、緊急時訪問看護加算として１月につき３１５単位を所定単位数に加算する。
解釈注10　緊急時訪問看護加算について〔第2の4(16)〕
　①　緊急時訪問看護加算については、利用者又はその家族等から電話等により看護に関する意見を求めれた
　　た場合に常時対応できる体制にある事業所において、当該事業所の看護師等が訪問看護を受けようとする
　　者に対して、当該体制にある旨及び計画的に訪問することとなっていない緊急時訪問を行う体制にある場
　　合には当該加算を算定する旨を説明し、その同意を得た場合に加算する。
　②　緊急時訪問看護加算については、当該月の第１回目の介護保険の給付対象となる訪問看護を行った日の
　　所定単位数に加算するものとする。なお当該加算を介護保険で請求した場合には、同月に定期巡回・随時
　　対応型訪問介護看護及び看護小規模多機能型居宅介護を利用した場合の当該各サービスにおける緊急時訪
　　問看護加算並びに同月に医療保険における訪問看護を利用した場合の当該訪問看護における２４時間対応
　　体制加算は算定できないこと。
　③　当該月において計画的に訪問することとなっていない緊急時訪問を行った場合については、当該緊急時
　　訪問の所要時間に応じた所定単位数（准看護師による緊急時訪問の場合は所定単位数の１００分の９０）
　　を算定する。この場合、居宅サービス計画の変更を要する。 
　④　緊急時訪問看護加算は、１人の利用者に対し、１か所の事業所に限り算定できる。このため、緊急時訪
　　問看護加算に係る訪問看護を受けようとする利用者に説明するに当たっては、当該利用者に対して、他の
　　事業所から緊急時訪問看護加算に係る訪問看護を受けていないか確認すること。
　⑤　訪問看護を担当する医療機関にあっては、緊急時訪問看護加算の届出は利用者や居宅介護支援事業所が
　　訪問看護事業所を選定する上で必要な情報として届け出させること。なお、訪問看護ステーションにおけ
　　る緊急時訪問看護加算の算定に当たっては、第１の１(５)によらず、届出を受理した日から算定するもの
　　とする。 
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１単位単価

基準注11　特別管理加算について
　　指定訪問看護に関し特別な管理を必要とする利用者に対して、指定訪問看護事業所が、指定訪問看護の実
　施に関する計画的な管理を行った場合は、別に厚生労働大臣が定める区分に応じて、１月につき次に掲げる
　所定単位数を特別管理加算として加算する。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定している場合におい
　ては、次に掲げるその他の加算は算定しない。 
　(1)　特別管理加算（Ⅰ）　　５００単位 
　(2)　特別管理加算（Ⅱ）　　２５０単位 
解釈注11　特別管理加算について〔第2の4(17)〕
　①　特別管理加算については、利用者や居宅介護支援事業所が訪問看護事業所を選定する上で必要な情報と
　　して届け出させること。
　②　特別管理加算は、当該月の第１回目の介護保険の給付対象となる訪問看護を行った日の所定単位数に算
　　定するものとする。なお、当該加算を介護保険で請求した場合には、同月に定期巡回・随時対応型訪問介
　　護看護及び看護小規模多機能型居宅介護を利用した場合の当該各サービスにおける特別管理加算並びに同
　　月に医療保険における訪問看護を利用した場合の当該訪問看護における特別管理加算は算定できないこと
　③　特別管理加算は、１人の利用者に対し、１か所の事業所に限り算定できる。なお、２か所以上の事業所
　　から訪問看護を利用する場合については、その分配は事業所相互の合議に委ねられる。
　④　「真皮の超える褥瘡の状態」とは、ＮＰＵＡＰ（National Pressure Ulcer of Advisory Panel）
　　分類Ⅲ度若しくはⅣ度又はＤＥＳＩＧＮ分類（日本褥瘡学会によるもの）Ｄ３、Ｄ４若しくはＤ５に該当
　　する状態をいう。
　⑤　「真皮を越える褥瘡の状態にある者」に対して特別管理加算を算定する場合には、定期的（１週間に１
　　回以上）に褥瘡の状態の観察・アセスメント・評価（褥瘡の深さ、滲出液、大きさ、炎症・感染、肉芽組
　　織、壊死組織、ポケット）を行い、褥瘡の発生部位及び実施したケア(利用者の家族等に行う指導を含む)
　　について訪問看護記録書に記録すること。
　⑥　「点滴注射を週三日以上行う必要があると認められる状態」とは、主治の医師が点滴注射を週３日以上
　　行うことが必要である旨の指示を訪問看護事業所に対して行った場合であって、かつ、当該事業所の看護
　　職員が週３日以上点滴注射を実施している状態をいう。
　⑦　⑥の状態にある者に対して特別管理加算を算定する場合は、点滴注射が終了した場合その他必要が認め
　　られる場合には、主治の医師に対して速やかに当該者の状態を報告するとともに、訪問看護記録書に点滴
　　注射の実施内容を記録すること。
　⑧　訪問の際、症状が重篤であった場合には、速やかに医師による診療を受けることができるよう必要な支
　　援を行うこととする。
基準注12　ターミナルケア加算について
　　在宅で死亡した利用者に対して、別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして都道府県知事
　に届け出た指定訪問看護事業所が、その死亡日及び死亡日前１４日以内に２日（死亡日及び死亡日前１４日
　以内に当該利用者（末期の悪性腫瘍その他別に厚生労働大臣が定める状態にあるものに限る）に対して訪問
　看護を行っている場合にあっては、１日）以上ターミナルケアを行った場合（ターミナルケアを行った後、
　２４時間以内に在宅以外で死亡した場合を含む）は、ターミナルケア加算として、当該者の死亡月につき
　２，０００単位を所定単位数に加算する。 
解釈注12　ターミナルケア加算について〔第2の4(18)〕
　①　ターミナルケア加算については、在宅で死亡した利用者の死亡月に加算することとされているが、ター
　　ミナルケアを最後に行った日の属する月と、利用者の死亡月が異なる場合には、死亡月に算定することと
　　する。
　②　ターミナルケア加算は、１人の利用者に対し、１か所の事業所に限り算定できる。なお、当該加算を介
　　護保険で請求した場合には、同月に定期巡回・随時対応型訪問介護看護及び看護小規模多機能型居宅介護
　　を利用した場合の当該各サービスにおけるターミナルケア加算並びに同月に医療保険における訪問看護を
　　利用した場合の訪問看護ターミナルケア療養費及び訪問看護・指導料における在宅ターミナルケア加算（
　　以下「ターミナルケア加算等」）は算定できないこと。
　③　１の事業所において、死亡日及び死亡日前１４日以内に医療保険又は介護保険の給付の対象となる訪問
　　看護をそれぞれ１日以上実施した場合は、最後に実施した保険制度においてターミナルケア加算等を算定
　　すること。この場合において他制度の保険によるターミナルケア加算等は算定できないこと。
　④　ターミナルケアの提供においては、次に掲げる事項を訪問看護記録書に記録しなければならない。
　　ア　終末期の身体症状の変化及びこれに対する看護についての記録
　　イ　療養や死別に関する利用者及び家族の精神的な状態の変化及びこれに対するｹｱの経過についての記録
　　ウ　看取りを含めたターミナルケアの各プロセスにおいて利用者及び家族の意向を把握し、それに基づく
　　　アセスメント及び対応の経過の記録 
　　　なお、ウについては、厚生労働省「人生の最終段階における医療・ケアの決定プロセスに関するガイド
　　ライン」等の内容を踏まえ、利用者本人及びその家族等と話し合いを行い、利用者本人の意思決定を基本
　　に、他の関係者との連携の上対応すること。
　⑤　ターミナルケアを実施中に、死亡診断を目的として医療機関へ搬送し、２４時間以内に死亡が確認され
　　る場合等については、ターミナルケア加算を算定することができるものとする。
　⑥　ターミナルケアの実施にあたっては、他の医療及び介護関係者と十分な連携を図るよう努めること。
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１単位単価

基準注13
　　イ（訪問看護ステーションの場合）及びロ（病院又は診療所の場合）について、指定訪問看護を利用しよ
　うとする者の主治の医師（介護老人保健施設及び介護医療院の医師を除く）が、当該者が急性増悪等により
　一時的に頻回の訪問看護を行う必要がある旨の特別の指示を行った場合は、当該指示の日から１４日間に限
　って、訪問看護費は、算定しない。
基準注14
　　ハ（指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所と連携して指定訪問看護を行う場合）について、指定
　訪問看護を利用しようとする者の主治の医師（介護老人保健施設及び介護医療院の医師を除く）が、当該利
　用者が急性増悪等により一時的に頻回の訪問看護を行う必要がある旨の特別の指示を行った場合は、当該指
　示の日数に応じて、１日につき９７単位を所定単位数から減算する。
解釈注13、14　主治の医師の特別な指示があった場合の取扱い〔第2の4(19)〕
　　利用者が急性増悪等により一時的に頻回の訪問看護を行う必要がある旨の特別指示（訪問看護ステーショ
　ンにおいては特別指示書の交付）があった場合は、交付の日から１４日間を限度として医療保険の給付対象
　となるものであり、訪問看護費は算定しない。なお、医療機関の訪問看護の利用者について、急性増悪等に
　より一時的に頻回の訪問看護を行う必要があって、医療保険の給付対象となる場合には、頻回の訪問看護が
　必要な理由、その期間等については、診療録に記載しなければならない。
基準注15
　　利用者が短期入所生活介護、短期入所療養介護若しくは特定施設入居者生活介護又は定期巡回・随時対応
　型訪問介護看護、認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護、地域密着型介護老人福
　祉施設入所者生活介護若しくは複合型サービスを受けている間は、訪問看護費は、算定しない。 
解釈注15　介護老人保健施設、介護療養型医療施設及び介護医療院を退院・退所した日の訪問看護

　　　の取扱い〔第2の4(20)〕
　　介護老人保健施設、指定介護療養型医療施設及び介護医療院を退所・退院した日については、第２の１の
　(３)に関わらず、厚生労働大臣が定める状態（利用者等告示第六号を参照）にある利用者に限り、訪問看護
　費を算定できることとする。
　　なお、短期入所療養介護のサービス終了日(退所・退院日)においても同様である。 
基準ニ　初回加算
　　指定訪問看護事業所において、新規に訪問看護計画書を作成した利用者に対して、初回若しくは初回の指
　定訪問看護を行った日の属する月に指定訪問看護を行った場合は、１月につき所定単位数を加算する。
解釈ニ　初回加算について〔第2の4(21)〕
　　本加算は、利用者が過去２月間（暦月）において、当該訪問看護事業所から訪問看護（医療保険の訪問看
　護を含む）の提供を受けていない場合であって新たに訪問看護計画書を作成した場合に算定する。
基準ホ　退院時共同指導加算
　　病院、診療所、介護老人保健施設又は介護医療院に入院中又は入所中の者が退院又は退所するに当たり、
　指定訪問看護ステーションの看護師等（准看護師を除く）が、退院時共同指導（当該者又はその看護に当た
　っている者に対して、病院、診療所、介護老人保健施設又は介護医療院の主治の医師その他の従業者と共同
　し、在宅での療養上必要な指導を行い、その内容を文書により提供することをいう）を行った後に、当該者
　の退院又は退所後に当該者に対する初回の指定訪問看護を行った場合に、退院時共同指導加算として、当該
　退院又は退所につき１回（特別な管理を必要とする利用者については、２回）に限り、所定単位数を加算す
　る。ただし、ニの初回加算を算定する場合は、退院時共同指導加算は算定しない。
解釈ホ　退院時共同指導加算について〔第2の4(22)〕
　①　退院時共同指導加算は、病院、診療所、介護老人保健施設又は介護医療院に入院中又は入所中の者が退
　　院又は退所するに当たり、訪問看護ステーションの看護師等が、退院時共同指導を行った後に当該者の退
　　院又は退所後、初回の訪問看護を実施した場合に、１人の利用者に当該者の退院又は退所につき１回（厚
　　生労働大臣が定める状態（利用者等告示第６号を参照のこと）にある利用者について、複数日に退院時共
　　同指導を行った場合には２回）限り、当該加算を算定できること。この場合の当該加算は、初回の訪問看
　　護を実施した日に算定すること。
　　　なお、当該加算を算定する月の前月に退院時共同指導を行っている場合においても算定できること。 
　②　２回の当該加算の算定が可能である利用者（①の厚生労働大臣が定める状態の者）に対して複数の訪問
　　看護ステーション、定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所又は看護小規模多機能型居宅介護事業所が
　　退院時共同指導を行う場合にあっては、１回ずつの算定も可能であること。
　③　複数の訪問看護ステーション等が退院時共同指導を行う場合には､主治の医師の所属する保険医療機関､
　　介護老人保健施設若しくは介護医療院に対し、他の訪問看護ステーション等における退院時共同指導の実
　　施の有無について確認すること。 
　④　退院時共同指導加算を介護保険で請求した場合には、同月に定期巡回・随時対応型訪問介護看護及び看
　　護小規模多機能型居宅介護を利用した場合の当該各サービスにおける退院時共同指導加算並びに同月に医
　　療保険における訪問看護を利用した場合の当該訪問看護における当該加算は算定できないこと（②の場合
　　を除く。）。
　⑤　退院時共同指導を行った場合は、その内容を訪問看護記録書に記録すること。 
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１単位単価

基準ヘ　看護・介護職員連携強化加算
　　指定訪問看護事業所が、社会福祉士及び介護福祉士法登録又は同法附則の登録を受けた指定訪問介護事業
　所と連携し、当該事業所の訪問介護員等が当該事業所の利用者に対し社会福祉士及び介護福祉士法施行規則
　に掲げる医師の指示の下に行われる行為を円滑に行うための支援を行った場合は、１月に１回に限り所定単
　位数を加算する。
解釈ヘ　看護・介護職員連携強化加算について〔第2の4(23)〕
　①　看護・介護職員連携強化加算は、訪問看護事業所の看護職員が､訪問介護事業所の訪問介護員等に対し､
　　たんの吸引等の業務が円滑に行われるよう、たんの吸引等に係る計画書や報告書の作成及び緊急時等の対
　　応についての助言を行うとともに当該訪問介護員等に同行し、利用者の居宅において業務の実施状況につ
　　いて確認した場合、又は利用者に対する安全なサービス提供体制整備や連携体制確保のための会議に出席
　　した場合に算定する。なお、訪問介護員等と同行訪問した場合や会議に出席した場合は、その内容を訪問
　　看護記録書に記録すること。
　②　当該加算は、①の訪問介護員等と同行訪問を実施した日又は会議に出席した日の属する月の初日の訪問
　　看護の実施日に加算する。 
　③　当該加算は訪問看護が２４時間行える体制を整えている事業所として緊急時訪問看護加算の届け出をし
　　ている場合に算定可能である。
　④　訪問看護事業所の看護職員が、訪問介護員等と同行し、たんの吸引等の実施状況を確認する際、通常の
　　訪問看護の提供以上に時間を要した場合であっても、ケアプラン上に位置づけられた訪問看護費を算定す
　　る。
　⑤　当該加算は訪問介護員等のたんの吸引等の技術不足を補うために同行訪問を実施することを目的とした
　　ものではないため、訪問介護員等のたんの吸引等に係る基礎的な技術取得や研修目的で、訪問看護事業所
　　の看護職員が同行訪問を実施した場合は、当該加算及び訪問看護費は算定できない。
基準ト　看護体制強化加算
　　イ（訪問看護ステーションの場合）及びロ（病院又は診療所の場合）について、別に厚生労働大臣が定め
　る基準に適合しているものとして都道府県知事に届け出た指定訪問看護事業所が、医療ニーズの高い利用者
　への指定訪問看護の提供体制を強化した場合は、当該基準に掲げる区分に従い、１月につき次に掲げる所定
　単位数を加算する。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定している場合においては、次に掲げるその他
　の加算は算定しない。
　(1)　看護体制強化加算（Ⅰ）　　６００単位
　(2)　看護体制強化加算（Ⅱ）　　３００単位
【別に厚生労働大臣が定める基準】
　イ　看護体制強化加算（Ⅰ）
　次のいずれにも適合すること。
　　(1)　算定日が属する月の前６月間において、指定訪問看護事業所における利用者の総数のうち、緊急時
　　　訪問看護加算を算定した利用者の占める割合が１００分の５０以上であること。
　　(2)　算定日が属する月の前６月間において、指定訪問看護事業所における利用者の総数のうち、特別管
　　　理加算を算定した利用者の占める割合が１００分の30以上であること。
　　(3)　算定日が属する月の前１２月間において、指定訪問看護事業所におけるターミナルケア加算を算定
　　　した利用者が５名以上であること。
　ロ　看護体制強化加算（Ⅱ）
　次のいずれにも適合すること。
　　(1)　イ(1)及び(2)のいずれにも適合すること。
　　(2)　算定日が属する月の前１２月間において、指定訪問看護事業所におけるターミナルケア加算を算定
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１単位単価

基準注１　訪問リハビリテーション費
　　通院が困難な利用者に対して、指定訪問リハビリテーション事業所の理学療法士、作業療法士又は言語聴
　覚士が、計画的な医学的管理を行っている当該事業所の医師の指示に基づき、指定訪問リハビリテーション
　を行った場合に算定する。
解釈算定の意義について〔第2の5(1)〕
　①　指定訪問リハビリテーションは、計画的な医学的管理を行っている当該指定訪問リハビリテーション事
　　業所の医師の指示の下で実施するとともに､当該医師の診療の日から３月以内に行われた場合に算定する。
　　　また、例外として、指定訪問リハビリテーション事業所の医師がやむを得ず診療できない場合には、別
　　の医療機関の計画的な医学的管理を行っている医師から情報提供（指定訪問リハビリテーションの必要性
　　や利用者の心身機能や活動等に係るアセスメント情報等）を受け、当該情報提供を踏まえて、当該リハビ
　　リテーション計画を作成し、指定訪問リハビリテーションを実施した場合には、情報提供を行った別の医
　　療機関の医師による当該情報提供の基礎となる診療の日から３月以内に行われた場合に算定する。 
　　　この場合、少なくとも３月に１回は、指定訪問リハビリテーション事業所の医師は、当該情報提供を行
　　った別の医療機関の医師に対して訪問リハビリテーション計画等について情報提供を行う。
　②　指定訪問リハビリテーションは、指定訪問リハビリテーション事業所の医師の診療に基づき、訪問リハ
　　ビリテーション計画を作成し、実施することが原則であるが、医療保険の脳血管疾患等リハビリテーショ
　　ン料、廃用症候群リハビリテーション料又は運動器リハビリテーション料を算定すべきリハビリテーショ
　　ンを受けていた患者が、介護保険の指定訪問リハビリテーションへ移行する際に、「リハビリテーション
　　マネジメント加算等に関する基本的な考え方並びにリハビリテーション計画書等の事務処理手順及び様式
　　例の提示について」の別紙様式２－１をもって、保険医療機関から当該事業所が情報提供を受け、当該事
　　業所の医師が利用者を診療するとともに、別紙様式２－１に記載された内容について確認し、指定訪問リ
　　ハビリテーションの提供を開始しても差し支えないと判断した場合には、例外として、別紙様式２－１を
　　リハビリテーション計画書とみなして訪問リハビリテーション費の算定を開始してもよいこととする。
　　　なお、その場合であっても、算定開始の日が属する月から起算して３月以内に、当該事業所の医師の診
　　療に基づいて、次回の訪問リハビリテーション計画を作成する。
　③　指定訪問リハビリテーションは、利用者又はその家族等利用者の看護に当たる者に対して１回当たり２
　　０分以上指導を行った場合に、１週に６回を限度として算定する。
　④　指定訪問リハビリテーション事業所が介護老人保健施設又は介護医療院である場合にあって、医師の指
　　示を受けた理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士が、利用者の居宅を訪問して指定訪問リハビリテーシ
　　ョンを行った場合には、訪問する理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士の当該訪問の時間は、介護老人
　　保健施設又は介護医療院の人員基準の算定に含めないこととする。なお、介護老人保健施設又は介護医療
　　院による指定訪問リハビリテーションの実施にあたっては、介護老人保健施設又は介護医療院において、
　　施設サービスに支障のないよう留意する。 
　⑤　居宅からの一連のサービス行為として、買い物やバス等の公共交通機関への乗降などの行為に関する訪
　　問リハビリテーションを提供するに当たっては、訪問リハビリテーション計画にその目的、頻度等を記録
　　するものとする。
　⑥　利用者が指定訪問リハビリテーション事業所である医療機関を受診した日又は訪問診療若しくは往診を
　　受けた日に、訪問リハビリテーション計画の作成に必要な医師の診療が行われた場合には、当該複数の診
　　療等と時間を別にして行われていることを記録上明確にする。
解釈注１　「通院が困難な利用者」について〔第2の5(3)〕
　　訪問リハビリテーション費は「通院が困難な利用者」に対して給付することとされているが、指定通所リ
　ハビリテーションのみでは、家屋内におけるＡＤＬの自立が困難である場合の家屋状況の確認を含めた指定
　訪問リハビリテーションの提供など、ケアマネジメントの結果、必要と判断された場合は訪問リハビリテー
　ション費を算定できるものである。「通院が困難な利用者」の趣旨は、通院により、同様のサービスが担保
　されるのであれば、通所系サービスを優先すべきということである。
基準注２　集合住宅減算
　　指定訪問リハビリテーション事業所の所在する建物と同一の敷地内若しくは隣接する敷地内の建物若しく
　は指定訪問リハビリテーション事業所と同一の建物（以下この注において「同一敷地内建物等」）に居住す
　る利用者（指定訪問リハビリテーション事業所における１月当たりの利用者が同一敷地内建物等に５０人以
　上居住する建物に居住する利用者を除く）又は指定訪問リハビリテーション事業所における１月当たりの利
　用者が同一の建物に２０人以上居住する建物（同一敷地内建物等を除く）に居住する利用者に対して、指定
　訪問リハビリテーションを行った場合は、１回につき所定単位数の１００分の９０に相当する単位数を算定
　し、指定訪問リハビリテーション事業所における１月当たりの利用者が同一敷地内建物等に５０人以上居住
　する建物に居住する利用者に対して、指定訪問リハビリテーションを行った場合は、１回につき所定単位数
　の１００分の８５に相当する単位数を算定する。
解釈注２　指定訪問ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ事業所と同一の敷地内若しくは隣接する敷地内の建物若しくは指定訪問

　　　ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ事業所と同一の建物等に居住する利用者に対する取扱い〔第2の5(2)〕
　　訪問介護と同様。
基準注３、４、５ 略

基準注６　短期集中リハビリテーション実施加算
　　別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして都道府県知事に届け出た指定訪問リハビリテー
　ション事業所が、利用者に対して、リハビリテーションを必要とする状態の原因となった疾患の治療のため
　に入院若しくは入所した病院、診療所若しくは介護保険施設から退院若しくは退所した日（以下「退院(所)
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１単位単価

　日」という）又は要介護認定の効力が生じた日（当該利用者が新たに要介護認定を受けた者である場合に限
　る。以下「認定日」という）から起算して３月以内の期間に､リハビリテーションを集中的に行った場合は､
　短期集中リハビリテーション実施加算として、１日につき２００単位を所定単位数に加算する。
解釈注６　短期集中リハビリテーション実施加算について〔第2の5(7)〕
　①　短期集中リハビリテーション実施加算におけるリハビリテーションは、利用者の状態に応じて、基本的
　　動作能力（起居、歩行、発話等を行う能力をいう。以下同じ。）及び応用的動作能力（運搬、トイレ、掃
　　除、洗濯、コミュニケーション等を行うに当たり基本的動作を組み合わせて行う能力をいう。以下同じ）
　　を向上させ、身体機能を回復するための集中的なリハビリテーションを実施するものであること。 
　②　「リハビリテーションを集中的に行った場合」とは、退院（所）日又は認定日から起算して３月以内の
　　期間に、１週につきおおむね２日以上、１日当たり２０分以上実施するものでなければならない。
　③　本加算の算定に当たっては､リハビリテーションマネジメント加算の算定が前提となっていることから､
　　当該加算の趣旨を踏まえたリハビリテーションを実施するよう留意すること。
基準注７　リハビリテーションマメジメント加算
　　別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして都道府県知事に届け出た指定訪問リハビリテー
　ーション事業所の医師、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士その他の職種の者が協働し、継続的にリハビ
　リテーションの質を管理した場合は、リハビリテーションマネジメント加算として、次に掲げる区分に応じ
　１月につき次に掲げる単位数を所定単位数に加算する。ただし、リハビリテーションマネジメント加算(Ⅳ)
　については３月に１回を限度として算定することとし、次に掲げるいずれかの加算を算定している場合にお
　いては、次に掲げるその他の加算は算定しない。
　　イ　リハビリテーションマネジメント加算（Ⅰ）　　２３０単位 
　　ロ　リハビリテーションマネジメント加算（Ⅱ）　　２８０単位
　　ハ　リハビリテーションマネジメント加算（Ⅲ）　　３２０単位
　　ニ　リハビリテーションマネジメント加算（Ⅳ）　　４２０単位
解釈注７　リハビリテーションマネジメント加算について〔第2の5(8)〕
　①　リハビリテーションマネジメント加算は、利用者ごとに行われるケアマネジメントの一環として実施さ
　　れるものであり、リハビリテーションの質の向上を図るため、利用者の状態や生活環境等を踏まえた
　　(Survey)、多職種協働による訪問リハビリテーション計画の作成(Plan)、当該計画に基づく状態や生活
　　環境等を踏まえた適切なリハビリテーションの提供(Do)、当該提供内容の評価(Check)とその結果を踏
　　まえた当該計画の見直し等(Action)といったサイクル(以下「ＳＰＤＣＡ」という。)の構築を通じて、
　　継続的にリハビリテーションの質の管理を行った場合に加算するものである。
　②　「リハビリテーションの質の管理」とは、生活機能の維持又は向上を目指すに当たって、心身機能、個
　　人として行うＡＤＬやＩＡＤＬといった活動をするための機能、家庭での役割を担うことや地域の行事等
　　に関与すること等といった参加をするための機能について、バランス良くアプローチするリハビリテーシ
　　ョンが提供できているかを管理することをいう。
　③　「定期的に」とは、初回の評価は、訪問リハビリテーション計画に基づくリハビリテーションの提供開
　　始からおおむね２週間以内に、その後はおおむね３月ごとに評価を行うものであること。 
　④　指定訪問リハビリテーション事業所の医師が利用者に対して３月以上の指定訪問リハビリテーションの
　　継続利用が必要と判断する場合には、リハビリテーション計画書の特記事項欄に指定訪問リハビリテーシ
　　ョンの継続利用が必要な理由、指定通所リハビリテーションその他の指定居宅サービスの併用や移行の見
　　通しを記載すること。
　⑤　リハビリテーション会議の構成員である医師の当該会議への出席については、テレビ電話等情報通信機
　　器を使用してもよいこととする。なお、テレビ電話等情報通信機器を使用する場合には、当該会議の議事
　　に支障のないように留意すること。 
　⑥　大臣基準告示第12号ニ(２)のデータの提出については、厚生労働省が実施する「通所・訪問リハビリ
　　テーションの質の評価データ収集等事業(Monitoring and evaluation of the rehabilitation 
　　services in long-term care)」(以下、「VISIT」という。)に参加し、当該事業で活用しているシステム
　　を用いて、リハビリテーションマネジメントで活用されるリハビリテーション計画書等のデータを提出す
　　ることを評価したものである。
　　　当該事業への参加方法や提出するデータについては「リハビリテーションマネジメント加算等に関する
　　基本的な考え方並びにリハビリテーション計画書等の事務処理手順及び様式例の提示について」を参照さ
　　れたい。 
基準注８　主治の医師の特別の指示
　　指定訪問リハビリテーションを利用しようとする者の主治の医師（介護老人保健施設及び介護医療院の医
　師を除く）が、当該者が急性増悪等により一時的に頻回の訪問リハビリテーションを行う必要がある旨の特
　別の指示を行った場合は、その指示の日から１４日間に限って、訪問リハビリテーション費は算定しない。
解釈注８　急性増悪等により一時的に頻回の訪問リハビリテーションを行う必要がある旨の特別の指示

　　　を行った場合の取扱い〔第2の5(9)〕
　　注８の「急性増悪等により一時的に頻回の訪問リハビリテーションを行う必要がある旨の特別の指示を行
　った場合」とは、保険医療機関の医師が、診療に基づき、利用者の急性増悪等により一時的に頻回の訪問リ
　ハビリテーションを行う必要性を認め、計画的な医学的管理の下に、在宅で療養を行っている利用者であっ
　て通院が困難なものに対して、訪問リハビリテーションを行う旨の指示を行った場合をいう。この場合は、
　その特別の指示の日から１４日間を限度として医療保険の給付対象となるため、訪問リハビリテーション費
　は算定しない。 

14 訪問リハビリテーション 10.17円
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１単位単価

基準注９
　　利用者が短期入所生活介護、短期入所療養介護若しくは特定施設入居者生活介護又は認知症対応型共同生
　活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護若しくは地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護を受けて
　いる間は、訪問リハビリテーション費は、算定しない。 
基準注10　訪問リハビリテーション計画診療未実施減算
　　別に厚生労働大臣が定める基準に適合している指定訪問リハビリテーション事業所の理学療法士、作業療
　法士又は言語聴覚士が、当該指定訪問リハビリテーション事業所の医師が診療を行っていない利用者に対し
　て、指定訪問リハビリテーションを行った場合は、１回につき２０単位を所定単位数から減算する。
解釈注10の取扱いについて〔第2の5(10)〕
　　訪問リハビリテーション計画は、原則、当該指定訪問リハビリテーション事業所の医師の診療に基づき、
　当該医師及び理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士が共同して作成するものである。 
　　注１０は、指定訪問リハビリテーション事業所とは別の医療機関の医師による計画的な医学的管理を受け
　ている利用者であって、当該事業所の医師がやむを得ず診療できない場合に、別の医療機関の医師からの情
　報をもとに、当該事業所の医師及び理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士が訪問リハビリテーション計画
　を作成し、当該事業所の医師の指示に基づき、当該事業所の理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士が指定
　訪問リハビリテーションを実施した場合について、例外として基本報酬に２０単位を減じたもので評価した
　ものである。 
　　「当該利用者に関する情報の提供」とは、別の医療機関の計画的に医学的管理を行っている医師から指定
　訪問リハビリテーション事業所の医師が、「リハビリテーションマネジメント加算等に関する基本的な考え
　方並びにリハビリテーション計画書等の事務処理手順及び様式例の提示について」の別紙様式2-1のうち、
　本人の希望、家族の希望、健康状態・経過、心身機能・構造、活動(基本動作、移動能力、認知機能等)、活
　動（ＡＤＬ）、リハビリテーションの目標、リハビリテーション実施上の留意点等について、当該指定訪問
　リハビリテーション事業所の医師が十分に記載できる情報の提供を受けていることをいう。 
基準ロ　社会参加支援加算
　　別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして都道府県知事に届け出た指定訪問リハビリテー
　ション事業所が、リハビリテーションを行い、利用者の社会参加等を支援した場合は、社会参加支援加算と
　して、評価対象期間（別に厚生労働大臣が定める期間をいう）の末日が属する年度の次の年度内に限り、１
　日につき所定単位数を加算する。 
解釈注11　社会参加支援加算について〔第2の5(11)〕
　①　社会参加支援加算におけるリハビリテーションは、訪問リハビリテーション計画に家庭や社会への参加
　　を可能とするための目標を作成した上で、利用者のＡＤＬ及びＩＡＤＬを向上させ、指定通所介護等に移
　　行させるものであること。
　②　「その他社会参加に資する取組」には、医療機関への入院や介護保険施設への入所、指定訪問リハビリ
　　テーション、指定認知症対応型共同生活介護等は含まれず、算定対象とならないこと。
　③　大臣基準告示第13号イ(１)の基準において、指定通所介護等を実施した者の占める割合及び基準第13
　　号ロにおいて、12を指定訪問リハビリテーション事業所の利用者の平均利用月数で除して得た数につい
　　ては、小数点第３位以下は切り上げること。
　④　平均利用月数については、以下の式により計算すること。
　　イ　(ⅰ)に掲げる数÷(ⅱ)に掲げる数 
　　　　(ⅰ)　当該事業所における評価対象期間の利用者ごとの利用者延月数の合計 
　　　　(ⅱ)　(当該事業所における評価対象期間の新規利用者数の合計＋当該事業所における評価対象期間の
　　　　　　新規終了者数の合計)÷２ 
　　ロ　イ(ⅰ)における利用者には、当該施設の利用を開始して、その日のうちに利用を終了した者又は死亡
　　　した者を含むものである。 
　　ハ　イ(ｉ)における利用者延月数は、利用者が評価対象期間において当該事業所の提供する訪問リハビリ
　　　テーションを利用した月数の合計をいう。
　　ニ　イ(ⅱ)における新規利用者数とは、当該評価対象期間に新たに当該事業所の提供する指定訪問リハビ
　　　リテーションを利用した者の数をいう。また、当該事業所の利用を終了後､１２月以上の期間を空けて､
　　　当該事業所を再度利用した者については、新規利用者として取り扱うこと。
　　ホ　イ(ⅱ)における新規終了者数とは、評価対象期間に当該事業所の提供する指定訪問リハビリテーショ
　　　ンの利用を終了した者の数をいう。 
　⑤　「３月以上継続する見込みであること」の確認に当たっては、指定訪問リハビリテーション事業所の理
　　学療法士、作業療法士又は言語聴覚士が、指定訪問リハビリテーション終了者の居宅を訪問し、リハビリ
　　テーション計画書のアセスメント項目を活用しながら、リハビリテーションの提供を終了した時と比較し
　　て、ＡＤＬ及びＩＡＤＬが維持又は改善していることを確認すること。 
　　　なお、利用者の居宅への訪問が困難である場合、当該利用者の介護支援専門員に対して、居宅サービス
　　計画の提供を依頼し、社会参加等に資する取組の実施状況を確認するとともに、電話等を用いて、前記と
　　同様の内容を確認すること。 
　⑥　「３月以上継続する見込みであること」の確認に当たって得られた情報については、リハビリテーショ
　　ン計画書等に記録すること。

14 訪問リハビリテーション 10.17円

- 22 -



１単位単価

基準注１　
　　在宅の利用者であって通院が困難なものに対して、指定居宅療養管理指導事業所の医師が、当該利用者の
　居宅を訪問して行う計画的かつ継続的な医学的管理に基づき、介護支援専門員に対する居宅サービス計画の
　策定等に必要な情報提供（利用者の同意を得て行うものに限る。以下同じ。）並びに利用者又はその家族等
　に対する居宅サービスを利用する上での留意点、介護方法等についての指導及び助言を行った場合に、単一
　建物居住者（当該利用者が居住する建物に居住する者のうち、当該指定居宅療養管理指導事業所の医師が、
　同一月に訪問診療、往診又は指定居宅療養管理指導を行っているものをいう）の人数に従い、１月に２回を
　限度として、所定単位数を算定する。　
解釈注１　単一建物居住者の人数について〔第2の6(1)〕
　　居宅療養管理指導の利用者が居住する建築物に居住する者のうち、同一月の利用者数を「単一建物居住者
　の人数」という。単一建物居住者の人数は、同一月における以下の利用者の人数をいう。
　ア　養護老人ホーム、軽費老人ホーム、有料老人ホーム、サービス付き高齢者向け住宅、マンションなどの
　　集合住宅等に入居又は入所している利用者 
　イ　小規模多機能型居宅介護(宿泊サービスに限る。)、認知症対応型共同生活介護、複合型サービス(宿泊サ
　　ービスに限る。)、介護予防小規模多機能型居宅介護(宿泊サービスに限る。)、介護予防認知症対応型共同
　　生活介護などのサービスを受けている利用者
　ただし、ユニット数が３以下の認知症対応型共同生活介護事業所については､それぞれのユニットにおいて､
　居宅療養管理指導費を算定する人数を、単一建物居住者の人数とみなすことができる。また、１つの居宅に
　居宅療養管理指導費の対象となる同居する同一世帯の利用者が２人以上いる場合の居宅療養管理指導費は、
　利用者ごとに「単一建物居住者が１人の場合」を算定する。さらに、居宅療養管理指導費について、当該建
　築物において当該居宅療養管理指導事業所が居宅療養管理指導を行う利用者数が、当該建築物の戸数の１０
　％以下の場合又は当該建築物の戸数が２０戸未満であって、当該居宅療養管理指導事業所が居宅療養管理指
　導を行う利用者が２人以下の場合には、それぞれ「単一建物居住者が１人の場合」を算定する。 
解釈医師・歯科医師の居宅療養管理指導について〔第2の6(2)〕
　①　算定内容 
　　　主治の医師及び歯科医師の行う居宅療養管理指導については、計画的かつ継続的な医学的管理又は歯科
　　医学的管理に基づき、介護支援専門員（指定居宅介護支援事業者により指定居宅介護支援を受けている居
　　宅要介護被保険者については居宅サービス計画を作成している介護支援専門員を、特定施設入居者生活介
　　護、小規模多機能型居宅介護、認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護又は看護
　　小規模多機能型居宅介護の利用者にあっては、当該事業所の介護支援専門員をいう。以下６において「ケ
　　アマネジャー」という）に対するケアプランの作成等に必要な情報提供並びに利用者若しくはその家族等
　　に対する介護サービスを利用する上での留意点、介護方法等についての指導及び助言を行った場合に算定
　　する。ケアマネジャーへの情報提供がない場合には、算定できないこととなるため留意すること。 
　　　また、利用者が他の介護サービスを利用している場合にあっては､必要に応じて､利用者又は家族の同意
　　を得た上で、当該介護ｻｰﾋﾞｽ事業者等に介護ｻｰﾋﾞｽを提供する上での情報提供及び助言を行うこととする。
　　　なお、当該医師が当該月に医療保険において、「在宅時医学総合管理料」又は「施設入居時等医学総合
　　管理料」を当該利用者について算定した場合には、当該医師に限り居宅療養管理指導費(Ⅱ)を算定する。 
　②　「情報提供」及び「指導又は助言」の方法 
　　ア　ケアマネジャーに対する情報提供の方法 
　　　ケアプランの策定等に必要な情報提供は、サービス担当者会議への参加により行うことを基本とする
　　　（必ずしも文書等による必要はない。）。 
　　　　当該会議への参加が困難な場合やサービス担当者会議が開催されない場合等においては、下記の「情
　　　報提供すべき事項」（薬局薬剤師に情報提供する場合は、診療状況を示す文書等の内容も含む。）につ
　　　いて、原則として、文書等（メール、ＦＡＸ等でも可）により、ケアマネジャーに対して情報提供を行
　　　うことで足りるものとする。
　　　　なお、サービス担当者会議等への参加により情報提供を行った場合については、その情報提供の要点
　　　を記載すること。当該記載については、医療保険の診療録に記載することは差し支えないが、下線又は
　　　枠で囲う等により、他の記載と区別できるようにすること。 
　　　　また、文書等により指導又は助言を行った場合については、当該文書等の写しを診療録に添付する等
　　　により保存すること。 
　③　ケアマネジャーによるケアプランの作成が行われていない場合 
　　　居宅療養管理指導以外のサービスを利用していない利用者や自らケアプランを作成している利用者など
　　のケアマネジャーによるケアプランの作成が行われていない利用者に対して居宅療養管理指導を行う場合
　　は、①の規定にかかわらず算定できること。ただし、当該利用者が、居宅療養管理指導以外にも他の介護
　　サービスを利用している場合にあっては、必要に応じて、利用者又は家族の同意を得た上で、当該他の介
　　護サービス事業者等に対し、介護サービスを提供する上での情報提供及び助言を行うこととする。
　④　算定回数について 
　　　主治の医師及び歯科医師が、１人の利用者について、それぞれ月２回まで算定することができる。 
　⑤　算定日について 
　　　算定日は、当該月の訪問診療又は往診を行った日とする。また、請求明細書の摘要欄には、訪問診療若
　　しくは往診の日又は当該サービス担当者会議に参加した場合においては、参加日若しくは参加が困難な場
　　合においては、文書等を交付した日を記入することとする。 

31 居宅療養管理指導 （給付管理対象外）
10.00円
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１単位単価

解釈薬剤師が行う居宅療養管理指導について〔第2の6(3)〕
　①　薬局薬剤師が行う居宅療養管理指導については、医師又は歯科医師の指示に基づき、薬剤師が薬学的管
　　理指導計画を策定し､また､医療機関の薬剤師が行う場合にあっては、医師又は歯科医師の指示に基づき、
　　利用者の居宅を訪問して、薬歴管理、服薬指導、薬剤服用状況及び薬剤保管状況の確認等の薬学的管理指
　　導を行い、提供した居宅療養管理指導の内容について、利用者又はその家族等に対して積極的に文書等に
　　て提出するよう努め、速やかに記録（薬局薬剤師にあっては、薬剤服用歴の記録、医療機関の薬剤師にあ
　　っては、薬剤管理指導記録）を作成するとともに、医師又は歯科医師に報告した上で、ケアマネジャーに
　　対するケアプランの作成等に必要な情報提供を行うこととする。ケアマネジャーへの情報提供がない場合
　　には、算定できないこととなるため留意すること。ただし、ケアマネジャーによるケアプランの作成が行
　　われていない場合の取扱いについては、(２)③を準用する。 
　　　併せて、利用者の服薬状況や薬剤の保管状況に問題がある場合等、その改善のため訪問介護員等の援助
　　が必要と判断される場合には、関連事業者等に対して情報提供及び必要な助言を行うこととする。薬局薬
　　剤師にあっては当該居宅療養管理指導の指示を行った医師又は歯科医師に対し訪問結果について必要な情
　　報提供を文書で行うこととする。また、提供した文書等の写しがある場合は、記録に添付する等により保
　　存することとする。
　　　なお、請求明細書の摘要欄に訪問日を記入することとする。
　②　薬局薬剤師の策定する「薬学的管理指導計画」は処方医から提供された医師・歯科医師の居宅療養管理
　　指導における情報提供等に基づき、又は必要に応じ処方医と相談するとともに、他の医療関係職種（歯科
　　訪問診療を実施している保険医療機関の保険医である歯科医師等及び訪問看護ステーションの看護師等）
　　との間で情報を共有しながら、利用者の心身の特性及び処方薬剤を踏まえ策定されるものであり、薬剤の
　　管理方法､処方薬剤の副作用､相互作用等を確認した上、実施すべき指導の内容、利用者宅への訪問回数、
　　訪問間隔等を記載する。 
　　　策定した薬学的管理指導計画書は、薬剤服用歴の記録に添付する等の方法により保存する。
　　　薬学的管理指導計画は、原則として、利用者の居宅を訪問する前に策定する。
　　　訪問後､必要に応じ新たに得られた利用者の情報を踏まえ計画の見直しを行う。また､必要に応じ見直し
　　を行うほか､処方薬剤の変更があった場合及び他職種から情報提供を受けた場合にも適宜見直しを行う。 
　③　薬局薬剤師にあっては、必要に応じて、処方医以外の医療関係職種に対しても、居宅療養管理指導の結
　　果及び当該医療関係職種による当該患者に対する療養上の指導に関する留意点について情報提供すること
　　とする。
　④　薬局薬剤師が行う居宅療養管理指導費を月２回以上算定する場合（がん末期患者及び中心静脈栄養を受
　　けている者に対するものを除く。）にあっては、算定する日の間隔は６日以上とする。がん末期患者及び
　　中心静脈栄養を受けている者については、週２回かつ月８回に限り算定できる。医療機関の薬剤師が行う
　　居宅療養管理指導を月２回算定する場合にあっては、算定する日の間隔は６日以上とする。 
　⑤　居宅療養管理指導を行った場合には、薬局薬剤師にあっては、薬剤服用歴の記録に、少なくとも以下の
　　ア～ツについて記載しなければならない。
　　ア　利用者の基礎情報として、利用者の氏名、生年月日、性別、介護保険の被保険者証の番号、住所、必
　　　要に応じて緊急時の連絡先等 
　　イ　処方及び調剤内容として、処方した医療機関名、処方医氏名、処方日、処方内容、調剤日、処方内容
　　　に関する照会の内容等 
　　ウ　利用者の体質、アレルギー歴、副作用歴、薬学的管理に必要な利用者の生活像等 
　　エ　疾患に関する情報として、既往歴、合併症の情報、他科受診において加療中の疾患 
　　オ　併用薬等（要指導医薬品、一般用医薬品、医薬部外品及びいわゆる健康食品を含む。）の情報及び服
　　　用薬と相互作用が認められる飲食物の摂取状況等 
　　カ　服薬状況（残薬の状況を含む。)）
　　キ　副作用が疑われる症状の有無（利用者の服薬中の体調の変化を含む。）及び利用者又はその家族等か
　　　らの相談事項の要点 
　　ク　服薬指導の要点
　　ケ　訪問の実施日、訪問した薬剤師の氏名
　　コ　処方医から提供された情報の要点 
　　サ　訪問に際して実施した薬学的管理の内容（薬剤の保管状況、服薬状況、残薬の状況、投薬後の併用薬
　　　剤、投薬後の併診、副作用、重複服用、相互作用等に関する確認、実施した服薬支援措置等）
　　シ　処方医に対して提供した訪問結果に関する情報の要点 
　　ス　処方医以外の医療関係職種との間で情報を共有している場合にあっては、当該医療関係職種から提供
　　　された情報の要点及び当該医療関係職種に提供した訪問結果に関する情報の要点 
　⑥　居宅療養管理指導を行った場合には、医療機関の薬剤師にあっては薬剤管理指導記録に、少なくとも以
　　下のア～カについて記載しなければならないこととし、最後の記入の日から最低３年間保存すること。
　　ア　利用者の氏名、生年月日、性別、住所、診療録の番号 
　　イ　利用者の投薬歴、副作用歴、アレルギー歴 
　　ウ　薬学的管理指導の内容（医薬品の保管状況、服薬状況、残薬の状況、重複投薬、配合禁忌等に関する
　　　確認及び実施した服薬支援措置を含む。）
　　エ　利用者への指導及び利用者からの相談の要点
　　オ　訪問指導等の実施日、訪問指導を行った薬剤師の氏名 
　　カ　その他の事項 
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　⑦　居宅療養管理指導を算定している利用者に投薬された医薬品について、医療機関又は薬局の薬剤師が以
　　下の情報を知ったときは、原則として当該薬剤師は、速やかに当該利用者の主治医に対し、当該情報を文
　　書により提供するとともに、当該主治医に相談の上、必要に応じ、利用者に対する薬学的管理指導を行う
　　ものとする。
　　ア　医薬品緊急安全性情報 
　　イ　医薬品・医療機器等安全性情報 
　⑧　現に他の医療機関又は薬局の薬剤師が居宅療養管理指導を行っている場合は、居宅療養管理指導費は、
　　算定しない。
　⑨　⑧にかかわらず、居宅療養管理指導を行っている保険薬局（以下「在宅基幹薬局」という。）が連携す
　　る他の保険薬局（以下「サポート薬局」という。）と薬学的管理指導計画の内容を共有していること及び
　　緊急その他やむを得ない事由がある場合には在宅基幹薬局の薬剤師に代わって当該利用者又はその家族等
　　に居宅療養管理指導を行うことについて、あらかじめ当該利用者又はその家族等の同意を得ている場合に
　　は、在宅基幹薬局に代わってサポート薬局が居宅療養管理指導を行った場合は居宅療養管理指導費を算定
　　できること。なお、居宅療養管理指導費の算定は在宅基幹薬局が行うこと。
　⑩　サポート薬局の薬剤師が在宅基幹薬局の薬剤師に代わって居宅療養管理指導を行った場合には次のとお
　　り、薬剤服用歴の記録等を行うこととする。
　　ア　サポート薬局は、薬剤服用歴の記録を記載し、在宅基幹薬局と当該記録の内容を共有すること。
　　イ　アを踏まえ、在宅基幹薬局は、居宅療養管理指導の指示を行った医師又は歯科医師に対する訪問結果
　　　についての報告やケアマネジャーに対する必要な情報提供等を行うこと。
　　ウ　在宅基幹薬局は、薬剤服用歴に当該居宅療養管理指導を行ったサポート薬局名及びやむを得ない事由
　　　等を記載するとともに、請求明細書の摘要欄にサポート薬局が当該業務を行った日付等を記載すること
　⑪　居宅において疼痛緩和のために厚生労働大臣が別に定める特別な薬剤（以下「麻薬」という）は、「麻
　　薬及び向精神薬取締法に規定する麻薬」のうち、使用薬剤の購入価格（薬価基準）に収載されている医薬
　　品であり、以降、改定がなされた際には、改定後の最新の薬価基準に収載されているものを意味する。
　⑫　麻薬管理指導加算は、麻薬の投薬が行われている利用者に対して、定期的に、投与される麻薬の服用状
　　況、残薬の状況及び保管状況について確認し、残薬の適切な取扱方法も含めた保管取扱い上の注意事項等
　　に関し必要な指導を行うとともに、麻薬による鎮痛効果や副作用の有無の確認を行った場合に算定する。
　　なお、薬局薬剤師にあっては、処方せん発行医に対して必要な情報提供を行うことが必要である。
　⑬　麻薬管理指導加算を算定する場合にあっては、薬局薬剤師にあっては薬剤服用歴の記録に⑤の記載事項
　　に加えて、少なくとも次の事項について記載されていなければならない。
　　ア　訪問に際して実施した麻薬に係る薬学的管理指導の内容（麻薬の保管管理状況、服薬状況、残薬の状
　　　況、麻薬注射剤等の併用薬剤、疼痛緩和の状況、麻薬の継続又は増量投与による副作用の有無などの確
　　　認等）
　　イ　訪問に際して行った患者及び家族への指導の要点（麻薬に係る服薬指導、残薬の適切な取扱方法も含
　　　めた保管管理の指導等）
　　ウ　処方医に対して提供した訪問結果に関する情報（麻薬の服薬状況、疼痛緩和及び副作用の状況、服薬
　　　指導の内容等に関する事項を含む。）の要点
　　エ　利用者又は家族から返納された麻薬の廃棄に関する事項（都道府県知事に届け出た麻薬廃棄届の写し
　　　を薬剤服用歴の記録に添付することで差し支えない。）
　⑭　麻薬管理指導加算を算定する場合にあっては、医療機関の薬剤師にあっては薬剤管理指導記録に⑥の記
　　載事項に加えて、少なくとも次の事項について記載されていなければならない。 
　　ア　麻薬に係る薬学的管理指導の内容（麻薬の保管管理状況、服薬状況、残薬の状況、疼痛緩和の状況、
　　　副作用の有無の確認等)）
　　イ　麻薬に係る利用者及び家族への指導・相談事項（麻薬に係る服薬指導、残薬の適切な取扱方法も含め
　　　た保管管理の指導等)）
　　ウ　利用者又は家族から返納された麻薬の廃棄に関する事項 
　　エ　その他の麻薬に係る事項 
　⑮　医師又は歯科医師は、薬剤師への指示事項及び実施後の薬剤師からの報告による留意事項を記載する。
　　なお、当該記載については、医療保険の診療録に記載することとしてもよいが、下線又は枠で囲う等によ
　　り、他の記載と区別できるようにすることとする。また、薬局薬剤師による訪問結果についての必要な情
　　報提供についての文書は、診療録に添付する等により保存することとする。 
解釈管理栄養士の居宅療養管理指導について〔第2の6(4)〕
　①　管理栄養士の行う居宅療養管理指導については、居宅で療養を行っており、通院による療養が困難な利
　　用者について、医師が当該利用者に厚生労働大臣が別に定める特別食を提供する必要性を認めた場合又は
　　当該利用者が低栄養状態にあると医師が判断した場合であって、当該医師の指示に基づき、管理栄養士が
　　利用者の居宅を訪問し､作成した栄養ケア計画を患者又はその家族等に対して交付するとともに､当該栄養
　　ケア計画に従った栄養管理に係る情報提供及び栄養食事相談又は助言を30分以上行った場合に算定する。
　　　なお、請求明細書の摘要欄に訪問日を記入することとする。
　②　管理栄養士は常勤である必要はなく、要件に適合した指導が行われていれば算定できる。
　③　当該居宅療養管理指導に係る指示を行った医師は、訪問診療の結果等に基づき指示した内容の要点を記
　　載し、共同で作成した栄養ケア計画を添付する等により保存する。また、栄養ケア計画に基づき、実際に
　　居宅療養管理指導を行う管理栄養士に対して指示等を行い、指示等の内容の要点を記載する。さらに、栄
　　養ケア計画の見直しに当たっては、管理栄養士の報告をうけ、医師の訪問診療の結果等に基づき、指示し
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　　た内容の要点を記載し、共同で作成した栄養ケア計画を添付する等により保存する。なお、当該記載及び
　　添付については、医療保険の診療録に記載及び添付することとしてもよいが、記載については、下線又は
　　枠で囲う等により、他の記載と区別することとする。
　④　管理栄養士の行う居宅療養管理指導については、以下のアからケまでに掲げるプロセスを経ながら実施
　　すること。 
　　ア　利用者の低栄養状態のリスクを、把握すること(以下「栄養スクリーニング」という。)。 
　　イ　栄養スクリーニングを踏まえ、利用者の解決すべき課題を把握すること（以下「栄養アセスメント」
　　　という。）。
　　ウ　栄養アセスメントを踏まえ、管理栄養士は、医師、歯科医師、看護師、薬剤師その他の職種の者と共
　　　同して、利用者ごとに摂食・嚥下機能及び食形態にも配慮された栄養補給に関する事項（栄養補給量、
　　　補給方法等）、栄養食事相談に関する事項（食事に関する内容、利用者又は家族が主体的に取り組むこ
　　　とができる具体的な内容及び相談の実施方法等）、解決すべき事項に対し関連職種が共同して取り組む
　　　べき事項等を記載した栄養ケア計画を作成すること。また、作成した栄養ケア計画については、居宅療
　　　養管理指導の対象となる利用者又はその家族に説明し、その同意を得ること。　
　　エ　栄養ケア計画に基づき、利用者に栄養管理に係る必要な情報提供及び栄養食事相談又は助言を実施す
　　　るとともに、栄養ケア計画に実施上の問題（栄養補給方法の変更の必要性、関連職種が共同して取り組
　　　むべき事項の見直しの必要性等）があれば直ちに当該計画を修正すること。
　　オ　他のサービス等において食生活に関する配慮等が必要な場合には、当該利用者に係る居宅療養管理指
　　　導の指示を行った医師を通じ、介護支援専門員に対して情報提供を行うこと。 
　　カ　利用者の栄養状態に応じて、定期的に、利用者の生活機能の状況を検討し、栄養状態のモニタリング
　　　を行い、当該居宅療養管理指導に係る指示を行った医師に対する報告を行うこと。なお、低栄養状態の
　　　モニタリングにおいては、利用者個々の身体状況等を勘案し必要に応じて体重を測定するなど、ＢＭＩ
　　　や体重減少率等から利用者の栄養状態の把握を行うこと。 
　　キ　利用者について、おおむね３月を目途として、低栄養状態のリスクについて、栄養スクリーニングを
　　　実施し、医師の指示のもとに関連職種と共同して当該計画の見直しを行うこと。
　　ク　管理栄養士は、利用者ごとに栄養ケアの提供内容の要点を記録する。なお、交付した栄養ケア計画は
　　　栄養ケア提供記録に添付する等により保存すること。
　　ケ　指定居宅サービス等の人員、設備及び運営に関する基準に規定するサービスの提供の記録において利
　　　用者ごとの栄養ケア計画に従い管理栄養士が利用者の状態を定期的に記録する場合は、当該記録とは別
　　　に管理栄養士の居宅療養管理指導費の算定のために利用者の状態を定期的に記録する必要はないものと
　　　すること。
　⑤　心臓疾患等の患者に対する減塩食、十二指腸潰瘍の患者に対する潰瘍食、侵襲の大きな消化管手術後の
　　患者に対する潰瘍食、クローン病及び潰瘍性大腸炎等により腸管の機能が低下している患者に対する低残
　　渣食並びに高度肥満症（肥満度が＋４０％以上又はＢＭＩが３０以上）の患者に対する治療食を含む。な
　　お、高血圧の患者に対する減塩食（食塩相当量の総量が６．０グラム未満のものに限る。）及び嚥下困難
　　者（そのために摂食不良となった者も含む。）のための流動食は、短期入所生活介護費、短期入所療養介
　　護費、介護福祉施設サービス、介護保健施設サービス、介護療養施設サービス、介護医療院サービス及び
　　地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護の療養食加算の場合と異なり、居宅療養管理指導の対象とな
　　る特別食に含まれる。
解釈歯科衛生士の居宅療養管理指導について〔第2の6(5)〕
　①　歯科衛生士等の行う居宅療養管理指導については、訪問歯科診療を行った利用者又はその家族等に対し
　　て、当該訪問診療を行った歯科医師の指示に基づき、当該医療機関に勤務（常勤又は非常勤）する歯科衛
　　生士等が、利用者の居宅を訪問して、利用者又はその家族の同意及び訪問診療の結果等に基づき作成した
　　管理指導計画を利用者又はその家族等に対して交付するとともに、当該管理指導計画に従った療養上必要
　　な実地指導を１人の利用者に対して歯科衛生士等が１対１で２０分以上行った場合について算定し、実地
　　指導が単なる日常的な口腔清掃等であるなど療養上必要な指導に該当しないと判断される場合は算定でき
　　ない。
　　　なお、請求明細書の摘要欄に当該居宅療養管理指導に係る指示を行った歯科医師が訪問診療を行った日
　　と歯科衛生士等の訪問日を記入することとする。
　②　歯科衛生士等の行う居宅療養管理指導は、指示を行った歯科医師の訪問診療の日から起算して３月以内
　　に行われた場合に算定する。
　③　歯科衛生士等が居宅療養管理指導を行った時間とは、実際に指導を行った時間をいうものであり、指導
　　のための準備や利用者の移動に要した時間等は含まない。
　④　歯科衛生士等の行う居宅療養管理指導については、医療機関に勤務する歯科衛生士等が、当該医療機関
　　の歯科医師からの指示、管理指導計画に係る助言等（以下「指示等」という。）を受け、居宅に訪問して
　　実施した場合に算定する。なお、終了後は、指示等を行った歯科医師に報告するものとする。
　⑤　歯科衛生士等は実地指導に係る記録を作成し、交付した管理指導計画を当該記録に添付する等により保
　　存するとともに、指導の対象となった利用者ごとに利用者氏名、訪問先、訪問日、指導の開始及び終了時
　　刻、指導の要点、解決すべき課題の改善等に関する要点、歯科医師からの指示等、歯科医師の訪問診療に
　　同行した場合には当該歯科医師の診療開始及び終了時刻及び担当者の署名を明記し、指示等を行った歯科
　　医師に報告する。
　⑥　歯科衛生士等の行う居宅療養管理指導については、以下のアからキまでに掲げるプロセスを経ながら実
　　施すること。 

31 居宅療養管理指導 （給付管理対象外）
10.00円
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１単位単価

　　ア　利用者の口腔機能（口腔衛生、摂食・嚥下機能等）のリスクを、把握すること（以下「口腔機能スク
　　　リーニング」という。）。
　　イ　口腔機能スクリーニングを踏まえ、利用者の解決すべき課題を把握すること（以下「口腔機能アセス
　　　メント」という。）。
　　ウ　口腔機能アセスメントを踏まえ、歯科医師、歯科衛生士その他の職種の者が共同して、利用者ごとに
　　　口腔衛生に関する事項（口腔内の清掃、有床義歯の清掃等）、摂食・嚥下機能に関する事項（摂食・嚥
　　　下機能の維持・向上に必要な実地指導、歯科保健のための食生活指導等）、解決すべき課題に対し関連
　　　職種が共同して取り組むべき事項等を記載し、利用者の疾病の状況及び療養上必要な実地指導内容や訪
　　　問頻度等の具体的な計画を含めた管理指導計画を作成すること。また、作成した管理指導計画について
　　　は、居宅療養管理指導の対象となる利用者又はその家族に説明し、その同意を得ること。
　　エ　管理指導計画に基づき、利用者に療養上必要な実地指導を実施するとともに、管理指導計画に実施上
　　　の問題（口腔清掃方法の変更の必要性、関連職種が共同して取り組むべき事項の見直しの必要性等）が
　　　あれば直ちに当該計画を修正すること。
　　オ　利用者の口腔機能に応じて、定期的に、利用者の生活機能の状況を検討し、口腔機能のモニタリング
　　　を行い、当該居宅療養管理指導に係る指示を行った歯科医師に対する報告を行うこと。なお、口腔機能
　　　のモニタリングにおいては、口腔衛生の評価、反復唾液嚥下テスト等から利用者の口腔機能の把握を行
　　　うこと。
　　カ　利用者について、おおむね３月を目途として、口腔機能のリスクについて、口腔機能スクリーニング
　　　を実施し、当該居宅療養管理指導に係る指示を行った歯科医師に報告し､歯科医師による指示に基づき､
　　　必要に応じて管理指導計画の見直しを行うこと。なお、管理指導計画の見直しに当たっては、歯科医師
　　　その他の職種と共同して行うこと。
　　キ　指定居宅サービス基準第９１条において準用する第１９条に規定するサービスの提供の記録において
　　　利用者ごとの管理指導計画に従い歯科衛生士等が利用者の状態を定期的に記録する場合は、当該記録と
　　　は別に歯科衛生士等の居宅療養管理指導費の算定のために利用者の状態を定期的に記録する必要はない
　　　ものとすること。
　⑦　当該居宅療養管理指導に係る指示を行った歯科医師は、訪問診療の結果等に基づき指示した内容の要点
　　を記載し、共同で作成した管理指導計画を添付する等により保存する。また、管理指導計画に基づき、実
　　際に実地指導を行う歯科衛生士等に対して指示等を行い、指示等の内容の要点を記載する。さらに、管理
　　指導計画の見直しに当たっては、歯科衛生士等の報告をうけ、歯科医師の訪問診療の結果等に基づき、指
　　示した内容（療養上必要な実地指導の継続の必要性等）の要点を記載し、共同で作成した管理指導計画を
　　添付する等により保存する。なお、当該記載及び添付については、医療保険の診療録に記載及び添付する
　　こととしてもよいが、記載については、下線又は枠で囲う等により、他の記載と区別することとする。
　⑧　利用者の口腔機能の状態によっては、医療における対応が必要である場合も想定されることから、その
　　疑いがある場合は、利用者又は家族等の同意を得て、指示を行った歯科医師、歯科医師を通した指定居宅
　　介護支援事業者等への情報提供等の適切な措置を講じることとする。

31 居宅療養管理指導 （給付管理対象外）
10.00円
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１単位単価

解釈事業所規模による区分の取扱い〔第2の7(4)〕
　① 事業所規模による区分については、施設基準第５号イ(1)に基づき、前年度の１月当たりの平均利用延人
　　員数により算定すべき通所介護費を区分しているところであるが、当該平均利用延人員数の計算に当たっ
　　ては、同号の規定により、当該指定通所介護事業所に係る指定通所介護事業者が指定介護予防通所介護事
　　業者若しくは第一号通所事業の指定のいずれか又はその双方の指定を併せて受け一体的に事業を実施して
　　いる場合は、当該指定介護予防通所介護事業所及び当該第一号通所事業における前年度の１月当たりの平
　　均利用延人員数を含むこととされているところである。したがって、仮に指定通所介護事業者が指定介護
　　予防通所介護事業者若しくは第一号通所事業の指定のいずれか又はその双方の指定を併せて受けている場
　　合であっても、事業が一体的に実施されず、実態として両事業が分離されて実施されている場合には、当
　　該平均利用延人員数には当該指定介護予防通所介護事業所又は当該第一号通所事業の平均利用延人員数は
　　含めない取扱いとする。
　②　平均利用延人員数の計算に当たっては、３時間以上４時間未満、４時間以上５時間未満の報酬を算定し
　　ている利用者（２時間以上３時間未満の報酬を算定している利用者を含む）については、利用者数に２分
　　の１を乗じて得た数とし、５時間以上６時間未満、６時間以上７時間未満の報酬を算定している利用者に
　　ついては利用者数に４分の３を乗じて得た数とする。また、平均利用延人員数に含むこととされた指定介
　　護予防通所介護事業所又は第一号通所事業の利用者の計算に当たっては、指定介護予防通所介護又は第一
　　号通所事業の利用時間が５時間未満の利用者については、利用者数に２分の１を乗じて得た数とし、利用
　　時間が５時間以上６時間未満、６時間以上７時間未満の利用者については、利用者数に４分の３を乗じて
　　得た数とする。ただし、指定介護予防通所介護事業所又は第一号通所事業の利用者については、同時にサ
　　ービスの提供を受けた者の最大数を営業日ごとに加えていく方法によって計算しても差し支えない。
　　　また、１月間（暦月）、正月等の特別な期間を除いて毎日事業を実施した月における平均利用延人員数
　　については、当該月の平均利用延人員数に７分の６を乗じた数によるものとする。
　③　前年度の実績が６月に満たない事業者（新たに事業を開始し、又は再開した事業者を含む又は前年度か
　　ら定員を概ね２５％以上変更して事業を実施しようとする事業者においては、当該年度に係る平均利用延
　　人員数については、便宜上、都道府県知事に届け出た当該事業所の利用定員の９０％に予定される１月当
　　たりの営業日数を乗じて得た数とする。
　④　毎年度３月３１日時点において、事業を実施している事業者であって、４月以降も引き続き事業を実施
　　するものの当該年度の通所介護費の算定に当たっては、前年度の平均利用延人員数は、前年度において通
　　所介護費を算定している月（３月を除く）の１月当たりの平均利用延人員数とする。
【厚生労働大臣が定める施設基準】
　①　通常規模型通所介護費の施設基準
　　(1)　前年度の１月当たりの平均利用延人員数（一体的に事業を実施している指定介護予防通所介護事業
　　　所及び第一号通所事業における前年度の１月当たりの平均利用延人員数を含む）が７５０人以内の指定
　　　通所介護事業所であること。
　　(2)　指定居宅サービス等基準第九十三条に定める看護職員（看護師又は准看護師をいう）又は介護職員
　　　の員数を置いていること。
　②　大規模型通所介護費（Ⅰ）の施設基準
　　(1)　①(1)に該当しない事業所であって、前年度の１月当たりの平均利用延人員数が９００人以内の指定
　　　通所介護事業所であること。
　　(2)　①(2)に該当するものであること。
　③　大規模型通所介護費（Ⅱ）の施設基準
　　(1)　①(1)及び②(1)に該当しない指定通所介護事業所であること。
　　(2)　①(2)に該当するものであること。
基準注１　通所介護費　
　　イ（通常規模型通所介護費）からハ（大規模型通所介護費（Ⅱ））までについて、別に厚生労働大臣が定
　める施設基準に適合しているものとして都道府県知事に届け出た指定通所介護事業所において、指定通所介
　護を行った場合に、当該施設基準に掲げる区分に従い、利用者の要介護状態区分に応じて、現に要した時間
　ではなく、通所介護計画に位置付けられた内容の指定通所介護を行うのに要する標準的な時間で、それぞれ
　所定単位数を算定する。ただし、利用者の数又は看護職員若しくは介護職員の員数が別に厚生労働大臣が定
　める基準に該当する場合は、別に厚生労働大臣が定めるところにより算定する。
解釈注１　所要時間による区分の取扱い〔第2の7(1)〕
　　所要時間による区分については、現に要した時間ではなく、通所介護計画に位置づけられた内容の通所介
　護を行うための標準的な時間によることとされたところであり、単に、当日のサービス進行状況や利用者の
　家族の出迎え等の都合で、当該利用者が通常の時間を超えて事業所にいる場合は、通所介護のサービスが提
　供されているとは認められないものであること。したがって、この場合は当初計画に位置づけられた所要時
　間に応じた所定単位数が算定されるものであること（このような家族等の出迎え等までの間の「預かり」サ
　ービスについては、利用者から別途利用料を徴収して差し支えない。）。また、ここでいう通所介護を行う
　のに要する時間には、送迎に要する時間は含まれないものであるが、送迎時に実施した居宅内での介助等（
　着替え、ベッド・車椅子への移乗、戸締まり等）に要する時間は、次のいずれの要件も満たす場合、１日３
　０分以内を限度として、通所介護を行うのに要する時間に含めることができる。
　①　居宅サービス計画及び通所介護計画に位置付けた上で実施する場合 
　②　送迎時に居宅内の介助等を行う者が､介護福祉士､実務者研修修了者、介護職員基礎研修課程修了者、１
　　級課程修了者、介護職員初任者研修修了者（２級課程修了者を含む。）、看護職員、機能訓練指導員又は

15 通 所 介 護 10.14円
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１単位単価

　　当該事業所における勤続年数と同一法人の経営する他の介護サービス事業所､医療機関､社会福祉施設等に
　　おいてサービスを利用者に直接提供する職員としての勤続年数の合計が３年以上の介護職員である場合。
　これに対して、当日の利用者の心身の状況から、実際の通所介護の提供が通所介護計画上の所要時間よりも
　やむを得ず短くなった場合には通所介護計画上の単位数を算定して差し支えない。なお、通所介護計画上の
　所要時間よりも大きく短縮した場合には、通所介護計画を変更のうえ、変更後の所要時間に応じた単位数を
　算定すること。 
　　なお、同一の日の異なる時間帯に複数の単位を行う事業所においては、利用者が同一の日に複数の指定通
　所介護の単位を利用する場合には、それぞれの通所介護の単位について所定単位数が算定されること。
解釈注１　災害時等の取扱い〔第2の7(5)〕
　　災害その他のやむを得ない理由による定員超過利用については、当該定員超過利用が開始した月（災害等
　が生じた時期が月末であって、定員超過利用が翌月まで継続することがやむを得ないと認められる場合は翌
　月も含む）の翌月から所定単位数の減算を行うことはせず、やむを得ない理由がないにもかかわらずその翌
　月まで定員を超過した状態が継続している場合に、災害等が生じた月の翌々月から所定単位数の減算を行う
　ものとする。また、この場合にあっては、やむを得ない理由により受け入れた利用者については、その利用
　者を明確に区分した上で、平均利用延人数に含まないこととする。
解釈注１　定員超過利用に該当する場合の所定単位数の算定について〔第2の7(20)〕 略
解釈注１　人員基準欠如に該当する場合の所定単位数の算定について〔第2の7(21)〕 略
基準注２　２時間以上３時間未満の通所介護を行う場合の取扱い　
　　別に厚生労働大臣が定める基準に適合する利用者に対して、所要時間２時間以上３時間未満の指定通所介
　護を行う場合は、注１の施設基準に掲げる区分に従い、イ(2)（通常規模型通所介護費　所要時間４時間以
　上５時間未満）、ロ(2)（大規模型通所介護費（Ⅰ）　所要時間４時間以上５時間未満）又はハ(2)（大規模
　型通所介護費（Ⅱ）　所要時間４時間以上５時間未満）の所定単位数の数の１００分の７０に相当する単位
　数を算定する。 
解釈注２　２時間以上３時間未満の通所介護を行う場合の取扱い〔第2の7(2)〕
　　２時間以上３時間未満の通所介護の単位数を算定できる利用者は、心身の状況から、長時間のサービス利
　用が困難である者、病後等で短時間の利用から始めて長時間利用に結びつけていく必要がある者など、利用
　者側のやむを得ない事情により長時間のサービス利用が困難な者（利用者等告示第十四号）であること。な
　お、２時間以上３時間未満の通所介護であっても、通所介護の本来の目的に照らし、単に入浴サービスのみ
　といった利用は適当ではなく、利用者の日常生活動作能力などの向上のため、日常生活を通じた機能訓練等
　が実施されるべきものであること。
【厚生労働大臣が定める基準に適合する利用者】→利用者等告示・十五
　心身の状況その他利用者のやむを得ない事情により、長時間のサービス利用が困難である利用者
基準注３　8時間以上9時間未満の通所介護の前後に連続して延長ｻｰﾋﾞｽを行った場合の取扱い　
　　日常生活上の世話を行った後に引き続き所要時間８時間以上９時間未満の指定通所介護を行った場合又は
　所要時間８時間以上９時間未満の指定通所介護を行った後に引き続き日常生活上の世話を行った場合であっ
　て、当該指定通所介護の所要時間と当該指定通所介護の前後に行った日常生活上の世話の所要時間を通算し
　た時間が９時間以上となった場合は、次に掲げる区分に応じ、次に掲げる単位数を所定単位数に加算する。
　イ　９時間以上１０時間未満の場合　　　５０単位 
　ロ　１０時間以上１１時間未満の場合　１００単位 
　ハ　１１時間以上１２時間未満の場合　１５０単位 
　ニ　１２時間以上１３時間未満の場合　２００単位 
　ホ　１３時間以上１４時間未満の場合　２５０単位 
解釈注３　８時間以上９時間未満の通所介護の前後に連続して延長サービスを行った場合の取扱い

　　　〔第2の7(8)〕
　　延長加算は、所要時間８時間以上９時間未満の通所介護の前後に連続して日常生活上の世話を行う場合に
　ついて、５時間を限度として算定されるものであり、例えば、
　①　９時間の通所介護の後に連続して５時間の延長サービスを行った場合
　②　９時間の通所介護の前に連続して２時間、後に連続して３時間、合計５時間の延長サービスを行った場
　　合には、５時間分の延長サービスとして250単位が算定される。 
　　　また、当該加算は通所介護と延長サービスを通算した時間が９時間以上の部分について算定されるもの
　　であるため、例えば、 
　③　８時間の通所介護の後に連続して５時間の延長サービスを行った場合には、通所介護と延長サービスの
　　通算時間は１３時間であり、４時間分（＝１３時間－９時間）の延長サービスとして２００単位が算定さ
　　れる。
　　　なお、延長加算は、実際に利用者に対して延長サービスを行うことが可能な体制にあり、かつ、実際に
　　延長サービスを行った場合に算定されるものであるが、当該事業所の実情に応じて、適当数の従業者を置
　　いている必要があり、当該事業所の利用者が、当該事業所を利用した後に、引き続き当該事業所の設備を
　　利用して宿泊する場合や、宿泊した翌日において当該事業所の通所介護の提供を受ける場合には算定する
　　ことはできない。
基準注４　共生型通所介護　
　　共生型居宅サービスの事業を行う指定生活介護事業者が当該事業を行う事業所において共生型通所介護を
　行った場合は、所定単位数の１００分の９３に相当する単位数を算定し、共生型居宅サービスの事業を行う
　指定自立訓練（機能訓練）事業者又は指定自立訓練（生活訓練）事業者が当該事業を行う事業所において共
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　生型通所介護を行った場合は、所定単位数の１００分の９５に相当する単位数を算定し、共生型居宅サービ
　スの事業を行う指定児童発達支援事業者が当該事業を行う事業所において共生型通所介護を行った場合は、
　所定単位数の１００分の９０に相当する単位数を算定し、共生型居宅サービスの事業を行う指定放課後等デ
　イサービス事業者（指定通所支援基準第６６条第１項に規定する指定放課後等デイサービス事業所をいい、
　主として重症心身障害児を通わせる事業所において指定放課後等デイサービスを提供する事業者を除く）が
　当該事業を行う事業所において共生型通所介護を行った場合は、所定単位数の１００分の９０に相当する単
　位数を算定する。 
基準注５　生活相談員配置等加算について
　　別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして都道府県知事に届け出た指定通所介護事業所に
　おいて、注４を算定している場合は、生活相談員配置等加算として、１日につき１３単位を所定単位数に加
　算する。 
解釈注５　生活相談員配置等加算について〔第2の7(6)〕
　①　生活相談員（社会福祉士、精神保健福祉士等）は、共生型通所介護の提供日ごとに、当該共生型通所介
　　介護を行う時間帯を通じて１名以上配置する必要があるが、共生型通所介護の指定を受ける障害福祉制度
　　における指定生活介護事業所､指定自立訓練（機能訓練）事業所､指定自立訓練（生活訓練）事業所、指定
　　児童発達支援事業所又は指定放課後等デイサービス事業所（以下この(６)において「指定生活介護事業所
　　等」という。）に配置している従業者の中に、既に生活相談員の要件を満たす者がいる場合には、新たに
　　配置する必要はなく、兼務しても差し支えない。
　　　なお、例えば、１週間のうち特定の曜日だけ生活相談員を配置している場合は、その曜日のみ加算の算
　　定対象となる。
　②　地域に貢献する活動は、「地域の交流の場（開放スペースや保育園等との交流会など）の提供」、「認
　　知症カフェ・食堂等の設置」、「地域住民が参加できるイベントやお祭り等の開催」、「地域のボランテ
　　ィアの受入や活動（保育所等における清掃活動等）の実施」、「協議会等を設けて地域住民が事業所の運
　　営への参画」、「地域住民への健康相談教室・研修会」など、地域や多世代との関わりを持つためのもの
　　とするよう努めること。
　③　なお、当該加算は、共生型通所介護の指定を受ける指定生活介護事業所等においてのみ算定することが
　　できるものであること。 
基準注６ 略

基準注７　入浴介助加算について
　　イ（通常規模型通所介護費）からハ（大規模型通所介護費（Ⅱ））までについては、別に厚生労働大臣が
　定める基準に適合しているものとして都道府県知事に届け出て当該基準による入浴介助を行った場合は、１
　日につき５０単位を所定単位数に加算する。 
解釈注７　入浴介助加算について〔第2の7(8)〕
　　通所介護入浴介助加算は、入浴中の利用者の観察を含む介助を行う場合について算定されるものである（
　利用者等告示第十五号）が、この場合の「観察」とは、自立生活支援のための見守り的援助のことであり、
　利用者の自立支援や日常生活動作能力などの向上のために、極力利用者自身の力で入浴し、必要に応じて介
　助、転倒予防のための声かけ、気分の確認などを行うことにより、結果として、身体に直接接触する介助を
　行わなかった場合についても、加算の対象となるものであること。
　　また、通所介護計画上、入浴の提供が位置付けられている場合に、利用者側の事情により、入浴を実施し
　なかった場合については、加算を算定できない。 
【厚生労働大臣が定める基準】→利用者等告示・十五
　入浴介護を適切に行うことができる人員及び設備を有して行われる入浴介助
基準注８　中重度者ケア体制加算について
　　別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして都道府県知事に届け出た指定通所介護事業所が
　中重度の要介護者を受け入れる体制を構築し､指定通所介護を行った場合は､中重度者ケア体制加算として、
　１日につき４５単位を所定単位数に加算する。ただし､注４を算定している場合は､算定しない。 
【厚生労働大臣が定める基準】→大臣基準告示・十五
　次のいずれにも適合すること。
　イ　指定居宅サービス等基準第９３条第１項第二号又は第三号に規定する員数に加え、看護職員又は介護職
　　員を常勤換算方法で２以上確保していること。
　ロ　指定通所介護事業所における前年度又は算定日が属する月の前３月間の利用者の総数のうち、要介護状
　　態区分が要介護３、要介護４又は要介護５である者の占める割合が１００分の３０以上であること。
　ハ　指定通所介護を行う時間帯を通じて、専ら当該指定通所介護の提供に当たる看護職員を１名以上配置し
　　ていること。
解釈注８　中重度者ケア体制加算について〔第2の7(9)〕
　①　中重度者ケア体制加算は、暦月ごとに、看護職員又は介護職員の員数に加え、看護職員又は介護職員を
　　常勤換算方法で２以上確保する必要がある。このため、常勤換算方法による職員数の算定方法は、暦月ご
　　との看護職員又は介護職員の勤務延時間数を、当該事業所において常勤の職員が勤務すべき時間数で除す
　　ることによって算定し、暦月において常勤換算方法で２以上確保していれば加算の要件を満たすこととす
　　る。なお、常勤換算方法を計算する際の勤務延時間数については、サービス提供時間前後の延長加算を算
　　定する際に配置する看護職員又は介護職員の勤務時間数は含めないこととし、常勤換算方法による員数に
　　ついては、小数点第２位以下を切り捨てるものとする。
　②　要介護３、要介護４又は要介護５である者の割合については、前年度（３月を除く。）又は届出日の属
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　　する月の前３月の１月当たりの実績の平均について、利用実人員数又は利用延人員数を用いて算定するも
　　のとし、要支援者に関しては人員数には含めない。 
　③　利用実人員数又は利用延人員数の割合の計算方法は、次の取扱いによるものとする。 
　　イ　前年度の実績が６月に満たない事業所（新たに事業を開始し、又は再開した事業所を含む。）につい
　　　ては、前年度の実績による加算の届出はできないものとする。
　　ロ　前３月の実績により届出を行った事業所については、届出を行った月以降においても、直近３月間の
　　　利用者の割合につき、毎月継続的に所定の割合を維持しなければならない。また､その割合については､
　　　毎月ごとに記録するものとし、所定の割合を下回った場合については、直ちに第１の５の届出を提出し
　　　なければならない。 
　④　看護職員は、指定通所介護を行う時間帯を通じて１名以上配置する必要があり、他の職務との兼務は認
　　められない。
　⑤　中重度者ケア体制加算については､事業所を利用する利用者全員に算定することができる。また､注１２
　　の認知症加算の算定要件も満たす場合は､中重度者ケア体制加算の算定とともに認知症加算も算定できる。
　⑥　中重度者ケア体制加算を算定している事業所にあっては、中重度の要介護者であっても社会性の維持を
　　図り在宅生活の継続に資するケアを計画的に実施するプログラムを作成することとする。
基準注９　生活機能向上連携加算について
　　別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして都道府県知事に届け出た指定通所介護事業所に
　いて、外部との連携により、利用者の身体の状況等の評価を行い、かつ、個別機能訓練計画を作成した場合
　には、生活機能向上連携加算として、１月につき２００単位を所定単位数に加算する。ただし、注１０を算
　定している場合は、１月につき１００単位を所定単位数に加算する。 
【厚生労働大臣が定める基準】→大臣基準告示・十五の二
　次のいずれにも適合すること。
　イ　指定訪問リハビリテーション事業所、指定通所リハビリテーション事業所又はリハビリテーションを実
　　施している医療提供施設（病院にあっては、許可病床数が２００床未満のもの又は当該病院を中心とした
　　半径４キロメートル以内に診療所が存在しないものに限る。以下同じ）の理学療法士、作業療法士、言語
　　聴覚士又は医師（以下この号において「理学療法士等」）が、当該指定通所介護事業所、地域密着型通所
　　介護事業所又は指定認知症対応型通所介護事業所を訪問し、当該事業所の機能訓練指導員、看護職員、介
　　護職員、生活相談員その他の職種の者（以下「機能訓練指導員等」）と共同してアセスメント（利用者の
　　心身の状況を勘案し、自立した日常生活を営むことができるように支援する上で解決すべき課題を把握す
　　ることをいう）、利用者の心身の状況等の評価及び個別機能訓練計画の作成を行っていること。
　ロ　個別機能訓練計画に基づき、利用者の身体機能又は生活機能向上を目的とする機能訓練の項目を準備し
　　機能訓練指導員等が、利用者の心身の状況に応じた機能訓練を適切に提供していること。
　ハ　機能訓練指導員等が、理学療法士等と連携し、個別機能訓練計画の進捗状況等を３月ごとに１回以上評
　　価し、利用者又はその家族に対して機能訓練の進捗状況を説明し、必要に応じて訓練内容の見直し等を行
　　っていること。
解釈注９　生活機能向上連携加算について〔第2の7(10)〕
　①　指定訪問リハビリテーション事業所、指定通所リハビリテーション事業所又はリハビリテーションを実
　　施している医療提供施設（病院にあっては、許可病床数が２００床未満のもの又は当該病院を中心とした
　　半径４キロメートル以内に診療所が存在しないものに限る。）の理学療法士、作業療法士、言語聴覚士又
　　は医師（以下この(10)において「理学療法士等」という。）が､当該指定通所介護事業所を訪問し、当該
　　事業所の機能訓練指導員､看護職員､介護職員、生活相談員その他の職種の者（以下「機能訓練指導員等」
　　という。）と共同してアセスメント、利用者の身体の状況等の評価及び個別機能訓練計画の作成を行って
　　いること。その際、理学療法士等は、機能訓練指導員等に対し、日常生活上の留意点、介護の工夫等に関
　　する助言を行うこと。
　　　この場合の「リハビリテーションを実施している医療提供施設」とは、診療報酬における疾患別リハビ
　　リテーション料の届出を行っている病院若しくは診療所又は介護老人保健施設、介護療養型医療施設若し
　　くは介護医療院であること。 
　②　①の個別機能訓練計画には、利用者ごとにその目標、実施時間、実施方法等の内容を記載しなければな
　　らない。目標については、利用者又はその家族の意向及び当該利用者を担当する介護支援専門員の意見も
　　踏まえ策定することとし、当該利用者の意欲の向上につながるよう、段階的な目標を設定するなど可能な
　　限り具体的かつ分かりやすい目標とすること。なお、個別機能訓練計画に相当する内容を通所介護計画の
　　中に記載する場合は、その記載をもって個別機能訓練計画の作成に代えることができるものとすること。
　　また、個別機能訓練加算を算定している場合は、別に個別機能訓練計画を作成する必要はないこと。
　③　個別機能訓練計画に基づき、利用者の身体機能又は生活機能の向上を目的とする機能訓練の項目を準備
　　し、機能訓練指導員等が、利用者の心身の状況に応じて計画的に機能訓練を適切に提供していること。
　④　個別機能訓練計画の進捗状況等について、３月ごとに１回以上、理学療法士等が指定通所介護事業所を
　　訪問し、機能訓練指導員等と共同で評価した上で、機能訓練指導員等が利用者又はその家族に対して個別
　　機能訓練計画の内容（評価を含む。）や進捗状況等を説明し記録するとともに、必要応じて訓練内容の見
　　直し等を行うこと。 
　⑤　各月における評価内容や目標の達成度合いについて、機能訓練指導員等が、利用者又はその家族及び理
　　学療法士等に報告・相談し、必要に応じて当該利用者又はその家族の意向を確認の上、理学療法士等から
　　必要な助言を得た上で、当該利用者のＡＤＬ（寝返り､起き上がり､移乗､歩行､着衣､入浴､排せつ等）及び
　　ＩＡＤＬ（調理､掃除､買物､金銭管理､服薬状況等）の改善状況を踏まえた目標の見直しや訓練内容の変更
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　　など適切な対応を行うこと。 
　⑥　機能訓練に関する記録（実施時間、訓練内容、担当者等）は、利用者ごとに保管され、常に当該事業所
　　の機能訓練指導員等により閲覧が可能であるようにすること。
基準注10　個別機能訓練加算
　　イ（通常規模型通所介護費）からハ（大規模型通所介護費（Ⅱ））までについては、別に厚生労働大臣が
　が定める基準に適合しているものとして都道府県知事に届け出た指定通所介護の利用者に対して、機能訓練
　を行っている場合には､当該基準に掲げる区分に従い､１日につき次に掲げる単位数を所定単位数に加算する
　イ　個別機能訓練加算（Ⅰ）　　４６単位 
　ロ　個別機能訓練加算（Ⅱ）　　５６単位
【厚生労働大臣が定める基準】→大臣基準告示・十六
　イ　個別機能訓練加算（Ⅰ）
　次のいずれにも適合すること。
　(1)　指定通所介護を行う時間帯を通じて、専ら機能訓練指導員の職務に従事する常勤の理学療法士、作業
　　　療法士、言語聴覚士、看護職員、柔道整復師、あん摩マッサージ指圧師、はり師又はきゅう師（はり師
　　　及びきゅう師については、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、看護職員、柔道整復師又はあん摩マ
　　　ッサ－ジ指圧師の資格を有する機能訓練指導員を配置した事業所で６月以上機能訓練指導に従事した経
　　　験を有する者に限る）（以下「理学療法士等」）を１名以上配置していること。
　(2)　個別機能訓練計画の作成及び実施において利用者の自立の支援を日常生活の充実に資するよう複数の
　　　種類の機能訓練の項目を準備し、その項目の選択に当たっては、利用者の生活意欲が増進されるよう利
　　　用者を援助し、心身の状況に応じた機能訓練を適切に行っていること。
　(3)　機能訓練指導員、看護職員、介護職員、生活相談員その他の職種の者（以下「機能訓練指導員等」）
　　　が共同して、利用者ごとに個別機能訓練計画を作成し、当該計画に基づき、計画的に機能訓練を行って
　　　いること。
　(4)　機能訓練指導員等が利用者の居宅を訪問した上で、個別機能訓練計画を作成し、その後３月ごとに１
　　　回以上、利用者の居宅を訪問した上で、当該利用者又はその家族に対して、機能訓練の内容と個別機能
　　　訓練計画の進捗状況等を説明し、訓練内容の見直し等を行っていること。
　ロ　個別機能訓練加算（Ⅱ）
　次のいずれにも適合すること。
　(1)　専ら機能訓練指導員の職務に従事する理学療法士等を１名以上配置していること。
　(2)　機能訓練指導員等が共同して、利用者の生活機能向上に資するよう利用者ごとの心身の状況を重視し
　　　た個別機能訓練計画を作成していること。
　(3)　個別機能訓練計画に基づき、利用者の生活機能向上を目的とする機能訓練の項目を準備し、理学療法
　　　等が、利用者の心身の状況に応じた機能訓練を適切に提供していること。
　(4)　イ(4)に掲げる基準に適合すること。
解釈注10　個別機能訓練加算について〔第2の7(11)〕
　①　個別機能訓練加算は、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、看護職員、柔道整復師、あん摩マッサー
　　ジ指圧師、はり師又はきゅう師（はり師及びきゅう師については､理学療法士､作業療法士､言語聴覚士､看
　　護職員、柔道整復師又はあん摩マッサージ指圧師の資格を有する機能訓練指導員を配置した事業所で６月
　　以上機能訓練指導に従事した経験を有する者に限る）（以下７において「理学療法士等」という）が個別
　　機能訓練計画に基づき、計画的に行った機能訓練（以下「個別機能訓練」という）について算定する。 
　②　個別機能訓練加算(Ⅰ)に係る機能訓練は、提供時間帯を通じて、専ら機能訓練指導員の職務に従事する
　　常勤の理学療法士等を１名以上配置している指定通所介護の単位の利用者に対して行うものであること。
　　この場合において、例えば１週間のうち、月曜日から金曜日は常勤の理学療法士等が配置され、それ以外
　　の曜日に非常勤の理学療法士等だけが配置されている場合は、非常勤の理学療法士等だけが配置されてい
　　る曜日については、当該加算の対象とはならない。（個別機能訓練加算(Ⅱ)の要件に該当している場合は､
　　その算定対象となる。）ただし、個別機能訓練加算(Ⅰ)の対象となる理学療法士等が配置される曜日はあ
　　らかじめ定められ、利用者や居宅介護支援事業者に周知されている必要がある。なお、通所介護事業所の
　　看護職員が当該加算に係る機能訓練指導員の職務に従事する場合には、当該職務の時間は、通所介護事業
　　所における看護職員としての人員基準の算定に含めない。　
　③　個別機能訓練加算(Ⅰ)に係る機能訓練の項目の選択については、機能訓練指導員等が、利用者の生活意
　　欲が増進されるよう利用者の選択を援助し、利用者が選択した項目ごとにグループに分かれて活動するこ
　　とで、心身の状況に応じた機能訓練が適切に提供されることが要件となる。また、機能訓練指導員等は、
　　利用者の心身の状態を勘案し、項目の選択について必要な援助を行わなければならない。
　④　個別機能訓練加算(Ⅱ)に係る機能訓練は、専ら機能訓練指導員の職務に従事する理学療法士等を１名以
　　上配置して行うものであること。この場合において、例えば、１週間のうち特定の曜日だけ理学療法士等
　　を配置している場合は、その曜日において理学療法士等から直接訓練の提供を受けた利用者のみが当該加
　　算の算定対象となる。ただし、この場合、理学療法士等が配置される曜日はあらかじめ定められ、利用者
　　や居宅介護支援事業者に周知されている必要がある。なお、通所介護事業所の看護職員が当該加算に係る
　　機能訓練指導員の職務に従事する場合には、当該職務の時間は、通所介護事業所における看護職員として
　　の人員基準の算定に含めない。 
　⑤　個別機能訓練を行うに当たっては、機能訓練指導員、看護職員、介護職員、生活相談員その他の職種の
　　者が共同して、利用者ごとにその目標、実施時間、実施方法等を内容とする個別機能訓練計画を作成し、
　　これに基づいて行った個別機能訓練の効果、実施時間、実施方法等について評価等を行う。なお、通所介
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　　護においては、個別機能訓練計画に相当する内容を通所介護計画の中に記載する場合は、その記載をもっ
　　て個別機能訓練計画の作成に代えることができるものとすること。
　⑥　個別機能訓練加算(Ⅱ)に係る機能訓練は、身体機能そのものの回復を主たる目的とする訓練ではなく、
　　残存する身体機能を活用して生活機能の維持・向上を図り、利用者が居宅において可能な限り自立して暮
　　らし続けることを目的として実施するものである。 
　　　具体的には、適切なアセスメントを経て利用者のＡＤＬ及びＩＡＤＬの状況を把握し、日常生活におけ
　　る生活機能の維持・向上に関する目標(一人で入浴が出来るようになりたい等)を設定のうえ、当該目標を
　　達成するための訓練を実施すること。 
　⑦　⑥の目標については、利用者又は家族の意向及び利用者を担当する介護支援専門員の意見も踏まえ策定
　　することとし、当該利用者の意欲の向上につながるよう、段階的な目標を設定するなど可能な限り具体的
　　かつ分かりやすい目標とすること。 
　⑧　個別機能訓練加算(Ⅱ)に係る機能訓練は、類似の目標を持ち同様の訓練内容が設定された５人程度以下
　　の小集団（個別対応含む。）に対して機能訓練指導員が直接行うこととし、必要に応じて事業所内外の設
　　備等を用いた実践的かつ反復的な訓練とすること。実施時間については、個別機能訓練計画に定めた訓練
　　内容の実施に必要な１回あたりの訓練時間を考慮し適切に設定すること。
　　　また、生活機能の維持・向上のための訓練を効果的に実施するためには、計画的・継続的に行う必要が
　　あることから、概ね週１回以上実施することを目安とする。
　⑨　個別機能訓練を行う場合は、機能訓練指導員等が居宅を訪問した上で利用者の居宅での生活状況（起居
　　動作、ＡＤＬ、ＩＡＤＬ等の状況）を確認し、多職種共同で個別機能訓練計画を作成した上で実施するこ
　　ととし､その後３月ごとに１回以上､利用者の居宅を訪問し、利用者の居宅での生活状況を確認した上で、
　　利用者又はその家族に対して個別機能訓練計画の内容（評価を含む。）や進捗状況等を説明し記録すると
　　ともに訓練内容の見直し等を行う。また、評価内容や目標の達成度合いについて、当該利用者を担当する
　　介護支援専門員等に適宜報告・相談し、必要に応じて利用者又は家族の意向を確認の上、当該利用者のＡ
　　ＤＬ及びＩＡＤＬの改善状況を踏まえた目標の見直しや訓練内容の変更など適切な対応を行うこと。 
　⑩　個別機能訓練に関する記録(実施時間、訓練内容、担当者等)は、利用者ごとに保管され、常に当該事業
　　所の個別機能訓練の従事者により閲覧が可能であるようにすること。
　⑪　個別機能訓練加算(Ⅰ)を算定している者であっても、別途個別機能訓練加算(Ⅱ)に係る訓練を実施した
　　場合は、同一日であっても個別機能訓練加算(Ⅱ)を算定できるが、この場合にあっては、個別機能訓練加
　　算(Ⅰ)に係る常勤専従の機能訓練指導員は、個別機能訓練加算(Ⅱ)に係る機能訓練指導員として従事する
　　ことはできず、別に個別機能訓練加算(Ⅱ)に係る機能訓練指導員の配置が必要である。また、個別機能訓
　　練加算(Ⅰ)は身体機能への働きかけを中心に行うものであるが、個別機能訓練加算(Ⅱ)は、心身機能への
　　働きかけだけでなく、ＡＤＬ（食事、排泄、入浴等）やＩＡＤＬ(調理、洗濯、掃除等)などの活動への働
　　きかけや、役割の創出や社会参加の実現といった参加への働きかけを行い、心身機能、活動、参加といっ
　　た生活機能にバランスよく働きかけるものであり、それぞれの加算の目的・趣旨が異なることから、それ
　　ぞれの個別機能訓練計画に基づいた適切な訓練を実施する必要がある。なお、それぞれの加算の目的・趣
　　旨に沿った目標設定や実施内容等の項目等については、別に通知するところによるものとする。
基準注11　ＡＤＬ維持等加算
　　別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして都道府県知事に届け出た指定通所介護事業所に
　おいて、利用者に対して指定通所介護を行った場合は、評価対象期間（別に厚生労働大臣が定める期間をい
　う）の満了日の属する年度の次の年度内に限り、当該基準に掲げる区分に従い、１月につき次に掲げる単位
　数を所定単位数に加算する。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定している場合においては、次に掲げ
　るその他の加算は算定しない。
　イ　ＡＤＬ維持等加算（Ⅰ）　　３単位 
　ロ　ＡＤＬ維持等加算（Ⅱ）　　６単位 
【厚生労働大臣が定める基準】→大臣基準告示・十六の二
　イ　ＡＤＬ維持等加算（Ⅰ）
　次のいずれにも適合すること。
　(1)　利用者（当該指定通所介護事業所又は当該指定地域密着型通所介護事業所を連続して６月以上利用し
　　　かつ、その利用期間（(2)において「評価対象利用期間」）において、５時間以上の通所介護費の算定
　　　回数を上回る者に限る。以下イにおいて同じ）の総数が２０人以上であること。
　(2)　利用者の総数のうち、評価対象利用期間の初月（複数の評価対象利用期間の初月が存在する場合は、
　　　複数の評価対象利用期間の初月のうち最も早い月とする。以下「評価対象利用開始月」）において、要
　　　介護状態区分が要介護３､要介護４及び要介護５である者の占める割合が100分の15以上であること。
　(3)　利用者の総数のうち、評価対象利用開始月において、初回の要介護認定又は要支援認定があった月か
　　　ら起算して１２月以内である者の占める割合が１００分の１５以下であること。
　(4)　利用者の総数のうち、評価対象利用開始月と、当該月から起算して６月目において、機能訓練指導員
　　　がＡＤＬを評価し、その評価に基づく値（以下この号において「ＡＤＬ値」）を測定し、測定した日が
　　　属する月ごとに厚生労働省に当該測定が提出されている者（(5)において「提出者」）の占める割合が
　　　１００分の９０以上であること。
　(5)　評価対象利用開始月から起算して６月目の月に測定したＡＤＬ値から評価対象利用開始月に測定した
　　　ＡＤＬ値を控除して得た値（以下「ＡＤＬ利得」）が多い順に、提出者の総数の上位１００分の８５に
　　　相当する数（その数に１未満の端数が生じたときは、これを切り上げるものとする）の利用者について
　　　次の(一)から(三)までに掲げる利用者の区分に応じ、当該(一)から(三)までに定める値を合計して得た値
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　　　が０以上であること。
　　　(一)　ＡＤＬ利得が０より大きい利用者　１
　　　(二)　ＡＤＬ利得が０の利用者　０
　　　(三)　ＡＤＬ利得が０未満の利用者　－１
　ロ　ＡＤＬ維持等加算（Ⅱ）
　次のいずれにも適合すること。
　(1)　イ(1)から(5)までの基準に適合するものであること。
　(2)　当該指定通所介護事業所又は当該指定地域密着型通所介護事業所の利用者について、算定日が属する
　　　日に当該利用者のＡＤＬ値を測定し、その結果を厚生労働省に提出していること。
【厚生労働大臣が定める期間】→利用者等告示・十五の二
　　ＡＤＬ維持等加算を算定する年度の初日の属する年の前年の１月から１２月までの期間
解釈注11　ＡＤＬ維持等加算について〔第2の7(12)〕
　①　ＡＤＬの評価は、Barthel Indexを用いて行うものとする。
　②　大臣基準告示第16号の２イ(４)におけるＡＤＬ値の提出は、サービス本体報酬の介護給付費明細書の
　　給付費明細欄の摘要欄に記載することで行う。
　③　大臣基準告示第16号の２ロ(２)におけるＡＤＬ値の提出は、ＡＤＬ維持等加算(Ⅱ)の介護給付費明細書
　　の給付費明細欄の摘要欄に記載することによって行う。なお、当該提出は、当該提出の月の属する年の１
　　月から１２月までが評価対象期間となる際に大臣基準告示第16号の２イ(４)によって求められるＡＤＬ値
　　の提出を兼ねるものとする。
　④　平成30年度については、平成29年1月から12月までの評価対象期間について、次のイからハまでを
　　満たしている場合に算定できることとする。 
　　イ　大臣基準告示第16号の２イ(１)から(３)までの基準を満たすことを示す書類を保存していること。 
　　ロ　同号イ(４)の基準(厚生労働大臣への提出を除く。)を満たすことを示す書類を保存していること。
　　ハ　同号イ(５)中「提出者」を「ＡＤＬ値が記録されている者」とした場合に、同号イ(５)の基準を満た
　　　すことを示す書類を保存していること。 
　⑤　平成３１年度以降に加算を算定する場合であって、加算を算定する年度の初日の属する年の前年の１月
　　から１２月までの間に、指定居宅サービス介護給付費単位数表の通所介護費の注１１に掲げる基準に適合
　　しているものとして都道府県知事に届け出ている場合には、届出の日から同年１２月までの期間を評価対
　　象期間とする。
　⑥　提出されたデータについては、国民の健康の保持増進及びその有する能力の維持向上に資するため、適
　　宜活用されるものである。 
基準注12　認知症加算
　　別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして都道府県知事に届け出た指定通所介護事業所に
　おいて、別に厚生労働大臣が定める利用者に対して指定通所介護を行った場合は、認知症加算として、１日
　につき６０単位を所定単位数に加算する。ただし、注４を算定している場合は、算定しない。 
【厚生労働大臣が定める利用者】→利用者等告示・十六
　　日常生活に支障を来すおそれのある症状又は行動が認められることから介護を必要とする認知症の者
解釈注12　認知症加算について〔第2の7(13)〕
　①　常勤換算方法による職員数の算定方法は、(９)①を参照のこと。 
　②　｢日常生活に支障を来すおそれのある症状又は行動が認められることから介護を必要とする認知症の者｣
　　とは､日常生活自立度のランクⅢ､Ⅳ又はＭに該当する者を指すものとし､これらの者の割合については､
　　前年度（３月を除く。）又は届出日の属する月の前３月の１月当たりの実績の平均について、利用実人員
　　数又は利用延人員数を用いて算定するものとし、要支援者に関しては人員数には含めない。 
　③　利用実人員数又は利用延人員数の割合の計算方法は、(９)③を参照のこと。 
　④　「認知症介護の指導に係る専門的な研修」とは、「認知症介護実践者等養成事業の実施について」及び
　　「認知症介護実践者等養成事業の円滑な運営について」に規定する「認知症介護指導者養成研修」を指す
　　ものとする。
　⑤　「認知症介護に係る専門的な研修」とは、「認知症介護実践者等養成事業の実施について」及び「認知
　　症介護実践者等養成事業の円滑な運営について」に規定する「認知症介護実践リーダー研修」を指すもの
　　とする。
　⑥　「認知症介護に係る実践的な研修」とは、「認知症介護実践者等養成事業の実施について」及び「認知
　　症介護実践者等養成事業の円滑な運営について」に規定する｢認知症介護実践者研修｣を指すものとする。
　⑦　認知症介護指導者養成研修、認知症介護実践リーダー研修、認知症介護実践者研修の修了者は、指定通
　　所介護を行う時間帯を通じて１名以上配置する必要がある。
　⑧　認知症加算については、日常生活自立度のランクⅢ、Ⅳ又はＭに該当する者に対して算定することがで
　　きる。また、注８の中重度者ケア体制加算の算定要件も満たす場合は、認知症加算の算定とともに中重度
　　者ケア体制加算も算定できる。 
　⑨　認知症加算を算定している事業所にあっては、認知症の症状の進行の緩和に資するケアを計画的に実施
　　するプログラムを作成することとする。
基準注13　若年性認知症利用者受入加算
　　別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして都道府県知事に届け出た指定通所介護事業所に
　おいて、若年性認知症利用者（介護保険法施行令第２条第６号に規定する初老期における認知症によって要
　介護者となった者をいう。以下同じ）に対して指定通所介護を行った場合は、若年性認知症利用者受入加算
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　として、１日につき６０単位を所定単位数に加算する。ただし、認知症加算を算定している場合は、算定し
　定しない。
【厚生労働大臣が定める利用者】→利用者等告示・十八
　　受け入れた若年性認知症利用者（初老期における認知症によって要介護者となった者）ごとに個別の担当
　者を定めていること。
解釈注13　若年性認知症利用者受入加算について〔第2の7(14)〕
　　受け入れた若年性認知症利用者ごとに個別に担当者を定め、その者を中心に、当該利用者の特性やニーズ
　に応じたサービス提供を行うこと。 
基準注14　栄養改善加算
　　次に掲げるいずれの基準にも適合しているものとして都道府県知事に届け出て、低栄養状態にある利用者
　又はそのおそれのある利用者に対して、当該利用者の低栄養状態の改善等を目的として、個別的に実施され
　る栄養食事相談等の栄養管理であって、利用者の心身の状態の維持又は向上に資すると認められるもの（以
　下「栄養改善サービス」という）を行った場合は、栄養改善加算として、３月以内の期間に限り１月に２回
　を限度として１回につき１５０単位を所定単位数に加算する。ただし、栄養改善サービスの開始から３月ご
　との利用者の栄養状態の評価の結果、低栄養状態が改善せず、栄養改善サービスを引き続き行うことが必要
　と認められる利用者については、引き続き算定することができる。
　イ　当該事業所の従業者として又は外部との連携により管理栄養士を１名以上配置していること。
　ロ　利用者の栄養状態を利用開始時に把握し、管理栄養士、看護職員、介護職員、生活相談員その他の職種
　　種の者（以下この注において「管理栄養士等」という）が共同して、利用者ごとの摂食・嚥下機能及び食
　　形態にも配慮した栄養ケア計画を作成していること。
　ハ　利用者ごとの栄養ケア計画に従い管理栄養士等が栄養改善サービスを行っているとともに、利用者の栄
　　養状態を定期的に記録していること。
　ニ　利用者ごとの栄養ケア計画の進捗状況を定期的に評価していること。 
　ホ　別に厚生労働大臣の定める基準に適合している指定通所介護事業所であること。 
解釈注14　栄養改善加算について〔第2の7(15)〕
　①　栄養改善加算の算定に係る栄養改善サービスの提供は、利用者ごとに行われるケアマネジメントの一環
　　として行われることに留意すること。
　②　当該事業所の職員として、又は外部（他の介護事業所、医療機関又は栄養ケア・ステーション）との連
　　携により、管理栄養士を１名以上配置して行うものであること。
　③　栄養改善加算を算定できる利用者は、次のイからホのいずれかに該当する者であって、栄養改善サービ
　　スの提供が必要と認められる者とすること。
　　イ　ＢＭＩが18.5未満である者 
　　ロ　１～６月間で３％以上の体重の減少が認められる者又は「地域支援事業の実施について」に規定する
　　　基本チェックリストのNo.11の項目が「１」に該当する者 
　　ハ　血清アルブミン値が3.5g/dl以下である者 
　　ニ　食事摂取量が不良(75％以下)である者 
　　ホ　その他低栄養状態にある又はそのおそれがあると認められる者 
　　　なお、次のような問題を有する者については、前記イからホのいずれかの項目に該当するかどうか、適
　　　宜確認されたい。 
　　　・　口腔及び摂食・嚥下機能の問題（基本チェックリストの口腔機能に関連する(13)、(14)、(15)の
　　　　いずれかの項目において「１」に該当する者などを含む。）
　　　・　生活機能の低下の問題 
　　　・　褥瘡に関する問題 
　　　・　食欲の低下の問題
　　　・　閉じこもりの問題（基本チェックリストの閉じこもりに関連する(16)、(17)のいずれかの項目に
　　　　おいて「１」に該当する者などを含む。)）
　　　・　認知症の問題（基本チェックリストの認知症に関連する(18)、(19)、(20)のいずれかの項目にお
　　　　いて「１」に該当する者などを含む。）
　　　・　うつの問題（基本チェックリストのうつに関連する(21)から(25)の項目において､２項目以上｢１｣
　　　　に該当する者などを含む。）
　④　栄養改善サービスの提供は、以下のイからホまでに掲げる手順を経てなされる。 
　　イ　利用者ごとの低栄養状態のリスクを、利用開始時に把握すること。 
　　ロ　利用開始時に､管理栄養士が中心となって､利用者ごとの摂食・嚥下機能及び食形態にも配慮しつつ、
　　　栄養状態に関する解決すべき課題の把握（以下｢栄養アセスメント｣という）を行い、管理栄養士、看護
　　　職員、介護職員、生活相談員その他の職種の者が共同して、栄養食事相談に関する事項（食事に関する
　　　内容の説明等）、解決すべき栄養管理上の課題等に対し取り組むべき事項等を記載した栄養ケア計画を
　　　作成すること。作成した栄養ケア計画については、栄養改善サービスの対象となる利用者又はその家族
　　　に説明し､その同意を得ること。なお､通所介護においては、栄養ケア計画に相当する内容を通所介護計
　　　画の中に記載する場合は、その記載をもって栄養ケア計画の作成に代えることができるものとすること
　　ハ　栄養ケア計画に基づき、管理栄養士等が利用者ごとに栄養改善サービスを提供すること。その際、栄
　　　養ケア計画に実施上の問題点があれば直ちに当該計画を修正すること。 
　　ニ　利用者の栄養状態に応じて、定期的に、利用者の生活機能の状況を検討し、おおむね３月ごとに体重
　　　を測定する等により栄養状態の評価を行い、その結果を当該利用者を担当する介護支援専門員や主治の
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　　　医師に対して情報提供すること。 
　　ホ　指定居宅サービス基準第１０５条において準用する第１９条に規定するサービスの提供の記録におい
　　　て、利用者ごとの栄養ケア計画に従い管理栄養士が利用者の栄養状態を定期的に記録する場合は、当該
　　　記録とは別に栄養改善加算の算定のために利用者の栄養状態を定期的に記録する必要はないものとする
　　　こと。
　⑤　おおむね３月ごとの評価の結果、③のイからホまでのいずれかに該当する者であって、継続的に管理栄
　　養士等がサービス提供を行うことにより、栄養改善の効果が期待できると認められるものについては、継
　　続的に栄養改善サービスを提供する。 
基準注15　栄養スクーリング加算
　　別に厚生労働大臣が定める基準に適合する指定通所介護事業所の従業者が、利用開始時及び利用中６月ご
　とに利用者の栄養状態について確認を行い、当該利用者の栄養状態に関する情報（当該利用者が低栄養状態
　の場合にあっては、低栄養状態の改善に必要な情報を含む）を当該利用者を担当する介護支援専門員に提供
　した場合に、栄養スクリーニング加算として１回につき５単位を所定単位数に加算する。ただし、当該利用
　者について、当該事業所以外で既に栄養スクリーニング加算を算定している場合にあっては算定せず、当該
　利用者が栄養改善加算の算定に係る栄養改善サービスを受けている間及び当該栄養改善サービスが終了した
　日の属する月は、算定しない。 
解釈注15　栄養改善加算について〔第2の7(16〕
　①　栄養スクリーニングの算定に係る栄養状態に関するスクリーニングは、利用者ごとに行われるケアマネ
　　ジメントの一環として行われることに留意すること。
　②　栄養スクリーニング加算の算定に当たっては、利用者について、次に掲げるイからニに関する確認を行
　　い、確認した情報を介護支援専門員に対し、提供すること。 
　　イ　ＢＭＩが18.5未満である者 
　　ロ　１～６月間で３％以上の体重の減少が認められる者又は「地域支援事業の実施について」に規定する
　　　基本チェックリストのNo.11の項目が「１」に該当する者 
　　ハ　血清アルブミン値が3.5g/dl以下である者 
　　ニ　食事摂取量が不良(75％以下)である者 
　③　栄養スクリーニング加算の算定を行う事業所については、サービス担当者会議で決定することとし、原
　　則として、当該事業所が当該加算に基づく栄養スクリーニングを継続的に実施すること。 
　④　栄養スクリーニング加算に基づく栄養スクリーニングの結果、栄養改善加算に係る栄養改善サービスの
　　提供が必要と判断された場合は、栄養スクリーニング加算の算定月でも栄養改善加算を算定できること。 
基準注16　口腔機能向上加算
　　イからハまでについて、次に掲げるいずれの基準にも適合しているものとして都道府県知事に届け出て、
　口腔機能が低下している利用者又はそのおそれのある利用者に対して、当該利用者の口腔機能の向上を目的
　として、個別的に実施される口腔清掃の指導若しくは実施又は摂食・嚥下機能に関する訓練の指導若しくは
　実施であって、利用者の心身の状態の維持又は向上に資すると認められるもの（以下この注において「口腔
　機能向上サービス」という）を行った場合は、口腔機能向上加算として、３月以内の期間に限り１月に２回
　を限度として１回につき１５０単位を所定単位数に加算する。ただし、口腔機能向上サービスの開始から３
　月ごとの利用者の口腔機能の評価の結果、口腔機能が向上せず、口腔機能向上サービスを引き続き行うこと
　が必要と認められる利用者については、引き続き算定することができる。 
　イ　言語聴覚士、歯科衛生士又は看護職員を１名以上配置していること。 
　ロ　利用者の口腔機能を利用開始時に把握し、言語聴覚士、歯科衛生士、看護職員、介護職員、生活相談員
　　その他の職種の者が共同して、利用者ごとの口腔機能改善管理指導計画を作成していること。 
　ハ　利用者ごとの口腔機能改善管理指導計画に従い言語聴覚士、歯科衛生士又は看護職員が口腔機能向上サ
　　ービスを行っているとともに、利用者の口腔機能を定期的に記録していること。 
　ニ　利用者ごとの口腔機能改善管理指導計画の進捗状況を定期的に評価すること。 
　ホ　別に厚生労働大臣の定める基準に適合している指定通所介護事業所であること。 
解釈注16　口腔機能向上加算について〔第2の7(17〕
　①　口腔機能向上加算の算定に係る口腔機能向上サービスの提供には、利用者ごとに行われるケアマネジメ
　　ントの一環として行われることに留意すること。 
　②　言語聴覚士、歯科衛生士又は看護職員を１名以上配置して行うものであること。 
　③　口腔機能向上加算を算定できる利用者は、次のイからハまでのいずれかに該当する者であって、口腔機
　　能向上サービスの提供が必要と認められる者とすること。
　　イ　認定調査票における嚥下、食事摂取、口腔清潔の３項目のいずれかの項目において「１」以外に該当
　　　する者 
　　ロ　基本チェックリストの口腔機能に関連する(13)、(14)、(15)の３項目のうち、２項目以上が「１」
　　　に該当する者
　　ハ　その他口腔機能の低下している者又はそのおそれのある者 
　④　利用者の口腔の状態によっては、医療における対応を要する場合も想定されることから､必要に応じて､
　　介護支援専門員を通して主治医又は主治の歯科医師への情報提供、受診勧奨などの適切な措置を講じるこ
　　ととする。なお、歯科医療を受診している場合であって、次のイ又はロのいずれかに該当する場合にあっ
　　ては、加算は算定できない。 
　　イ　医療保険において歯科診療報酬点数表に掲げる摂食機能療法を算定している場合 
　　ロ　医療保険において歯科診療報酬点数表に掲げる摂食機能療法を算定していない場合であって、介護保
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　　　険の口腔機能向上サービスとして「摂食・嚥下機能に関する訓練の指導若しくは実施」を行っていない
　　　場合 
　⑤　口腔機能向上サービスの提供は、以下のイからホまでに掲げる手順を経てなされる。 
　　イ　利用者ごとの口腔機能を、利用開始時に把握すること。 
　　ロ　利用開始時に､言語聴覚士､歯科衛生士又は看護職員が中心となって､利用者ごとの口腔衛生､摂食・嚥
　　　下機能に関する解決すべき課題の把握を行い、言語聴覚士、歯科衛生士、看護職員、介護職員、生活相
　　　談員その他の職種の者が共同して取り組むべき事項等を記載した口腔機能改善管理指導計画を作成する
　　　こと。作成した口腔機能改善管理指導計画については、口腔機能向上サービスの対象となる利用者又は
　　　その家族に説明し、その同意を得ること。なお、通所介護においては、口腔機能改善管理指導計画に相
　　　当する内容を通所介護計画の中に記載する場合は、その記載をもって口腔機能改善管理指導計画の作成
　　　に代えることができるものとすること。
　　ハ　口腔機能改善管理指導計画に基づき、言語聴覚士、歯科衛生士又は看護職員等が利用者ごとに口腔機
　　　能向上サービスを提供すること。その際、口腔機能改善管理指導計画に実施上の問題点があれば直ちに
　　　当該計画を修正すること。 
　　ニ　利用者の口腔機能の状態に応じて、定期的に、利用者の生活機能の状況を検討し、おおむね３月ごと
　　　に口腔機能の状態の評価を行い、その結果について、当該利用者を担当する介護支援専門員や主治の医
　　　師、主治の歯科医師に対して情報提供すること。 
　　ホ　指定居宅サービス基準第105条において準用する第19条に規定するサービスの提供の記録において
　　　利用者ごとの口腔機能改善管理指導計画に従い言語聴覚士、歯科衛生士又は看護職員が利用者の口腔機
　　　能を定期的に記録する場合は、当該記録とは別に口腔機能向上加算の算定のために利用者の口腔機能を
　　　定期的に記録する必要はないものとすること。 
　⑥　おおむね３月ごとの評価の結果、次のイ又はロのいずれかに該当する者であって､継続的に言語聴覚士､
　　歯科衛生士又は看護職員等がサービス提供を行うことにより、口腔機能の向上又は維持の効果が期待でき
　　ると認められるものについては、継続的に口腔機能向上サービスを提供する。
基準注17　
　　利用者が短期入所生活介護、短期入所療養介護若しくは特定施設入居者生活介護又は小規模多機能型居宅
　介護、認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護、地域密着型介護老人福祉施設入所
　者生活介護若しくは複合型サービスを受けている間は、通所介護費は、算定しない。
基準注18　同一建物減算
　　指定通所介護事業所と同一建物に居住する者又は指定通所介護事業所と同一建物から当該指定通所介護事
　業所に通う者に対し、指定通所介護を行った場合は、１日につき９４単位を所定単位数から減算する。ただ
　し、傷病その他やむを得ない事情により送迎が必要であると認められる利用者に対して送迎を行った場合は
　この限りでない。 
解釈注18　事業所と同一建物に居住する利用者又は同一建物から通う利用者に通所介護を行う場合

　　　について〔第2の7(18〕
　①　同一建物の定義 
　　　注１８における「同一建物」とは、当該指定通所介護事業所と構造上又は外形上、一体的な建築物を指
　　すものであり、具体的には、当該建物の１階部分に指定通所介護事業所がある場合や、当該建物と渡り廊
　　下等で繋がっている場合が該当し、同一敷地内にある別棟の建築物や道路を挟んで隣接する場合は該当し
　　ない。 
　　　また、ここでいう同一建物については、当該建築物の管理、運営法人が当該指定通所介護事業所の指定
　　通所介護事業者と異なる場合であっても該当するものであること。 
　②　なお、傷病により一時的に送迎が必要であると認められる利用者その他やむを得ない事情により送迎が
　　必要と認められる利用者に対して送迎を行った場合は、例外的に減算対象とならない。具体的には、傷病
　　により一時的に歩行困難となった者又は歩行困難な要介護者であって、かつ建物の構造上自力での通所が
　　困難である者に対し、２人以上の従業者が、当該利用者の居住する場所と当該指定通所介護事業所の間の
　　往復の移動を介助した場合に限られること。ただし、この場合、２人以上の従業者による移動介助を必要
　　とする理由や移動介助の方法及び期間について､介護支援専門員とサービス担当者会議等で慎重に検討し､
　　その内容及び結果について通所介護計画に記載すること。また、移動介助者及び移動介助時の利用者の様
　　子等について、記録しなければならない。 
基準注19　送迎減算
　　利用者に対して、その居宅と指定通所介護事業所との間の送迎を行わない場合は、片道につき４７単位を
　所定単位数から減算する。
解釈注19　送迎を行わない場合の減算について〔第2の7(19〕
　　利用者が自ら通う場合、利用者の家族等が送迎を行う場合など事業者が送迎を実施していない場合は、片
　道につき減算の対象となる。ただし、注１８の減算の対象となっている場合には、当該減算の対象とはなら
　ない。 
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解釈指定通所リハビリテーションの提供について〔第2の8(8)〕
　①　平成２７年度の介護報酬改定において、個別リハビリテーション実施加算が本体報酬に包括化された趣
　　旨を踏まえ、利用者の状況の応じ、個別にリハビリテーションを実施することが望ましいこと。
　②　指定通所リハビリテーションは、指定通所リハビリテーション事業所の医師の診察に基づき、通所リハ
　　ビリテーション計画を作成し、実施することが原則であるが、例外として、医療保険の脳血管疾患等リハ
　　ビリテーション料、廃用症候群リハビリテーション料又は運動器リハビリテーション料を算定すべきリハ
　　ビリテーションを受けていた患者が、介護保険の指定通所リハビリテーションへ移行する際に、「リハビ
　　リテーションマネジメント加算等に関する基本的な考え方並びにリハビリテーション計画書等の事務処理
　　手順及び様式例の提示について」の別紙様式２－１をもって、保険医療機関から当該事業所が情報提供を
　　受け、当該事業所の医師が利用者を診療するとともに、別紙様式２－１に記載された内容について確認し
　　指定通所リハビリテーションの提供を開始しても差し支えないと判断した場合には、別紙様式２－１をリ
　　ハビリテーション計画書とみなして通所リハビリテーション費の算定を開始してもよいこととする。
　　　なお、その場合であっても、算定開始の日が属する月から起算して３月以内に、当該事業所の医師の診
　　療に基づいて、次回のリハビリテーション計画を作成する。
基準注１　
　　別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものとして都道府県知事に届け出た指定通所リハビリ
　テーション事業所において、指定通所リハビリテーションを行った場合に、利用者の要介護状態区分に応じ
　て、現に要した時間ではなく、通所リハビリテーション計画に位置付けられた内容の指定通所リハビリテー
　ションを行うのに要する標準的な時間でそれぞれ所定単位数を算定する。ただし、利用者の数又は医師、理
　学療法士、作業療法士、言語聴覚士、看護職員若しくは介護職員（以下この号において｢医師等｣という）の
　員数が別に厚生労働大臣が定める基準に該当する場合は、別に厚生労働大臣が定めるところにより算定する
解釈注１　所要時間による区分の取扱い〔第2の8(1)〕
　①　所要時間による区分については、現に要した時間ではなく、通所リハビリテーション計画に位置づけら
　　れた内容の指定通所リハビリテーションを行うための標準的な時間によることとしている。そのため、例
　　えば、単に、当日のサービス進行状況や利用者の家族の出迎え等の都合で、当該利用者が通常の時間を超
　　えて事業所にいる場合は、指定通所リハビリテーションのサービスが提供されているとは認められないも
　　のであり、この場合は当初計画に位置づけられた所要時間に応じた所定単位数を算定すること（このよう
　　な家族等の出迎え等までの間のいわゆる「預かり」サービスについては、利用者から別途利用料を徴収し
　　て差し支えない。）。 
　②　指定通所リハビリテーションを行うのに要する時間には、送迎に要する時間は含まないものとするが、
　　送迎時に実施した居宅内での介助等（電気の消灯・点灯、窓の施錠、着替え、ベッドへの移乗等）に要す
　　る時間は、次のいずれの要件も満たす場合、１日３０分以内を限度として、指定通所リハビリテーション
　　を行うのに要する時間に含めることができる。
　　イ　居宅サービス計画及び通所リハビリテーション計画に位置付けた上で実施する場合 
　　ロ　送迎時に居宅内の介助等を行う者が､理学療法士､作業療法士､言語聴覚士､看護職員､介護福祉士､実務
　　　者研修修了者、介護職員基礎研修課程修了者、１級課程修了者、介護職員初任者研修修了者（２級課程
　　　修了者を含む。）又は当該事業所における勤続年数と同一法人の経営する他の介護サービス事業所、医
　　　療機関、社会福祉施設等においてサービスを利用者に直接提供する職員としての勤続年数の合計が３年
　　　以上の介護職員である場合 
　③　当日の利用者の心身の状況から、実際の指定通所リハビリテーションの提供が通所リハビリテーション
　　計画上の所要時間よりもやむを得ず短くなった場合には通所リハビリテーション計画上の単位数を算定し
　　て差し支えない。なお、通所リハビリテーション計画上の所要時間よりも大きく短縮した場合には、通所
　　リハビリテーション計画を変更のうえ、変更後の所要時間に応じた単位数を算定すること。 
　④　利用者に対して、１日に複数の指定通所リハビリテーションを行う事業所にあっては、それぞれの指定
　　通所リハビリテーションごとに通所リハビリテーション費を算定するものとする（例えば、午前と午後に
　　指定通所リハビリテーションを行う場合にあっては、午前と午後それぞれについて通所リハビリテーショ
　　ン費を算定する）。ただし、１時間以上２時間未満の指定通所リハビリテーションの利用者については、
　　同日に行われる他の通所リハビリテーション費は算定できない。 
解釈注１　災害時等の取扱い〔第2の8(2)〕
　　通所介護と同様。
基準注２
　　イ（１）：（所要時間１時間以上２時間未満の場合）、ロ（１）：（所要時間１時間以上２時間未満）及
　びハ（１）：（所要時間１時間以上２時間未満の場合）について、指定居宅サービス基準第１１１条に規定
　する配置基準を超えて、理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士を専従かつ常勤で２名以上配置している事
　業所については、１日につき３０単位を所定単位数に加算する。 
解釈注２　１時間以上２時間未満の指定通所リハビリテーションにおける理学療法士、作業療法士又は言

　　　語聴覚士を専従かつ常勤で２名以上配置している事業所の加算の取扱いについて〔第2の8(3)〕
　　注２における「専従」とは、当該指定通所リハビリテーション事業所において行うリハビリテーションに
　ついて、当該ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝを実施する時間に専らその職務に従事していることで足りるものとすること。
基準注３　延長加算
　　日常生活上の世話を行った後に引き続き、所要時間７時間以上８時間未満の指定通所リハビリテーション
　を行った場合又は所要時間７時間以上８時間未満の指定通所リハビリテーションを行った後に引き続き日常
　生活上の世話を行った場合であって、当該指定通所リハビリテーションの所要時間と当該指定通所リハビリ
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　テーションの前後に行った日常生活上の世話の所要時間を通算した時間が、８時間以上となった場合は、次
　に掲げる区分に応じ、次に掲げる単位数を所定単位数に加算する。 
　イ　８時間以上９時間未満の場合　　　　５０単位 
　ロ　９時間以上１０時間未満の場合　　１００単位 
　ハ　１０時間以上１１時間未満の場合　１５０単位 
　ニ　１１時間以上１２時間未満の場合　２００単位 
　ホ　１２時間以上１３時間未満の場合　２５０単位 
　ヘ　１３時間以上１４時間未満の場合　３００単位 
解釈注３　７時間以上８時間未満の指定通所リハビリテーションの前後に連続して延長サービスを

　　　行った場合の加算（延長加算）の取扱い〔第2の8(4)〕
　①　当該加算は、所要時間７時間以上８時間未満の指定通所リハビリテーションの前後に連続して指定通所
　　リハビリテーションを行う場合について、６時間を限度として算定されるものである。
　　　例えば、８時間の指定通所リハビリテーションの後に連続して２時間の延長サービスを行った場合や、
　　８時間の指定通所リハビリテーションの前に連続して１時間、後に連続して１時間、合計２時間の延長サ
　　ービスを行った場合には、２時間分の延長サービスとして１００単位を算定する。 
　②　当該加算は指定通所リハビリテーションと延長サービスを通算した時間が８時間以上の部分について算
　　定されるものであるため、例えば、７時間の指定通所リハビリテーションの後に連続して２時間の延長サ
　　ービスを行った場合には、指定通所リハビリテーションと延長サービスの通算時間は９時間であり、１時
　　間分(時間＝９時間－８時間)の延長サービスとして50単位を算定する。 
　③　延長加算は、実際に利用者に対して延長サービスを行うことが可能な体制にあり、かつ、実際に延長サ
　　ービスを行った場合に算定されるものであるが、当該事業所の実情に応じて、適当数の従業者を置いてい
　　ることが必要である。
基準注４　リハビリテーション提供体制加算
　　別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして都道府県知事に届け出た指定通所リハビリテー
　ション事業所については、リハビリテーション提供体制加算として、通所リハビリテーション計画に位置付
　けられた内容の指定通所リハビリテーションを行うのに要する標準的な時間に応じ、それぞれ次に掲げる単
　位数を所定単位数に加算する。
　イ　所要時間３時間以上４時間未満の場合　１２単位 
　ロ　所要時間４時間以上５時間未満の場合　１６単位 
　ハ　所要時間５時間以上６時間未満の場合　２０単位 
　ニ　所要時間６時間以上７時間未満の場合　２４単位 
　ホ　所要時間７時間以上の場合　　　　　　２８単位 
【厚生労働大臣が定める基準】→大臣基準告示・二十四の二
　イ　指定通所リハビリテーション事業所において、常時、当該事業所に配置されている理学療法士、作業療
　　法士又は言語聴覚士の合計数が、当該事業所の利用者の２５又はその端数を増すごとに１以上であること
　ロ　リハビリテーションマネジメント加算(Ⅰ)から(Ⅳ)までのいずれかを算定していること。
解釈注４　リハビリテーション提供体制加算について〔第2の8(5)〕
　　「当該事業所の利用者の数」とは、指定通所リハビリテーション事業者と指定介護予防通所リハビリテー
　ション事業者の指定を併せて受け、指定通所リハビリテーションの事業と指定介護予防通所リハビリテーシ
　ョンの事業とが同一の事業所において一体的に運営されている場合にあっては、指定通所リハビリテーショ
　ンの利用者数と指定介護予防通所リハビリテーションの利用者数の合計をいう。 
基準注５ 略

基準注６　入浴介助加算
　　別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして都道府県知事に届け出て当該基準による入浴介
　助を行った場合は、１日につき５０単位を所定単位数に加算する。
解釈注６　入浴介助加算について〔第2の8(9)〕
　　通所介護と同様。
基準注７　リハビリテーションマネジメント加算
　　別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして都道府県知事に届け出た指定通所リハビリテー
　ション事業所の医師、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士その他の職種の者が協働し、継続的にリハビリ
　テーションの質を管理した場合は、リハビリテーションマネジメント加算として、次に掲げる区分に応じ、
　１月につき次に掲げる単位数を所定単位数に加算する。ただし、リハビリテーションマネジメンジメント加
　算（Ⅳ）については３月に１回を限度として算定することとし、次に掲げるいずれかの加算を算定している
　場合においては、次に掲げるその他の加算は算定しない。
　イ　リハビリテーションマネジメント加算（Ⅰ） ３３０単位
　ロ　リハビリテーションマネジメント加算（Ⅱ）　
　　　(1)　通所リハビリテーション計画を利用者又はその家族に説明し、利用者の同意を得た日の属する月
　　　　　から起算して６月以内の期間のリハビリテーションの質を管理した場合 ８５０単位
　　　(2)　当該日の属する月から起算して６月を超えた期間のリハビリテーションの質を管理した場合　

５３０単位
　ハ　リハビリテーションマネジメント加算（Ⅲ）　
　　　(1)　通所リハビリテーション計画を利用者又はその家族に説明し、利用者の同意を得た日の属する月
　　　　　から起算して６月以内の期間のリハビリテーションの質を管理した場合 １，１２０単位
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　　　(2)　当該日の属する月から起算して６月を超えた期間のリハビリテーションの質を管理した場合
８００単位

　ニ　リハビリテーションマネジメント加算（Ⅳ）　
　　　(1)　通所リハビリテーション計画を利用者又はその家族に説明し、利用者の同意を得た日の属する月
　　　　　から起算して６月以内の期間のリハビリテーションの質を管理した場合 １，２２０単位
　　　(2)　当該日の属する月から起算して６月を超えた期間のリハビリテーションの質を管理した場合

９００単位
【厚生労働大臣が定める基準】→大臣基準告示・二十五
　イ　リハビリテーションマネジメント加算（Ⅰ）
　次のいずれにも適合すること。
　(1)　通所リハビリテーション計画の進捗状況を定期的に評価し、必要に応じて当該計画を見直ししている
　　　こと。
　(2)　指定通所リハビリテーション事業所の理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士が、介護支援専門員を
　　　通じて、指定訪問介護の事業その他の指定居宅サービスに該当する事業に係る従業者に対し、リハビリ
　　　テーションの観点から、日常生活の留意点、介護の工夫等の情報を伝達していること。
　(3)　新規に通所リハビリテーション計画を作成した利用者に対して、指定通所リハビリテーション事業所
　　　の医師又は医師の指示を受けた理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士が、当該計画に従い、指定通所
　　　リハビリテーションの実施を開始した日から起算して１月以内に、当該利用者の居宅を訪問し、診療、
　　　運動機能検査、作業能力検査等を行っていること。
　(4)　指定通所リハビリテーション事業所の医師が、指定通所リハビリテーションの実施に当たり、当該事
　　　業所の理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士に対し、利用者に対する当該リハビリテーションの目的
　　　に加えて、当該リハビリテーション開始前又は実施中の留意事項、やむを得ず当該リハビリテーション
　　　を中止する際の基準、当該リハビリテーションにおける利用者に対する負荷等のうちいずれか１以上の
　　　指示を行うこと。
　(5)　(4)における指示を行った医師又は当該指示を受けた理学療法士、作業療法若しくは言語聴覚士が、
　　　当該指示の内容が(4)に掲げる基準に適合するものであると明確にわかるように記録すること。
　ロ　リハビリテーションマネジメント加算（Ⅱ）
　次のいずれにも適合すること。
　(1)　イ(4)及び(5)に適合すること。
　(2)　リハビリテーション会議を開催し、リハビリテーションに関する専門的な見地から利用者の状況等に
　　　情報を構成員と共有し、当該リハビリテーション会議の内容を記録すること。
　(3)　通所リハビリテーション計画について、当該計画の作成に関与した理学療法士、作業療法士又は言語
　　　聴覚士が利用者又はその家族に対して説明し、利用者の同意を得るとともに、説明した内容等について
　　　医師へ報告すること。
　(4)　通所リハビリテーション計画に作成に当たって、当該計画の同意を得た日の属する月から起算して６
　　　月以内の場合にあっては１月に１回以上、６月を越えた場合にあっては３月に１回以上、リハビリテー
　　　ション会議を開催し、利用者の状態の変化に応じ、通所リハビリテーション計画を見直していること。
　(5)　指定通所リハビリテーション事業所の理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士が、介護支援専門員に
　　　対し、リハビリテーションに関する専門的な見地から、利用者の有する能力、自立のために必要な支援
　　　方法及び日常生活上の留意点に関する情報提供を行うこと。
　(6)　以下のいずれかに適合すること。
　　(一)　指定通所リハビリテーション事業所の理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士が、居宅サービス計
　　　　画に位置付けた指定訪問介護の事業その他の指定居宅サービスに該当する事業に係る従業者と指定通
　　　　所リハビリテーションに利用者の居宅を訪問し、当該従業者に対し、リハビリテーションに関する専
　　　　門的な見地から、介護の工夫に関する指導及び日常生活上の留意点に関する助言を行うこと。
　　(二)　指定通所リハビリテーション事業所の理学療法士、作業療法士または言語聴覚士が、指定通所リハ
　　　　ビリテーションの利用者の居宅を訪問し、その家族に対し、リハビリテーションに関する専門的な見
　　　　地から、介護の工夫に関する指導及び日常生活上の留意点に関する助言を行うこと。
　(7)　(1)から(6)までに適合することを確認し、記録すること。
　ハ　リハビリテーションマネジメント加算（Ⅲ）
　次のいずれにも適合すること。
　(1)　ロ(1)、(2)及び(4)から(6)までのいずれにも適合すること。
　(2)　通所リハビリテーション計画について、指定通所リハビリテーション事業所の医師が利用者又はその
　　　家族に対して説明し、利用者の同意を得ること。
　(3)　(1)及び(2)に適合することを確認し、記録すること。
　ニ　リハビリテーションマネジメント加算（Ⅳ）
　次のいずれにも適合すること。
　(1)　ハ(1)から(3)までのいずれにも適合すること。
　(2)　指定通所リハビリテーション事業所における通所リハビリテーション計画書等の内容に関するデータ
　　　を、厚生労働省に提出していること。
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１単位単価

解釈注７　リハビリテーションマネジメント加算について〔第2の8(10)〕
　①　リハビリテーションマネジメント加算は、利用者ごとに行われるケアマネジメントの一環として実施さ
　　れるものであり、リハビリテーションの質の向上を図るため、利用者の状態や生活環境等を踏まえた多職
　　種協働による通所リハビリテーション計画の作成、当該計画に基づく適切なリハビリテーションの提供、
　　当該提供内容の評価とその結果を踏まえた当該計画の見直し等といったＳＰＤＣＡサイクルの構築を通じ
　　て、継続的にリハビリテーションの質の管理を行った場合に加算するものである。
　②　「リハビリテーションの質の管理」とは、生活機能の維持又は向上を目指すに当たって、心身機能、個
　　人として行うＡＤＬやＩＡＤＬといった活動をするための機能、家庭での役割を担うことや地域の行事等
　　に関与すること等といった参加をするための機能について、バランス良くアプローチするリハビリテーシ
　　ョンが提供できているかを管理することをいう。 
　③　本加算は、ＳＰＤＣＡサイクルの構築を通じて、継続的にリハビリテーションの質の管理を行った場合
　　に加算するものであることから､当該ＳＰＤＣＡサイクルの中で通所リハビリテーション計画を､新規に作
　　成し直すことは想定しておらず、利用者の状態に応じて適切に当該計画の見直しが行われるものである。 
　　　したがって、「同意」とは、本加算を取得するに当たって初めて通所リハビリテーション計画を作成し
　　て得られた同意をいい、当該計画の見直しの同意とは異なることに留意すること。 
　④　注７ロに規定するリハビリテーションマネジメント加算(Ⅱ)(１)、注７ハに規定するリハビリテーショ
　　ンマネジメント加算(Ⅲ)(１)又は注７ニに規定するリハビリテーションマネジメント加算(Ⅳ)(１)を取得後
　　は、注７ロに規定するリハビリテーションマネジメント加算(Ⅱ)(２)、注７ハに規定するリハビリテーシ
　　ョンマネジメント加算(Ⅲ)(２)又は注７ニに規定するリハビリテーションマネジメント加算(Ⅳ)(２)を算定
　　するものであることに留意すること。
　　　ただし、当該期間以降であっても、リハビリテーション会議を開催し、利用者の急性増悪等により引き
　　続き月に１回以上、当該会議を開催し、利用者の状態の変化に応じ、当該計画を見直していく必要性が高
　　いことを利用者又は家族並びに構成員が合意した場合、リハビリテーションマネジメント加算(Ⅱ)(１)、
　　リハビリテーションマネジメント加算(Ⅲ)(１)又はリハビリテーションマネジメント加算(Ⅳ)(１)を再算定
　　できるものであること。
　⑤　大臣基準告示第25号イ(１)の「定期的に」とは、初回の評価は、通所リハビリテーション計画に基づく
　　リハビリテーションの提供開始からおおむね２週間以内に、その後は各加算に位置付けられた見直しの期
　　間ごとに評価を行うものであること。 
　⑥　指定通所リハビリテーション事業所の医師が利用者に対して３月以上の指定通所リハビリテーションの
　　継続利用が必要と判断する場合には、リハビリテーション計画書の特記事項欄に指定通所リハビリテーシ
　　ョンの継続利用が必要な理由、その他指定居宅サービスの併用と移行の見通しを記載すること。 
　⑦　リハビリテーション会議の構成員である医師の当該会議への出席については、テレビ電話等情報通信機
　　器を使用してもよいこととする。なお、テレビ電話等情報通信機器を使用する場合には、当該会議の議事
　　に支障のないよう留意すること。 
　⑧　リハビリテーション会議の開催頻度について、指定通所リハビリテーションを実施する指定通所リハビ
　　リテーション事業所若しくは指定介護予防通所リハビリテーションを実施する指定介護予防通所リハビリ
　　テーション事業所並びに当該事業所の指定を受けている保険医療機関において、算定開始の月の前月から
　　起算して前24月以内に介護保険または医療保険のリハビリテーションに係る報酬の請求が併せて６月以
　　上ある利用者については、算定当初から３月に１回の頻度でよいこととする。
　⑨　大臣基準告示第25号ニ(２)のデータ提出については、厚生労働省が実施するVISITに参加し、当該事業
　　で活用しているシステムを用いて、リハビリテーションマネジメントで活用されるリハビリテーション計
　　画書等のデータを提出することを評価したものである。 
基準注８　短期集中個別リハビリテーション実施加算
　　別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして都道府県知事に届け出た指定通所リハビリテー
　ション事業所の医師又は医師の指示を受けた理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士が、利用者に対して、
　その退院（所）日又は認定日から起算して３月以内の期間に、個別リハビリテーションを集中的に行った場
　合、短期集中個別リハビリテーション実施加算として、１日につき１１０単位を所定単位数に加算する。た
　だし、注９又は注１０を算定している場合は、算定しない。 
【厚生労働大臣が定める基準】→大臣基準告示・二十六
　　通所リハビリテーション費におけるリハビリテーションマネジメント加算（Ⅰ）から（Ⅳ）までのいずれ
　かを算定していること。
解釈注８　短期集中個別リハビリテーション実施加算について〔第2の8(11)〕
　①　短期集中個別リハビリテーション実施加算におけるリハビリテーションは、利用者の状態に応じて、基
　　本的動作能力及び応用的動作能力を向上させ、身体機能を回復するための集中的なリハビリテーションを
　　個別に実施するものであること。
　②　「個別リハビリテーションを集中的に行った場合」とは、退院(所)日又は認定日から起算して３月以内
　　の期間に、１週につきおおむね２日以上、１日当たり40分以上実施するものでなければならない。
　③　本加算の算定に当たっては､リハビリテーションマネジメント加算の算定が前提となっていることから､
　　当該加算の趣旨を踏まえたリハビリテーションを実施するよう留意すること。
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１単位単価

基準注９　認知症短期集中リハビリテーション実施加算
　　別に厚生労働大臣が定める基準に適合し、かつ、別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているもの
　として都道府県知事に届け出た指定通所リハビリテーション事業所において、認知症（法第５条の２第１項
　に規定する認知症をいう。以下同じ）であると医師が判断した者であって、リハビリテーションによって生
　活機能の改善が見込まれると判断されたものに対して、医師又は医師の指示を受けた理学療法士、作業療法
　士又は言語聴覚士が、イについてはその退院（所）日又は通所開始日から起算して３月以内の期間に、ロに
　ついてはその退院（所）日又は通所開始日の属する月から起算して３月以内の期間にリハビリテーションを
　集中的に行った場合は、認知症短期集中リハビリテーション実施加算として、次に掲げる区分に応じ、イに
　ついては１日につき、ロについては１月につき、次に掲げる単位数を所定単位数に加算する。ただし、次に
　掲げるいずれかの加算を算定している場合においては、次に掲げるその他の加算は算定せず、短期集中個別
　リハビリテーション実施加算又は注１０を算定している場合においては、算定しない。
　イ　認知症短期集中リハビリテーション実施加算（Ⅰ）　　　　　　　２４０単位 
　ロ　認知症短期集中リハビリテーション実施加算（Ⅱ）　　　　　１，９２０単位 
【厚生労働大臣が定める基準】→大臣基準告示・二十七
　イ　認知症短期集中リハビリテーション実施加算（Ⅰ）
　次のいずれにも適合すること。
　(1)　１週間に２日を限度として個別にリハビリテーションを実施すること。
　(2)　通所リハビリテーション費におけるリハビリテーションマネジメント加算（Ⅰ）から（Ⅳ）までのい
　　　ずれかを算定していること。
　ロ　認知症短期集中リハビリテーション実施加算（Ⅱ）
　次のいずれにも適合すること。
　(1)　１月に４回以上リハビリテーションを実施すること。
　(2)　リハビリテーションの実施頻度、実施場所及び実施時間等が記載された通所リハビリテーション計画
　　　を作成し、生活機能の向上に資するリハビリテーションを実施すること。
　(3)　通所リハビリテーション費におけるリハビリテーションマネジメント加算（Ⅱ）から（Ⅳ）までのい
　　　ずれかを算定していること。
解釈注９　認知症短期集中リハビリテーション実施加算について〔第2の8(12)〕
　①　認知症短期集中リハビリテーション実施加算におけるリハビリテーションは、認知症を有する利用者の
　　認知機能や生活環境等を踏まえ、応用的動作能力や社会適応能力（生活環境又は家庭環境へ適応する等の
　　能力をいう。以下同じ。）を最大限に活かしながら、当該利用者の生活機能を改善するためのリハビリテ
　　ーションを実施するものであること。 
　②　認知症短期集中リハビリテーション加算(Ⅰ)は、精神科医師若しくは神経内科医師又は認知症に対する
　　リハビリテーションに関する専門的な研修を修了した医師により、認知症の利用者であって生活機能の改
　　善が見込まれると判断された者に対して、通所リハビリテーション計画に基づき、１週間に２日を限度と
　　して、２０分以上のリハビリテーションを個別に実施した場合に算定できるものである。なお、当該リハ
　　ビリテーションの提供時間が20分に満たない場合は、算定はできないこととする。 
　③　認知症短期集中リハビリテーション加算(Ⅱ)は、精神科医師若しくは神経内科医師又は認知症に対する
　　リハビリテーションに関する専門的な研修を終了した医師により、認知症の利用者であって生活機能の改
　　善が見込まれると判断された者に対して、通所リハビリテーション計画に基づき､利用者の状態に応じて､
　　個別又は集団によるリハビリテーションは、１月に８回以上実施することが望ましいが、１月に４回以上
　　実施した場合に算定できるものである。その際には、通所リハビリテーション計画にその時間､実施頻度､
　　実施方法を定めたうえで実施するものであること。 
　④　認知症短期集中リハビリテーション加算（Ⅱ）における通所リハビリテーション計画の作成に当たって
　　は､認知症を有する利用者の生活環境に対応したサービス提供ができる体制を整える必要があることから､
　　利用者の生活環境をあらかじめ把握するため、当該利用者の居宅を訪問すること。
　⑤　認知症短期集中リハビリテーション加算(Ⅱ)における通所リハビリテーション計画に従ったリハビリテ
　　ーションの評価に当たっては、利用者の居宅を訪問し、当該利用者の居宅における応用的動作能力や社会
　　適応能力について評価を行い、その結果を当該利用者とその家族に伝達すること。なお、当該利用者の居
　　宅を訪問した際、リハビリテーションを実施することはできないことに留意すること。 
　⑥　本加算の対象となる利用者は、ＭＭＳＥ（Mini　Mental　State　Examination）又はＨＤＳ－Ｒ（
　　改訂長谷川式簡易知能評価ｽｹｰﾙ）においておおむね５点～２５点に相当する者とするものであること。 
　⑦　本加算の算定に当たっては､リハビリテーションマネジメント加算の算定が前提となっていることから､
　　当該加算の趣旨を踏まえたリハビリテーションを実施するよう留意すること。 
　⑧　本加算は、認知症短期集中リハビリテーション実施加算(Ⅰ)についてはその退院(所)日又は通所開始日
　　から起算して３月以内の期間に、認知症短期集中リハビリテーション実施加算(Ⅱ)についてはその退院（
　　所）日又は通所開始日の属する月から起算して３月以内の期間にリハビリテーションを集中的に行った場
　　合に算定できることとしているが、当該利用者が過去３月の間に本加算を算定した場合には算定できない
　　こととする。
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１単位単価

基準注10　生活行為向上リハビリテーション実施加算
　　別に厚生労働大臣が定める基準に適合し、かつ、別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているもの
　として都道府県知事に届け出た指定通所リハビリテーション事業所が、生活行為の内容の充実を図るための
　目標及び当該目標を踏まえたリハビリテーションの実施内容等をリハビリテーション実施計画にあらかじめ
　定めて、利用者に対して、リハビリテーションを計画的に行い、当該利用者の有する能力の向上を支援した
　場合は、生活行為向上リハビリテーション実施加算として、次に掲げる区分に応じ、１月につき次に掲げる
　単位数を所定単位数に加算する。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定している場合においては、次に
　掲げるその他の加算は算定せず、短期集中個別リハビリテーション実施加算又は認知症短期集中リハビリテ
　ーション実施加算を算定している場合においては、算定しない。また、短期集中個別リハビリテーション実
　施加算又は認知症短期集中リハビリテーション実施加算を算定していた場合においては、利用者の急性増悪
　等によりこの注イを算定する必要性についてリハビリテーション会議により合意した場合を除き、この注イ
　は算定しない。 
　イ　リハビリテーション実施計画に基づく指定通所リハビリテーションの利用を開始した日の属する月から
　　　起算して３月以内の場合 ２，０００単位
　ロ　当該日の属する月から起算してから３月を超え、６月以内の場合 １，０００単位
【厚生労働大臣が定める基準】→大臣基準告示・二十八
　次のいずれにも適合すること。
　イ　生活行為の内容の充実を図るための専門的な知識若しくは経験を有する作業療法士又は生活行為の内容
　　の充実を図るための研修を修了した理学療法士若しくは言語聴覚士が配置されていること。
　ロ　生活行為の内容の充実を図るための目標及び当該目標を踏まえたリハビリテーションの実施頻度、実施
　　場所及び実施時間等が記載されたリハビリテーション実施計画をあらかじめ定めて、リハビリテーション
　　を提供すること。
　ハ　当該計画で定めた指定通所リハビリテーションの実施期間中に指定通所リハビリテーションの提供を終
　　了した日前１月以内に、リハビリテーションの目標の達成状況を報告すること。
　ニ　通所リハビリテーション費におけるリハビリテーションマネジメント加算（Ⅱ）から（Ⅳ）までのいず
　　れかを算定していること。
解釈注10　生活行為向上リハビリテーション実施加算について〔第2の8(13)〕
　①　生活行為向上リハビリテーション実施加算の「生活行為」とは、個人の活動として行う排泄、入浴、調
　　理、買物、趣味活動等の行為をいう。
　②　生活行為向上リハビリテーション実施加算におけるリハビリテーション（以下「生活行為向上リハビリ
　　テーション」という。）は、加齢や廃用症候群等により生活機能の一つである活動をするための機能が低
　　下した利用者に対して、当該機能を回復させ、生活行為の内容の充実を図るための目標と当該目標を踏ま
　　えた６月間の生活行為向上リハビリテーションの内容を生活行為向上リハビリテーション実施計画にあら
　　かじめ定めた上で、計画的に実施するものであること。
　③　生活行為向上リハビリテーションを提供するための生活行為向上リハビリテーション実施計画の作成や
　　リハビリテーション会議における当該リハビリテーションの目標の達成状況の報告については、大臣基準
　　告示第28号イによって配置された者が行うことが想定されていることに留意すること。
　④　生活行為向上リハビリテーション実施計画の作成に当たっては、本加算の趣旨及び注１２の減算につい
　　て説明した上で、当該計画の同意を得るよう留意すること。 
　⑤　本加算の算定に当たっては、リハビリテーションマネジメント加算(Ⅱ)、(Ⅲ)又は(Ⅳ)の算定が前提と
　　なっていることから、当該加算の趣旨を踏まえ、家庭での役割を担うことや地域の行事等に関与すること
　　等を可能とすることを見据えた目標や実施内容を設定すること。
　⑥　本加算は、６月間に限定して算定が可能であることから、利用者やその家族においても、生活行為の内
　　容の充実を図るための訓練内容を理解し、家族の協力を得ながら、利用者が生活の中で実践していくこと
　　が望ましいこと。 
　　　また、リハビリテーション会議において、訓練の進捗状況やその評価（当該評価の結果、訓練内容に変
　　更が必要な場合は、その理由を含む。）等について､医師が利用者､その家族、構成員に説明すること。
　⑦　生活行為向上リハビリテーション実施計画に従ったリハビリテーションの評価に当たっては、利用者の
　　居宅を訪問し、当該利用者の居宅における応用的動作能力や社会適応能力について評価を行い、その結果
　　を当該利用者とその家族に伝達すること。なお、当該利用者の居宅を訪問した際、リハビリテーションを
　　実施することはできないことに留意すること。 
基準注11　生活行為向上リハビリテーション実施加算算定後、終了し再度算定する場合の減算
　　生活行為向上リハビリテーション実施加算を算定し、当該加算を算定するために作成したリハビリテーシ
　ョン実施計画で定めた指定通所リハビリテーションの実施期間中に指定通所リハビリテーションの提供を終
　了した場合において、同一の利用者に対して、再度指定通所リハビリテーションを行ったときは、実施期間
　中に指定通所リハビリテーションの提供を終了した日の属する月の翌月から６月以内の期間に限り、１日に
　つき所定単位数の１００分の１５に相当する単位数を所定単位数から減算する。
解釈注11　減算について〔第2の8(14)〕
　　生活行為向上リハビリテーションの提供を終了後、同一の利用者に対して、引き続き指定通所リハビリテ
　ーションを提供することは差し支えないが、通所リハビリテーション計画の作成に当たって、その内容につ
　いて利用者又はその家族に対して説明し、同意を得る際には、６月以内の期間に限り、１日につき所定単位
　数の１００分の１５に相当する単位数が減算されることを説明した上で、当該計画の同意を得るよう留意す
　ること。 

16 通所リハビリテーション 10.17円
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１単位単価

基準注12　生活行為向上リハビリテーション実施加算算定後、終了し再度算定する場合の減算
　　別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして都道府県知事に届け出た指定通所リハビリテー
　ション事業所において、若年性認知症利用者に対して指定通所リハビリテーションを行った場合は、若年性
　認知症利用者受入加算として、１日につき６０単位を所定単位数に加算する。
【厚生労働大臣が定める基準】→大臣基準告示・十八
　　受け入れた若年性認知症利用者（初老期における認知症によって要介護者となった者）ごとに個別の担当
　者を定めていること。
解釈注12　若年性認知症利用者受入加算について〔第2の8(15)〕
　　通所介護と同様。
基準注13　栄養改善加算
　　別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして都道府県知事に届け出て、低栄養状態にある利
　用者又はそのおそれのある利用者に対し、栄養改善サービスを行った場合は、栄養改善加算として、３月以
　内の期間に限り１月に２回を限度として１回につき１５０単位を所定単位数に加算する。ただし、栄養改善
　サービスの開始から３月ごとの利用者の栄養状態の評価の結果、低栄養状態が改善せず、栄養改善サービス
　を引き続き行うことが必要と認められる利用者については、引き続き算定することができる。 
【厚生労働大臣が定める基準】→大臣基準告示・二十九
　次のいずれにも適合すること。
　イ　当該事業所の従業者として又は外部との連携により管理栄養士を１名以上配置していること。
　ロ　利用者の栄養状態を利用開始時に把握し、医師、管理栄養士、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、
　　看護職員、介護職員その他の職種の者（以下「管理栄養士等」）が共同して、利用者ごとの摂食・嚥下機
　　能及び食形態にも配慮した栄養ケア計画を作成していること。
　ハ　利用者ごとの栄養ケア計画に従い管理栄養士等が栄養改善サービスを行っているとともに、利用者の栄
　　養状態を定期的に記録していること。
　ニ　利用者ごとの栄養ケア計画の進捗状況を定期的に評価していること。
　ホ　定員超過利用・人員基準欠如に該当していないこと。
解釈注13　栄養改善加算について〔第2の8(16)〕
　　通所介護と同様。
基準注14　栄養スクーリング加算
　　別に厚生労働大臣が定める基準に適合する指定通所リハビリテーション事業所の従業者が、利用開始時及
　び利用中６月ごとに利用者の栄養状態について確認を行い、当該利用者の栄養状態に関する情報（当該利用
　者が低栄養状態の場合にあっては、低栄養状態の改善に必要な情報を含む）を当該利用者を担当する介護支
　援専門員に提供した場合に、栄養スクリーニング加算として１回につき５単位を所定単位数に加算する。た
　だし、当該利用者について、当該事業所以外で既に栄養スクリーニング加算を算定している場合にあっては
　算定せず、当該利用者が栄養改善加算の算定に係る栄養改善サービスを受けている間及び当該栄養改善サー
　ビスが終了した日の属する月は、算定しない。 
解釈注14　栄養スクーリング加算について〔第2の8(17)〕
　　通所介護と同様。
基準注15　口腔機能向上加算
　　別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして都道府県知事に届け出て、口腔機能が低下して
　いる利用者又はそのおそれのある利用者に対して、当該利用者の口腔機能の向上を目的として、個別的に実
　施される口腔清掃の指導若しくは実施又は摂食・嚥下機能に関する訓練の指導若しくは実施であって、利用
　者の心身の状態の維持又は向上に資すると認められるもの（以下この注において「口腔機能向上サービス」
　という）を行った場合は、口腔機能向上加算として、３月以内の期間に限り１月に２回を限度として１回に
　つき１５０単位を所定単位数に加算する。ただし、口腔機能向上サービスの開始から３月ごとの利用者の口
　腔機能の評価の結果、口腔機能が向上せず、口腔機能向上サービスを引き続き行うことが必要と認められる
　利用者については、引き続き算定することができる。
【厚生労働大臣が定める基準】→大臣基準告示・三十
　次のいずれにも適合すること。
　イ　言語聴覚士、歯科衛生士又は看護職員を１名以上配置していること。
　ロ　利用者の口腔機能を利用開始時に把握し、医師、歯科医師、言語聴覚士、歯科衛生士、看護職員、介護
　　職員その他の職種の者が共同して、利用者ごとの口腔機能改善管理指導計画を作成していること。
　ハ　利用者ごとの口腔機能改善管理指導計画に従い医師、医師若しくは歯科医師の指示を受けた言語聴覚士
　　若しくは看護職員又は歯科医師の指示を受けた歯科衛生士が口腔機能向上サービスを行っているとともに
　　利用者の口腔機能を定期的に記録していること。
　ニ　利用者ごとの口腔機能改善管理指導計画の進捗状況を定期的に評価すること。
　ホ　定員超過利用・人員基準欠如に該当していないこと。
解釈注15　口腔機能向上加算について〔第2の8(18)〕
　　通所介護と同様。
基準注16
　　利用者が短期入所生活介護、短期入所療養介護若しくは特定施設入居者生活介護又は小規模多機能型居宅
　介護、認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護、地域密着型介護老人福祉施設入所
　者生活介護若しくは複合型サービスを受けている間は、通所リハビリテーション費は、算定しない。
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１単位単価

基準注17　重度療養管理加算
　　別に厚生労働大臣が定める状態にある利用者（要介護状態区分が要介護３、要介護４又は要介護５である
　者に限る）に対して、計画的な医学的管理のもと、指定通所リハビリテーションを行った場合に、重度療養
　管理加算として、１日につき１００単位を所定単位数に加算する。ただし、イ(1)、ロ(1)及びハ(1)を算定
　している場合は、算定しない。
【厚生労働大臣が定める基準】→利用者等告示・十八
　イ　常時頻回の喀痰吸引を実施している状態
　ロ　呼吸障害等により人工呼吸器を使用している状態
　ハ　中心静脈注射を実施している状態
　ニ　人工腎臓を実施しており、かつ、重篤な合併症を有する状態
　ホ　重篤な心機能障害、呼吸障害等により常時モニター測定を実施している状態
　ヘ　膀胱または直腸の機能障害の程度が身体障害者障害程度等級表の４級以上に該当し、かつ、ストーマの
　　処置を実施している状態
　ト　経鼻胃管や胃瘻等の経腸栄養が行われている状態
　チ　褥瘡に対する治療を実施している状態
　リ　気管切開が行われている状態
解釈注17　重度療養管理加算について〔第2の8(19)〕
　①　重度療養管理加算は、要介護３、要介護４又は要介護５に該当する者であって別に厚生労働大臣の定め
　　る状態（利用者等告示）にある利用者に対して、計画的な医学的管理を継続的に行い指定通所リハビリテ
　　ーションを行った場合に当該加算を算定する。当該加算を算定する場合にあっては、当該医学的管理の内
　　容等を診療録に記録しておくこと。 
　②　当該加算を算定できる利用者は、次のいずれかについて、当該状態が一定の期間や頻度で継続している
　　者であることとする。なお、請求明細書の摘要欄に該当する状態を記載することとする。なお、複数の状
　　態に該当する場合は主たる状態のみを記載すること。 
　　ア　利用者等告示第18号イの「常時頻回の喀痰吸引を実施している状態」とは、当該月において１日当
　　　たり８回(夜間を含め約３時間に１回程度)以上実施している日が20日を超える場合をいうものである
　　　こと。
　　イ　利用者等告示第18号ロの「呼吸障害等により人工呼吸器を使用している状態」については、当該月
　　　において１週間以上人工呼吸又は間歇的陽圧呼吸を行っている場合をいう。 
　　ウ　利用者等告示第18号ハの「中心静脈注射を実施している状態」については、中心静脈注射により薬
　　　剤の投与をされている利用者又は中心静脈栄養以外に栄養維持が困難な利用者である場合をいう。 
　　エ　利用者等告示第18号ニの「人工腎臓を実施しており、かつ、重篤な合併症を有する状態」について
　　　は、人工腎臓を各週２日以上実施しているものであり、かつ、次に掲げるいずれかの合併症をもつもの
　　　である場合をいう。 
　　　Ａ　透析中に頻回の検査、処置を必要とするインスリン注射を行っている糖尿病 
　　　Ｂ　常時低血圧(収縮期血圧が90mmHg以下) 
　　　Ｃ　透析アミロイド症で手根管症候群や運動機能障害を呈するもの 
　　　Ｄ　出血性消化器病変を有するもの 
　　　Ｅ　骨折を伴う二次性副甲状腺機能亢進症のもの 
　　　Ｆ　うっ血性心不全(ＮＹＨＡⅢ度以上)のもの 
　　オ　利用者等告示第18号ホの「重篤な心機能障害、呼吸障害等により常時モニター測定を実施している
　　　状態」については、持続性心室性頻拍や心室細動等の重症不整脈発作を繰り返す状態、収縮期血圧
　　　90mmHg以下が持続する状態、又は、酸素吸入を行っても動脈血酸素飽和度90%以下の状態で常時、
　　　心電図、血圧、動脈血酸素飽和度のいずれかを含むモニタリングを行っている場合をいう。 
　　カ　利用者等告示第18号ヘの「膀胱または直腸の機能障害の程度が身体障害者福祉法施行規則別表第５
　　　号に掲げる身体障害者障害程度等級表の４級以上に該当し､かつ､ストーマの処置を実施している状態」
　　　については、当該利用者に対して、皮膚の炎症等に対するケアを行った場合をいう。
　　キ　利用者等告示第18号トの「経鼻胃管や胃瘻等の経腸栄養が行われている状態」については、経口摂
　　　取が困難で経腸栄養以外に栄養維持が困難な利用者に対して、経腸栄養を行った場合をいう。
　　ク　利用者等告示第18号チの「褥瘡に対する治療を実施している状態」については、以下の分類で第３
　　　度以上に該当し、かつ、当該褥瘡に対して必要な処置を行った場合に限る。 
　　　第１度：皮膚の発赤が持続している部分があり、圧迫を取り除いても消失しない(皮膚の損傷はない) 
　　　第２度：皮膚層の部分的喪失(びらん、水疱、浅いくぼみとして表れるもの) 
　　　第３度：皮膚層がなくなり潰瘍が皮下組織にまで及ぶ。深いくぼみとして表れ、隣接組織まで及んでい
　　　　ることもあれば、及んでいないこともある 
　　　第４度：皮膚層と皮下組織が失われ、筋肉や骨が露出している 
　　ケ　利用者等告示第18号リの「気管切開が行われている状態」については、気管切開が行われている利
　　　用者について、気管切開の医学的管理を行った場合をいう。 
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１単位単価

基準注18　中重度者ケア加算
　　別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして都道府県知事に届け出た指定通所リハビリテー
　ション事業所が、中重度の要介護者を受け入れる体制を構築し、指定通所リハビリテーションを行った場合
　は、中重度者ケア体制加算として、１日につき２０単位を所定単位数に加算する。
【厚生労働大臣が定める基準】→大臣基準告示・三十一
　次のいずれにも適合すること。
　イ　指定居宅サービス等基準第１１１条第１項第二号イ又は同条第２項第一号に規定する要件を満たす員数
　　に加え、看護職員又は介護職員を常勤換算方法で１以上確保していること。
　ロ　前年度又は算定日が属する月の前３月間の指定通所リハビリテーション事業所の利用者数の総数のうち
　　要介護状態区分が要介護３、要介護４又は要介護５である者の占める割合が100分の30以上であること
　ハ　指定通所リハビリテーションを行う時間帯を通じて、専ら指定通所リハビリテーションの提供に当たる
　　看護職員を１名以上配置していること。
解釈注18　中重度者ケア加算について〔第2の8(20)〕
　　通所介護と同様。ただし「常勤換算方法で２以上」とあるものは「常勤換算方法で１以上」と、「ケアを
　計画的に実施するプログラム」とあるのは「リハビリテーションを計画的に実施するプログラム」と読み替
　えること。
基準注19　同一建物減算
　　指定通所リハビリテーション事業所と同一建物に居住する者又は指定通所リハビリテーション事業所と同
　一建物から当該指定通所リハビリテーション事業所に通う者に対し、指定通所リハビリテーションを行った
　場合は、１日につき９４単位を所定単位数から減算する。ただし、傷病その他やむを得ない事情により送迎
　が必要であると認められる利用者に対して送迎を行った場合は、この限りでない。
解釈注19　事業所と同一の建物に居住する利用者又は同一建物から通う利用者に通所リハビリテーショ

　　　ンを行う場合の取扱い〔第2の8(21)〕
　　通所介護と同様。
基準注20　送迎減算
　　利用者に対して、その居宅と指定通所リハビリテーション事業所との間の送迎を行わない場合は、片道に
　つき４７単位を所定単位数から減算する。
解釈注20　送迎を行わない場合の減算について〔第2の8(22)〕
　　利用者が自ら通う場合、利用者の家族等が送迎を行う場合など事業者が送迎を実施していない場合は、片
　道につき減算の対象となる。ただし、注19の減算の対象となっている場合には、当該減算の対象とはなら
　ない。 
基準ニ　社会参加支援加算
　　別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして都道府県知事に届け出た指定通所リハビリテー
　ション事業所が、リハビリテーションを行い、利用者の社会参加等を支援した場合は、社会参加支援加算と
　して、評価対象期間（別に厚生労働大臣が定める期間をいう）の末日が属する年度の次の年度内に限り、１
　日につき所定単位数を加算する。 
【厚生労働大臣が定める基準】→大臣基準告示・三十二
　イ　次のいずれにも適合すること。
　(1)　評価対象期間において指定通所リハビリテーションの提供を終了した者（生活行為向上リハビリテー
　　　ション実施加算を算定した者を除く。以下「通所リハビリテーション終了者」）のうち、指定通所介護
　　　等（指定通所リハビリテーション及び指定介護予防通所リハビリテーションを除く）を実施した者の占
　　　める割合が１００分の５を超えていること。
　(2)　評価対象期間中に指定通所リハビリテーションの提供を終了した日から起算して１４日以降４４日以
　　　内に、通所リハビリテーション従業者が、通所リハビリテーション終了者に対して、居宅訪問等（その
　　　居宅を訪問すること又は介護支援専門員から居宅サービス計画に関する情報提供を受けること）により
　　　当該通所リハビリテーション終了者の指定通所介護等の実施が、居宅訪問等をした日から起算して、３
　　　月以上継続する見込みであることを確認し、記録していること。
　ロ　１２を当該通所リハビリテーション事業所の利用者の平均利用月数で除して得た数が１００分の２５以
　　上であること。
【厚生労働大臣が定める期間】→利用者等告示・十九
　　社会参加支援加算を算定する年度の初日の属する年の前年の１月から１２月までの期間（基準に適合して
　いるものとして届け出た年においては、届出の日から同年１２月までの期間）
解釈ニ　社会参加支援加算について〔第2の8(25)〕
　　訪問リハビリテーションと同様。
　　ただし、この場合、「指定通所介護等」とあるのは「指定通所介護等（指定通所リハビリテーション及び
　指定介護予防通所リハビリテーションは除く）」と読み替えること。 
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基準注３　共生型居宅サービスの事業を行う指定短期入所生活介護事業者
　　イ(2)（併設型短期入所生活介護費）について､共生型居宅サービスの事業を行う指定短期入所事業者（指
　定障害福祉サービス等基準に規定する指定短期入所事業者をいい、指定障害者支援施設（障害者の日常生活
　及び社会生活を総合的に支援するための法律に規定する指定障害者支援施設をいう。以下この注において同
　じ）が指定短期入所（指定障害福祉サービス等基準に規定する指定短期入所をいう。以下この注において同
　じ）の事業を行う事業所として当該施設と一体的に運営を行う事業所又は指定障害者支援施設がその施設の
　全部又は一部が利用者に利用されていない居室を利用して指定短期入所の事業を行う場合において、当該事
　業を行う事業所において指定短期入所を提供する事業者に限る）が当該事業を行う事業所において共生型短
　期入所生活介護（指定居宅サービス基準に規定する共生型短期入所生活介護をいう）を行った場合は、所定
　単位数の１００分の９２に相当する単位数を算定する。
基準注４　生活相談員配置等加算
　　イ(2)（併設型短期入所生活介護日）について、別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとし
　て都道府県知事に届け出た指定短期入所生活介護事業所において、注3を算定している場合は、生活相談員
　配置等加算として、1日につき13単位を所定単位数に加算する。
【厚生労働大臣が定める基準】→大臣基準告示・三十四の二
　次のいずれにも適合すること。
　イ　生活相談員を１名以上配置していること。
　ロ　地域に貢献する活動を行っていること。
解釈注４　生活相談員配置等加算について〔第2の2(6)〕
　①　生活相談員（社会福祉士、精神保健福祉士等）は、常勤換算方法で１名以上配置する必要があるが、共
　　生型短期入所生活介護の指定を受ける障害福祉制度における指定短期入所事業所（本体施設が障害者支援
　　施設である併設事業所及び空床利用型事業所に限る。以下この号において同じ）に配置している従業者の
　　中に、既に生活相談員の要件を満たす者がいる場合には、新たに配置する必要はなく、兼務しても差し支
　　えない。
　　　なお、例えば、１週間のうち特定の曜日だけ生活相談員を配置している場合は、その曜日のみ加算の算
　　定対象となる。
　②　地域の貢献する活動は、「地域の交流の場（解放スペースや保育園等との交流会など）の提供」、「認
　　知症カフェ・食堂等の配置」、「地域住民が参加できるイベントやお祭り等の開催」、「地域のボランテ
　　ィアの受入や活動（保育所等における清掃活動等）の実施」、「協議会等を設けて地域住民が事業所の運
　　営への参画」、「地域住民への健康相談教室・研修会」など、地域や多世代との関りを持つためのものと
　　するよう努めること。
　③　なお、当該加算は、共生型短期入所生活介護の指定を受ける指定短期入所事業所においてのみ算定する
　　ことができるものであること。
基準注５　生活機能向上連携加算
　　別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして都道府県知事に届け出た指定短期入所生活介護
　事業所において、外部との連携により、利用者の身体の状況等の評価を行い、かつ、個別機能訓練計画を作
　成した場合には、生活機能向上連携加算として、１月につき２００単位を所定単位数に加算する。ただし、
　注７を算定している場合は、１月につき１００単位を所定単位数に加算する。
【厚生労働大臣が定める基準】→大臣基準告示・三十四の三
　次のいずれにも適合すること。
　イ　指定訪問リハビリテーション事業所、指定通所リハビリテーション事業所又はリハビリテーションを実
　　施している医療提供施設の理学療法士、作業療法士、言語聴覚士又は医師（以下「理学療法士等」）が、
　　当該指定短期入所生活介護事業所を訪問し、当該事業所の機能訓練指導員等と共同してアセスメント（利
　　用者の心身の状況を勘案し、自立した日常生活を営むことができるように支援する上で解決すべき課題を
　　把握することをいう）及び利用者の身体の状況等を評価した上で、個別機能訓練計画を作成していること
　ロ　個別機能訓練計画に基づき、利用者の身体機能又は生活機能向上を目的とする機能訓練の項目を準備し
　　機能訓練指導員等が、利用者の心身の状況に応じた機能訓練を適切に提供していること。
　ハ　機能訓練指導員等が理学療法士等を連携し、個別機能訓練計画の進捗状況等を３月ごとに１回以上評価
　　し、利用者又はその家族に対して個別機能訓練計画の進捗状況を説明し、必要に応じて訓練内容等の見直
　　し等を行っていること。
解釈注５　生活機能向上連携加算について〔第2の2(7)〕
　①　指定訪問リハビリテーション事業所、指定通所リハビリテーション事業所又はリハビリテーションを実
　　施している医療提供施設（病院にあっては、許可病床数が２００床未満のもの又は当該病院を中心とした
　　半径４㎞以内に診療所が存在しないものに限る）の理学療法士、作業療法士、言語聴覚士又は医師（以下
　　この号において「理学療法士等」という）が、当該指定短期入所生活介護事業所を訪問し、当該事業所の
　　機能訓練指導員、看護職員、介護職員、生活相談員その他の職種の者（以下｢機能訓練指導員等｣という）
　　と共同してアセスメント、利用者の身体の状況等の評価及び個別機能訓練計画の作成を行っていること。
　　その際、理学療法士等は、機能訓練指導員等に対し、日常生活上の留意点、介護の工夫等に関する助言を
　　行うこと。
　　　この場合の「リハビリテーションを実施している医療提供施設」とは、診療報酬における疾患別リハビ
　　リテーション料の届出を行っている病院若しくは診療所又は介護老人保健施設、介護療養型医療施設若し
　　くは介護医療院であること。
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　②　①の個別機能訓練計画には、利用者ごとにその目標、実施時間、実施方法等の内容を記載しなければな
　　らない。目標については、利用者又はその家族の意向及び当該利用者を担当する介護支援専門員の意見も
　　踏まえ策定することとし、当該利用者の意欲の向上につながるよう、段階的な目標を設定するなど可能な
　　限り具体的かつ分かりやすい目標とすること。なお、個別機能訓練計画に相当する内容を短期入所生活介
　　護計画の中に記載する場合は、その記載をもって個別機能訓練計画の作成こ代えることができるものとす
　　ること。また、個別機能訓練加算を算定している場合は、別の個別機能訓練計画を作成する必要はないこ
　　と。
　③　個別機能訓練計画に基づき、利用者の身体機能又は生活意欲の向上を目的とする機能訓練の項目を準備
　　し、機能訓練指導員等が、利用者の心身の状況に応じて計画的に機能訓練を適切に提供していること。
　④　個別機能訓練計画の進捗状況等について、３月ごとに１回以上、理学療法士等が指定短期入所生活介護
　　事業所を訪問し、機能訓練指導員等と共同で評価した上で、機能訓練指導員等が利用者又はその家族に対
　　して個別機能訓練計画の内容（評価を含む）や進捗状況等を説明し記録するとともに、必要に応じて訓練
　　内容の見直し等を行うこと。
　⑤　各月における評価内容や目標の達成度合いについて、機能訓練指導員等が、利用者又はその家族及び理
　　学療法士等に報告・相談し、必要に応じて当該利用者又はその家族の意向を確認の上、理学療法士等から
　　必要な助言を得た上で、当該利用者のＡＤＬ（寝返り､起き上がり､移乗､歩行､着衣､入浴､排せつ等）及び
　　ＩＡＤＬ（調理、掃除、買物、金銭管理、服薬状況等）の改善状況を踏まえた目標の見直しや訓練内容の
　　変更など適切な対応を行うこと。
　⑥　機能訓練に関する記録（実施時間、訓練内容、担当者等）は、利用者ごとに保管され、常に当該事業所
　　の機能訓練指導員等により閲覧が可能であるようにすること。
基準注６　機能訓練体制加算
　　専ら機能訓練指導員の職務に従事する常勤の理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、看護職員、柔道整復
　師、あん摩マッサージ指圧師、はり師又はきゅう師（はり師及びきゅう師については、理学療法士、作業療
　法士、言語聴覚士、看護職員、柔道整復師又はあん摩マッサージ指圧師の資格を有する機能訓練指導員を配
　置した事業所で６月以上機能訓練指導に従事した経験を有する者に限る）（以下この注において「理学療法
　士等」という）を１名以上配置しているもの（利用者の数が１００を超える指定短期入所生活介護事業所に
　あっては、専ら機能訓練指導員の職務に従事する常勤の理学療法士等を１名以上配置し、かつ、理学療法士
　等である従業者を機能訓練指導員として常勤換算方法で利用者の数を１００で除した数以上配置しているも
　の）として都道府県知事に届け出た指定短期入所生活介護事業所については、１日につき１２単位を所定単
　位数に加算する。
解釈注６　機能訓練指導員の加算について〔第2の2(8)〕
　　機能訓練指導員に係る加算については、専ら当愛業務に従事する常勤の機能訓練指導員が配置されること
　がその要件であることから、併設の通所介護事業所の機能訓練指導員を兼務している者については、たとえ
　常勤の職員であったとしても加算の算定要件は満たさないことに留意すること。ただし、利用者数が１００
　人を超える場合であって、別に専ら当該業務に従事する常勤の機能訓練指導員が配置されているときは、そ
　の他の機能訓練指導員については、「常勤換算方法で利用者の数を１００で除した数以上」という基準を満
　たす限りにおいて、併設の通所介護事業所の機能訓練指導員を兼務して差し支えないこと。例えば、入所者
　数１００人の指定介護老人福祉施設に併設されている利用者２０人の短期入所生活介護事業所において、２
　人の常勤の機能訓練指導員がいて、そのうちの１人が指定介護老人福祉施設及び指定短期入所生活介護事業
　所の常勤専従の機能訓練指導員である場合であっては、もう１人の機能訓練指導員は、勤務時間の５分の１
　だけ指定介護老人福祉施設及び短期入所生活介護事業所の機能訓練指導員の業務に従事し、その他の時間は
　併設の通所介護事業所の機能訓練指導員の業務に従事するときは、通所介護、短期入所生活介護及び介護福
　祉施設サービスの機能訓練指導員に係る加算の全てが算定可能となる。
基準注７　個別機能訓練加算
　　別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして都道府県知事に届け出た指定短期入所生活介護
　の利用者に対して、機能訓練を行っている場合には、個別機能訓練加算として、１日につき５６単位を所定
　単位数に加算する。
【厚生労働大臣が定める基準】→大臣基準告示・三十六
　次のいずれにも適合すること。
　(1)　専ら機能訓練指導員の職務に従事する理学療法士等を１名以上配置していること。
　(2)　機能訓練指導員等が共同して、利用者の生活機能向上に資するよう利用者ごとの心身の状況を重視し
　　　た個別機能訓練計画を作成していること。
　(3)　個別機能訓練計画に基づき、利用者の生活機能向上を目的とする機能訓練の項目を準備し、理学療法
　　　士等が、利用者の心身の状況に応じた機能訓練を適切に提供していること。
　(4)　機能訓練指導員等が利用者の居宅を訪問した上で、個別機能訓練計画を作成し、その後３月ふごとに
　　　１回以上、利用者の居宅を訪問した上で、機能訓練の内容と個別機能訓練計画の進捗状況等を説明し、
　　　訓練内容の見直し等を行っていること。
解釈注７　個別機能訓練加算について〔第2の2(9)〕
　①　個別機能訓練加算は、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、看護職員、柔道整復師、あん摩マッサー
　　ジ指圧師、はり師又はきゅう師（はり師及びきゅう師については､理学療法士､作業療法士、言語聴覚士、
　　看護職員、柔道整復師又はあん摩マッサージ指圧師の資格を有する機能訓練指導員を配置した事業所で６
　　月以上機能訓練指導に従事した経験を有する者に限る）が個別機能訓練計画に基づき、短期入所生活介護
　　事業所を計画的又は期間を定めて利用する者に対して、計画的に行った機能訓練（以下「個別機能訓練」
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　　という）について算定する。
　②　個別機能訓練加算に係る機能訓練は、専ら機能訓練指導員の職務に従事する理学療法士等を１名以上配
　　置して行うものであること。この場合において、例えば、１週間のうち特定の曜日だけ理学療法士等を配
　　置している場合は、その曜日において理学療法士等から直接訓練の提供を受けた利用者のみが当該加算の
　　算定対象となる。ただし、この場合、理学療法士等が配置される曜日はあらかじめ定められ、利用者や居
　　宅介護支援事業者に周知される必要がある。なお、短期入所生活介護事業所の看護職員が当該加算に係る
　　機能訓練指導員の職務に従事する場合には、当該職務の時間は、短期入所生活介護事業所における看護職
　　員としての人員基準の算定に含めない。
　③　個別機能訓練を行うに当たっては、機能訓練指導員、看護職員、介護職員、生活相談員その他の職種の
　　者（以下「機能訓練指導員等」）が共同して、利用者ごとにその目標、実施時間、実施方法等を内容とす
　　る個別機能訓練計画を作成し、これに基づいて行った個別機能訓練の効果、実施時間、実施方法等につい
　　て評価等を行う。なお、短期入所生活介護においては、個別機能訓練計画に相当する内容を短期入所生活
　　介護計画の中に記載する場合は、その記載をもって個別機能訓練計画の作成に代えることができるものと
　　すること。
　④　個別機能訓練加算に係る機能訓練は、身体機能そのものの回復を主たる目的とする訓練ではなく、残存
　　する身体機能を活用して生活機能の維持・向上を図り、利用者が居宅において可能な限り自立して暮らし
　　続けることを目的として実施するものである。
　　　具体的には、適切なアセスメントを経て利用者のＡＤＬ及びＩＡＤＬの状況を把握し、日常生活におけ
　　る生活機能の維持・向上に関する目標（１人で入浴が出来るようになりたい等）を設定のうえ、当該目標
　　を達成するための訓練を実施すること。
　⑤　④の目標については、利用者又は家族の意向及び利用者を担当する介護支援専門員の意見も踏まえ策定
　　することとし、当該利用者の意欲の向上につながるよう、段階的な目標を設定するなど可能な限り具体的
　　かつ分かりやすい目標にすること。
　⑥　個別機能訓練加算に係る機能訓練は、類似の目標を持ち同様の訓練内容が設定された５人程度以下の小
　　集団（個別対応含む）に対して機能訓練指導員が直接行うこととし、必要に応じて事業所内外の設備等を
　　用いた実践的かつ反復的な訓練とすること。実施時間については、個別機能訓練計画に定めた訓練内容の
　　実施に必要な１回あたりの訓練時間を考慮し適切に設定すること。
　　　また、生活機能の維持・向上のための訓練を効果的に実施するためには、計画的・継続的に行う必要が
　　あることから、おおむね週１回以上実施することも目安とする。
　⑦　個別機能訓練を行う場合は、機能訓練指導員等が居宅を訪問した上で利用者の居宅での生活状況（起居
　　動作、ＡＤＬ、ＩＡＤＬ等の状況）を確認し、多職種共同で個別機能訓練計画を作成した上で実施するこ
　　ととし、その後３月ごとに１回以上、利用者の居宅を訪問し、利用者の居宅での生活状況を確認した上で
　　利用者又はその家族に対して個別機能訓練計画の内容（評価を含む）や進捗状況等を説明し記録するとと
　　もに訓練内容の見直し等を行う。また、評価内容や目標の達成度合いについて、当該利用者を担当する介
　　護支援専門員に適宜報告・相談し、必要に応じて利用者又は家族の意向を確認の上、当該利用者のＡＤＬ
　　及びＩＡＤＬの改善状況を踏まえた目標の見直しや訓練内容の変更など適切な対応を行うこと。
　⑧　個別機能訓練に関する記録（実施時間、訓練内容、担当者等）は、利用者ごとに保管され、常に当該事
　　業所の個別機能訓練の従事者により閲覧が可能であるようにすること。
　⑨　注６の機能訓練指導員の加算を算定している場合であっても、別途個別機能訓練加算に係る訓練を実施
　　した場合は、同一日であっても個別機能訓練加算を算定できるが、この場合にあっては、注６の機能訓練
　　指導員の加算に係る常勤専従の機能訓練指導員は、個別機能訓練加算に係る機能訓練指導員として従事す
　　ることはできず、別に個別機能訓練加算に係る機能訓練指導員の配置が必要である。また、個別機能訓練
　　加算は、心身機能への働きかけだけでなく、ＡＤＬ（食事、排泄、入浴等）やＩＡＤＬ（調理、洗濯、掃
　　除等）などの活動への働きかけや、役割の創出や社会参加の実現といった参加への働きかけを行い、心身
　　機能、活動、参加といった生活機能にバランスよく働きかけるものである。なお、当該加算の目的・趣旨
　　に沿った目標設定や実施内容等の項目等については、別に通知〔「通所介護、地域密着型通所介護及び短
　　期生活介護における個別機能訓練加算に関する事務処理手順例及び様式例の提示について（平成２７年３
　　月２７日老振発０３２７第２号）→３巻〕するところによるものとする。
基準注８　看護体制加算
　　別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものとして都道府県知事に届け出た指定短期入所生活
　介護事業所については、当該施設基準に掲げる区分に従い、１日につき次に掲げる単位数を所定単位数に加
　算する。ただし、看護体制加算(Ⅰ)を算定している場合は、看護体制加算(Ⅲ)イ又はロは算定せず、看護体
　制加算(Ⅱ)を算定している場合は、看護体制加算(Ⅳ)イ又はロは算定しない。
　(1)　看護体制加算(Ⅰ) 　４単位 　(4)　看護体制加算(Ⅲ)ロ 　６単位
　(2)　看護体制加算(Ⅱ) 　８単位 　(5)　看護体制加算(Ⅳ)イ ２３単位
　(3)　看護体制加算(Ⅲ)イ １２単位 　(6)　看護体制加算(Ⅳ)ロ １３単位
【厚生労働大臣が定める施設基準】→施設基準・十二　→　省略
解釈注８　看護体制加算について〔第2の2(10)〕 ～省略～
基準注９　医療連携強化加算
　　別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして都道府県知事に届け出た指定短期入所生活介護
　事業所において、別に厚生労働大臣が定める状態にあるものに対して指定短期入所生活介護を行った場合は
　医療連携強化加算として、１日につき５８単位を所定単位数に加算する。ただし、ニの在宅中重度者受入加
　算を算定している場合は、算定しない。
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１単位単価

【厚生労働大臣が定める基準】→大臣基準告示・三十七
　次のいずれにも適合すること。
　イ　注８の看護体制加算(Ⅱ)又は(Ⅳ)を算定していること。
　ロ　利用者の急変の予測や早期発見等のため、看護職員による定期的な巡視を行っていること。
　ハ　主治の医師と連絡が取れない等の場合に備えて、あらかじめ協力医療機関を定め、緊急やむを得ない場
　　合の対応に係る取り決めを行っていること。
　ニ　急変時の医療提供の方針について、利用者から合意を得ていること。
【厚生労働大臣が定める状態】→利用者等告示・二十
　次のいずれかに該当する状態
　イ　喀痰吸引を実施している状態
　ロ　呼吸障害等により人工呼吸器を使用している状態
　ハ　中心静脈注射を実施している状態
　二　人工腎臓を実施している状態
　ホ　重篤な心機能障害、呼吸障害等により常時モニター測定を実施している状態
　ヘ　人工膀胱又は人工肛門の処置を実施している状態
　ト　経鼻胃管や胃瘻等の経腸栄養が行われている状態
　チ　褥瘡に対する治療を実施している状態
　リ　気管切開が行われている状態
解釈注９　医療連携強化加算について〔第2の2(11)〕
　～省略～
基準注10　夜勤職員配置加算
　　別に厚生労働大臣が定める夜勤を行う職員の勤務条件に関する基準を満たすものとして都道府県知事に届
　け出た指定短期入所生活介護事業所については、当該基準に掲げる区分に従い、１日につき次に掲げる単位
　数を所定単位数に加算する。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定している場合においては、次に掲げ
　るその他の加算は算定しない。また、注3を算定している場合は、算定しない。
　(1)　夜勤職員配置加算(Ⅰ) １３単位 　(3)　夜勤職員配置加算(Ⅲ) １５単位
　(2)　夜勤職員配置加算(Ⅱ) １８単位 　(4)　夜勤職員配置加算(Ⅳ) ２０単位
【厚生労働大臣が定める夜勤を行う職員の勤務条件に関する基準】　→　省略
解釈注10　夜勤職員配置加算について〔第2の2(12)〕
　～省略～
基準注11　認知症行動・心理症状緊急対応加算
　　医師が、認知症の行動・心理症状が認められるため、在宅での生活が困難であり、緊急に指定短期入所生
　活介護を利用することが適当であると判断した者に対し、指定短期入所生活介護を行った場合は、利用を開
　始した日から起算して７日を限度として、１日につき２００単位を所定単位数に加算する。
解釈注11　認知症行動・心理症状緊急対応加算について〔第2の2(13)〕
　①　「認知症の行動・心理症状」とは、認知症による認知機能の障害に伴う、妄想・幻覚・興奮・暴言等の
　　症状を指すものである。
　②　本加算は、利用者に「認知症行動・心理症状」が認められ、緊急に短期入所生活介護が必要であると医
　　師が判断した場合であって、介護支援専門員、受け入れ事業所の職員と連携し、利用者又は家族の同意の
　　上、指定短期入所生活介護の利用を開始した場合に算定することができる。本加算は医師が判断した当該
　　日又はその次の日に利用を開始した場合に限り算定できるものとする。
　　　この際、短期入所生活介護ではなく、医療機関における対応が必要であると判断される場合にあっては
　　速やかに適当な医療機関の紹介、情報提供を行うことにより、適切な医療が受けられるように取り計らう
　　必要がある。
　③　次に掲げる者が、直接、短期入所生活介護の利用を開始した場合には、当該加算は算定できないもので
　　あること。
　　ａ　病院又は診療所に入院中の者
　　ｂ　介護保険施設又は地域密着型介護老人福祉施設に入院中又は入所中の者
　　ｃ　認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護、特定施設入居者生活介護、短期入
　　　所生活介護、短期入所療養介護、短期利用認知症対応型共同生活介護、短期利用特定施設入居者生活介
　　　護及び地域密着型短期利用特定施設入居者生活介護を利用中の者
　④　判断を行った医師は診療録等に症状、判断の内容等を記録しておくこと。また、事業所も判断を行った
　　医師、日付及び利用開始に当たっての留意事項等を介護サービス計画書に記録しておくこと。
　⑤　７日を限度として算定することとあるのは、本加算が「認知症の行動・心理症状」が認められる利用者
　　を受け入れる側の初期の手間を評価したものであるためであり、利用開始後８日目以降の短期入所生活介
　　護の利用の継続を妨げるものではないことに留意すること。
基準注12　若年性認知症利用者受入加算
　　別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして都道府県知事に届け出た指定短期入所生活介護
　事業所において、若年性認知症利用者に対して指定短期入所生活介護を行った場合は、若年性認知症利用者
　受入加算として１日につき１２０単位を所定単位数に加算する。ただし、注１１を算定している場合は、算
　定しない。
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１単位単価

【厚生労働大臣が定める基準】→大臣基準告示・十八
　　受け入れた若年性認知症利用者（初老期における認知症によって要介護者となった者）ごとに個別の担当
　者を定めていること。
解釈注12　若年性認知症利用者受入加算について〔第2の2(14)〕
　　受け入れた若年性認知症利用者ごとに担当者を定め、その者を中心に、当該利用者の特性やニーズに応じ
　たサービス提供を行うこと。
基準注13　送迎加算
　　利用者の心身の状態、家族等の事情等からみて送迎を行うことが必要と認められる利用者に対して、その
　居宅と指定短期入所生活介護事業所との間の送迎を行う場合は、片道につき１８４単位を所定単位数に加算
　する。
基準注14
　　次のいずれかに該当する者に対して、単独型短期入所生活介護費又は併設型短期入所生活介護費を支給す
　る場合は、それぞれ、単独型短期入所生活介護費(Ⅱ)又は併設型短期入所生活介護費(Ⅱ)を算定する。
　イ　感染症等により、従来型個室の利用の必要があると医師が判断した者
　ロ　別に厚生労働大臣が定める基準に適合する従来型個室を利用する者
　ハ　著しい精神症状等により、同室の他の利用者の心身の状況に重大な影響を及ぼすおそれがあるとして、
　　従来型個室の利用の必要があると医師が判断した者
基準注15　緊急短期入所受入加算
　　別に厚生労働大臣が定める者に対し、居宅サービス計画において計画的に行うこととなっていない指定短
　期入所生活介護を緊急に行った場合は、緊急短期入所受入加算として、当該指定短期入所生活介護を行った
　日から起算して７日（利用者の日常生活上の世話を行う家族の疾病等やむを得ない事情がある場合は、１４
　日）を限度として、１日につき９０単位を所定単位数に加算する。ただし、注１１を算定している場合は、
　算定しない。
【厚生労働大臣が定める者】→利用者等告示・二十一
　　利用者の状態や家族等の事情により、指定居宅介護支援事業所の介護支援専門員が緊急に指定短期入所生
　活介護を受けることが必要と認めた者
解釈注15　緊急短期入所受入加算について〔第2の2(17)〕
　①　緊急短期入所受入加算は、緊急利用者を受け入れたときに、当該緊急利用者のみ加算する。
　②　「緊急利用者」とは、介護を行う者が疾病にかかっていることその他やむを得ない理由により居宅で介
　　護を受けることができない、かつ、居宅サービス計画において当該日に利用することが計画されていない
　　者をいう。なお、新規の利用者に限られるものではなく、既に当該事業所で緊急短期入所受入加算の算定
　　実績にある利用者も算定対象となるものである。
　③　あらかじめ、担当する指定居宅介護支援事業所の介護支援専門員が緊急の必要性及び利用を認めている
　　こと。ただし、やむを得ない事情により、事後に介護支援専門員により当該サービス提供が必要であった
　　と判断された場合には、加算の算定は可能である。
　④　緊急利用した者に関する利用の理由、期間、緊急受入れ後の対応などの事項を記録しておくこと。また
　　緊急利用者にかかる変更前後の居宅サービス計画を保存するなどして、適正な緊急利用に努めること。
　⑤　既に緊急利用者を受け入れているために緊急の利用を希望している者を受け入れることが困難な場合は
　　利用希望者に対し、別の事業所を紹介するなど適切な対応を行うこと。
　⑥　本加算の算定対象期間は原則として７日以内とし、その間に緊急受入れ後に適切な介護を受けられるた
　　めの方策について、担当する指定居宅介護支援事業所の介護支援専門員と密接な連携を行い、相談するこ
　　と。ただし、利用者の介護を行う家族等の疾病が当初の予想を超えて長期間に及んだことにより在宅への
　　復帰が困難となったこと等やむを得ない事情により、７日以内に適切な方策が立てられない場合には、そ
　　の状況を記録した上で１４日を限度に引き続き加算を算定することができる。その場合であっても、利用
　　者負担軽減に配慮する視点から、機械的に加算算定を継続するのではなく、随時、適切なアセスメントに
　　よる代替手段の確保等について、十分に検討すること。
基準注16 ～省略～
基準注17　３０日を越える短期入所生活介護の利用
　　利用者が連続して３０日を超えて指定短期入所生活介護を受けている場合においては、３０日を超える日
　以降に受けた指定短期入所生活介護については、短期入所生活介護費は、算定しない。
基準注18　長期利用者サービス利用減算
　　別に厚生労働大臣が定める利用者に対して指定短期入所生活介護を行った場合は、１日につき３０単位を
　所定単位数から減算する。
【厚生労働大臣が定める利用者】→利用者等告示・二十二
　　連続して３０日を越えて同一の指定短期入所生活介護事業所に入所している場合であって、指定短期入所
　生活介護を受けている利用者
解釈注18　長期利用者に対する減額について〔第2の2(19)〕
　　短期入所生活介護の基本サービス費については、施設入所に比べ入退所が頻繁であり、利用者の状態が安
　定していないことなどから、特別養護老人ホームへ入所した当初に施設での生活に慣れるための様々な支援
　を評価する初期加算相当分を評価している。こうしたことから、居宅に戻ることなく、自費利用を挟み同一
　事業所を連続３０日を越えて利用している者に対して短期入所生活介護を提供する場合には、連続３０日を
　超えた日から減算を行う。なお、同一事業所を長期間利用していることについては、居宅サービス計画にお
　いて確認することとなる。

21 短期入所生活介護 10.17円

- 51 -



１単位単価

基準ハ　療養食加算
　　次に掲げるいずれの基準にも適合するものとして都道府県知事に届け出て当該基準による食事の提供を行
　う指定短期入所生活介護事業所が、別に厚生労働大臣が定める療養食を提供したときは、１日につき３回を
　限度として、所定単位数を加算する。
　イ　食事の提供が管理栄養士又は栄養士によって管理されていること。
　ロ　利用者の年齢、心身の状況によって適切な栄養量及び内容の食事の提供が行われていること。
　ハ　食事の提供が、別に厚生労働大臣が定める基準に適合する指定短期入所生活介護事業所において行われ
　　ていること。
【厚生労働大臣が定める療養食】→利用者等告示・二十三
　　疾病治療の直接手段として、医師の発行する食事箋に基づき提供された適切な栄養量及び内容を有する糖
　尿病食､腎臓病食､肝臓病食､胃潰瘍食､貧血食､脾臓病食､脂質異常症食､痛風食及び特別な場合の検査食
解釈療養食加算について〔第2の2(15)〕
　①　療養食の加算については、利用者の病状等に応じて、主治の医師より利用者に対し疾患治療の直接手段
　　として発行された食事箋に基づき、利用者等告示に示された療養食が提供された場合に算定すること。な
　　お、当該加算を行う場合は、療養食の献立表が作成されている必要があること。
　②　加算の対象となる療養食は、疾病治療の直接手段として、医師の発行する食事箋に基づいて提供される
　　利用者の年齢、病状等に対応した栄養量及び内容を有する治療食（糖尿病食、腎臓病食、肝臓病食、胃潰
　　瘍食（流動食は除く）、貧血食、脾臓病食、脂質異常症食、痛風食及び特別な場合の検査食をいうもので
　　あること。
　③　前記の療養食の摂取の方法については、経口又は経管の別を問わないこと。
　④　減塩食療法等について
　　　心臓疾患等に対して減塩食療法を行う場合は、腎臓病食に準じて取り扱うことができるものであるが、
　　高血圧症に対して減塩食療法を行う場合は、加算の対象とはならないこと。
　　　また、腎臓病食に準じて取り扱うことができる心臓疾患等の減塩食については、総量６．０ｇ未満の
　　減塩食をいうこと。
　⑤　肝臓病食について
　　　肝臓病食とは、肝庇護食、肝炎食、肝硬変食、閉鎖性黄疸食（胆石症及び胆嚢炎による閉鎖性黄疸の場
　　合を含む）等をいうこと。
　⑥　胃潰瘍食について
　　　十二指腸潰瘍の場合も胃潰瘍食として取り扱って差し支えないこと。手術前後に与える高カロリー食は
　　加算の対象としないが、侵襲の大きな消化管手術の術後において胃潰瘍食に準ずる食事を提供する場合は
　　療養食の加算が認められること。また、クローン病、潰瘍性大腸炎等により腸管の機能が低下している入
　　所者等に対する低残さ食については、療養食として取り扱って差し支えないこと。
　⑦　貧血食の対象者となる入所者等について
　　　療養食として提供される貧血食の対象となる入所者等は、血中ヘモグロビン濃度が10ｇ/dl以下であり
　　その原因が鉄分の欠乏に由来する者であること。
　⑧　高度肥満症に対する食事療法について
　　　高度肥満症（肥満度が＋70％以上又はＢＭＩが35以上）に対して食事療法を行う場合は、脂質異常症
　　食に準じて取り扱うことができること。
　⑨　特別な場合の検査食について
　　　特別な場合の検査食とは、潜血食をいう他、大腸Ｘ線検査・大腸内視鏡検査のために特に残さの少ない
　　調理済食品を使用した場合は、「特別な場合の検査食」として取り扱って差し支えないこと。
　⑩　脂質異常症食の対象となる入所者等について
　　　療養食として提供される資質異常症食の対象となる入所者等は、空腹時定常状態におけるLDL-コレス
　　テロール値が140㎎/dl以上である者又はHDL-コレステロール値が40㎎/dl未満若しくは血清中性脂肪
　　が150㎎/dl以上である者であること。
基準ニ　在宅中重度者受入加算
　　指定短期入所生活介護事業所において、当該利用者が利用していた訪問看護を行う訪問看護事業所に当該
　利用者の健康上の管理等を行わせた場合は、１日につき次に掲げる区分に応じ、それぞれ所定単位数を加算
　する。
　イ　看護体制加算(Ⅰ)又は(Ⅲ)イ若しくはロを算定している場合（看護体制加算(Ⅱ)又は(Ⅳ)イ若しくはロを
　　　算定していない場合に限る） ４２１単位
　ロ　看護体制加算(Ⅱ)又は(Ⅳ)イ若しくはロを算定している場合（看護体制加算(Ⅰ)又は(Ⅲ)イ若しくはロを
　　　算定していない場合に限る） ４１７単位
　ハ　看護体制加算(Ⅰ)又は(Ⅲ)イ若しくはロ及び(Ⅱ)又は(Ⅳ)イ若しくはロをいずれも算定している場合

４１３単位
　ニ　看護体制加算を算定していない場合 ４２５単位
解釈在宅中重度者受入加算について〔第2の2(16)〕
　ア　この加算は、その居宅において訪問看護の提供を受けていた利用者が、指定短期入所生活介護を利用す
　　る場合であって、指定短期入所生活介護事業者が、当該利用者の利用していた訪問看護事業所から派遣さ
　　れた看護職員により当該利用者の健康上の管理等を行わせた場合に対象となる。この場合の健康上の管理
　　等に関する医師の指示は、指定短期入所生活介護事業所の配置医師が行うものとする。
　イ　在宅中重度者受入加算を算定するに当たっては、あらかじめ居宅サービス計画に位置付けた上で行うこ

21 短期入所生活介護 10.17円

- 52 -



１単位単価

　　ととなるが、特に初めてこのサービスを行う場合においては、サービス担当者会議を開催するなどサービ
　　ス内容や連携体制等についてよく打ち合わせえを行った上で実施することが望ましい。
　ウ　指定短期入所生活介護事業所は、当該利用者に関する必要な情報を主治医、訪問看護事業所、サービス
　　担当者会議、居宅介護支援事業所等を通じてあからじめ入手し適切なサービスを行うよう努めなければな
　　らない。
　エ　指定短期入所生活介護事業所は、在宅中重度者受入加算に係る業務について訪問看護事業所と委託契約
　　を締結し、利用者の健康上の管理等の実施に必要な費用を訪問看護事業所に支払うこととする。
　オ　健康上の管理等の実施上必要となる衛生材料、医薬品等の費用は短期入所生活介護事業所が負担するも
　　のとする。なお、医薬品等が、医療保険の算定対象となる場合は、適正な診療報酬を請求すること。
基準ホ　認知症専門ケア加算
　　別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして都道府県知事に届け出た指定短期入所生活介護
　事業所において、別に厚生労働大臣が定める者に対して専門的な認知症ケアを行った場合は、当該基準に掲
　げる区分に従い、１日につき次に掲げる所定単位数を加算する。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定
　している場合においては、次に掲げるその他の加算は算定しない。
　イ　認知症専門ケア加算(Ⅰ) ３単位
　ロ　認知症専門ケア加算(Ⅱ) ４単位
【厚生労働大臣が定める基準】→大臣基準告示・四十二
　イ　認知症専門ケア加算(Ⅰ)
　次のいずれにも適合すること。
　(1)　事業所における利用者の総数のうち、日常生活に支障を来すおそれのある症状若しくは行動が認めら
　　　れることから介護を必要とする認知症の者（以下「対象者」）の占める割合が２分の１以上であること
　(2)　認知症介護に係る専門的な研修を修了している者を、対象者の数が２０人未満である場合にあっては
　　　１以上、当該対象者の数が２０人以上である場合にあっては、１に、当該対象者の数が１９を超えて
　　　１０又はその端数を増すごとに１を加えて得た数以上配置し、チームとして専門的な認知症ケアを実施
　　　していること。
　(3)　当該事業所の従業者に対して、認知症ケアに関する留意事項の伝達又は技術的指導に係る会議を定期
　　　的に開催していること。
　ロ　認知症専門ケア加算(Ⅱ)
　次のいずれにも適合すること。
　(1)　イの基準のいずれにも適合すること。
　(2)　認知症介護の指導に係る専門的な研修を修了している者を１名以上配置し、施設全体の認知症ケアの
　　　指導等を実施していること。
　(3)　当該事業所における介護職員、看護職員ごとに認知症ケアに関する研修計画を作成し、当該計画に従
　　　い、研修を実施又は実施を予定していること。
【厚生労働大臣が定める者】→利用者等告示・二十三の二
　　日常生活に支障を来すおそれのある症状又は行動が認められることから介護を必要とする認知症の者
解釈認知症専門ケア加算について〔第2の2(18)〕
　①　｢日常生活に支障を来すおそれのある症状又は行動が認められることから介護を必要とする認知症の者｣
　　とは、日常生活自立度のランクⅢ、Ⅳ又はＭに該当する利用者を指すものとする。
　②　認知症高齢者の日常生活自立度Ⅲ以上の割合が１／２以上の算定方法は、算定日が属する月の前３月間
　　の利用者実人員数又は利用延人員数（要支援者を含む）の平均で算定すること。また、届出を行った月以
　　降においても、直近３月間の認知症高齢者の日常生活自立度Ⅲ以上の割合につき、毎月継続的に所定の割
　　合以上であることが必要である。なお、その割合については、毎月記録するものとし、所定の割合を下回
　　った場合については、直ちに訪問通所サービス通知の届出を提出しなければならない。
　③　「認知症介護に係る専門的な研修」とは、「認知症介護実践者等養成事業の円滑な運営について」に規
　　定する「認知症介護実践リーダー研修」を指すものとする。ただし、平成31年3月31日までの間にあっ
　　ては、「認知症介護に係る専門的な研修を修了している者」とあるのは、認知症介護実践リーダー研修の
　　研修対象者に該当する者であって、かつ、平成30年9月30日までの間に当該研修の受講の申し込みを行
　　っている者を含むものとする。
　④　「認知症介護の指導に係る専門的な研修」とは、「認知症介護実践者等養成事業の実施について」及び
　　「認知症介護実践者養成事業の円滑な運営について」に規定する「認知症介護指導者研修」を指すものと
　　する。
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解釈介護老人保健施設短期入所療養介護費を算定するための基準について〔第2の3(1)①〕
　　この場合の短期入所療養介護は、介護老人保健施設の空きベッドを利用して行われるものであることから
　所定単位数の算定（職員の配置数の算定）、定員超過利用・人員基準欠如（介護支援専門員に係るものを除
　く）・夜勤体制による所定単位数の減算及び認知症ケア加算については、介護老人保健施設の本体部分と常
　に一体的な取扱いが行われるものであること。したがって、認知症ケア加算については、〔介護保健施設サ
　ービス費　注７認知症ケア加算〕を、また、緊急時施設療養費については、〔介護保健施設サービス費　タ
　緊急時施設療養費〕を準用すること。また、注１３により、施設基準及び夜勤職員の基準を満たす旨の届出
　並びに認知症ケア加算の届出については、本体施設である介護老人保健施設について行われていれば、短期
　入所療養介護については行う必要がないこと。
　　ただし、特定介護老人保健施設短期入所療養介護費を算定した場合は、認知症ケア加算について算定でき
　ない。
　　また、平成２７年度よりリハビリテーション機能強化加算を本体報酬に包括化したことを踏まえ、以下の
　事項についてあわせて留意すべきものであること。
　イ　介護老人保健施設における短期入所療養介護においては、実用的な日常生活における諸活動の自立性の
　　向上のために、利用者の状態に応じ、利用者に必要な理学療法、作業療法又は言語聴覚療法を適時適切に
　　提供できる体制が整備されていること。
　ロ　理学療法又は作業療法については、実用歩行訓練・活動向上訓練・運動療法等を組み合わせて利用者の
　　状態に応じて行うことが必要であり、言語聴覚療法については、失語症、構音障害、難聴に伴う聴覚・言
　　語機能の障害又は人工内耳埋込術後等の言語聴覚機能に障害を持つ利用者に対して言語機能又は聴覚機能
　　に係る活動向上訓練を行うことが必要である。
　ハ　理学療法、作業療法又は言語聴覚療法は、利用者の実用的な在宅生活における諸活動の自立性の向上の
　　ため、訓練の専用施設外においても訓練を行うことができる。
　　　なお、言語聴覚療法を行う場合は、車椅子・歩行器・杖等を使用する患者が容易に出入り可能であり、
　　遮音等に配慮された部屋等を確保することが望ましい。
　ニ　理学療法、作業療法又は言語聴覚療法を行うに当たっては、医師、看護職員、理学療法士､作業療法士､
　　言語聴覚士等が共同してリハビリテーション実施計画を作成し、これに基づいて行った個別リハビリテー
　　ションの効果、実施方法等について評価を行う。なお、短期入所療養介護においては、リハビリテーショ
　　ン実施計画に相当する内容を短期入所療養計画の中に記載する場合は、その記載をもってリハビリテーシ
　　ョン実施計画の作成に代えることができるものとすること。
　ホ　医師等リハビリテーション従事者は、理学療法、作業療法又は言語聴覚療法を行う場合は、開始時に利
　　用者に対してリハビリテーション実施計画の内容を説明し、記録する。
　ヘ　リハビリテーションに関する記録（実施時間、訓練内容、担当者等）は利用者ごとに保管され、常に当
　　該事業所のリハビリテーション従事者により閲覧が可能であるようにすること。
解釈特定介護老人保健施設短期入所療養介護費について〔第2の3(7)〕
　①　利用対象者は、在宅において生活しており、当該サービスを提供するに当たり常時看護職員による観察
　　を必要とする難病等を有する重度者又はがん末期の利用者を想定している。
　②　所要時間による区分については、現に要した時間ではなく、短期入所療養介護計画に位置付けられた内
　　容の短期入所療養介護を行うための標準的な時間によることとされたところであり、単に、当日のサービ
　　ス進行状況や利用者の家族の出迎え等の都合で、当該利用者が通常の時間を越えて事業所にいる場合は、
　　短期入所療養介護のサービスが提供されているとは認められないものであること。したがって、この場合
　　は当初計画に位置付けられた所要時間に応じた所定単位数が算定されるものであること（このような家族
　　等の出迎え等までの間の｢預かり｣サービスについては､利用者から別途利用料を徴収して差し支えない)。
　　また、ここでいう短期入所療養介護を行うのに要する時間には、送迎に要する時間は含まれないものであ
　　ること。
　　　これに対して、短期入所療養介護計画上、６時間以上８時間未満の短期入所療養介護を予定していたが
　　当日の利用者の心身の状況から、５時間の短期入所療養介護を行った場合には、６時間以上８時間未満の
　　短期入所療養介護の単位数を算定できる。
基準注１、注２、注３、 省略

基準注４　夜勤職員配置加算
　　(1)（介護老人保健施設短期入所療養介護費）及び(2)（ユニット型介護老人保健施設短期入所療養介護
　費）について、別に厚生労働大臣が定める夜勤を行う職員の勤務条件に関する基準を満たすものとして都道
　府県知事に届け出た指定短期入所療養介護事業所については、夜勤職員配置加算として、１日につき２４単
　位を所定単位数に加算する。
解釈注４　夜勤職員配置加算について〔第2の3(2)〕
　　夜勤を行う職員は、１日平均夜勤職員数とする。１日平均夜勤職員数は、暦月ごとに夜勤時間帯（午前１
　０時から翌日の午前５時までの時間を含めた連続する１６時間をいう）における延夜勤時間数を、当該月の
　日数に１６を乗じて得た数で除することによって算定し、小数点第３位以下は切り捨てるものとする。
基準注５　個別リハビリテーション実施加算
　　指定短期入所療養介護事業所の医師、看護職員、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士等が共同して利用
　者ごとに個別リハビリテーション計画を作成し、当該個別リハビリテーション計画に基づき、医師又は医師
　の指示を受けた理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士が個別リハビリテーションを行った場合は、個別リ
　ハビリテーション実施加算として、１日につき２４０単位を所定単位数に加算する。
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解釈注５　個別リハビリテーション実施加算について〔第2の3(3)〕
　　当該加算は、医師、看護職員、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士等が共同して利用者ごとに個別リハ
　ビリテーション計画を作成し、当該個別リハビリテーション計画に基づき、個別リハビリテーションを２０
　分以上実施した場合に算定するものである。
基準注６　認知症ケア加算
　　別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものとして都道府県知事に届け出た介護老人保健施設
　において、日常生活に支障を来すおそれのある症状又は行動が認められることから介護を必要とする認知症
　の利用者に対して指定短期入所療養介護を行った場合は、１日につき７６単位を所定単位数に加算する。
基準注７　認知症行動・心理症状緊急対応加算
　　(1)及び(2)について、医師が、認知症の行動・心理症状が認められるため、在宅での生活が困難であり、
　緊急に指定短期入所療養介護を利用することが適当であると判断した者に対し、指定短期入所療養介護を行
　った場合は、利用を開始した日から起算して７日を限度として、１日につき２００単位を所定単位数に加算
　する。
解釈注７　認知症行動・心理症状緊急対応加算について〔第2の3(9)〕
　～短期入所生活介護を参照～
基準注８　緊急短期入所受入加算
　　別に厚生労働大臣が定める利用者に対し、居宅サービス計画において計画的に行うこととなっていない指
　定短期入所療養介護を緊急に行った場合は、緊急短期入所受入加算として、利用を開始した日から起算して
　７日を限度として１日につき９０単位を所定単位数に加算する。ただし、注７の加算を算定している場合は
　算定しない。
解釈注８　緊急短期入所受入加算について〔第2の3(10)〕
　①　本加算は、介護を行う者が疾病にかかっていることその他やむを得ない理由により短期入所が必要とな
　　った場合であって、かつ、居宅サービス計画において当該日に短期入所を利用することが計画されていな
　　い居宅要介護者に対して、居宅サービス計画を担当する居宅介護支援事業所の介護支援専門員が、その必
　　要性を認め緊急に短期入所療養介護が行われた場合に算定できる。
　②　やむを得ない事情により､当該介護支援専門員との事前の連携が図れない場合に､利用者又は家族の同意
　　の上､短期入所療養介護事業所により緊急に短期入所療養介護が行われた場合であって､事後に当該介護支
　　援専門員によって､当該サービス提供が必要であったと判断された場合についても､当該加算を算定できる
　③　７日を限度として算定することとあるのは、本加算が、緊急に居宅サービス計画の変更を必要とした利
　　用者を受け入れる際の初期の手間を評価したものであるためであり、利用開始後８日目以降の短期入所療
　　養介護の利用の継続を妨げるものではないことに留意すること。また、緊急に受入れを行った事業所につ
　　いては、当該利用者が速やかに居宅における生活に復帰できるよう、居宅介護支援事業者を密接な連携を
　　行い、相談すること。
　④　緊急利用した者に関する利用の理由、期間、緊急受入れ後の対応などの事項を記録しておくこと。また
　　緊急利用者にかかる変更後の居宅介護サービス計画を保存するなどして、適正な緊急利用に努めること。
　⑤　認知症行動・心理症状緊急対応加算を算定した場合には、当該加算は算定できないものであること。
　⑥　緊急受入れに対応するため、居宅介護支援事業所や近隣の他事業所との情報共有に努め、緊急的な利用
　　ニーズの調整を行うための窓口を明確化すること。また、空床の有効活用を図る観点から、情報公表シス
　　テム、当該事業所のホームページ又は地域包括支援センターへの情報提供等により、空床情報を公表する
　　よう努めること。
基準注９　若年性認知症利用者受入加算
　　別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして都道府県知事に届け出た指定短期入所療養介護
　事業所において、若年性認知症利用者に対して指定短期入所療養介護を行った場合は、若年性認知症利用者
　受入加算として、(1)及び(2)については１日につき１２０単位を、(3)については１日につき６０単位を所
　定単位数に加算する。ただし、注７を算定している場合は、算定しない。
解釈注９　若年性認知症利用者受入加算について〔第2の3(11)〕
　～短期入所生活介護を参照～
基準注10　重度療養管理加算
　　(1)(一)、(2)(一)及び(3)について、利用者（要介護状態区分が要介護４又は要介護５の者に限る）であっ
　て、別に厚生労働大臣が定める状態にあるものに対して、計画的な医学的管理を継続して行い、かつ、療養
　上必要な処置を行った場合は、重度療養管理加算として、(1)(一)及び(2)(一)については１日につき１２０
　単位を、(3)については１日につき６０単位を所定単位数に加算する。
【厚生労働大臣が定める状態】→利用者等告示・二十六→十八
　イ　常時頻回の喀痰吸引を実施している状態
　ロ　呼吸障害等により人工呼吸器を使用している状態
　ハ　中心静脈注射を実施している状態
　ニ　人工腎臓を実施しており、かつ、重篤な合併症を有する状態
　ホ　重篤な心機能障害、呼吸障害等により常時モニター測定を実施している状態
　ヘ　膀胱又は直腸の機能障害の程度が身体障害者障害程度等級表の４級以上に該当し、かつ、ストーマの処
　　置を実施している状態
　ト　経鼻胃管や胃瘻等の経腸栄養が行われている状態
　チ　褥瘡に対する治療を実施している状態
　リ　気管切開が行われている状態
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解釈注10　重度療養管理加算について〔第2の3(4)〕
　①　重度療養管理加算は、要介護４又は要介護５に該当する者であって別に厚生労働大臣の定める状態（利
　　用者等告示）にある利用者に対して、計画的な医学的管理を継続的に行い、指定短期入所療養介護を行っ
　　た場合に、所定単位数を加算する。当該加算を算定する場合にあっては、当該医学的管理の内容等を診療
　　録に記載しておくこと。
　②　重度療養管理加算を算定できる利用者は、次のいずれかについては、当該状態が一定の期間や頻度で継
　　続している者であること。
　　　なお、請求明細書の摘要欄に該当する状態（利用者等告示第十八号のイからリまで）を記載することと
　　する。なお、複数の状態に該当する場合は主たる状態のみを記載すること。
　　ア　利用者等告示第十八号イの「常時頻回の喀痰吸引を実施している状態」とは、当該月において１日当
　　　たり８回（夜間を含め約３時間に１回程度）以上実施している日が２０日を越える場合をいうものであ
　　　ること。
　　イ　利用者等告示第十八号ロの「呼吸障害等により人工呼吸器を使用している状態」については、当該月
　　　において１週間以上人工呼吸器又は間歇的陽圧呼吸を行っていること。
　　ウ　利用者等告示第十八号ハの「中心静脈注射を実施している状態」については、中心静脈注射により薬
　　　剤の投与をされている利用者又は中心静脈栄養以外に栄養維持が困難な利用者であること。
　　エ　利用者等告示第十八号ニの「人工腎臓を実施しており、かつ、重篤な合併症を有する状態」について
　　　は、人工腎臓を各週２日以上実施しているものであり、かつ、下記に掲げるいずれかの合併症をもつも
　　　のであること。
　　　ａ　透析中に頻回の検査、処置を必要とするインスリン注射を行っている糖尿病
　　　ｂ　常時低血圧（収縮期血圧が９０mmHg以下）
　　　ｃ　透析アミロイド症で手根管症候群や運動機能障害を呈するもの
　　　ｄ　出血性消化器病変を有するもの
　　　ｅ　骨折を伴う二次性副甲状腺機能亢進症のもの
　　　ｆ　うっ血性心不全（ＮＹＨＡⅢ度以上）のもの
　　オ　利用者等告示第十八号ホの「重篤な心機能障害、呼吸障害等により常時モニター測定を実施している
　　　状態」については、持続性心室性頻拍や心室細動等の重症不整脈発作を繰り返す状態、収縮期血圧90
　　　mmHg以下が持続する状態、又は、酸素吸入を行っても動脈血酸素飽和度９０％以下の状態で常時、
　　　心電図、血圧、動脈血酸素飽和度のいずれかを含むモニタリングを行っていること。
　　カ　利用者等告示第十八号ヘの「膀胱または直腸の機能障害の程度が身体障害者福祉法施行規則別表第五
　　　号に掲げる身体障害者障害程度等級表の４級以上に該当し､かつ､ストーマの処置を実施している状態」
　　　については､当該利用者に対して､皮膚の炎症等に対するケアを行った場合に算定できるものであること
　　キ　利用者等告示第十八号トの「経鼻胃管や胃瘻等の経腸栄養が行われている状態」については、経口摂
　　　取が困難で経腸栄養以外に栄養維持が困難な利用者に対して、経腸栄養を行った場合に算定できるもの
　　　であること。
　　ク　利用者等告示第十八号チの「褥瘡に対する治療を実施している状態」については、以下の分類で第３
　　　度以上に該当し、かつ、当該褥瘡に対して必要な処置を行った場合に限る。
　　　第１度：皮膚の発赤が持続している部分があり、圧迫を取り除いても消失しない（皮膚の損傷はない）
　　　第２度：皮膚層の部分的喪失（びらん、水疱、浅いくぼみとして表れるもの）
　　　第３度：皮膚層がなくなり潰瘍が皮下組織にまで及ぶ。深いくぼみとして表れ、隣接組織まで及んでい
　　　　　　　ることもあれば、及んでいないこともある
　　　第４度：皮膚層と皮下組織が失われ、筋肉や骨が露出している
　　ケ　利用者等告示第十八号リの「気管切開が行われている状態」については、気管切開が行われている利
　　　用者について、気管切開の医学的管理を行った場合に算定できるものであること。
基準注11　在宅復帰・在宅療養支援機能加算
　　介護老人保健施設短期入所療養介護費(Ⅰ)の介護老人保健施設短期入所療養介護費(i)及び(iii)並びにユニッ
　ト型介護老人保健施設短期入所療養介護費(Ⅰ)のユニット型介護老人保健施設短期入所療養介護費(i)及び(iii)
　について、別に厚生労働大臣が定める基準に適合するものとして都道府県知事に届け出た指定短期入所療養
　介護事業所については、在宅復帰・在宅療養支援機能加算(Ⅰ)として、１日につき３４単位を、介護老人保
　健施設短期入所療養介護費(Ⅰ)の介護老人保健施設短期入所療養介護費(ii)及び(iv)並びにユニット型介護老
　人保健施設短期入所療養介護費(Ⅰ)のユニット型介護老人保健施設短期入所療養介護費(ii)及び(iv)について、
　別に厚生労働大臣が定める基準に適合するものとして都道府県知事に届け出た介護老人保健施設については､
　在宅復帰・在宅療養支援機能加算(Ⅱ)として、１日につき４６単位を所定単位数に加算する。
基準注12
　　利用者の心身の状態、家族等の事情等からみて送迎を行うことが必要と認められる利用者に対して、その
　居宅と指定短期入所療養介護事業所との間の送迎を行う場合は、片道につき１８４単位を所定単位数に加算
　する。
基準注13
　　次のいずれかに該当する者に対して、介護老人保健施設短期入所療養介護費を支給する場合は、介護老人
　保健施設短期入所療養介護費(Ⅰ)の介護老人保健施設短期入所療養介護費(iii)若しくは(iv)、介護老人保健施
　設短期入所療養介護費(Ⅱ)の介護老人保健施設短期入所療養介護費(ii)、介護老人保健施設短期入所療養介護
　費(Ⅲ)の介護老人保健施設短期入所療養介護費(ii)又は介護老人保健施設短期入所療養介護費(Ⅳ)の介護老人
　保健施設短期入所療養介護費(ii)を算定する。
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　イ　感染症等により、従来型個室の利用の必要があると医師が判断した者
　ロ　別に厚生労働大臣が定める基準に適合する従来型個室を利用する者
　ハ　著しい精神症状等により、同室の他の利用者の心身の状況に重大な影響を及ぼすおそれがあるとして、
　　従来型個室の利用の必要があると医師が判断した者
基準注14 省略

基準注15
　　利用者が連続して３０日を超えて指定短期入所療養介護を受けている場合においては、３０日を超える日
　以降に受けた指定短期入所療養介護については、介護老人保健施設における短期入所療養介護費は、算定し
　ない。
基準注16
　　介護老人保健施設短期入所療養費(Ⅱ)及び(Ⅲ)並びにユニット型介護老人保健施設短期入所療養費(Ⅱ)及
　び(Ⅲ)について、利用者に対して、指導管理等のうち日常的に必要な医療行為として別に厚生労働大臣が定
　めるものを行った場合に、特別療養費として、別に厚生労働大臣が定める単位数に１０円を乗じて得た額を
　算定する。
基準注17
　　介護老人保健施設短期入所療養費(Ⅱ)及び(Ⅲ)並びにユニット型介護老人保健施設短期入所療養費(Ⅱ)及
　び(Ⅲ)について、別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものとして都道府県知事に届け出た介
　護老人保健施設である指定短期入所療養介護事業所については、当該施設基準に掲げる区分に従い、療養体
　制維持特別加算として、次に掲げる区分に応じ、それぞれ1日につき次に掲げる所定単位数を加算する。
　(一)　療養体制維持特別加算(Ⅰ) ２７単位
　(二)　療養体制維持特別加算(Ⅱ) ５７単位
基準注18
　　介護老人保健施設短期入所療養費(Ⅳ)又はユニット型介護老人保健施設短期入所療養費(ⅳ)を算定してい
　る介護老人保健施設である指定短期入所療養介護事業所については、注5、注10及び注11は算定しない。
基準療養食加算
　　次に掲げるいずれの基準にも適合するものとして都道府県知事に届け出て当該基準による食事の提供を行
　う指定短期入所療養介護事業所が、別に厚生労働大臣が定める療養食を提供したときは、１日につき３回を
　限度として、所定単位数を加算する。
　イ　食事の提供が管理栄養士又は栄養士によって管理されていること。
　ロ　利用者の年齢、心身の状況によって適切な栄養量及び内容の食事の提供が行われていること。
　ハ　食事の提供が、別に厚生労働大臣が定める基準に適合する指定短期入所療養介護事業所において行われ
　　ていること。
【厚生労働大臣が定める療養食】→利用者等告示・二十七
　　疾病治療の手段として、医師の発行する食事箋に基づき提供された適切な栄養量及び内容を有する糖尿病
　食、腎臓病食、肝臓病食、胃潰瘍食、貧血食、脾臓病食、脂質異常症食、痛風食及び特別な場合の検査食
解釈療養食加算について〔第2の3(12)〕
　　短期入所生活介護を参照
基準認知症専門ケア加算
　　別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして都道府県知事に届け出た指定短期入所療養介護
　事業所において、別に厚生労働大臣が定める者に対して専門的な認知症ケアを行った場合は、当該基準に掲
　げる区分に従い、１日につき次に掲げる所定単位数を加算する。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定
　している場合においては、次に掲げるその他の加算は算定しない。
　(一)　認知症専門ケア加算(Ⅰ) ３単位
　(二)　認知症専門ケア加算(Ⅱ) ４単位
【厚生労働大臣が定める基準】→大臣基準告示・四十二
　イ　認知症専門ケア加算(Ⅰ)
　次のいずれにも適合すること。
　(1)　事業所における利用者の総数のうち、日常生活に支障を来すおそれのある症状若しくは行動が認めら
　　　れることから介護を必要とする認知症の者（以下「対象者」）の占める割合が２分の１以上であること
　(2)　認知症介護に係る専門的な研修を修了している者（別に厚生労働大臣が定める者を含む）を、対象者
　　　の数が２０人未満である場合にあっては、１以上、当該対象者の数が２０人以上である場合にあっては
　　　１に、当該対象者の数が１９を超えて１０又はその端数を増すごとに１を加えて得た数以上配置し、チ
　　　－ムとして専門的な認知症ケアを実施していること。
　(3)　当該事業所の従業者に対して、認知症ケアに関する留意事項の伝達又は技術的指導に係る会議を定期
　　　的に開催していること。
　ロ　認知症専門ケア加算(Ⅱ)
　次のいずれにも適合すること。
　(1)　イの基準のいずれにも適合すること。
　(2)　認知症介護の指導に係る専門的な研修を修了している者（別に厚生労働大臣が定める者を含む）を１
　　　名以上配置し、施設全体の認知症ケアの指導等を実施していること。
　(3)　当該事業所における介護職員、看護職員ごとの認知症ケアに関する研修計画を作成し、当該計画に従
　　　い、研修を実施又は実施を予定していること。

22 短期入所療養介護（介護老人保健施設） 10.14円
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解釈認知症専門ケア加算について〔第2の3(12)〕
　　短期入所生活介護を参照
基準緊急時施設療養費
　　利用者の病状が著しく変化した場合に緊急その他やむを得ない事情により行われる次に掲げる医療行為に
　つき算定する。
　(一)　緊急時治療管理（１日につき） ５１８単位
　　注１　利用者の病状が重篤となり救命救急医療が必要となる場合において緊急的な治療管理としての投薬
　　　　検査、注射、処置等を行ったときに算定する。
　　注２　同一の利用者について１月に１回、連続する３日を限度として算定する。
　(二)　特定治療
　　注　医科診療報酬点数表第１章及び第２章において、高齢者の医療の確保に関する法律に規定する保険医
　　　療機関等が行った場合に点数が算定されるリハビリテーション、処置、手術、麻酔又は放射線治療を行
　　　った場合に、当該診療に係る医科診療報酬点数表第１章及び第２章に定める点数に１０円を乗じて得た
　　　額を算定する。

以下、省略
ロ　療養病床を有する病院における短期入所療養介護費
ハ　診療所における短期入所療養介護費
ニ　老人性認知症疾患療養病棟を有する病院における短期入所療養介護費
ホ　介護医療院における短期入所療養介護費

22 短期入所療養介護（介護老人保健施設） 10.14円

- 58 -



１単位単価

基準注１～３ 省略

基準注４
　　要介護状態区分が要介護１である者に対して、厚生労働大臣が定める福祉用具貸与及び介護予防福祉用具
　貸与に係る福祉用具の種目（平成11年厚生省告示第93号）に規定する車イス、車イス付属品、特殊寝台、
　特殊寝台付属品、床ずれ防止用具、体位変換器、認知症老人徘徊感知機器及び移動用リフトに係る指定福祉
　用具貸与を行った場合は、福祉用具貸与費は算定しない。また、要介護状態区分が要介護１、要介護２又は
　要介護３である者に対して、同告示に規定する自動排泄処理装置（尿のみを自動的に吸引する機能のものを
　除く）に係る指定福祉用具貸与を行った場合は、福祉用具貸与費は算定しない。ただし、別に厚生労働大臣
　が定める者に対する場合については、この限りではない。
【福祉用具貸与及び介護予防福祉用具貸与の福祉用具の種目】（平成11年厚生省告示第93号）
　１　車イス　：　自走用標準型車いす、普通型電動車いす又は介助用標準型車いすに限る。
　　(1)　自走用標準型車いす　：　日本工業規格（JIS）T9201：2006のうち自走用標準形、自走用座位
　　　　変換形及びパワーアシスト形に該当するもの及びこれに準ずるもの（前輪が大径車輪であり後輪がキ
　　　　ャスタのものを含む）をいう。
　　(2)　普通型電動車いす　：　日本工業規格（JIS）T9203：2010のうち自操用標準形、自操用ハンド
　　　　ル形、自操用座位変換形に該当するもの及びこれに準ずるものをいう。
　　　　　なお、自操用簡易形及び介助用簡易形にあっては、車いす本体の機能に応じて(1)又は(3)に含まれ
　　　　るものであり、電動補助装置を取り付けてあることをもって本項でいう普通型電動車いすと解するも
　　　　のではないものとする。
　　(3)　介助用標準形車いす　：　日本工業規格（JIS）T9201：2006のうち、介助用標準形、介助用座
　　　　位変換形、介助用パワーアシスト形に該当するもの及びそれに準ずるもの（前輪が中径車輪以上であ
　　　　り後輪がキャスタのものを含む）をいう。
　２　車イス付属品　：　クッション、電動補助装置等であって、車いすと一体的に使用されるものに限る。
　　　　貸与告示に掲げる「車いす付属品」とは、利用することにより、当該車いすの利用効果の増資に資す
　　　るものに限られ、例えば次に掲げるものが該当する。
　　(1)　ｸｯｼｮﾝ又はﾊﾟｯﾄﾞ　：　車いすのｼｰﾄ又は背もたれに置いて使用することができる形状のものに限る。
　　(2)　電動補助装置　：　自走用標準型車いす又は介助用標準型車いすに装着して用いる電動装置であっ
　　　　て、当該電動装置の電力により、駆動力の全部又は一部を補助する機能を有するものに限る。
　　(3)　テーブル　：　車いすに装着して使用することが可能なものに限る。
　　(4)　ブレーキ　：　車いすの速度を制御する機能を有するもの又は車いすを固定する機能を有するもの
　　　　に限る。
　３　特殊寝台　：　サイドレールが取り付けてあるもの又は取り付けることが可能なものであって、
　　　　次に掲げる機能のいずれかを有するもの
　　　　一　背部又は脚部の傾斜角度が調整できる機能
　　　　二　床板の高さが無段階に調整できる機能
　　　　貸与告示に規定する「サイドレール」とは、利用者の落下防止に資するものであるとともに、取付け
　　　が簡易なものであって、安全の確保に配慮されたものに限られる。
　４　特殊寝台付属品　：　ﾏｯﾄﾚｽ、ｻｲﾄﾞﾚｰﾙ等であって、特殊寝台と一体的に使用されるものに限る。
　　　　貸与告示に掲げる「特殊寝台付属品」とは、利用することにより、当該特殊寝台の利用効果の増進に
　　　資するものに限られ、例えば次に掲げるものが該当する。
　　　　なお、同項にいう「一体的に使用されるもの」とは、特殊寝台の貸与の際に併せて貸与される付属品
　　　又は既に利用者が特殊寝台を使用している場合に貸与される付属品をいう。
　　(1)　サイドレール　：　特殊寝台の側面に取り付けることにより、利用者の落下防止に資するものであ
　　　　るとともに、取付けが簡易なものであって、安全の確保に配慮されたものに限る。
　　(2)　マットレス　：　特殊寝台の背部又は脚部の傾斜角度の調整を妨げないよう、折れ曲がり可能な柔
　　　　軟性を有するものに限る。
　　(3)　ベッド用手すり　：　特殊寝台の側面に取り付けが可能なものであって、起き上がり､立ち上がり､
　　　　移乗等を行うことを容易にするものに限る。
　　(4)　テーブル　：　特殊寝台の上で使用することができるものであって、門型の脚を持つもの、特殊寝
　　　　台の側面から差し入れることができるもの又はｻｲﾄﾞﾚｰﾙに乗せて使用することができるものに限る。
　　(5)　スライディングボード・スライディングマット　：　滑らせて移乗・位置変換するための補助とし
　　　　て用いられるものであって、滑りやすい素材又は滑りやすい構造であるものに限る。
　　(6)　介助用ベルト　：　居宅要介護者等又はその介護を行う者の身体に巻き付けて使用するものであっ
　　　　て、起き上がり、立ち上がり、移乗等を容易に介助することができるもの。
　　　　　ただし、「入浴用介助ベルト」は除かれる。
　５　床ずれ防止用具　：　次のいずれかに該当するものに限る。
　　　　一　送風装置又は空気圧調整装置を備えた空気マット
　　　　二　水等によって減圧による体圧分散効果をもつ全身用のマット
　　　　貸与告示に掲げる「床ずれ防止用具」とは、次のいずれかに該当するものをいう。
　　(1)　送風装置又は空気圧調整装置を備えた空気パッドが装着された空気マットであって、体圧を分散す
　　　　ることにより、圧迫部位への圧力を減ずることを目的として作られたもの。
　　(2)　水、エア、ゲル、シリコン、ウレタン等からなる全身用のマットであって、体圧を分散することに
　　　　より、圧迫部位への圧力を減ずることを目的として作られたもの。

17 福祉用具貸与 10円
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　６　体位変換器　：　空気パッド等を身体の下に挿入することにより、居宅要介護者等の体位を容易
　　　　に変換できる機能を有するものに限り、体位の保持のみを目的とするものを除く。
　　　　貸与告示に掲げる「体位変換器」とは、空気パッド等を身体の下に挿入して、てこ、空気圧、その他
　　　の動力を用いることにより、仰臥位から側臥位又は座位への体位の変換を容易に行うことができるもの
　　　をいう。
　　　　ただし、専ら体位を保持するためのものは除かれる。
　７　手すり　：　取付けに際し工事を伴わないものに限る。
　　　　貸与告示に掲げる「手すり」とは、次のいずれかに該当するものに限られる。
　　　　なお、前述４〔特殊寝台付属品〕の(3)に掲げるものは除かれる。また、取付けに際し工事（ネジ等
　　　で居宅に取り付ける簡易なものを含む。以下同じ）と伴うものは除かれる。工事を伴う場合であって、
　　　住宅改修告示第一号に掲げる「手すりの取付け」に該当するものについては、住宅改修としての給付の
　　　対象となるところである。
　　(1)　居宅の床に置いて使用すること等により、転倒予防若しくは移動又は移乗動作に資することを目的
　　　　とするものであって、取付けに際し工事を伴わないもの。
　　(2)　便器又はポータブルトイレを囲んで据え置くことにより、座位保持、立ち上がり又は移乗動作に資
　　　　することを目的とするものであって、取付けに際し工事を伴わないもの。
　８　スロープ　：　段差解消のためのものであって、取付けに際し工事を伴わないものに限る。
　　　　貸与告示に掲げる「スロープ」には、個別の利用者のために改造したもの及び持ち運びが容易でない
　　　ものは含まれない。
　　　　なお、取付けに際し工事を伴うものは除かれる。工事を伴う場合であって、住宅改修告示第二号に掲
　　　げる「段差の解消」に該当するものについては、住宅改修としての給付の対象となるところである。
　９　歩行器　：　歩行が困難な者の歩行機能を補う機能を有し、移動時に体重を支える構造を有する
　　　　ものであって、次のいずれかに該当するものに限る。
　　　　一　車輪を有するものにあっては、体の前及び左右を囲む把手等を有するもの
　　　　二　四脚を有するものにあっては、上肢で保持して移動させることが可能なもの
　　　　貸与告示に規定する「把手等」とは、手で握る又は肘を載せるためのフレーム、ハンドグリップ類を
　　　いい、「体の前及び左右を囲む把手等を有する」とは、これらの把手等を体の前及び体の左右の両方の
　　　いずれにも有することをいう。ただし、体の前の把手等については、必ずしも手で握る又は肘を載せる
　　　機能を有する必要はなく、左右の把手等を連結するためのフレーム類でも差し支えない。また、把手の
　　　長さについては、要介護者等の身体の状況等により異なるものでありその長さは問わない。
　　　　なお、上り坂ではアシスト、下り坂では制御、坂道の横断では片流れ防止及びつまずき等による急発
　　　進防止の機能（自動制御等の機能）が付加されたものであって、左右のフレームとこれを連結する中央
　　　部のパイプからなり、四輪又はそれ以上の車輪を有し、うち２つ以上の車輪について自動制御等が可能
　　　であるものを含む。
　10　歩行補助つえ　：　松葉つえ、カナディアン・クラッチ、ロフストランド・クラッチ、プラット
　　　　ホームクラッチ及び多点杖に限る。
　11　認知症老人徘徊感知機器　：　介護保険法第５条の２第１項に規定する認知症である老人が屋外
　　　　へ出ようとした時等、センサーにより感知し、家族、隣人等へ通報するもの。
　　　　貸与告示に掲げる「認知症老人徘徊感知機器」とは、認知症である老人が徘徊し、屋外に出ようとし
　　　た時又は屋内のある地点を通過した時に、センサーにより感知し、家族、隣人等へ通報するものをいう
　12　移動用リフト（つり具の部分を除く）　：　床走行式、固定式又は据置式であり、かつ、身体を
　　　　つり上げ又は体重を支える構造を有するものであって、その構造により、自力での移動が困難
　　　　な者の移動を補助する機能を有するもの（取付けに住宅の改修を伴うものを除く）。
　　　　貸与告示に掲げる「移動用リフト」とは、次の各号に掲げる形式に応じ、それぞれの当該各号に定め
　　　るとおりであり（つり具の部分を除く）、住宅改修を伴うものは除かれる。
　　(1)　床走行式　：　つり具又はいす等の台座を使用して人を持ち上げ、キャスタ等で床又は階段等を移
　　　　動し、目的の場所に人を移動させるもの。
　　(2)　固定式　：　居室、浴室、浴槽等に固定設置し、その機器の可動範囲内で、つり具又はいす等の台
　　　　座を使用して人を持ち上げるもの又は持ち上げ、移動させるもの。
　　(3)　据置式　：　床又は地面に置いて、その機器の可動範囲内で、つり具又はいす等の台座を使用して
　　　　人を持ち上げるもの又は持ち上げ、移動させるもの（エレベーター及び階段昇降機は除く）。
　13　自動排泄処理装置　：　尿又は便が自動的に吸引されるものであり、かつ、尿や便に経路となる
　　　　部分を分割することが可能な構造を有するものであって、居宅要介護者等又はその介護を行う
　　　　者が容易に使用できるもの（交換可能部品（レシーバー、チューブ、タンク等のうち、尿や便
　　　　の経路となるものであって、居宅要介護者等又はその介護を行う者が容易に交換できるものを
　　　　いう）を除く。
　　　　貸与告示に掲げる「自動排泄処理装置」とは、尿又は便が自動的に吸引されるものであり、かつ、尿
　　　や便の経路をなる部分を分割することが可能な構造を有するものであって、居宅要介護者等又はその介
　　　護を行う者が容易に使用できるもの。
　　　　交換可能部品（レシーバー、チューブ、タンク等のうち、尿や便の経路となるものであって、居宅要
　　　介護者等又はその介護を行う者が容易に交換できるもの）及び専用パッド、洗浄液等排泄の都度消費す
　　　るもの並びに専用パンツ、専用シーツ等の関連製品は除かれる。

17 福祉用具貸与 10円
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【厚生労働大臣が定める者】→利用者等告示・三十一イ

ア　車いす及び 次のいずれかに該当する者
　車いす付属品 (一)日常的に歩行が困難な者 基本調査１－７　「３．できない」

(二)日常生活範囲における移動の支援が －
　特に必要と認められる者

イ　特殊寝台及び 次のいずれかに該当する者
　特殊寝台付属品 (一)日常的に起きあがりが困難な者 基本調査１－４　「３．できない」

(二)日常的に寝返りが困難な者 基本調査１－３　「３．できない」
ウ　床ずれ防止用具日常的に寝返りが困難な者 基本調査１－３　「３．できない」
　及び体位変換器
エ　認知症老人徘徊次のいずれにも該当する者
　感知機器 (一)意見の伝達、介護者への反応、記憶･ 基本調査３－１

　理解のいずれかに支障がある者 「１．調査対象者が意見を他者に伝達でき
る」以外
　又は
基本調査３－２～３－７のいずれか
「２．できない」
　又は
基本調査３－８～４－１５のいずれか
「１．ない」以外
その他、主治医意見書において、認知症の症
状がある旨が記載されている場合も含む。
基本調査２－２　「４．全介助」以外

オ　移動用リフト 次のいずれかに該当する者
　（つり具の部分 (一)日常的に立ち上がりが困難な者 基本調査１－８　「３．できない」
　を除く） (二)移乗が一部介助又は全介助を必要と 基本調査２－１

　する者 「３．一部介助」又は「４．全介助」
(三)生活環境において段差の解消が必要 －
　と認められる者

カ　自動排泄処理 次のいずれにも該当する者
　装置 (一)排便が全介助を必要とする者 基本調査２－６　「４．全介助」

(二)移乗が全介助を必要とする者 基本調査２－１　「４．全介助」
解釈注４　要介護１の者等に係る指定福祉用具貸与費〔第2の9(2)〕
　①　算定の可否の判断基準
　　　要介護１の者に係る指定福祉用具貸与費については、その状態像から見て使用が想定しにくい「車い
　　す」、「車いす付属品」、「特殊寝台」、「特殊寝台付属品」、「床ずれ防止用具、「体位変換器」、「
　　認知症老人徘徊感知機器」、「移動用リフト（つり具の部分を除く）」及び「自動排泄処理装置」（以下
　　「対象外種目」）に対しては、原則として算定できない。また「自動排泄処理装置（尿のみを自動的に吸
　　引する機能のものを除く）」については、要介護１の者に加え、要介護２及び要介護３の者に対しては、
　　原則として算定できない。しかしながら利用者等告示第三十一号のイで定める状態像に該当する者につい
　　ては、軽度者（要介護１の者をいう。ただし、自動排泄処理装置については、要介護１、要介護２及び要
　　介護３の者をいう。以下②において同じ）であっても、その状態像に応じて利用が想定される対象外種目
　　について指定福祉用具貸与費の算定が可能であり、その判断については、次のとおりとする。
　　ア　原則として次の表の定めるところにより、「要介護認定等基準時間の推計の方法」別表第一の調査票
　　　のうち基本調査の直近の結果（以下単に「基本調査の結果」）を用い、その要否を判断するものとする
　　イ　ただし、アの(二)「日常生活範囲における移動の支援が特に必要と認められる者」及びオの(三)「生
　　　活環境において段差の解消が必要と認められる者」については、該当する基本調査結果がないため、主
　　　治の医師から得た情報及び福祉用具専門相談員のほか軽度者の状態像について適切な助言が可能な者が
　　　参加するサービス担当者会議を通じた適切なケアマネジメントにより指定居宅介護支援事業者が判断す
　　　ることとなる。なお、この判断の見直しについては、居宅サービス計画に記載された必要な理由を見直
　　　す頻度（必要に応じて随時）で行うこととする。
　　ウ　また、アにかかわらず、次のⅰ)からⅲ)までのいずれかに該当する旨が医師の医学的な所見に基づき
　　　判断され、かつ、サービス担当者会議等を通じた適切なケアマネジメントにより福祉用具貸与が特に必
　　　要である旨が判断されている場合であっては、これらについて、市町村が書面等確実な方法により確認
　　　することにより、その要否を判断することができる。この場合において、当該医師の医学的な所見につ
　　　いては、主治医意見書による確認のほか、医師の診断書又は担当の介護支援専門員が聴取した居宅サー
　　　ビス計画に記載する医師の所見により確認する方法でも差し支えない。
　　　ⅰ）　疾病その他の原因により、状態が変動しやすく、日によって又は時間帯によって、頻繁に利用者
　　　　　等告示第三十一号のイに該当する者
　　　　　（例　パーキンソン病の治療薬によるＯＮ・ＯＦＦ現象）
　　　ⅱ）　疾病その他の原因により、状態が急速に悪化し、短期間のうちに利用者等告示第三十一号のイに

対象外種目 厚生労働大臣が定める者のイ
厚生労働大臣が定める者のイに

該当する基本調査の結果

(二)移動において全介助を必要としない者
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　　　　　該当することが確実に見込まれる者
　　　　　（例　がん末期の急速な状態悪化）
　　　ⅲ）　疾病その他の原因により、身体への重大な危険性又は症状の重篤化の回避等医学的判断から利用
　　　　　者等告示第三十一号のイに該当すると判断できる者
　　　　　（例　せんそく発作等による呼吸不全、心疾患による心不全、嚥下障害による誤嚥性肺炎の回避）
　　　注　括弧内の状態は、あくまでもⅰ）～ⅲ）の状態の者に該当する可能性のあるものを例示したにすぎ
　　　　ない。また、逆に括弧内の状態以外の者であっても、ⅰ）～ⅲ）の状態であると判断される場合もあ
　　　　りうる。
　②　基本調査結果による判断の方法
　　　指定福祉用具貸与事業者は、軽度者に対して、対象外種目に係る指定福祉用具貸与費を算定する場合に
　　は、①の表に従い、「厚生労働大臣が定める者」のイへの該当性を判断するための基本調査の結果の確認
　　については、次に定める方法による。なお、当該確認に用いた文書等については、サービス記録を併せて
　　保存しなければならない。
　　ア　当該軽度者の担当である指定居宅介護支援事業者から当該軽度者の「要介護認定等基準時間の推定の
　　　方法」別表第一の認定調査票について必要な部分（実施日時、調査対象者等の時点の確認及び本人確認
　　　ができる部分並びに基本調査の回答で当該軽度者の状態像の確認が必要な部分）の写し（以下「調査票
　　　の写し」）の内容が確認できる文書を入手することによること。
　　イ　当該軽度者の担当の指定居宅介護支援事業者がいない場合にあっては、当該軽度者の調査票の写しを
　　　本人に情報開示させ、それを入手すること。
基準注４
　　特定施設入居者生活介護費（短期利用特定施設入居者生活介護費を算定する場合を除く）又は認知症対応
　型共同生活介護費（短期利用認知症対応型共同生活介護費を算定する場合を除く）、地域密着型特定施設入
　居者生活介護費（短期利用地域密着型特定施設入居者生活介護費を算定する場合を除く）若しくは地域密着
　型介護老人福祉施設入所者生活介護費を算定している場合は、福祉用具貸与費は、算定しない。
末期がん等の方への福祉用具貸与の取扱等について（H22.10.25 厚生労働省老健局振興課・老人保健課事務連絡）

　　本年（平成２２年）４月３０日に、迅速な介護サービス提供が必要となる末期がん等の方への要介護認定
　等における留意事項として、暫定ケアプランによる介護サービスの提供や迅速な認定調査の実施等について
　事務連絡を発出したところです。
　　今般、要介護認定で要支援１、２及び要介護１と判定された方のうち、末期がん等の心身の状態が急速に
　悪化することが確実に見込まれる方に対する福祉用具貸与の取扱い及び要介護認定時の留意事項について、
　改めて下記のとおりお伝えいたしますので、ご了知願います。
　１．指定福祉用具貸与費及び指定介護予防福祉用具貸与費の算定について
　　　要支援者及び要介護１の者については、「特殊寝台」、「特殊寝台付属品」、「床ずれ防止用具」等の
　　利用に際し、指定福祉用具貸与費及び介護予防福祉用具貸与費が原則として算定できないこととなってい
　　ます。
　　　ただし、要支援者及び要介護１の者であっても、末期がんの急速な状態悪化等、疾病その他の原因によ
　　り状態が急速に悪化し、短期間のうちに日常的に起きあがりや寝返り等が困難となることが確実に見込ま
　　れる者については、市町村の判断により指定福祉用具貸与費及び介護予防福祉用具貸与費を算定すること
　　ができます。
　　　なお、判断にあたっては、医師の医学的な所見（主治医意見書や医師の診断書等）に基づき判断され、
　　かつ、サービス担当者会議等を通じた適切なケアマネジメントにより福祉用具貸与及び介護予防福祉用具
　　貸与が特に必要である旨が判断されている場合、書面等により確認し、その要否を判断してください。
　２．介護認定審査会が付する意見について
　　　介護認定審査会は、審査判定の結果を市町村に通知する際に、サービスの有効な利用に関する留意事項
　　について意見を付することができます。
　　　つきましては、末期がんの急速な状態悪化等、疾病その他の原因により状態が急速に悪化することが見
　　込まれる方については、介護認定審査会において必要に応じ市町村への意見付記を活用していただきます
　　よう、審査会委員への周知をお願いします。

17 福祉用具貸与 10円

- 62 -



１単位単価

◇月の途中で、利用者が死亡し、又は施設に入所した場合等 （老企第36号 第3の1）
死亡、入院等の時点で居宅介護支援を行っており、かつ、当該月分の指定居宅介護支援等の事業の人員及
び運営に関する基準（平成１１年厚生省令第３８号。以下「指定居宅介護支援等基準」）第１４条第１項
に規定する文書（給付管理票）を市町村（審査支払を国保連合会に委託している場合は、国保連合会）に
届け出ている事業者について、居宅介護支援費を算定する。

◇月の途中で、事業者の変更がある場合（第3の2）
利用者に対して月末時点で居宅介護支援を行い給付管理票を国保連合会に提出する事業者について居宅介
護支援費を算定する趣旨であるため、月の途中で事業者の変更があった場合には、変更後の事業者につい
てのみ居宅介護支援費を算定するものとする（ただし、月の途中で他の市町村に転出する場合を除く）。
届け出ている事業者について、居宅介護支援費を算定する。

◇月の途中で、要介護度に変更があった場合（第3の3）
要介護１又は要介護２と、要介護３から要介護５までは居宅サービス計画費の単位数が異なることから、
要介護度が要介護１又は要介護２から、要介護３から要介護５までに変更となった場合の取扱いは、月末
てのみ居宅介護支援費を算定するものとする（ただし、月の途中で他の市町村に転出する場合を除く）。
における要介護度区分に応じた報酬を請求するものとする。

◇月の途中で、他の市町村に転出する場合（第3の4）
利用者が月の途中に他の市町村に転出する場合には、転出の前後のそれぞれの支給限度額は、それぞれの
市町村で別々に管理することになることから、転入日の前日までの給付管理票を転入日以降の給付管理票
も別々に作成すること。この場合、それぞれの給付管理票を同一の居宅介護支援事業者が作成した場合で
あっても、それぞれについて居宅介護支援費が算定されるものとする。

◇サービス利用票を作成した月において利用実績のない場合 （第3の5）
サービス利用票の作成が行われなかった月及びサービス利用票を作成した月においても利用実績のない月
については、給付管理票を作成できないため、居宅介護支援費は請求できない。

基準注１
　　(1)居宅介護支援費(Ⅰ)、(2)居宅介護支援費(Ⅱ)、(3)居宅介護支援費(Ⅲ)までについては、利用者に対し
　て指定居宅介護支援を行い、かつ、月の末日において指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基
　準第１４条第１項の規定により、同項に規定する文書を提出している指定居宅介護支援事業者について、次
　に掲げる区分に応じ、それぞれ所定単位数を算定する。
　イ　居宅介護支援費(Ⅰ)　　指定居宅介護支援事業所において指定居宅介護支援を受ける１月当たりの利用
　　者数に、当該指定居宅介護支援事業所が法第１１５条の２３第３項の規定に基づき指定介護予防支援事業
　　所から委託を受けて行う指定介護予防支援の提供を受ける利用者数に２分の１を乗じた数を加えた数を当
　　該指定居宅介護支援事業所の介護支援専門員の員数で除して得た数（以下「取扱件数」）が４０未満であ
　　る場合又は４０以上である場合において、４０未満の部分について算定する。
　ロ　居宅介護支援費(Ⅱ)　　取扱件数が４０以上である場合において、４０以上６０未満の部分について算
　　定する。
　ハ　居宅介護支援費(Ⅲ)　　取扱件数が４０以上である場合において、６０以上の部分について算定する。
解釈注１　基本単位の取扱いについて〔老企第36号 第3の7〕
　(1)　取扱い件数の取扱い
　　　　基本単位の居宅介護支援費(Ⅰ)、居宅介護支援費(Ⅱ)、居宅介護支援費(Ⅲ)を区分するための取扱件数
　　　の算定方法は、当該指定居宅介護支援事業所全体の利用者（月末に給付管理を行っている者をいう）の
　　　総数に指定介護予防支援事業者から委託を受けた指定介護予防支援に係る利用者（120号告示に規定
　　　する厚生労働大臣が定める地域に該当する地域に住所を有する利用者を除く）の数に２分の１を乗じた
　　　数を加えた数を当該事業所の常勤換算方法により算定した介護支援専門員の員数で除して得た数とする
　(2)　居宅介護支援費の割り当て
　　　　居宅介護支援費(Ⅰ)、(Ⅱ)又は(Ⅲ)の利用者ごとの割り当てに当たっては、利用者の契約日が古いもの
　　　から順に、１件目から３９件目（常勤換算方法で１を超える数の介護支援専門員がいる場合にあっては
　　　４０にその数を乗じた数から１を減じた件数まで）については居宅介護支援費(Ⅰ)を算定し、４０件目
　　　（常勤換算方法で１を超える数の介護支援専門員がいる場合にあっては、４０にその数を乗じた件数）
　　　以降については、取扱件数に応じ、それぞれ居宅介護支援費(Ⅱ)又は(Ⅲ)を算定すること。
基準注２
　　別に厚生労働大臣が定める基準に該当する場合には、運営基準減算として、所定単位数の100分の50に
　相当する単位数を算定する。また、運営基準減算が２月以上継続している場合は、所定単位数は算定しない
解釈注２　居宅介護支援の業務が適切に行われない場合〔第3の6〕
　　注２の「別に厚生労働大臣が定める基準に該当する場合」については、大臣基準告示第八十二号に規定す
　ることとしたところであるが、より具体的には次のいずれかに該当する場合に減算される。
　　これは適正なサービスの提供を確保するためのものであり、運営基準に係る規定を遵守するよう努めるも
　のとする。市町村長は、当該規定を遵守しない事業所に対しては、遵守するよう指導すること。当該指導に
　従わない場合には、特別な事情がある場合を除き、指定の取消しを検討するものとする。
　(1)　指定居宅介護支援の提供の開始に際し、あらかじめ利用者に対して、
　　　・利用者は複数の指定居宅サービス事業者等を紹介するよう求めることができること
　　　・利用者は居宅サービス計画に位置付けた指定居宅サービス事業者等の選定理由の説明を求めることが
　　　　できること
　　　について文書を交付して説明を行っていない場合には、契約月から当該状態が解消されるに至った月の
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　　　前月まで減算する。
　(2)　居宅サービス計画の新規作成及びその変更に当たっては、次の場合に減算されるものであること。
　　　①　当該事業所の介護支援専門員が、利用者の居宅を訪問し、利用者及びその家族に面接していない場
　　　　合には、当該居宅サービス計画に係る月（以下「当該月」）から当該状態が解消されるに至った月の
　　　　前月まで減算する。
　　　②　当該事業所の介護支援専門員が、サービス担当者会議の開催を行っていない場合（やむを得ない事
　　　　情がある場合を除く）には、当該月から当該状態が解消されるに至った月の前月まで減算する。
　　　③　当該事業所の介護支援専門員が、居宅サービス計画の原案の内容について利用者又はその家族に対
　　　　して説明し、文書により利用者の同意を得た上で、居宅サービス計画を利用者及び担当者に交付して
　　　　いない場合には、当該月から当該状態が解消されるに至った月の前月まで減算する。
　(3)　次に掲げる場合においては、当該事業所の介護支援専門員が、サービス担当者会議等を行っていない
　　　ときには、当該月から当該状態が解消されるに至った月の前月まで減算する。
　　　①　居宅サービス計画を新規に作成した場合
　　　②　要介護認定を受けている利用者が要介護更新認定を受けた場合
　　　③　要介護認定を受けている利用者が要介護状態区分の変更の認定を受けた場合
　(4)　居宅サービス計画の作成後、居宅サービス計画の実施状況の把握（以下「モニタリング」）に当たっ
　　　ては、次の場合に減算されるものであること。
　　　①　当該事業所の介護支援専門員が１月に利用者の居宅を訪問し、利用者に面接していない場合は、特
　　　　段の事情のない限り、その月から当該状態が解消されるに至った月の前月まで減算する。
　　　②　当該事業所の介護支援専門員がモニタリングの結果を記録していない状態が１月以上継続する場合
　　　　には、特段の事情のない限り、その月から当該状態が解消されるに至った月の前月まで減算する。
基準注３ 省略
基準注４ 省略
基準注５ 省略
基準注６
　　別に厚生労働大臣が定める基準に該当する場合は、特定事業所集中減算として、１月につき２００単位を
　所定単位数から減算する。
解釈注６　特定事業所集中減算について〔第3の10〕
　(1)　判定期間と減算適用期間
　　　　居宅介護支援事業所は、毎年度２回、次の判定期間における当該事業所において作成された居宅サー
　　　ビス計画を対象とし、減算の要件に該当した場合は、次に掲げるところに従い、当該事業所が実施する
　　　減算適用期間の居宅居宅介護支援のすべてについて減算を適用する。
　　　①判定期間が前期(3月1日から8月末日)の場合は､減算適用期間を10月1日から3月31日までとする。
　　　②判定期間が後期(9月1日から2月末日)の場合は､減算適用期間を4月1日から9月30日までとする。
　(2)　判定方法
　　　　各事業所ごとに、当該事業所において判定期間に作成された居宅サービス計画のうち、訪問介護、通
　　　所介護又は福祉用具貸与又は地域密着型通所介護（以下「訪問介護サービス等」）が位置付けられた居
　　　宅サービス計画の数をそれぞれ算出し、訪問介護サービス等それぞれについて、最もその紹介件数の多
　　　い法人（以下「紹介率最高法人」）を位置付けた居宅サービス計画の数の占める割合を計算し、訪問介
　　　護サービス等のいずれかについて８０％を越えた場合に減算する。
　　　（具体的な計算式）
　　　　事業所ごとに、それぞれのサービスにつき、次の計算式により計算し、いずれかのサービスの値が
　　　８０％を越えた場合に減算
　　　　当該サービスに係る紹介率最高法人の居宅サービス計画数　÷　当該サービスを位置付けた計画数
　(3)　算定手続き
　　　　判定期間が前期の場合については、９月１５日までに、判定期間が後期の場合については３月１５日
　　　までに、すべての居宅介護支援事業者は、次に掲げる事項を記載した書類を作成し、算定の結果８０％
　　　を超えた場合については当該書類を市町村長に提出しなければならない。なお、８０％を超えなかった
　　　場合についても、当該書類は、各事業所において２年間保存しなければならない。
　　　①　判定期間における居宅サービス計画の総数
　　　②　訪問介護サービス等のそれぞれが位置づけられた居宅サービス計画数
　　　③　訪問介護サービス等のそれぞれの紹介率最高法人が位置付けられた居宅サービス計画数並びに紹介
　　　　率最高法人の名称、住所、事業所名及び代表者名
　　　④　(2)の算定方法で計算した割合
　　　⑤　(2)の算定方法で計算した割合が８０％を越えている場合であって正当な理由がある場合において
　　　　は、その正当な理由
　(4)　正当な理由の範囲
　　　　(3)で判定した割合が８０％を超える場合には、８０％を超えるに至ったことについて正当な理由が
　　　ある場合においては、当該理由を市町村長に提出すること。なお、市町村長が当該理由を不適当と判断
　　　した場合は特定事業所集中減算を適用するものとして取り扱う。正当な理由として考えられる理由を例
　　　示すれば次のようなものであるが、実際の判断に当たっては、地域的な事情等も含め諸般の事情を総合
　　　的に勘案し正当な理由に該当するかどうかを市町村長において適正に判断されたい。
　　　①　居宅介護支援事業者の通常の事業の実施地域に訪問介護サービス等が各サービスごとでみた場合に
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　　　　５事業所未満である場合などサービス事業所が少数である場合
　　　　（例）訪問介護事業所として４事業所、通所介護事業所として１０事業所が所在する地域の場合は、
　　　　　　訪問介護について紹介率最高法人を位置付けた割合が８０％を越えても減算は適用されないが、
　　　　　　通所介護について８０％を越えた場合には減算が適用される。
　　　　（例）訪問介護事業所として４事業所、通所介護事業所として４事業所が所在する地域の場合は、訪
　　　　　　問介護及び通所介護それぞれについて紹介率最高法人を位置付けた割合が８０％を越えた場合で
　　　　　　も減算は適用されない。
　　　②　特別地域居宅介護支援加算を受けている事業者である場合
　　　③　判定期間の１月当たりの平均居宅サービス計画件数が２０件以下であるなど事業所が小規模である
　　　　場合
　　　④　判定期間の１月当たりの居宅サービス計画のうち、それぞれのサービスが位置付けられた計画件数
　　　　が１月当たり平均１０件以下であるなど、サービスの利用が少数である場合
　　　　（例）訪問介護が位置付けられた計画件数が１月当たり平均５件、通所介護が位置付けられた計画件
　　　　　　数が１月当たり平均20件の場合は､訪問介護について紹介率最高法人を位置付けた割合が80％
　　　　　　を越えても減算は適用されないが、通所介護について80％を越えた場合には減算が適用される
　　　⑤　サービスの質が高いことによる利用者の希望を勘案した場合などにより特定の事業者に集中してい
　　　　ると認められた場合
　　　　（例）利用者から質が高いことを理由に当該サービスを利用したい旨の理由書の提出を受けている場
　　　　　　合であって、地域ケア会議等に当該利用者の居宅サービス計画を提出し、支援内容についての意
　　　　　　見・助言を受けているもの。
　　　⑥　その他正当な理由と市町村長が認めた場合
基準注７
　　利用者が月を通じて特定施設入居者生活介護(短期利用特定施設入居者生活介護費を算定する場合を除く)
　又は小規模多機能型居宅介護（短期利用居宅介護費を算定する場合を除く）、認知症対応型共同生活介護（
　短期利用認知症対応型共同生活介護費を算定する場合を除く）、地域密着型特定施設入居者生活介護（短期
　利用地域密着型特定施設入居者生活費を算定する場合を除く）若しくは複合型サービス（短期利用居宅介護
　費を算定する場合を除く）を受けている場合は、当該月については、居宅介護支援費は、算定しない。
基準ロ　初回加算
　　指定居宅介護支援事業所において、新規に居宅サービス計画を作成する利用者に対して、指定居宅介護支
　援を行った場合その他の別に厚生労働大臣が定める基準に適合する場合は、１月につき所定単位数を加算す
　る。ただし､イの注２に規定する別に厚生労働大臣が定める基準に該当する場合は､当該加算は､算定しない
【厚生労働大臣が定める基準に適合する場合】→利用者等告示・五十六
　次のいずれかに該当している場合
　イ　新規に居宅サービス計画を作成する利用者に対し指定居宅介護支援を行った場合
　ロ　要介護状態区分が２区分以上変更された利用者に対し指定居宅介護支援を行った場合
解釈初回加算について〔第3の9〕
　　初回加算は、具体的には次のような場合に算定される。
　①　新規に居宅サービス計画を作成する場合
　②　要支援者が要介護認定を受けた場合に居宅サービス計画を作成する場合
　③　要介護状態区分が２区分以上変更された場合に居宅サービス計画を作成する場合
基準ハ　特定事業所加算
　　別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして市町村長に届け出た指定居宅介護支援事業所は
　当該基準に掲げる区分に従い、１月につき次に掲げる所定単位数を加算する。ただし、特定事業所加算(Ⅰ)
　から特定事業所加算(Ⅲ)までのいずれかの加算を算定している場合においては、特定事業所加算(Ⅰ)から特
　定事業所加算(Ⅲ)までのその他の加算は算定しない。
　イ　特定事業所加算(Ⅰ)　　　５００単位
　ロ　特定事業所加算(Ⅱ)　　　４００単位
　ハ　特定事業所加算(Ⅲ)　　　３００単位
　ニ　特定事業所加算(Ⅳ)　　　１２５単位
【厚生労働大臣が定める基準】→大臣基準告示・八十四
　イ　特定事業所加算(Ⅰ)
　次のいずれにも適合すること。
　(1)　専ら指定居宅介護支援の提供に当たる常勤の主任介護支援専門員を２名以上配置していること。
　(2)　専ら指定居宅介護支援の提供に当たる常勤の介護支援専門員を３名以上配置していること。
　(3)　利用者に関する情報又はサービス提供に当たっての留意事項に係る伝達等を目的とした会議を定期的
　　　に開催すること。
　(4)　２４時間連絡体制を確保し、かつ、必要に応じて利用者等の相談に対応する体制を確保していること。
　(5)　算定日が属する月の利用者数の総数のうち、要介護状態区分が要介護３、要介護４又は要介護５であ
　　　る者の占める割合が１００分の４０以上であること。
　(6)　当該指定居宅介護支援事業所における介護支援専門員に対し、計画的に研修を実施していること。
　(7)　地域包括支援センターから支援が困難な事例を紹介された場合においても、当該支援が困難な事例に
　　　係る者に指定居宅介護支援を提供していること。
　(8)　地域包括支援センター等が実施する事例検討会等に参加していること。
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　(9)　居宅介護支援費に係る運営基準減算又は特定事業所集中減算の適用を受けていないこと。
　(10)　指定居宅介護支援事業所において指定居宅介護支援の提供を受ける利用者数が当該指定居宅介護支
　　　援事業所の介護支援専門員１人当たり４０名未満であること。
　(11)　介護支援専門員実務研修における科目「ケアマネジメントの基礎技術に関する実習」等の協力又は
　　　協力体制を確保していること。
　(12)　他の法人が運営する指定居宅介護支援事業者と共同で事例検討会、研修会等を実施していること。
　ロ　特定事業所加算(Ⅱ)
　次のいずれにも適合すること。
　(1)　イ(2)、(3)、(4)及び(6)から(12)までの基準に適合すること。
　(2)　専ら指定居宅介護支援の提供に当たる常勤の主任介護支援専門員を配置していること。
　ハ　特定事業所加算(Ⅲ)
　次のいずれにも適合すること。
　(1)　イ(3)、(4)及び(6)から(12)までの基準に適合すること。
　(2)　ロ(2)の基準に適合すること。
　(3)　専ら指定居宅介護支援の提供に当たる常勤の介護支援専門員を２名以上配置していること。
　ニ　特定事業所加算(Ⅳ)
　次のいずれにも適合すること。
　(1)　前々年度の３月から前年度の２月までの間において退院・退所加算(Ⅰ)イ､(Ⅰ)ロ､(Ⅱ)イ､(Ⅱ)ロ又は
　　　(Ⅲ)の算定に係る病院､診療所､地域密着型介護老人福祉施設又は介護保険施設との連携の回数（第八十
　　　五号の二　イからホまでに規定する情報の提供を受けた回数をいう）の合計が３５回以上であること。
　(2)　前々年度の３月から前年度の２月までの間においてターミナルケアマネジメント加算を５回以上算定
　　　していること。
　(3)　特定事業所加算（Ⅰ）、（Ⅱ）又は（Ⅲ）を算定していること。
解釈特定事業所加算について〔第3の11〕
　(1)　趣旨　　　特定事業所加算制度は、中重度者や支援困難ケースへの積極的な対応や、専門性の高い人
　　　　材の確保、医療・介護連携への積極的な取組等を総合的に実施することにより質の高いケアマネジメ
　　　　ントを実施している事業所を評価し、地域における居宅介護支援事業所のケアマネジメントの質の向
　　　　上に資することを目的とするものである。
　(2)　基本的取扱方針　　　特定事業所加算(Ⅰ)、(Ⅱ)、(Ⅲ)の対象となる事業所については、
　　　　・公正中立性を確保し、サービス提供主体からも実質的に独立した事業所であること
　　　　・常勤かつ専従の主任介護支援専門員及び介護支援専門員が配置され、どのような支援困難ケースで
　　　　　も適切に処理できる体制が整備されている。いわばモデル的な居宅介護支援事業所であること
　　　　が必要となるものであり、これらに加えて、特定事業所加算(Ⅳ)の対象となる事業所においては、日
　　　　頃から医療機関等との連携に関する取組をより積極的に行う事業所であることが必要となる。
　　　　　本制度については、こうした基本的な取扱方針を十分に踏まえ、(1)に掲げる趣旨に合致した適切
　　　　な運用を図られるよう留意されたい。
　(3)　厚生労働大臣の定める基準の具体的運用方針
　　　　　大臣基準告示第八十四号に規定する各要件の取扱については、次に定めるところによること。
　　①　(1)関係
　　　　　　常勤かつ専従の主任介護支援専門員については、当該指定居宅介護支援事業所の業務に支障がな
　　　　　い場合は、同一敷地内にある他の事業所の職務を兼務しても差し支えないものとする。
　　②　(2)関係
　　　　　　常勤かつ専従の介護支援専門員３名とは別に、主任介護支援専門員２名を置く必要があること。
　　　　　したがって、当該加算を算定する事業所においては、少なくとも主任介護支援専門員２名及び介護
　　　　　支援専門員３名の合計５名を常勤かつ専従で配置する必要があること。
　　③　(3)関係
　　　　　　「利用者に関する情報又はサービス提供に当たっての留意事項に係る伝達等を目的とした会議」
　　　　　は、次の要件を満たすものでなければならないこと。
　　　　　ア　議題については、少なくとも次のような議事を含めること。
　　　　　　(1)　現に抱える処遇困難ケースについての具体的な処遇方針
　　　　　　(2)　過去に取り扱ったケースについての問題点及びその処遇方策
　　　　　　(3)　地域における事業者や活用できる社会資源の状況
　　　　　　(4)　保健医療及び福祉に関する諸制度
　　　　　　(5)　ケアマネジメントに関する技術
　　　　　　(6)　利用者からの苦情があった場合は、その内容及び改善方針
　　　　　　(7)　その他必要な事項
　　　　　イ　議事については、記録を作成し、２年間保存しなければならないこと。
　　　　　ウ　「定期的」とは、おおむね週１回以上であること。
　　④　(4)関係
　　　　　　２４時間連絡可能な体制とは、常時、担当者が携帯電話等により連絡を取ることができ、必要に
　　　　　応じて相談に応じることが可能な体制をとる必要があることを言うものであり、当該事業所の介護
　　　　　支援専門員が輪番制による対応等も可能であること。
　　⑤　(5)関係
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　　　　　　要介護３、要介護４又は要介護５の者の割合が４０％以上であることについては、毎月その割合
　　　　　を記録しておくこと。
　　　　　　なお、特定事業所加算を算定する事業所については、積極的に支援困難ケースに取り組むべきこ
　　　　　ととされているものであり、こうした割合を満たすものではなく、それ以外のケースについても、
　　　　　常に積極的に支援困難ケースを受け入れるべきものであること。
　　　　　　また、(7)の要件のうち、「地域包括支援センターから支援が困難な事例を紹介された場合」に
　　　　　該当するケースについては、例外的に(5)の４０％要件の枠外として取り扱うことが可能であるこ
　　　　　と（すなわち、当該ケースについては、要介護３、要介護４又は要介護５の者の割合の計算の対象
　　　　　外として取り扱うことが可能）。
　　⑥　(6)関係
　　　　　　「計画的に研修を実施していること」については、当該事業所における介護支援専門員の資質向
　　　　　上のための研修体系と当該研修実施のための勤務体制の確保を定めるとともに、介護支援専門員に
　　　　　ついて個別具体的な研修の目標、内容、研修期間、実施時期等について、毎年度少なくとも次年度
　　　　　が始まるまでに次年度の計画を定めなければならない。また、管理者は、研修目標の達成状況につ
　　　　　いて、適宜、確認し、必要に応じて改善措置を講じなければならないこと。なお、年度の途中で加
　　　　　算取得の届出をする場合にあっては、当該届出を行うまでに当該計画を策定すればよいこと。
　　⑦　(7)関係
　　　　　　特定事業所加算算定事業所については、自ら積極的に支援困難ケースを受け入れるものでなけれ
　　　　　ばならず、また、そのため、常に地域包括支援センターとの連携を図らなければならないこと。
　　⑧　(9)関係
　　　　　　特定事業所加算の趣旨を踏まえ、単に減算の適用になっていないのみならず、特定事業所加算の
　　　　　趣旨を踏まえた、中立公正を確保し、実質的にサービス提供事業所からの独立性を確保した事業所
　　　　　である必要があること。
　　⑨　(10)関係
　　　　　　取り扱う利用者数については、原則として事業所単位で平均して介護支援専門員①名当たり４０
　　　　　名未満であれば差し支えないこととするが、ただし、不当に特定の者に偏るなど、適切なケアマネ
　　　　　ジメントに支障がでることがないよう配慮しなければならないこと。
　　⑩　(11)関係
　　　　　　協力及び協力体制とは、現に研修における実習等の受入が行われていることに限らず、受入が可
　　　　　能な体制が整っていることをいう。そのため、当該指定居宅介護支援事業所は、研修の実施主体と
　　　　　の間で実習等の受入を行うことに同意していることを、書面等によって提示できるようにすること
　　⑪　(12)関係
　　　　　　特定事業所加算算定事業所は、質の高いケアマネジメントを実施する事業所として、地域におけ
　　　　　る居宅介護支援事業所のケアマネジメントの質の向上を牽引する立場にあることから、同一法人内
　　　　　に留まらず、他の法人が運営する事業所の職員も参画した事例検討会等の取組を、自ら率先して実
　　　　　施していかなければならない。なお、事例検討会等の内容､実施時期､共同で実施する他事業所等に
　　　　　ついて、毎年度少なくても次年度が始まるまでに次年度の計画を定めなければならない。なお、年
　　　　　度の途中で加算取得の届出をする場合にあっては、当該届出を行うまでに当該計画を策定すること
　　⑫　特定事業所加算(Ⅱ)について
　　　　　　常勤かつ専従の主任介護支援専門員については、当該指定居宅介護支援事業所の業務に支障がな
　　　　　い場合は、同一敷地内にある他の事業所の職務を兼務しても差し支えないものとする。
　　　　　　また､常勤かつ専従の介護支援専門員３名とは別に､主任介護支援専門員を置く必要があること。
　　　　　したがって、当該加算を算定する事業所においては、少なくとも主任介護支援専門員及び介護支援
　　　　　専門員３名の合計４名を常勤かつ専従で配置する必要があること。
　　⑬　特定事業所加算(Ⅲ)について
　　　　　　常勤かつ専従の主任介護支援専門員については、当該指定居宅介護支援事業所の業務に支障がな
　　　　　い場合は、同一敷地内にある他の事業所の職務を兼務しても差し支えないものとする。
　　　　　　また､常勤かつ専従の介護支援専門員２名とは別に､主任介護支援専門員を置く必要があること。
　　　　　したがって、当該加算を算定する事業所においては、少なくとも主任介護支援専門員及び介護支援
　　　　　専門員２名の合計３名を常勤かつ専従で配置する必要があること。
　　⑭　特定事業所加算(Ⅳ)について
　　　ア　退院・退所加算の算定実績について
　　　　　退院・退所加算の算定実績に係る要件については、退院・退所加算の算定回数ではなく、その算定
　　　　に係る病院等との連携回数が、特定事業所加算(Ⅳ)を算定する年度の前々年度の３月から前年度の２
　　　　月までの間において３５回以上の場合に要件を満たすこととなる。
　　　イ　ターミナルケアマネジメント加算の算定実績について
　　　　　ターミナルケアマネジメント加算の算定実績に係る要件については、特定事業所加算(Ⅳ)を算定す
　　　　る年度の前々年度の３月から前年度の２月までの間において、算定回数が５回医所の場合に要件を満
　　　　たすこととなる。
　　　ウ　特定事業所加算(Ⅰ)～(Ⅲ)の算定実績について
　　　　　特定事業所加算(Ⅳ)は、質の高いケアマネジメントを提供する体制のある事業所が医療・介護連携
　　　　に総合的に取り組んでいる場合に評価を行うものであるから、他の要件を満たす場合であっても、特
　　　　定事業所加算(Ⅰ)､(Ⅱ)又は(Ⅲ)のいずれかを算定していない月は特定事業所加算(Ⅳ)の算定はできない
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　　⑮　その他
　　　　特定事業所加算取得事業所については、介護保険法に基づく情報公表を行うほか、積極的に特定事業
　　　所加算取得事業所である旨を表示するなど利用者に対する情報提供を行うこと。また、利用者に対し、
　　　特定事業所加算取得事業所である旨及びその内容が理解できるよう説明を行うこと。
　(4)　手続
　　　　本加算を取得した特定事業所については、毎月末までに、基準の遵守状況に関する所定の記録を作成
　　　し、２年間保存するとともに、市町村長から求めがあった場合については、提出しなければならない。
基準ニ　入院時情報連携加算
　　利用者が病院又は診療所に入院するに当たって、当該病院又は診療所の職員に対して、当該利用者の心身
　の状況や生活環境等の当該利用者に係る必要な情報を提供した場合は、別に厚生労働大臣が定める基準に掲
　げる区分に従い、利用者１人につき１月に１回を限度として所定単位数を加算する。ただし、次に掲げるい
　ずれかの加算を算定している場合においては、次に掲げるその他の加算は算定しない。
　イ　入院時情報連携加算(Ⅰ)　　　２００単位
　ロ　入院時情報連携加算(Ⅱ)　　　１００単位
【厚生労働大臣が定める基準】→大臣基準告示・八十五
　イ　入院時情報連携加算(Ⅰ)
　　利用者が病院又は診療所に入院してから３日以内に、当該病院又は診療所の職員に対して当該利用者に係
　　る必要な情報を提供していること。
　ロ　入院時情報連携加算(Ⅱ)
　　利用者が病院又は診療所に入院してから４日以上７日以内に、当該病院又は診療所の職員に対して当該利
　　用者に係る必要な情報を提供していること。
解釈入院時情報連携加算について〔第3の12〕
　(1)　総論
　　　　「必要な情報」とは、具体的には、当該利用者の入院日、心身の状況（例えば疾患・病歴、認知症の
　　　有無や徘徊等の行動の有無など）、生活環境（例えば、家族構成、生活歴、介護者の介護方法や家族介
　　　護者の状況など）及びサービスの利用状況をいう。当該加算については、利用者１日につき、１月に１
　　　回を限度として算定することとする。
　　　　また、情報提供を行った日時、場所（医療機関へ出向いた場合）､内容､提供手段（面談、ＦＡＸ等）
　　　等について居宅サービス計画等に記録すること。なお、情報提供の方法としては、居宅サービス計画等
　　　の活用が考えられる。
　(2)　入院時情報連携加算(Ⅰ)
　　　　利用者が入院してから３日以内に、医療機関の職員に対して必要な情報を提供した場合に所定単位数
　　　を算定する。
　(3)　入院時情報連携加算(Ⅱ)
　　　　利用者が入院してから４日以上７日以内に、医療機関の職員に対して必要な情報を提供した場合に所
　　　定単位数を算定する。
＜解説＞　日数の数え方
　　「３日以内」とは、入院した当日は含まず、翌日を１日目とカウントします。（例　４月１日に入院した
　場合は、４月２日：１日目、４月３日：２日目、４月４日：３日目となります）
　※根拠：民法第140条　日､週､月又は年によって期間を定めたときは､期間の初日は､算入しない。ただ
　　し、その期間は午前０時から始まるときは、この限りではない。（初日不算入の原則）
＜様式＞　情報提供の様式
　　入院時情報連携加算に係る様式例があります。札幌市介護支援専門員連絡協議会のホームページをご参照
　ください。
基準ホ　退院・退所加算
　　病院若しくは診療所に入院していた者又は地域密着型介護老人福祉施設若しくは介護保険施設に入所して
　いた者が退院又は退所し、その居宅において居宅サービス又は地域密着型サービスを利用する場合において
　当該利用者の退院又は退所に当たって、当該病院、診療所、地域密着型介護老人福祉施設又は介護保険施設
　の職員と面談を行い、当該利用者に関する必要な情報の提供を受けた上で、居宅サービス計画を作成し、居
　宅サービス又は地域密着型サービスの利用に関する調整を行った場合（同一の利用者について、当該居宅サ
　－ビス及び地域密着型サービスの利用開始月に調整を行う場合に限る）には、別に厚生労働大臣が定める基
　準に掲げる区分に従い、入院又は入所期間中に１回を限度として所定単位数を加算する。ただし、次に掲げ
　るいずれかの加算を算定する場合においては、次に掲げるその他の加算は算定しない。また、初回加算を算
　定する場合は、当該加算は算定しない。
　イ　退院・退所加算(Ⅰ)イ　　　４５０単位 　ロ　退院・退所加算(Ⅰ)ロ　　　６００単位
　ハ　退院・退所加算(Ⅱ)イ　　　６００単位 　ニ　退院・退所加算(Ⅱ)ロ　　　７５０単位
　ホ　退院・退所加算(Ⅲ)　　　　９００単位
【厚生労働大臣が定める基準】→大臣基準告示・八十五の二
　イ　退院・退所加算(Ⅰ)イ　
　　病院、診療所、地域密着型介護老人福祉施設又は介護老人福祉施設の職員から利用者に係る必要な情報の
　　提供をカンファレンス以外の方法により１回受けていること。
　ロ　退院・退所加算(Ⅰ)ロ
　　病院、診療所、地域密着型介護老人福祉施設又は介護老人福祉施設の職員から利用者に係る必要な情報の
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　　提供をカンファレンスにより１回受けていること。
　ハ　退院・退所加算(Ⅱ)イ
　　病院、診療所、地域密着型介護老人福祉施設又は介護老人福祉施設の職員から利用者に係る必要な情報の
　　提供をカンファレンス以外の方法により２回以上受けていること。
　ニ　退院・退所加算(Ⅱ)ロ
　　病院、診療所、地域密着型介護老人福祉施設又は介護老人福祉施設の職員から利用者に係る必要な情報の
　　提供を２回受けており、うち１回はカンファレンスによること。
　ホ　退院・退所加算(Ⅲ)
　　病院、診療所、地域密着型介護老人福祉施設又は介護老人福祉施設の職員から利用者に係る必要な情報の
　　提供を３回以上受けており、うち１回以上はカンファレンスによること。
解釈退院・退所加算について〔第3の13〕
　(1)　総論
　　　　病院若しくは診療所への入院又は地域密着型介護老人福祉施設若しくは介護保険施設(以下｢病院等｣)
　　　への入所をしていた者が退院又は退所し、その居宅において居宅サービス又は地密着型サービスを利用
　　　する場合において、当該利用者の退院又は退所に当たって、当該病院等の職員と面談を行い、利用者に
　　　関する必要な情報を得た上で、居宅サービス計画を作成し、居宅サービス又は地域密着型サービスの利
　　　用に関する調整を行った場合には、当該利用者の居宅サービス又は地域密着型サービスの利用開始月に
　　　所定単位数を加算する。ただし、初回加算を算定する場合は、算定しない。なお、利用者に関する必要
　　　な情報については、別途定めることとする。
　(2)　算定区分について
　　　　退院・退所加算については、以下の①から③の算定区分により、入院又は入所期間中１回（医師等か
　　　らの要請により退院に向けた調整を行うための面談に参加し、必要な情報を得た上で、居宅サービス計
　　　画を作成し、居宅サービス又は地域密着型サービスの利用に関する調整を行った場合を含む）のみ算定
　　　することができる。
　　　①　退院・退所加算(Ⅰ)イ・ロ
　　　　　退院・退所加算(Ⅰ)イ及びロについては、病院等の職員からの情報収集を１回行っている場合に算
　　　　定可能であり、うち(1)ロについてはその方法がカンファレンスである場合に限る。
　　　②　退院・退所加算(Ⅱ)イ・ロ
　　　　・退院・退所加算(Ⅱ)イ及びロについては、病院等の職員からの情報収集を２回以上行っている場合
　　　　　に算定が可能。
　　　　・退院・退所加算(Ⅱ)ロについては、病院等の職員からの情報収集を２回行っている場合であって、
　　　　　うち１回以上がカンファレンスによる場合に算定が可能。
　　　③　退院・退所加算(Ⅲ)
　　　　　退院・退所加算(Ⅲ)については、病院等の職員からの情報収集を３回以上行っている場合であって
　　　　うち１回以上がカンファレンスによる場合に算定が可能。
　(3)　その他の留意事項
　　　①　(2)に規定するカンファレンスは以下のとおりとする。
　　　　イ　病院又は診療所
　　　　　　診療報酬の算定方法（平成２０年厚生労働省告示第５９号）別表第一医科診療報酬点数表の退院
　　　　　時共同指導料２の注３の要件を満たすもの。
　　　　ロ　地域密着型介護老人福祉施設
　　　　　　指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準（以下「基準」）第134条
　　　　　第６項及び第７項に基づき、入所者への援助及び居宅介護支援事業者への情報提供等を行うにあた
　　　　　り実施された場合の会議。ただし、基準第131条第１項に掲げる地域密着型介護老人福祉施設に
　　　　　置くべき従業者及び入所者又はその家族が参加するものに限る。
　　　　ハ　介護老人福祉施設
　　　　　　指定介護老人福祉施設の人員、設備及び運営に関する基準(以下｢基準｣)に基づき、入所者への援
　　　　　助及び居宅介護支援事業者に対する情報提供等を行うにあたり実施された場合の会議。ただし基準
　　　　　第２条に掲げる介護老人福祉施設に置くべき従業者及び入所者又はその家族が参加するものに限る
　　　　ニ　介護老人保健施設
　　　　　　介護老人保健施設の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準（以下「基準」）に基づき、入
　　　　　所者への指導及び居宅介護支援事業者に対する情報提供等を行うにあたり実施された場合の会議。
　　　　　ただし、基準第２条に掲げる介護老人保健施設に置くべき従業者及び入所者又はその家族が参加す
　　　　　るものに限る。
　　　　ホ　介護医療院
　　　　　　介護医療院の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準（以下「基準」）に基づき、入所者へ
　　　　　の指導及び居宅介護支援事業者に対する情報提供等を行うにあたり実施された場合の会議。ただし
　　　　　基準第４条に掲げる介護医療院に置くべき従業者及び入所者又はその家族が参加するもに限る。
　　　　ヘ　介護療養型医療施設
　　　　　　健康保健法の一部を改正する法律の規定によりなおその効力を有するものとされた指定介護療養
　　　　　型医療施設の人員、設備及び運営に関する基準（以下「基準」）に基づき、患者に対する指導及び
　　　　　居宅介護支援事業者に対する情報提供等を行うにあたり実施された場合の会議。ただし、基準第２
　　　　　条に掲げる介護療養型医療施設に置くべき従業者及び患者又はその家族が参加するものに限る。
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　　　②　同一日に必要な情報の提供を複数回受けた場合又はカンファレンスに参加した場合でも、１回とし
　　　　て算定する。
　　　③　原則として、退院・退所前に利用者に関する必要な情報を得ることが望ましいが、退院後７日以内
　　　　に情報を得た場合には算定することとする。
　　　④　カンファレンスに参加した場合は、(1)において別途定める様式ではなく、カンファレンスの日時､
　　　　開催場所、出席者、内容の要点について居宅サービス計画等に記録し、利用者又は家族に提供した文
　　　　書の写しを添付すること。
＜様式＞　加算算定に伴う様式
　　退院･退所加算に係る様式例があります。札幌市介護支援専門員連絡協議会のﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞをご参照ください。
＜参考＞　退院・退所加算の構成

※カンファレンスも情報収集として考えます
同加算のカンファレンスは、診療報酬の算定方法別表第１医科診療報酬点数表の退院時共同指導料２の注
３の要件を満たすものとされてます。退院時共同指導料２の注３には、
・入院中の保険医療機関の保険医又は看護師等が、
・在宅療養担当医療機関の保険医若しくは看護師等、
・保険医である歯科医師若しくはその指示を受けた歯科衛生士、
・保険薬局の保険薬剤師、
・訪問看護ステーションの看護師等（准看護師を除く）、理学療法士、作業療法士若しくは言語聴覚士、
・介護支援専門員又は相談支援専門員
のうちいずれか３者以上と共同して指導を行った場合に、多機関共同指導加算として、2,000点を所定
点数に加算する。　　　とあります。 
＜参考＞
Ｑ　「３者以上と共同して指導を行った場合」の「３者」とはどのようにカウントすればよいのか。
Ａ　「３者」とは、算定する保険医療機関の関係者を除外したうえでの数。したがって、実際現場に
　　集まるのは４者以上（入院中の保険医療機関の保険医又は看護師等以外に､在宅療養担当医師等､
　　歯科医師、薬剤師、訪問看護ｽﾃｰｼｮﾝの看護師、介護支援専門員等）となる。
これらの要件に十分留意した上で、同加算の算定をされますようお願いいたします。
また、当該医療機関で、多機関共同指導加算を算定されるかどうかも確認するとよいでしょう。

基準ヘ　小規模多機能型居宅介護事業所連携加算
　　利用者が指定小規模多機能型居宅介護の利用を開始する際に、当該利用者に係る必要な情報を当該指定小
　規模多機能型居宅介護を提供する指定小規模多機能型居宅介護事業所に提供し、当該指定小規模多機能型居
　宅介護事業所における居宅サービス計画の作成等に協力した場合に、所定単位数を加算する。ただし、この
　場合において、利用開始日前６月以内において、当該利用者による当該指定小規模多機能型居宅介護事業所
　の利用について本加算を算定している場合は、算定しない。
解釈小規模多機能型居宅介護事業所連携加算について〔第3の14〕
　　当該加算は、介護支援専門員が、小規模多機能型居宅介護事業所に出向き、利用者の居宅サービスの利用
　状況等の情報提供を行うことにより、当該利用者の小規模多機能型居宅介護における居宅サービス計画の作
　成に協力を行った場合に、算定を行うものである。ただし、当該小規模多機能型居宅介護事業所について６
　月以内に当該加算を算定した利用者については、算定することができない。また、当該加算は、利用者が小
　規模多機能型居宅介護の利用を開始した場合にのみ算定することができるものとする。
基準ト　看護小規模多機能型居宅介護事業所連携加算
　　利用者が指定看護小規模多機能型居宅介護の利用を開始する際に、当該利用者に係る必要な情報を当該指
　定看護小規模多機能型居宅介護を提供する指定看護小規模多機能型居宅介護事業所に提供し、当該指定看護
　小規模多機能型居宅介護事業所における居宅サービス計画の作成等に協力した場合に、所定単位数を加算す
　る。ただし、この場合において、利用開始日前６月以内において、当該利用者による当該指定看護小規模多
　機能型居宅介護事業所の利用について本加算を算定している場合は、算定しない。
解釈看護小規模多機能型居宅介護事業所連携加算について〔第3の15〕
　　当該加算は、介護支援専門員が、看護小規模多機能型居宅介護事業所に出向き、利用者の居宅サービスの
　利用状況等の情報提供を行うことにより、当該利用者の看護小規模多機能型居宅介護における居宅サービス
　計画の作成に協力を行った場合に、算定を行うものである。ただし、当該看護小規模多機能型居宅介護事業
　所について６月以内に当該加算を算定した利用者については、算定することができない。また、当該加算は
　利用者が看護小規模多機能型居宅介護の利用を開始した場合にのみ算定することができるものとする。
基準チ　緊急時等居宅カンファレンス加算
　　病院又は診療所の求めにより、当該病院又は診療所の医師又は看護師等と共に利用者の居宅を訪問し、カ
　ンファレンスを行い、必要に応じて、当該利用者に必要な居宅サービス又は地域密着型サービスの利用に関
　する調整を行った場合は、利用者１人につき１月に２回を限度として所定単位数を加算する。

加算（Ⅱ） 情報収集　２回 600単位
　　情報収集　　　　１回
　　カンファレンス　１回

750単位

加算（Ⅲ）
　　情報収集　　　　２回
　　カンファレンス　１回

900単位

イ ロ

加算（Ⅰ） 情報収集　１回 450単位 　　カンファレンス　１回 600単位

43 居宅介護支援 10.21円
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１単位単価

解釈緊急時等居宅カンファレンス加算について〔第3の16〕
　(1)　当該加算を算定する場合は､カンファレンスの実施日（指導した日が異なる場合は指導日もあわせて）
　　　カンファレンスに参加した医療関係職種等の氏名及びそのカンファレンスの要点を居宅サービス計画等
　　　に記載すること。
　(2)　当該カンファレンスは、利用者の病状が急変した場合や、医療機関における診療方針の大幅な変更等
　　　の必要が生じた場合に実施されるものであることから、利用者の状態像等が大きく変化していることが
　　　十分想定されるため、必要に応じて、速やかに居宅サービス計画を変更し、居宅サービス及び地域密着
　　　型サービスの調整を行うなど適切に対応すること。
基準リ　ターミナルケアマネジメント加算
　　在宅で死亡した利用者（末期の悪性腫瘍の患者に限る）に対して、別に厚生労働大臣が定める基準に適合
　しているものとして市町村長に届け出た指定居宅介護支援事業所が、その死亡日及び死亡日前１４日以内に
　２日以上、当該利用者又はその家族の同意を得て、当該利用者の居宅を訪問し、当該利用者の心身の状況等
　を記録し、主治の医師及び居宅サービス計画に位置付けた居宅サービス事業者に提供した場合は、１月につ
　き所定単位数を加算する。
【厚生労働大臣が定める基準】→大臣基準告示・八十五の三
　ターミナルケアマネジメントを受けることに同意した利用者について、２４時間連絡できる体制を確保して
　おり、かつ、必要に応じて指定居宅介護支援を行うことができる体制を整備していること。
解釈ターミナルケアマネジメント加算について〔第3の17〕
　(1)　ターミナルケアマネジメント加算については、在宅で死亡した利用者の死亡月に加算することとする
　　　が、利用者の居宅を最後に訪問した日の属する月と、利用者の死亡月が異なる場合には、死亡月に算定
　　　することとする。
　(2)　ターミナルケアマネジメント加算は、１人の利用者に対し、１か所の指定居宅介護支援事業所に限り
　　　算定できる。なお、算定要件を満たす事業所が複数ある場合には、当該利用者が死亡日又はそれに最も
　　　近い日に利用した指定居宅サービスを位置付けた居宅サービス計画を作成した事業所がターミナルケア
　　　マネジメント加算を算定することとする
　(3)　ターミナルケアマネジメントを受けることについて利用者又はその家族が同意した時点以降は、次に
　　　掲げる事項を支援経過として居宅サービス計画等に記録しなければならない。
　　　①　終末期の利用者の心身又は家族の状況の変化や環境の変化及びこれらに対して居宅介護支援事業者
　　　　が行った支援についての記録
　　　②　利用者への支援にあたり、主治の医師及び居宅サービス計画に位置付けた指定居宅サービス事業者
　　　　等と行った連絡調整に関する記録
　(4)　ターミナルケアマネジメントを受けている利用者が、死亡診断を目的として医療機関へ搬送され、24
　　　時間以内に死亡が確認される場合等については、ターミナルケアマネジメント加算を算定することがで
　　　きるものとする。

「厚生労働大臣が定める回数及び訪問介護」の公布について
（平成30年5月10日　老振発0510第1号　介護保険最新情報Vol.652）

　１　趣旨　：　訪問介護における生活援助中心型サービスについては、社会保障審議会介護給付費分科会に
　　おける議論を踏まえ、利用者の自立支援・重度化防止や地域資源の有効活用等の観点から、通常の利用状
　　況からかけ離れた回数となっているケアプランについて、市町村への届出を義務付け、そのケアプランに
　　ついて、地域ケア会議の開催等により検証を行うこととしている。
　　　これは、生活援助中心型サービスについては必要以上のサービス提供を招きやすい構造的な課題がある
　　という指摘がある一方で、利用者において、様々な事情を抱える場合もあることを踏まえて利用者の自立
　　支援にとって、より良いサービスとするため、ケアマネジャーの視点だけではなく、多職種協働による検
　　証を行い、必要に応じて、ケアプランの内容の是正を促すものである。
　　　なお、平成３０年度介護報酬改定では、訪問介護について、上記の取組のほか、身体介護に重点を置い
　　て報酬を引き上げるとともに、外部のリハビリ専門職等と連携した取り組みの評価、身体介護として行う
　　自立支援に資するような見守り援助の明確化により、自立支援・重度化防止に資するサービスの推進・評
　　価をすることとしている。
　２　本告示の概要　：　上記のケアプランの届出については、指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に
　　関する基準第１３条第十八号の二において、介護支援専門員は、居宅サービス計画に厚生労働大臣が定め
　　る回数以上の訪問介護（厚生労働大臣が定めるものに限る）を位置付ける場合に、当該居宅サービス計画
　　を市町村に届け出ることとされている。
　　　届出の対象となる訪問介護の種類は生活援助中心型サービスとし、届出の要否の基準となる回数は、要
　　介護度別の「全国平均利用回数÷２標準偏差（２ＳＤ）（※）」と基準とする。（※）全国での利用回数
　　の標準偏差に２を乗じた回数
　　　具体的には、直近の１年間（平成28年10月～平成29年9月分）の給付実績（全国）を基に、各月に
　　おける要介護別の「全国平均利用回数÷２標準偏差（２ＳＤ）」の回数を算出した上で、要介護度別に最
　　大値となる月の回数を用いることとし、要介護状態区分に応じてそれぞれ１月あたり以下の回数とする。

　　　なお、本告示の適用期日は平成30年10月1日である。
２７回 ３４回 ４３回 ３８回 ３１回

43 居宅介護支援 10.21円
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１単位単価

解釈基本単位の算定について〔老計発第0331005号・老振発第0331005号・老老発第0331018号 第2の2(1)〕
　　定期巡回・随時対応型訪問介護看護費を算定する場合については、月途中からの利用開始又は月途中での
　利用終了の場合には、所定単位数を日割り計算して得た単位数を算定する。
　　なお、定期巡回・随時対応型訪問介護看護費を算定している間は、当該利用者に係る、他の訪問サービス
　のうち、訪問介護費（通院等乗降介助に係るものを除く）、訪問看護費（連携型指定定期巡回・随時対応型
　訪問介護看護を利用している場合を除く）及び夜間対応型訪問介護費（以下「訪問介護等」）は算定しない
　ものとする。この場合において、定期巡回・随時対応型訪問介護看護の利用を開始した初日における当該利
　用開始時以前に提供されたサービスに係る訪問介護費等及び利用終了日における当該利用終了後に提供され
　たサービスに係る訪問介護費等は算定できるものとする。
基準注２　
　　イ(2)（定期巡回・随時対応型訪問介護看護費(Ⅰ)、(2)訪問看護サービスを行う場合）については、指定
　定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所の定期巡回・随時対応型訪問介護看護従業者が、通院が困難な利
　用者（末期の悪性腫瘍その他別に厚生労働大臣が定める疾病等の患者を除く）に対して、指定定期巡回・随
　時対応型訪問介護看護を行った場合（訪問看護サービスを行った場合に限る）に、利用者の要介護状態区分
　に応じて、１月につきそれぞれ所定単位数を算定する。ただし、准看護師が訪問看護サービスを行った場合
　は、所定単位数の１００分の９８に相当する単位数を算定する。
【厚生労働大臣が定める疾病等】→利用者等告示・三十二
　多発性硬化症、重症筋無力症、スモン、筋委縮性側索硬化症、脊髄小脳変性症、ハンチントン病、進行性筋
　ジストロフィー症、パーキンソン病関連疾患（進行性核上性麻痺、大脳皮質基底核変性症及びﾊﾟｰｷﾝｿﾝ病（
　ﾎｰｴﾝ･ﾔｰﾙの重症度分類がステージ３以上であって生活機能障害度がⅡ度又はⅢ度のものに限る）をいう）、
　多系統萎縮症（綿条体異質変性症、オリーブ橋小脳萎縮症及びシャイ・ドレーガー症候群）、プリオン病、
　亜急性硬化性全脳炎、ライソゾーム病、副腎白質ジストロフィー、脊髄性筋萎縮症、球脊髄性筋委縮症、慢
　性炎症性脱髄性多発神経炎、後天性免疫不全症候群、頸髄損傷及び人工呼吸器を使用している状態
解釈注２　訪問看護サービス利用者に係る定期巡回・随時対応型訪問介護看護費(Ⅰ)の取扱い

　　　〔第2の2(3)〕
　①　「通院が困難な利用者」について
　　　「通院が困難な利用者」の趣旨は、通院により、同様のサービスが担保されるのであれば、通院サービ
　　スを優先すべきということである。
　　　訪問看護サービス利用者に係る定期巡回・随時対応型訪問介護看護費(Ⅰ)は「通院が困難な利用者」に
　　対して算定することとされているが、通院の可否にかかわらず、療養生活を送る上での居宅での新が不可
　　欠な者に対して、ケアマネジメントの結果、訪問看護サービスの提供が必要と判断された場合は訪問看護
　　サービス利用者に係る定期巡回・随時対応型訪問介護看護費(Ⅰ)を算定できるものである。
　②　訪問看護指示の有効期間について
　　　訪問看護サービス利用者に係る定期巡回・随時対応型訪問介護看護費(Ⅰ)は、主治の医師の判断に基づ
　　いて交付された指示書の有効期間内に訪問看護サービスを行った場合に算定する。
　③　理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士の訪問について
　　　理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士による訪問業務は、その訪問が看護業務の一環としてのﾘﾊﾋﾞﾘﾃ
　　ｰｼｮﾝを中心としたものである場合に、看護職員の代わりに訪問させるという位置づけのものである。
　　　なお、言語聴覚士による訪問において提供されるものは、看護業務の一部として提供するものであるた
　　め、言語聴覚士の業務のうち保健師助産師看護師法の規定にかわわらず業とすることができるとされてい
　　る診療の補助好意に限る。
　④　末期の悪性腫瘍の患者等の取扱いについて
　　　末期の悪性腫瘍その他厚生労働大臣が定める疾病等の患者については、医療保険の給付の対象となるも
　　のであり、訪問看護サービス利用者に係る定期巡回・随時対応型訪問介護看護費(Ⅰ)は算定しない。なお
　　月途中から医療保険の給付の対象となる期間に応じて日割り計算を行うこととする。なお、医療機関の給
　　付の対象となる期間については、主治の医師による指示に基づくものとする。
　⑤　居宅サービス計画上准看護師の訪問が予定されている場合に准看護師以外の看護師等により訪問看護サ
　　－ビスが行われた場合の取扱い
　　　居宅サービス計画上、准看護師が訪問することとされている場合に、事業所の事情により准看護師以外
　　の看護師等が訪問する場合については、所定単位数に100分の98を乗じて得た単位数を算定すること。
　　　また、居宅サービス計画上、准看護師以外の看護師等が訪問することとされている場合に、准看護師が
　　訪問する場合については、准看護師が訪問する場合の単位数を算定すること。
基準注４　通所利用減算　
　　通所介護､通所リハビリテーション､地域密着型通所介護又は認知症対応型通所介護（以下｢通所介護等｣）
　を受けている利用者に対して、指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護を行った場合は、通所介護等を利用
　した日数に、1日当たり次に掲げる単位数を乗じて得た単位数を所定単位数から減算する。
解釈注４　通所系サービス及び短期入所系サービスを利用した場合の取扱い〔第2の2(2)〕
　　定期巡回・随時対応型訪問介護看護の利用者が、通所介護、通所リハビリテーション、地域密着型通所介
　護若しくは認知症対応型通所介護（以下「通所系サービス」）又は短期入所生活介護若しくは短期入所療養
　介護、短期利用認知症対応型共同生活介護、小規模多機能型居宅介護（短期利用居宅介護費を算定する場合
　に限る）、短期利用特定施設入居者生活介護、地域密着型短期利用特定施設入居者生活介護若しくは看護小
　規模多機能型居宅介護（短期利用居宅介護費を算定する場合に限る）（以下「短期入所系サービス」）を利
　用した場合の取扱いについては、次のとおりとする、。

10.21円76 定期巡回･随時対応型訪問介護看護
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１単位単価

　①　通所系サービス利用時
　　　所定単位数から、当該月の通所系サービスの利用日数に注４に定める単位数を乗じて得た単位数を減じ
　　たものを、当該月の所定単位数とする。
　②　短期入所系サービス利用時
　　　短期入所系サービスの利用日数に応じた日割り計算を行う。具体的には、当該月の日数から、当該月の
　　短期入所系サービスの利用日数（退所日を除く）を減じた日数に、サービスコード表の定期巡回・随時対
　　応型訪問介護看護費(Ⅰ)又は(Ⅱ)の日割り単価を乗じて得た単位数を、当該月の所定単位数とする。
基準注５　同一建物減算
　　指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所の所在する建物と同一の敷地内若しくは隣接する敷地内の
　建物若しくは指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所と同一の建物（以下この注において「同一敷地
　内建物等」）に居住する利用者（指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所における１月当たりの利用
　者が同一敷地内建物等に５０人以上居住する建物に居住する利用者を除く）に対して、指定定期巡回・随時
　対応型訪問介護看護を行った場合は、１月につき６００単位を所定単位数から減算し、指定定期巡回・随時
　対応型訪問介護看護事業所における１月当たりの利用者が同一敷地内建物等に５０人以上居住する建物に居
　住する利用者に対して、指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護を行った場合は、１月につき９００単位を
　所定単位数から減算する。
解釈注５　指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所と同一の敷地内若しくは隣接する敷地内の

　　　建物若しくは指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護と同一の建物（同一敷地内建物等）
　　　に居住する利用者に対する取扱い〔第2の2(4)〕

　①　同一敷地内建物等の定義　　　注５における「同一敷地内建物等」とは、当該指定定期巡回・随時対応
　　型訪問介護看護事業所と構造上又は外形上、一体的な建築物及び同一敷地内並びに隣接する敷地（当該指
　　定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所と建築物が道路等を挟んで設置している場合を含む）にある
　　建築物のうち効率的なサービス提供が可能なものを指すものである。具体的には､一体的な建築物として､
　　当該建物の１階部分に指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所がある場合や当該建物と渡り廊下で
　　つながっている場合などが該当し、同一の敷地内若しくは隣接する敷地内の建物として、同一敷地内にあ
　　る別棟の建築物や幅員の狭い道路を挟んで隣接する場合などが該当するものであること。
　②　当該減算は、指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所と建築物の位置関係により、効率的なサー
　　ビス提供が可能であることを適切に評価する趣旨であることに鑑み、本減算の適用については、位置関係
　　のみをもって判断することがないよう留意すること。具体的には、次のような場合を一例として、サービ
　　ス提供の効率化につながらない場合には、減算を適用すべきではないこと。
　　（同一敷地内建物等に該当しないものの例）
　　　・同一敷地であっても、広大な敷地に複数の建物が点在する場合
　　　・隣接する敷地であっても、道路や河川などに敷地が隔てられており、横断するために迂回しなければ
　　　　ならない場合
　③　同一の建物については、当該建築物の管理、運営法人が当該定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所
　　の利用者が５０人以上居住する建物の利用者全員に適用されるものである。
　④　同一敷地内建物等に５０人以上居住する建物の定義
　　イ　同一敷地内建物等のうち、当該同一敷地内建物等における当該定期巡回・随時対応型訪問介護看護事
　　　業所の利用者が５０人以上居住する建物の利用者全員に適用されるものである。
　　ロ　この場合の利用者数は、１月間（暦月）の利用者数の平均を用いる。この場合、１月間の利用者の数
　　　の平均は、当該月における１日ごとの該当する建物に居住する利用者の合計を、当該月の日数で除して
　　　得た値とする。この平均利用者数の算定に当たっては、小数点以下を切り捨てるものとする。
基準注６、７、８　 省略
基準注９　緊急時訪問看護加算
　　イ(2)について、指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所（連携型指定定期巡回・随時対応型訪問
　介護看護事業所を除く。以下「一体型指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所」）が、利用者の同意
　を得て、計画的に訪問することとなっていない緊急時訪問を必要に応じて行う体制にある場合（訪問看護ｻｰ
　ﾋﾞｽを行う場合に限る）には、緊急時訪問看護加算として、１月につき315単位を所定単位数に加算する。
解釈注９　緊急時訪問看護加算について〔第2の2(8)〕
　①　緊急時訪問看護加算については、利用者又はその家族等から電話等により看護に関する意見を求められ
　　た場合に常時対応できる体制にある事業所において、当該事業所の看護師等が訪問看護サービスを受けよ
　　うとする者に対して、当該体制にある旨及び計画的に訪問することとなっていない緊急時訪問を行う体制
　　にある場合には当該加算を算定する旨を説明し、その同意を得た場合に算定する。
　②　緊急時訪問看護加算については、介護保険の給付対象となる訪問看護サービスを行った日の属する月の
　　所定単位数に加算するものとする。なお当該加算を介護保険で請求した場合には、同月に訪問看護及び看
　　護小規模多機能型居宅介護を利用した場合の当該各ｻｰﾋﾞｽにおける緊急時訪問看護加算並びに同月に医療
　　保険における訪問看護を利用した場合の当該訪問看護における２４時間対応体制加算は算定できないこと
　③　緊急時訪問看護加算は、１人の利用者に対し、１か所の事業所に限り算定できる。このため、緊急時訪
　　問看護加算に係る訪問看護サービスを受けようとする利用者に説明するに当たっては、当該利用者に対し
　　て、他の事業所から緊急時訪問看護加算に係る訪問看護を受けていないか確認すること。
　④　緊急時訪問看護加算の届出は利用者や居宅介護支援事業所が定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所
　　を選定する上で必要な情報として届け出させること。なお、緊急時訪問看護加算の算定に当たっては、届
　　出を受理した日から算定するものとする。
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基準注10　特別管理加算
　　イ(2)について、訪問看護サービスに関し特別な管理を必要とする利用者（別に厚生労働大臣が定める状
　態にあるものに限る。以下同じ）に対して、一体型指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所が、訪問
　看護サービスの実施に関する計画的な管理を行った場合は、厚生労働大臣が定める区分に応じて、特別管理
　加算として、１月につき次に掲げる所定単位数を加算する。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定して
　いる場合においては、次に掲げるその他の加算は算定しない。
　(1)　特別管理加算(Ⅰ) ５００単位
　(2)　特別管理加算(Ⅱ) ２５０単位
解釈注10　特別管理加算について〔第2の2(9)〕
　①　特別管理加算については、利用者や居宅介護支援事業所が定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所を
　　選定する上で必要な情報として届け出させること。
　②　特別管理加算は、介護保険の給付対象となる訪問看護サービスを行った日の属する月に算定するものと
　　する。なお、当該加算を介護保険で請求した場合には、同月に訪問看護及び看護小規模多機能型居宅介護
　　を利用した場合の当該各サービスにおける特別管理加算並びに同月に医療保険における訪問看護を利用し
　　た場合の当該訪問看護における特別管理加算は算定できないこと。
　③　特別管理加算は、１人の利用者に対し、１か所の事業所に限り算定できる。
　④　「真皮を越える褥瘡の状態」とはNPUAP（National Pressure Ulcer of Advisory Panel）分類Ⅲ
　　度若しくはⅣ度又はDESIGN分類(日本褥瘡学会によるもの)D3、D4若しくはD5に該当する状態をいう
　⑤　「真皮を越える褥瘡の状態」に対して特別管理加算を算定する場合には、定期的（１週間に１回以上）
　　に褥瘡の状態の観察・アセスメント・評価（褥瘡の深さ、滲出液、大きさ、炎症・感染、肉芽組織、壊死
　　組織、ポケット）を行い、褥瘡の発生部及び実施したケア（利用者の家族等に行う指導を含む）について
　　訪問看護サービス記録書に記録すること。
　⑥　「点滴注射を週３日以上行う必要があると認められる状態」とは、主治の医師が点滴注射を週３日以上
　　行うことが必要である旨の指示を定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所に行った場合であって、かつ
　　当該事業所の看護職員が週３日以上点滴注射を実施している状態をいう。
　⑦　⑥の状態にある者に対して特別管理加算を算定する場合は、点滴注射が終了した場合その他必要が認め
　　られる場合には、主治の医師に対して速やかに当該者の状態を報告するとともに、訪問看護サービス記録
　　書に点滴注射の実施内容を記録すること。
　⑧　訪問の際、症状が重篤であった場合には、速やかに医師による診察を受けることができるよう必要な支
　　援を行うこととする。
基準注11　ターミナルケア加算
　　イ(2)について、在宅で死亡した利用者について、別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものと
　して市町村長に届け出た一体型指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所が、その死亡日及び死亡日前
　１４日以内に２日（死亡日及び死亡日前１４日以内に当該利用者（末期の悪性腫瘍その他別に厚生労働大臣
　が定める状態にあるものに限る）に訪問看護を行っている場合にあっては、１日）以上ターミナルケアを行
　った場合（ターミナルケアを行った後、２４時間以内に在宅以外で死亡した場合を含む）は、ターミナルケ
　ア加算として、当該利用者の死亡月につき２，０００単位を所定単位数に加算する。
【厚生労働大臣が定める基準】→大臣基準告示・四十五
　イ　ターミナルケアを受ける利用者について２４時間連絡できる体制を確保しており、かつ、必要に応じて
　　訪問看護を行うことができる体制を整備していること。
　ロ　主治医との連携の下に、訪問看護におけるターミナルケアに係る計画及び支援体制について利用者及び
　　その家族等に対して説明を行い、同意を得てターミナルケアを行っていること。
　ハ　ターミナルケアの提供について利用者の身体状況の変化等必要な事項が適切に記録されていること。
【厚生労働大臣が定める状態】→利用者等告示・三十五
　次のいずれかに該当する状態
　イ　多発性硬化症、多発性硬化症、重症筋無力症、スモン、筋委縮性側索硬化症、脊髄小脳変性症、ハンチ
　　ントン病、進行性筋ジストロフィー症、パーキンソン病関連疾患（進行性核上性麻痺、大脳皮質基底核変
　　性症及びパーキンソン病（ホーエン・ヤールの重症度分類がステージ３以上であって生活機能障害度がⅡ
　　度又はⅢ度のものに限る）をいう）、多系統萎縮症（綿条体異質変性症、オリーブ橋小脳萎縮症及びシャ
　　イ・ドレーガー症候群）、プリオン病、亜急性硬化性全脳炎、ライソゾーム病､副腎白質ジストロフィー､
　　脊髄性筋萎縮症、球脊髄性筋委縮症、慢性炎症性脱髄性多発神経炎、後天性免疫不全症候群、頸髄損傷及
　　び人工呼吸器を使用している状態　
　ロ　急性増悪その他当該利用者の主治の医師が一時的に頻回の訪問看護が必要であると認める状態
　※　区分支給限度基準額の算定対象外
解釈注11　ターミナルケア加算について〔第2の2(10)〕
　①　ターミナルケア加算については､在宅で死亡した利用者の死亡月に算定することとされているが､ターミ
　　ナルケアを最後に行った日の属する月と､利用者の死亡月が異なる場合には､死亡月に算定することとする
　②　ターミナルケア加算は、１人の利用者に対し、１か所の事業所に限り算定できる。なお、当該加算を介
　　護保険で請求した場合には、同月に訪問看護及び看護小規模多機能型居宅介護を利用した場合の当該サー
　　ビスにおけるターミナルケア加算並びに同月に医療保険における訪問看護を利用した場合の訪問看護ター
　　ミナルケア療養費及び訪問看護・指導料における在宅ターミナルケア加算（以下２〔定期巡回・随時対応
　　型訪問介護看護の規定〕において「ターミナルケア加算等」）は算定できないこと。
　③　一の事業所において、死亡日及び死亡日前１４日以内に医療保険又は介護保険の給付の対象となる訪問

76 定期巡回･随時対応型訪問介護看護 10.21円

- 74 -



１単位単価

　　看護をそれぞれ１日以上実施した場合は、最後に実施した保険制度においてターミナルケア加算等を算定
　　すること。この場合において他制度の保険によるターミナルケア加算等は算定できないこと。
　④　ﾀｰﾐﾅﾙｹｱの提供においては、次に掲げる事項を訪問看護サービス記録書に記録しなければならない。
　　ア　終末期の身体症状の変化及びこれに対する看護についての記録
　　イ　療養や死別に関する利用者及び家族の精神的な状態の変化及びこれに対するｹｱの経過についての記録
　　ウ　看取りを含めたターミナルケアの各プロセスにおいて利用者及び家族の意向を把握し、それに基づく
　　　アセスメント及び対応の経過の記録
　　　　なお、ウについては、厚生労働省「人生の最終段階における医療・ケアの決定プロセスに関するガイ
　　　ドライン」等の内容を踏まえ、利用者本人及びその家族等と話し合いを行い、利用者本人の意思決定を
　　　基本に、他の関係者との連携の上対応すること。
　⑤　ターミナルケアを実施中に、死亡診断を目的として医療機関へ搬送し、２４時間以内に死亡が確認され
　　る場合等については、ターミナルケア加算を算定することができるものとする。
　⑥　ターミナルケアの実施にあたっては、他の医療及び介護関係者と十分な連携を図るよう努めること。
基準注12
　　イ(2)について、一体型指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所の訪問看護サービスを利用しよう
　とする者の主治の医師（介護老人保健施設及び介護医療院の医師を除く）が、当該者が急性増悪等により一
　時的に頻回の訪問看護を行う必要がある旨の特別の指示を行った場合は、当該指示の日から１４日間に限っ
　て、イ(1)に掲げる所定単位数を算定する。
解釈注12　主治の医師の特別な指示があった場合の取扱い〔第2の2(11)〕
　　利用者が急性憎悪等により一時的に頻回の訪問看護を行う必要がある旨の特別指示又は特別指示書の交付
　があった場合は、交付の日から１４日間を限度として医療保険の給付対象となるものであり、訪問看護サー
　ビス利用者に係る定期巡回・随時対応型訪問介護看護(Ⅰ)は算定しない。
　　この場合においては日割り計算を行うこととし、日割り計算の方法については、当該月における、当該月
　の日数から当該医療保険の給付対象となる日数を減じた日数を、サービスコード表の訪問看護サービス利用
　者に係る定期巡回・随時対応型訪問介護看護費(Ⅰ)の日割り単価に乗じて得た単位数と、当該医療保険の給
　付対象となる日数を、サービスコード表の訪問看護サービス利用者以外の利用者に係る定期巡回・随時対応
　型訪問介護看護費(Ⅰ)の日割り単価に乗じて得た単位数とを合算した単位数を当該月の所定単位数とする。
　　なお、医療機関において実施する訪問看護の利用者について、急性憎悪等により一時的に頻回の訪問看護
　を行う必要があって、医療保険の給付対象となる場合には、頻回の訪問看護が必要な理由、その期間等につ
　いては、診療録に記載しなければならない。
基準注13
　　利用者が短期入所生活介護､短期入所療養介護若しくは特定施設入居者生活介護又は夜間対応型訪問介護､
　小規模多機能型居宅介護、認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護、地域密着型介
　護老人福祉施設入所者生活介護若しくは複合型サービスを受けている間は、定期巡回・随時対応型訪問介護
　看護費は、算定しない。
解釈注13　通所系サービス及び短期入所系サービスを利用した場合の取扱い〔第2の2(2)〕
　～　注４を参照　～
基準注14
　　利用者が一の指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所において、指定定期巡回・随時対応型訪問介
　護看護を受けている間は、当該指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所以外の指定定期巡回・随時対
　応型訪問介護看護事業所が指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護を行った場合に、定期巡回・随時対応型
　訪問介護看護費は、算定しない。
基準ハ　初期加算
　　指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護の利用を開始した日から起算して３０日以内の期間については、
　初期加算として、１日につき所定単位数を加算する。３０日を超える病院又は診療所への入院の後に指定定
　期巡回・随時対応型訪問介護看護の利用を再び開始した場合も、同様とする。
基準ニ　退院時共同指導加算
　　病院、診療所、介護老人保健施設又は介護医療院に入院中又は入所中の者が退院又は退所するに当たり、
　一体型指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所の保健師、看護師又は理学療法士、作業療法士若しく
　は言語聴覚士が退院時共同指導（当該者又はその看護に当たっている者に対して、病院、診療所、介護老人
　保健施設又は介護医療院の主治の医師その他の従業者と共同し、在宅での療養上必要な指導を行い、その内
　容を文書により提供することをいう。以下同じ）を行った後、当該者の退院又は退所後に当該者に対する初
　回の訪問看護サービスを行った場合に、退院時共同指導加算として、当該退院又は退所につき１回（特別な
　管理を必要とする利用者については２回）に限り、所定単位数を加算する。
解釈退院時共同指導加算の取扱い〔第2の2(12)〕
　①　退院時共同指導加算は、病院、診療所、介護老人保健施設又は介護医療院に入院中又は入所中の者が退
　　院又は退所するに当たり、定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所の看護師等が退院時共同指導を行っ
　　た後に、当該者の退院又は退所後、初回の訪問看護サービスを実施した場合に、１人の利用者に当該者の
　　退院又は退所につき１回（厚生労働大臣が定める状態（利用者等告示第六号を参照）にある利用者につい
　　て、複数日に退院時共同指導を行った場合には２回）に限り、当該加算を算定できること。この場合の当
　　該加算の算定は、初回の訪問看護サービスを実施した日の属する月に算定すること。
　　　なお、当該加算を算定する月の前月に退院時共同指導を行っている場合においても算定できること。
　②　２回の当該加算の算定が可能である利用者（①の厚生労働大臣が定める状態の者）に対して複数の定期
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　　巡回・随時対応型訪問介護看護事業所、看護小規模多機能型居宅介護事業所又は訪問看護ステーションが
　　退院時共同指導を行う場合にあっては、１回ずつ算定も可能であること。
　③　複数の定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所等が退院時共同指導を行う場合には、主治の医師の所
　　属する保険医療機関又は介護老人保健施設若しくは介護医療院に対し、他の定期巡回・随時対応型訪問介
　　護看護事業所等における退院時共同指導の実施の有無について確認すること。
　④　退院時共同指導加算を介護保険で請求した場合には、同月に訪問看護及び看護小規模多機能型居宅介護
　　を利用した場合の当該訪問看護における当該加算は算定できないこと（②の場合を除く）。
　⑤　退院時共同指導を行った場合は、その内容を訪問看護サービス記録書に記録すること。
基準ホ　総合マネジメント体制強化加算
　　別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして市町村長に届け出た指定定期巡回・随時対応型
　訪問介護看護事業所が、指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護の質を継続的に管理した場合は、１月につ
　き所定単位数を加算する。
【厚生労働大臣が定める基準】→大臣基準告示・四十六
　次のいずれにも該当すること。
　イ　利用者の心身の状況又はその家族等を取り巻く環境の変化に応じ､随時､計画作成責任者､看護師､准看護
　　師､介護職員その他の関係者が共同し､定期巡回・随時対応型訪問介護看護計画の見直しを行っていること
　ロ　地域の病院、診療所、介護老人保健施設その他の関係施設に対し、指定定期巡回・随時対応型訪問介護
　　看護事業所が提供することのできる指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護の具体的な内容に関する情報
　　提供を行っていること。
解釈総合マネジメント体制強化加算について〔第2の2(13)〕
　①　総合マネジメント体制強化加算は、指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所において、定期巡回
　　サービス、随時対応サービス及び随時訪問サービス並びに訪問看護サービスを適宜適切に組み合わせて、
　　利用者にとって必要なサービスを必要なタイミングで提供し、総合的に利用者の在宅生活の継続を支援す
　　るために、計画作成責任者、看護師、准看護師、介護職員その他の関係者が、日常的に共同して行う調整
　　や情報共有等の取組を評価するものである。
　②　総合マネジメント体制強化加算は、次に掲げるいずれにも該当する場合に算定する。
　　イ　定期巡回・随時対応型訪問介護看護計画について、利用者の心身の状況や家族を取り巻く環境の変化
　　　を踏まえ、計画作成責任者、看護師、准看護師、介護職員その他の関係者が共同し、随時適切に見直し
　　　を行っていること。
　　ロ　定期巡回・随時対応型訪問介護看護が地域に開かれたサービスとなるよう、地域との連携を図るとと
　　　もに、地域の病院の退院支援部門、診療所、介護老人保健施設その他の関係施設に対し、事業所におい
　　　て提供することができる具体的なサービスの内容等について日常的に情報提供を行っていること。
基準ヘ　生活機能向上連携加算
　(1)　生活機能向上連携加算(Ⅰ) １００単位
　(2)　生活機能向上連携加算(Ⅱ) ２００単位
　1　(1)について、計画作成責任者が、指定訪問リハビリテーション事業所、指定通所リハビリテーション
　　事業所又はリハビリテーションを実施している医療提供施設（医療法に規定する医療提供施設をいい、病
　　院にあっては、許可病床数が２００床未満のもの又は当該病院を中心とした半径４キロメートル以内に診
　　療所が存在しないものに限る。以下同じ）の医師、理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士の助言に基づ
　　き、生活機能の向上を目的とした定期巡回・随時対応型訪問介護看護計画を作成し、当該定期巡回・随時
　　対応型訪問介護看護計画に基づく指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護を行ったときは、初回の当該指
　　定定期巡回・随時対応型訪問介護看護が行われた日の属する月に、所定単位数を加算する。
　2　(2)について、利用者に対して、指定訪問リハビリテーション事業所、指定通所リハビリテーション事
　　業所又はリハビリテーションを実施している医療提供施設の医師、理学療法士、作業療法士又は言語聴覚
　　士が、指定訪問リハビリテーション、指定通所リハビリテーション等の一環として当該利用者の居宅を訪
　　問する際に計画作成責任者が同行する等により、当該医師、理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士と利
　　用者の身体の状況等の評価を共同して行い、かつ、生活機能の向上を目的とした定期巡回・随時対応型訪
　　問介護看護計画を作成した場合であって、当該医師、理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士と連携し、
　　当該定期巡回・随時対応型訪問介護看護計画に基づく指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護を行ったと
　　きは、初回の当該指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護が行われた日の属する月以降３月の間、１月に
　　つき所定単位数を加算する。ただし、(1)を算定している場合は、算定しない。
解釈生活機能向上連携加算について〔第2の2(14)〕
　①　生活機能向上連携加算(Ⅱ)について
　　イ　「生活機能の向上を目的とした定期巡回・随時対応型訪問介護看護計画」とは、利用者の日常生活に
　　　おいて介助等を必要とする行為について、単に訪問介護員等が介助等を行うのみならず、利用者本人が
　　　日々の暮らしの中で当該行為を可能な限り自立して行うことができるよう、その有する能力及び改善可
　　　能性に応じた具体的目標を定めた上で、訪問介護員等が提供する指定定期巡回・随時対応型訪問介護看
　　　護の内容を定めたものでなければならない。
　　ロ　イの定期巡回・随時対応型訪問介護看護計画の作成に当たっては､指定訪問ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ事業所､指定
　　　通所ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ事業所又はﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝを実施している医療提供施設（病院にあっては、認可病床数が
　　　200床未満のもの又は当該病院を中心として半径４キロメートル以内に診療所が存在しないものに限
　　　る。以下２〔定期巡回･随時対応型訪問介護看護の規定〕）の理学療法士、作業療法士、言語聴覚士又
　　　は医師（以下2において｢理学療法士等｣）が利用者の居宅を訪問する際に計画作成責任者が同行する又
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　　　は当該理学療法士等及び計画作成責任者が利用者の居宅を訪問した後に共同してｶﾝﾌｧﾚﾝｽ（指定居宅介
　　　護支援事等の事業の人員及び運営に関する基準に規定するｻｰﾋﾞｽ担当者会議として開催されるものを除
　　　く）を行い､当該利用者のＡＤＬ（寝返り､起き上がり､移乗､歩行､着衣､入浴､排せつ等）及びＩＡＤＬ
　　　（調理､掃除､買物､金銭管理､服薬状況等）に関する利用者の状況につき､理学療法士等と計画作成責任
　　　者が共同して、現在の状況及びその改善可能性の評価（以下｢生活機能ｱｾｽﾒﾝﾄ｣）を行うものとする。
　　　　この場合の「リハビリテーションを実施している医療提供施設」とは、診療報酬における疾患別リハ
　　　ビリテーション料の届出を行っている病院若しくは診療所又は介護老人保健施設、介護療養型医療施設
　　　若しくは介護医療院である。
　　ハ　イの定期巡回・随時対応型訪問介護看護計画には、生活機能アセスメントの結果のほか、次に掲げる
　　　その他の日々の暮らしの中で必要な機能の向上に資する内容を記載しなければならない。
　　　ａ　利用者が日々の暮らしの中で可能な限り自立して行おうとする行為の内容
　　　ｂ　生活機能アセスメントの結果に基づき、ａの内容について定めた３月を目途とする達成目標
　　　ｃ　ｂの目標を達成するために経過的に達成すべき各月の目標
　　　ｄ　ｂ及びｃの目標を達成するために訪問介護員等が行う介助等の内容
　　ニ　ハのｂ及びｃの達成目標については、利用者の意向及び利用者を担当する介護支援専門員の意見も踏
　　　まえ策定するとともに、利用者自身がその達成度合いを客観視でき、当該利用者の意欲の向上につなが
　　　るよう、例えば当該目標に係る生活行為の回数や当該生活行為を行うために必要となる基本的な動作（
　　　立位又は座位の保持等）の時間数といった数値を用いる等、可能な限り具体的かつ客観的な指標を用い
　　　て設定すること。
　　ホ　イの定期巡回・随時対応型訪問介護看護計画及び当該計画に基づく訪問介護員等が行う指定定期巡回
　　　随時対応型訪問介護看護の内容としては、例えば次のようなものが考えられること。
　　　　達成目標として「自宅のポータブルトイレを１日１回以上利用する（１月目、２月目の目標として座
　　　位の保持時間）」を設定。
　　　（１月目）訪問介護員等は週２回の訪問の際、ベッド上で体を起こす介助を行い、利用者が５分間の座
　　　　位を保持している間、ベッド周辺の整理を行いながら安全確保のための見守り及び付き添いを行う。
　　　（２月目）ﾍﾞｯﾄﾞ上からﾎﾟｰﾀﾌﾞﾙﾄｲﾚへの移動の介助を行い､利用者の体を支えながら､排泄の介助を行う
　　　（３月目）ベッド上からポータブルトイレへ利用者が移動する際に、転倒等の防止のため付き添い、必
　　　　要に応じて介助を行う（訪問介護員等は、指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護提供以外のポータ
　　　　ブルトイレの利用状況等について確認を行う）。
　　ヘ　本加算はロの評価に基づき、イの定期巡回・随時対応型訪問介護看護の提供日が属する月を含む３月
　　　を限度として算定されるものであり、３月を越えて本加算を算定しようとする場合は、再度ロの評価に
　　　基づき定期巡回・随時対応型訪問介護看護計画を見直す必要があること。なお、当該３月の間に利用者
　　　に対する指定訪問リハビリテーション又は指定通所リハビリテーション等の提供が終了した場合であっ
　　　ても、３月間は本加算の算定が可能であること。
　　ト　本加算を算定する期間中は、各月における目標の達成度合いにつき、利用者及び理学療法士等に報告
　　　し、必要に応じて利用者の意向を確認し、当該理学療法士等から必要な助言を得た上で、利用者のＡＤ
　　　Ｌ及びＩＡＤＬの改善状況及びハのｂの達成目標を踏まえた適切な対応を行うこと。
　②　生活機能向上連携加算(Ⅰ)について
　　イ　生活機能向上連携加算(Ⅰ)については、①ロ、ヘ及びトを除き①を適用する。本加算は、理学療法士
　　　等が自宅で訪問せずにＡＤＬ及びＩＡＤＬに関する利用者の状況について適切に把握した上で計画作成
　　　責任者に助言を行い、計画作成責任者が、助言に基づき①イの定期巡回・随時対応型訪問介護看護計画
　　　を作成（変更）するとともに、計画作成から３月経過後、目標の達成度合いにつき、利用者及び理学療
　　　法士等に報告することを定期的に実施することを評価するものである。
　　　ａ　①イの定期巡回・随時対応型訪問介護看護計画の作成に当たっては、理学療法士等は、当該利用者
　　　　のＡＤＬ及びＩＡＤＬに関する状況について、指定訪問リハビリテーション事業所、指定通所リハビ
　　　　リテーション事業所又はリハビリテーションを実施している医療提供施設の場において把握し、又は
　　　　指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所の計画作成責任者と連携してＩＣＴを活用した動画や
　　　　テレビ電話を用いて把握した上で、当該指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所の計画作成責
　　　　任者に助言を行うこと。なお、ＩＣＴを活用した動画やテレビ電話を用いる場合においては、理学療
　　　　法士等がＡＤＬ及びＩＡＤＬに関する利用者の状況について適切に把握することができるよう、理学
　　　　療法士等と計画作成責任者で事前に方法等を調整するものとする。
　　　ｂ　当該指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所の計画作成責任者は、ａの助言に基づき、生活
　　　　機能アセスメントを行った上で、①イの定期巡回・随時対応型訪問介護看護計画の作成を行うこと。
　　　　なお、①イの定期巡回・随時対応型訪問介護看護計画には、ａの助言の内容を記載すること。
　　　ｃ　本加算は、①イの定期巡回・随時対応型訪問介護看護計画に基づき指定定期巡回・随時対応型訪問
　　　　介護看護を提供した初回の月に限り、算定されるものである。なお、ａの助言に基づき定期巡回・随
　　　　時対応型訪問介護看護計画を見直した場合には、本加算を算定することは可能であるが、利用者の急
　　　　性憎悪等により定期巡回・随時対応型訪問介護看護計画を見直した場合を除き、①イの定期巡回・随
　　　　時対応型訪問介護看護計画に基づき指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護を提供した翌月及び翌々
　　　　月は本加算を算定しない。
　　　ｄ　３月経過後､目標の達成度合いにつき､利用者及び理学療法士等に報告すること。なお、再度ａの助
　　　　言に基づき定期巡回・随時対応型訪問介護看護計画を見直した場合には、本加算の算定が可能である
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基準イ　夜間対応型訪問介護費（Ⅰ）
別表１　基本夜間対応型訪問介護費（１月につき）　　　１，００９単位
　　　注　利用者に対して、オペレーションセンター（指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営
　　　　に関する基準第５条第１項に規定するオペレーションセンターをいう）に通報できる端末機器を配布
　　　　し、利用者からの通報を受けることができる体制を整備している場合に、所定単位数を算定する。
別表２　定期巡回サービス費（１回につき）　　　３７８単位
　　　注　利用者に対して、指定夜間対応型訪問介護事業所の訪問介護員等が、定期巡回サービスを行った場
　　　　合に、所定単位数を算定する。
別表３　随時訪問サービス費（Ⅰ）（１回につき）　　　５７６単位
　　　注　利用者に対して、指定夜間対応型訪問介護事業所の訪問介護員等が、随時訪問サービスを行った場
　　　　合に、所定単位数を算定する。
別表４　随時訪問サービス費（Ⅱ）（１回につき）　　　７７５単位
　　　注　次のいずれかに該当する場合において、１人の利用者に対して２人の指定夜間対応型訪問介護事業
　　　　所の訪問介護員等により随時訪問サービスを行うことについて利用者又はその家族等の同意を得て、
　　　　随時訪問サービスを行った場合に、所定単位数を算定する。
　　　　イ　利用者の身体的理由により１人の訪問介護員等による介護が困難と認められる場合
　　　　ロ　暴力行為、著しい迷惑行為、器物破損行為等が認められる場合
　　　　ハ　長期間にわたり定期巡回サービス又は随時訪問サービスを提供していない利用者からの通報を受
　　　　　けて、随時訪問サービスを行う場合
　　　　ニ　その他利用者の状況等から判断して、イからハまでのいずれかに準ずると認められる場合
解釈２人の訪問介護員等による夜間対応型訪問介護の取扱い等

〔老計発第0331005号・老振発第0331005号・老老発第0331018号 第2の2(1)〕
　　２人の訪問介護員等による夜間対応型訪問介護について、随時訪問サービス費（Ⅱ）が算定される場合の
　うち、厚生労働大臣が定める夜間対応型訪問介護費にかかる単位数別表４の注イの場合としては、体重が重
　い利用者に排泄介助等の重介護を内容とする訪問介護を提供する場合等が該当し、注ハの場合としては、利
　用者の心身の状況等により異なるが、１つの目安としては１月以上定期巡回サービス又は随時訪問サービス
　を提供していない者からの通報を受けて随時訪問サービスを行う場合が該当するものであること。したがっ
　て、単に安全確保のために２人の訪問介護員等によるサービス提供を行った場合は、利用者側の希望により
　利用者や家族の同意を得て行った場合を除き、随時訪問サービス費（Ⅱ）は算定されない。
解釈月途中からの利用開始又は月途中での利用終了の場合〔第2の3(3)〕
　①　夜間対応型訪問介護費（Ⅰ）を算定する場合については、月途中からの利用開始又は月途中での利用終
　　了の場合には、基本夜間対応型訪問介護費に係る所定単位数を日割り計算して得た単位数を算定する。
　②　夜間対応型訪問介護費（Ⅱ）を算定する場合については、月途中からの利用開始又は月途中での利用終
　　了の場合には、所定単位単位数を日割り計算して得た単位数を算定する。
解釈夜間対応型訪問介護と通常の訪問介護の併用〔第2の3(4)〕
　①　夜間対応型訪問介護費(Ⅰ)を算定する事業所を利用している者については、夜間対応型訪問介護費(Ⅰ)
　　における定期巡回サービス及び随時訪問サービスは出来高による算定であることから、他の訪問介護事業
　　所のサービスを利用していた場合でも、当該夜間対応型訪問介護事業所における定期巡回サービス費又は
　　随時訪問サービス費及び他の訪問介護事業所における訪問介護費の算定をともに行うことが可能である。
　②　夜間対応型訪問介護費(Ⅱ)を算定する事業所においては、定期巡回サービスを含めて１月当たりの包括
　　報酬であることから、当該夜間対応型訪問介護事業所の営業日及び営業時間において他の訪問介護事業所
　　のｻｰﾋﾞｽを利用していた場合は、当該他の訪問介護事業所における訪問介護費を算定することはできない
基準注１　夜間対応型訪問介護費
　　別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合するものとして市町村長に届け出た指定夜間対応型訪問介護事
　業所の夜間対応型訪問介護従業者が、指定夜間対応型訪問介護を行った場合に、当該施設基準に掲げる区分
　に従い、それぞれ所定単位数を算定する。
【厚生労働大臣が定める施設基準】→施設基準・二十七
　イ　夜間対応型訪問介護費（Ⅰ）　　オペレーションセンターを設置していること。
　ロ　夜間対応型訪問介護費（Ⅱ）　　オペレーションセンターを設置していないこと。ただし、オペレーシ
　　ョンセンターを設置している事業所であっても、（Ⅰ）に代えて（Ⅱ）を算定することができる。
解釈注１　夜間対応型訪問介護費（Ⅰ）と（Ⅱ）の算定〔第2の3(1)〕
　　夜間対応型訪問介護費(Ⅰ)は、ｵﾍﾟﾚｰｼｮﾝｾﾝﾀｰｻｰﾋﾞｽに相当する部分のみを基本夜間対応型訪問介護費とし
　て１月当たりの定額とする一方､定期巡回ｻｰﾋﾞｽ及び随時訪問ｻｰﾋﾞｽについては出来高としているものである
　基本夜間対応型訪問介護費については、夜間対応型訪問介護を利用する者すべてについて、定期巡回ｻｰﾋﾞｽ
　又は随時訪問ｻｰﾋﾞｽの利用の有無を問わず算定することができる。また､定期巡回ｻｰﾋﾞｽ費及び随時訪問ｻｰﾋﾞ
　ｽ費については、ｻｰﾋﾞｽ提供の時間帯、１回当たりの時間の長短、具体的なｻｰﾋﾞｽの内容等にかかわらず、１
　回の訪問ごとに所定の単位数を算定することとなる。一方、夜間対応型訪問介護費(Ⅱ)は、定期巡回ｻｰﾋﾞｽ､
　ｵﾍﾟﾚｰｼｮﾝｾﾝﾀｰｻｰﾋﾞｽ及び随時訪問ｻｰﾋﾞｽを全て包括して１月当たりの定額としたものである。
　　オペレーションセンターを設置しない事業所については夜間対応型訪問介護費(Ⅱ)を算定することとなり
　設置する事業所については夜間対応型訪問介護費(Ⅰ)又は(Ⅱ)を選択することができることとしている。
基準注２　２４時間通報対応加算
　　イ（夜間対応型訪問介護費（Ⅰ））について、別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして
　市町村長に届け出た指定夜間対応型訪問介護事業所が日中においてオペレーションセンターサービスを行う
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　場合は、２４時間通報対応加算として、１月につき６１０単位を所定単位数に加算する。
【厚生労働大臣が定める基準】→大臣基準告示・四十九
　イ　日中においてオペレーションセンターサービスを行うために必要な人員を確保していること。
　ロ　利用者からの通報を受け、緊急の対応が必要と認められる場合に連携する指定訪問介護事業所に速やか
　　に連絡する体制を確保し、必要に応じて指定訪問介護が実施されること。
　ハ　利用者の日中における居宅サービスの利用状況等を把握していること。
　ニ　利用者からの通報について、通報日時、通報内容、具体的対応の内容について記録を行っていること。
解釈注２　２４時間通報対応加算について〔第2の3(6)〕
　①　本加算は､指定地域密着型ｻｰﾋﾞｽ基準に規定するｵﾍﾟﾚｰｼｮﾝｾﾝﾀｰｻｰﾋﾞｽを日中(8時から18時までの時間帯
　　を含む､当該事業所の営業時間以外の時間帯をいう)において行う場合､所定単位数を算定するものである
　②　なお、本加算は、夜間対応型訪問介護を利用している者であって、日中においてもオペレーションセン
　　ターサービスの利用を希望する者について算定するものとする。
　③　本加算を算定する夜間対応型訪問介護事業所は、利用者からの通報を受け、オペレーターが訪問が必要
　　であると判断した場合は、訪問介護事業所に情報提供を行うこととする。当該情報提供を受けた訪問介護
　　事業所は、指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準別表１のイ、ロ及びハの注１４に規定
　　する「当該利用者の居宅サービス計画において計画的に訪問することとなっていない指定訪問介護を緊急
　　に行った場合」の取扱いに従い、必要な訪問介護を行うこと。したがって、利用者は、夜間対応型訪問介
　　護事業所と連携体制をとっている訪問介護事業所（複数の事業所と連携体制をとっている場合にあっては
　　その全ての事業所）と事前にサービスの利用に係る契約を締結しておく必要があるものである。
　④　本加算を算定する夜間対応型訪問介護事業所は、緊急の訪問が必要と判断される場合において、対応が
　　可能となるよう、訪問介護事業所の具体的な対応体制について定期的に把握しておく必要がある。なお、
　　この場合の訪問介護事業所については、複数でも差し支えなく、また、同一法人の経営する事業所でも差
　　し支えない。
　⑤　本加算対象となる利用者については、夜間の同居家族等の状況の把握に加え、日中の同居家族等の状況
　　及び在宅サービスの利用状況等を新たに把握すること。
　⑥　オペレーションセンターにおいては、利用者からの通報について、対応日時、通報内容、具体的対応に
　　ついて記録すること。
基準注３　同一建物減算
　　指定夜間対応型訪問介護事業所の所在する建物と同一の敷地内若しくは隣接する敷地内の建物若しくは指
　定夜間対応型訪問介護事業所と同一の建物（以下この注において「同一敷地内建物等」という）に居住する
　利用者（指定夜間対応型訪問介護事業所における１月当たりの利用者が同一敷地内建物等に５０人以上居住
　する建物に居住する利用者を除く）又は指定夜間対応型訪問介護事業所における１月当たりの利用者が同一
　の建物に２０人以上居住する建物（同一敷地内建物等を除く）に居住する利用者に対して、指定夜間対応型
　訪問介護を行った場合に、イについては、定期巡回サービス又は随時訪問サービスを行った際に算定する所
　定単位数の１００分の９０に相当する単位数を、ロについては、所定単位数の１００分の９０に相当する単
　位数を算定し、指定夜間対応型訪問介護事業所における１月当たりの利用者が同一敷地内建物等に５０人以
　上居住する建物に居住する利用者に対して、指定夜間対応型訪問介護を行った場合に、イについては、定期
　巡回サービス又は随時訪問サービスを行った際に算定する所定単位数の１００分の８５に相当する単位数を
　ロについては、所定単位数の１００分の８５に相当する単位数を算定する。
解釈注３　夜間対応型訪問介護事業所と同一の敷地内若しくは隣接する敷地内の建物又は指定夜間対応型訪

　　　問介護事業所と同一の建物（同一敷地内建物等に居住する利用者に対する取扱い〔第2の3(5)〕
　①　同一敷地内建物等の定義　　注３における「同一敷地内建物等」とは、定期巡回・随時対応型訪問介護
　　と同様であるので、指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所と同一の敷地内若しくは隣接する敷地
　　内の建物に居住する利用者の取扱いを参照。
　②　同一の建物に２０人以上居住する建物（同一敷地内建物等を除く）の定義
　　イ　「当該指定夜間対応型訪問介護事業所における利用者が同一建物に２０人以上居住する建物」とは、
　　　①に該当するもの以外の建物を指すものである。
　　ロ　この場合の利用者数は、１月間（暦月）の利用者数の平均を用いる。この場合、１月間の利用者の数
　　　の平均は、当該月における１日ごとの該当する建物に居住する利用者の合計を、当該月の日数で除して
　　　得た値とする。この平均利用者数の算定に当たっては、小数点以下を切り捨てるものとする。
　③　同一敷地内建物等に５０人以上居住する建物の定義
　　イ　同一敷地内建物等のうち、当該同一敷地内建物等における当該指定夜間対応型訪問介護事業所の利用
　　　者が５０人以上居住する建物の利用者全員に適用されるものである。
　　ロ　この場合の利用者数は、１月間（暦月）の利用者数の平均を用いる。この場合、１月間の利用者の数
　　　の平均は、当該月における１日ごとの該当する建物に居住する利用者の合計を、当該月の日数で除して
　　　得た値とする。この平均利用者数の算定に当たっては、小数点以下を切り捨てるものとする。
　④　夜間対応型訪問介護費(Ⅰ)における基本夜間対応型訪問介護費については､本減算の摘要を受けないこと
基準注４
　　利用者が短期入所生活介護、短期入所療養介護若しくは特定施設入居者生活介護又は小規模多機能型居宅
　介護、認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護、地域密着型介護老人福祉施設入所
　者生活介護若しくは複合型サービスを受けている間は、夜間対応型訪問介護費は、算定しない。
基準注５ 省略

71 夜間対応型訪問介護 10.21円

- 79 -



１単位単価

解釈療養通所介護費について〔第2の3の2(21)〕
　①　利用者について　　　療養通所介護の利用者は、在宅において生活しており、当該サービスを提供する
　　に当たり常時看護師による観察を必要とする難病、認知症、脳血管疾患後遺症等を有する重度者又はがん
　　末期の利用者を想定している。
　②　サービス提供時間について　　　療養通所介護においては、利用者が当該療養通所介護を利用すること
　　となっている日において､まず当該事業所の看護職員が利用者の居宅において状態を観察し､通所できる状
　　態であることを確認するとともに、事業所から居宅に戻ったときにも状態の安定等を確認することが重要
　　である。したがって､利用者の居宅に迎えに行った時から､居宅に送り届けたのち利用者の状態の安定等を
　　確認するまでをも含めて一連のｻｰﾋﾞｽとするものであり、これらの時間をあわせてｻｰﾋﾞｽ提供時間とする。
　③　サービス提供について　　　療養通所介護の提供に当たっては、利用者の状態に即した適切な計画を作
　　成するとともに、利用者の在宅生活を支援する観点から、多職種協働により、主治の医師による医療保険
　　のサービスや訪問看護サービス等の様々なサービスが提供されている中で、主治の医師や訪問看護事業者
　　等と密接な連携を図りつつ、計画的なサービス提供を行うこと。
　④　人員基準欠如に該当する場合の所定単位数の算定について　　～省略～
基準注１　所要時間による区分の取扱い
　　イ（地域密着型通所介護費）について、別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものとして市
　町村長に届け出た指定地域密着型通所介護事業所において、指定地域密着型通所介護を行った場合に、利用
　者の要介護状態区分に応じて、現に要した時間ではなく、地域密着型通所介護計画に位置付けられた内容の
　指定地域密着型通所介護を行うのに要する標準的な時間で、それぞれ所定単位数を算定する。ただし、利用
　者の数又は看護職員（看護師又は准看護師をいう）若しくは介護職員の員数が別に厚生労働大臣が定める基
　準に該当する場合は、別に厚生労働大臣が定めるところにより算定する。
解釈注１　所要時間による区分の取扱い〔第2の3の2(1)〕
　　所要時間による区分については、現に要した時間ではなく、地域密着型通所介護計画に位置付けられた内
　容の地域密着型通所介護を行うための標準的な時間によることとされているところであり、単に、当日のサ
　－ビス進行状況や利用者の家族の出迎え等の都合で､当該利用者が通常の時間を越えて事業所にいる場合は､
　地域密着型通所介護のサービスが提供されているとは認められないものであること。したがって、この場合
　は当初計画に位置付けられた所要時間に応じた所定単位数が算定されるものであること（このような家族等
　の出迎え等までの間の「預かり」サービスについては、利用者から別途利用料を徴収して差し支えない）。
　また、ここでいう地域密着型通所介護を行うのに要する時間には、送迎に要する時間は含まれないものであ
　るが、送迎時に実施した居宅内での介助等（着替え、ベッド・車椅子への移乗、戸締まり等）に要する時間
　は、次のいずれの要件も満たす場合、１日３０分以内を限度として、地域密着型通所介護を行うのに要する
　時間に含めることができる。
　①　居宅サービス計画及び地域密着型通所介護計画に位置付けた上で実施する場合
　②　送迎時に居宅内の介助等を行う者が、介護福祉士、実務者研修修了者、介護職員基礎研修課程修了者、
　　１級課程修了者、介護職員初任者研修修了者（２級課程修了者を含む）、介護職員、機能訓練指導員又は
　　当該事業所における勤続年数と同一法人の経営する他の介護サービス事業所、医療機関、社会福祉施設等
　　においてサービスを利用者に直接提供する職員としての勤続年数の合計が３年以上の介護職員である場合
　　これに対して、当日の利用者の心身の状況から、実際の地域密着型通所介護の提供が地域密着型通所介護
　　計画上の所要時間よりもやむを得ず短くなった場合には地域密着型通所介護計画上の単位数を算定して差
　　し支えない。なお、地域密着型通所介護計画上の所要時間よりも大きく短縮した場合には、地域密着型通
　　所介護計画を変更のうえ、変更後の所要時間に応じた単位数を算定すること。
　　　なお、同一の日の異なる時間帯に複数の単位を行う事業所においては、利用者が同一の日に複数の指定
　　地域密着型通所介護の単位を利用する場合には、それぞれの地域密着型通所介護の単位について所定単位
　　数が算定されること。
基準注２　療養通所介護費
　　ロ（療養通所介護費）について、別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものとして市町村長
　に届け出た指定療養通所介護事業所において、利用者（別に厚生労働大臣が定める者に限る）について、指
　定療養通所介護を行った場合に、現に要した時間ではなく、療養通所介護計画に位置付けられた内容の指定
　療養通所介護を行うのに要する標準的な時間で、それぞれ所定単位数を算定する。ただし、利用者の数又は
　看護職員若しくは介護職員の員数が別に厚生労働大臣が定める基準に該当する場合は、別に厚生労働大臣が
　定めるところにより算定する。
【厚生労働大臣が定める者】→利用者等告示・三十五の二
　　難病等を有する中重度者又は末期の悪性腫瘍の者であって、サービスの提供に当たり、常時看護師による
　観察を必要とするもの
基準注３　短時間
　　別に厚生労働大臣が定める基準に適合する利用者に対して、所要時間２時間以上３時間未満の指定地域密
　着型通所介護を行う場合は、イ(2)の所定単位数の１００分の７０に相当する単位数を算定する。
【厚生労働大臣が定める基準に適合する者】→利用者等告示・三十五の三
　　心身の状況その他利用者のやむを得ない事情により、長時間のサービス利用が困難である利用者
解釈注３　２時間以上３時間未満の地域密着型通所介護を行う場合の取扱い〔第2の3の2(2)〕
　　２時間以上３時間未満の地域密着型通所介護の単位数を算定できる利用者は、心身の状況から、長時間の
　サービス利用が困難である者、病後等で短時間の利用から始めて長時間に結びつけていく必要がある者など
　利用者側のやむを得ない事情により長時間のサービス利用が困難な者（利用者等告示第三十五号の三）であ
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　ること。なお、２時間以上３時間未満の地域密着型通所介護であっても、地域密着型通所介護の本来の目的
　に照らし、単に入浴サービスのみといった利用は適当ではなく、利用者の日常生活動作能力などの向上のた
　め、日常生活を通じた機能訓練等が実施されるべきものである。
基準注４　延長サービス
　　イ（地域密着型通所介護費）について、日常生活上の世話を行った後に引き続き所要時間８時間以上９時
　間未満の指定地域密着型通所介護を行った場合又は所要時間８時間以上９時間未満の指定地域密着型通所介
　護を行った後に引き続き日常生活上の世話を行った場合であって、当該指定地域密着型通所介護の所要時間
　と当該指定地域密着型通所介護の前後に行った日常生活上の世話の所要時間を通算した時間が９時間以上と
　なった場合は、次に掲げる区分に応じ、次に掲げる単位数を所定単位数に加算する。
　イ　9時間以上10時間未満の場合　50単位 ロ　10時間以上11時間未満の場合　100単位
　ハ　11時間以上12時間未満の場合　150単位 ニ　12時間以上13時間未満の場合　200単位
　ホ　13時間以上14時間未満の場合　250単位
解釈注４　８時間以上９時間未満の地域密着型通所介護の前後に連続して延長サービスを行った場合

　　　の加算の取扱い〔第2の3の2(3)〕
　　延長加算は、所要時間８時間以上９時間未満の地域密着型通所介護の前後に連続して日常生活上の世話を
　行う場合について、５時間を限度として算定されるものであり、例えば、
　①　９時間の地域密着型通所介護の後に連続して５時間の延長サービスを行った場合
　②　９時間の地域密着型通所介護に前に連続して２時間、後に連続して３時間、合計５時間の延長サービス
　　を行った場合には、５時間分の延長サービスとして２５０単位が算定される。
　　また、当該加算は地域密着型通所介護と延長サービスを通算した時間が９時間以上の部分について算定さ
　れるものであるため、例えば、
　③　8時間の地域密着型通所介護の後に連続して5時間の延長サービスを行った場合には､地域密着型通所介
　　護と延長サービスの通算時間は13時間であり、4時間分（＝13時間－9時間）の延長サービスとして
　　200単位が加算される。
　　なお、延長加算は、実際に利用者に対して延長サービスを行うことが可能な体制にあり、かつ、実際に延
　長サービスを行った場合に算定されるものであるが、当該事業所の実情に応じて、適当数の授業者を置いて
　いる必要があり、当該事業所の利用者が、当該事業所を利用した後に、引き続き当該事業所の設備を利用し
　て宿泊する場合や、宿泊した翌日において当該事業所の地域密着型通所介護の提供を受ける場合には算定す
　ることはできない。
基準注５
　　イ（地域密着型通所介護費）について、共生型地域密着型サービスの事業を行う指定生活介護事業者（障
　害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定障害福祉サービスの事業等の人員
　設備及び運営に関する基準（「指定障害福祉サービス等基準」という）に規定する指定生活介護事業者をい
　う）が当該事業を行う事業所において共生型地域密着型通所介護を行った場合は、所定単位数の１００分の
　９３に相当する単位数を算定し、共生型地域密着型サービスの事業を行う指定自立訓練（機能訓練）事業者
　（指定障害福祉サービス等基準に規定する指定自立訓練（機能訓練）事業者をいう）又は指定自立訓練（生
　活訓練）事業者（指定障害福祉サービス等基準に規定する指定自立訓練（生活訓練）事業所をいう）が当該
　事業を行う事業所において共生型地域密着型通所介護を行った場合は、所定単位数の１００分の９５に相当
　する単位数を算定し、共生型居宅サービスの事業を行う指定児童発達支援事業所（児童福祉法に基づく指定
　通所支援の事業等の人員、設備及び運営に関する基準（以下この注において「指定通所支援基準」という）
　に規定する指定児童発達支援事業所をいい、主として重症心身障害児（児童福祉法に規定する重症心身障害
　児をいう）を通わせる事業所において指定児童発達支援（指定通所支援基準に規定する指定児童発達支援を
　いう）を提供する事業者を除く）が当該事業を行う事業所において共生型地域密着型通所介護を行った場合
　は、所定単位数の１００分の９０に相当する単位数を算定し、共生型地域密着型サービスの事業を行う指定
　放課後等デイサービス事業者（指定通所支援基準に規定する指定放課後等デイサービス事業者をいい、主と
　して重症心身障害児を通わせる事業所において指定放課後等デイサービス（指定通所支援基準に規定する指
　定放課後等デイサービスをいう）を提供する事業者を除く）が当該事業を行う事業所において共生型地域密
　着型通所介護を行った場合は、所定単位数の１００分の９０に相当する単位数を算定する。
基準注６　生活相談員配置等加算
　　イ（地域密着型通所介護費）について、別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして市町村
　長に届け出た指定地域密着型通所介護事業所において、注５を算定している場合は、生活相談員配置等加算
　として、１日につき１３単位を所定単位数に加算する。
解釈注６　生活相談員配置等加算について〔第2の3の2(5)〕
　①　生活相談員（社会福祉士、精神保健福祉士等）は、共生型地域密着型通所介護の提供日ごとに、当該共
　　生型地域密着型通所介護を行う時間帯を通じて１名以上配置する必要があるが、共生型地域密着型通所介
　　護の指定を受ける障害福祉制度における指定生活介護事業所、指定自立訓練（機能訓練）事業所、指定自
　　立訓練（生活訓練）事業所、指定児童発達支援事業所又は指定放課後等デイサービス事業所（以下「指定
　　生活介護事業所等」）に配置している従業者の中に、既に生活相談員の要件を満たす者がいる場合には、
　　新たに配置する必要はなく、兼務しても差し支えない。
　　　なお、例えば、１週間のうち特定の曜日だけ生活相談員を配置している場合は、その曜日のみ加算の算
　　定対象となる。
　②　地域に貢献する活動は、「地域の交流の場（開放スペースや保育園等との交流会など）の提供」、「認
　　知症カフェ・食堂等の配置」、「地域住民が参加できるイベントやお祭り等の開催」、「地域のボランテ
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　　ィアの受入や活動（保育所等における清掃活動等）の実施」、「協議会等を設けて地域住民が事業所の運
　　営への参画」、「地域住民への健康相談教室・研修会」など、地域や多世代との関りを持つためのものと
　　するよう努めること。
　③　なお、当該加算は、共生型地域密着型通所介護の指定を受ける指定生活介護事業所等においてのみ算定
　　することができるものであること。
基準注７ ～省略～

基準注８　入浴介助加算
　　イ（地域密着型通所介護費）については、別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして市町
　村長に届け出て当該基準による入浴介助を行った場合は、１日につき５０単位を所定単位数に加算する。
解釈注８　入浴介助加算について〔第2の3の2(7)〕
　　地域密着型通所介護入浴介助加算は、入浴中の利用者の観察を含む介助を行う場合について算定されるも
　のであるが、この場合の「観察」とは、自立生活支援のための見守り的援助のことであり、利用者の自立支
　援や日常生活動作能力などの向上のために、極力利用者自身の力で入浴し、必要に応じて介助、転倒予防の
　ための声かけ、気分の確認などを行うことにより、結果として、身体に直接接触する介助を行わなかった場
　合についても、加算の対象となるものであること。
　　また、地域密着型通所介護計画上、入浴の提供が位置づけられている場合に、利用者側の事情により、入
　浴を実施しなかった場合については、加算を算定できない。
基準注９　中重度者ケア体制加算
　　イについて、別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして市町村長に届け出た指定地域密着
　型通所介護事業所が、中重度の要介護者を受け入れる体制を構築し、指定地域密着型通所介護を行った場合
　は、中重度者ケア体制加算として、１日につき４５単位を所定単位数に加算する。ただし、注５を算定して
　いる場合は、算定しない。
【厚生労働大臣が定める基準】→大臣基準告示・五十一の二
　次のいずれにも適合すること。
　イ　指定地域密着型サービス基準に規定する員数に加え、看護職員又は介護職員を常勤換算方法で２以上確
　　保していること。
　ロ　指定地域密着型通所介護事業所における前年度又は算定日が属する月の前３月間の利用者の総数のうち
　　要介護状態区分が要介護３､要介護４及び要介護５である者の占める割合が100分の30以上であること。
　ハ　指定地域密着型通所介護を行う時間帯を通じて、専ら当該指定地域密着型通所介護の提供に当たる看護
　　職員を１名以上配置していること。
解釈注９　中重度者ケア体制加算について〔第2の3の2(8)〕
　①　中重度者ケア体制加算は、暦月ごとに、指定地域密着型サービス基準に規定する看護職員又は介護職員
　　の員数に加え、看護職員又は介護職員を常勤換算方法で２以上確保する必要がある。このため、常勤換算
　　方法による職員数の算定方法は、暦月ごとの看護職員又は介護職員の勤務延時間数を、当該事業所におい
　　て常勤の職員が勤務すべき時間数で除することによって算定し、暦月において常勤換算方法で２以上確保
　　していれば加算の要件を満たすこととする。なお、常勤換算方法を計算する際の勤務延時間数については
　　サービス提供時間前後の延長加算を算定する際に配置する看護職員又は介護職員の勤務時間数は含めない
　　こととし、常勤換算方法による員数については、小数点第２位以下を切り捨てるものとする。
　②　要介護３、要介護４又は要介護５である者の割合については、前年度（３月を除く）又は届出日の属す
　　る月の前３月の１月当たりの実績の平均について、利用実人員数又は利用延人員数を用いて算定するもの
　　とし、要支援者に関しては人員数に含めない。
　③　利用実人員数又は利用延人員数の割合の計算方法は、次の取扱いによるものとする。
　　イ　前年度の実績が６月に満たない事業所（新たに事業を開始し、又は再開した事業所も含む）について
　　　は、前年度の実績による加算の届出はできないものとする。
　　ロ　前３月の実績により届出を行った事業所については、届出を行った月以降においても、直近３月間の
　　　利用者の割合につき、毎月継続的に所定の割合を維持しなければならない。また、その割合については
　　　毎月ごとに記録するものとし、所定の割合を下回った場合については、直ちに第１の５の届出を提出し
　　　なければならない。
　④　看護職員は、指定地域密着型通所介護を行う時間帯を通じて１名以上配置する必要があり、他の職務と
　　の兼務は認められない。
　⑤　中重度者ケア体制加算については、事業所を利用する利用者全員に算定することができる。また､注13
　　の認知症加算の算定要件も満たす場合は、中重度者ケア体制加算の算定とともに認知症加算も算定できる
　⑥　中重度者ケア体制加算を算定している事業所にあっても、中重度の要介護者であっても社会性の維持を
　　図り在宅生活の継続に資するケアを計画的に実施するプログラムを作成することとする。
基準注10　生活機能向上連携加算
　　イ（地域密着型通所介護費）について、別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして市町村
　長に届け出た指定地域密着型通所介護事業所において、利用者に対して機能訓練を行っている場合には、生
　活機能向上連携加算として、１月につき２００単位を所定単位数に加算する。ただし、注１１を算定してい
　る場合は、１月につき１００単位を所定単位数に加算する。
【厚生労働大臣が定める基準】→大臣基準告示・十五の二
　イ　指定訪問リハビリテーション事業所、指定通所リハビリテーション事業所又はリハビリテーションを実
　　施している医療提供施設（病院にあっては、許可病床数が２００床未満のもの又は当該病院を中心とした
　　半径４キロメートル以内に診療所が存在しないものに限る）の理学療法士、作業療法士、言語聴覚士又は
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　　医師（以下「理学療法士等」）が、当該指定通所介護事業所、指定地域密着型通所介護事業所を訪問し、
　　当該事業所の機能訓練指導員、看護職員、介護職員、生活相談員その他の職種の者（以下「機能訓練指導
　　員等」）と共同してアセスメント（利用者の心身の状況を勘案し、自立した日常生活を営むことができる
　　ように支援する上で解決すべき課題を把握することをいう）、利用者の身体の状況等の評価及び個別機能
　　訓練計画の作成を行っていること。
　ロ　個別機能訓練計画に基づき、利用者の身体機能又は生活機能向上を目的とする機能訓練の項目を準備し
　　機能訓練指導員等が、利用者の心身の状況に応じた機能訓練を適切に提供していること。
　ハ　機能訓練指導員等が理学療法士等と連携し、個別機能訓練計画の進捗状況等を３月ごとに１回以上評価
　　し、利用者又はその家族に対して機能訓練の内容と個別機能訓練計画の進捗状況等を説明し、必要に応じ
　　て訓練内容の見直し等を行っていること。
解釈注10　生活機能向上連携加算について〔第2の3の2(9)〕
　①　指定訪問リハビリテーション事業所又は指定通所リハビリテーション事業所若しくはリハビリテーショ
　　ンを実施している医療提供施設（病院にあっては、許可病床数が２００床未満のもの又は当該病院を中心
　　とした半径４キロメートル以内に診療所が存在しないものに限る）の理学療法士、作業療法士、言語聴覚
　　士又は医師（以下「理学療法士等」）が、当該指定地域密着型通所介護事業所を訪問し、当該事業所の機
　　能訓練指導員、看護職員、介護職員、生活相談員その他の職種の者（以下「機能訓練指導員等」）と共同
　　してアセスメント、利用者の心身の状況等の評価及び個別機能訓練計画の作成を行っていること。その際
　　理学療法士等は、機能訓練指導員等に対し、日常生活上の留意点、介護の工夫等に関する助言を行うこと
　　　この場合「リハビリテーションを実施している医療提供施設」とは、診療報酬における疾患別リハビリ
　　テーション料の届出を行っている病院若しくは診療所又は介護老人保健施設、介護療養型医療施設若しく
　　は介護医療院であること。
　②　①の個別機能訓練計画には、利用者ごとの目標、実施時間、実施方法等の内容を記載しなければならな
　　い。目標については、利用者又はその家族の意向及び当該利用者を担当する介護支援専門員の意見も踏ま
　　え策定することとし、当該利用者の意欲の向上につながるよう、段階的な目標を設定するなど可能な限り
　　具体的かつ分かりやすい目標とすること。なお、個別機能訓練計画に相当する内容を地域密着型通所介護
　　計画の中に記載する場合は、その記載をもって個別機能訓練計画の作成に代えることができるものとする
　　こと。また、個別機能訓練加算を算定している場合は、別に個別機能訓練計画を作成する必要はないこと
　③　個別機能訓練計画に基づき、利用者の身体機能又は生活機能の向上を目的とする機能訓練の項目を準備
　　し、機能訓練指導員等が、利用者の心身の状況に応じて計画的に機能訓練を適切に提供していること。
　④　個別機能訓練計画の進捗状況について、３月ごとに１回以上、理学療法士等が指定地域密着型通所介護
　　事業所を訪問し、機能訓練指導員等と共同で評価した上で、機能訓練指導員等が利用者又はその家族に対
　　して個別機能訓練計画の内容（評価を含む）や進捗状況等を説明し記録するとともに、必要に応じて訓練
　　内容の見直し等を行うこと。
　⑤　各月における評価内容や目標の達成度合いについて、機能訓練指導員等が、利用者又はその家族及び理
　　学療法士等に報告・相談し、必要に応じて当該利用者又はその家族の意向を確認の上、理学療法士等から
　　必要な助言を得た上で､当該利用者のＡＤＬ（寝返り､起き上がり､移乗､歩行､着衣､入浴､排せつ等）及び
　　ＩＡＤＬ（調理、掃除、買物、金銭管理、服薬状況等）の改善状況を踏まえた目標の見直しや訓練内容の
　　変更など適切な対応を行うこと。
　⑥　機能訓練に関する記録（実施時間、訓練内容、担当者等）は、利用者ごとに保管され、常に当該事業所
　　の機能訓練指導員等により閲覧が可能であるようにすること。
基準注11　個別機能訓練加算
　　イ（地域密着型通所介護費）については、別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして市町
　村長に届け出た指定地域密着型通所介護の利用者に対して、機能訓練を行っている場合には、当該基準に掲
　げる区分に従い、１日につき次に掲げる単位数を所定単位数に加算する。
　イ　個別機能訓練加算(Ⅰ)　46単位
　ロ　個別機能訓練加算(Ⅱ)　56単位
【厚生労働大臣が定める基準】→大臣基準告示・五十一の三
　イ　個別機能訓練加算（Ⅰ）
　次のいずれにも適合すること。
　(1)　指定地域密着型通所介護を行う時間帯を通じて、専ら機能訓練指導員の職務に従事する常勤の理学療
　　　法士、作業療法士、言語聴覚士、看護職員、柔道整復師、あん摩マッサージ指圧師、はり師又はきゅう
　　　師（はり師及びきゅう師については、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、看護職員、柔道整復師又
　　　はあん摩マッサージ指圧師の資格を有する機能訓練指導員を配置した事業所で６月以上機能訓練指導に
　　　従事した経験を有する者に限る）（以下「理学療法士等」）を１名以上配置していること。
　(2)　個別機能訓練計画の作成及び実施において利用者の自立の支援と日常生活の充実に資するよう複数の
　　　種類の機能訓練の項目を準備し、その項目の選択に当たっては、利用者の生活意欲が増進されるよう利
　　　用者を援助し、心身の状況に応じた機能訓練を適切に行っていること。
　(3)　機能訓練指導員等が共同して、利用者ごとに個別機能訓練計画を作成し、当該計画に基づき、計画的
　　　に機能訓練を行っていること。
　(4)　機能訓練指導員等が利用者の居宅を訪問した上で、個別機能訓練計画を作成し、その後３月ごとに１
　　　回以上、利用者の居宅を訪問した上で、当該利用者又はその家族に対して、機能訓練の内容と個別機能
　　　訓練計画の進捗状況等を説明し、訓練内容の見直し等を行っていること。
　ロ　個別機能訓練加算（Ⅱ）
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　次のいずれにも適合すること。
　(1)　専ら機能訓練指導員の職務に従事する理学療法士等を１名以上配置していること。
　(2)　機能訓練指導員等が共同して、利用者の生活機能向上に資するよう利用者ごとの心身の状況を重視し
　　　た個別機能訓練計画を作成していること。
　(3)　個別機能訓練計画に基づき、利用者の生活機能向上を目的とする機能訓練の項目を準備し、理学療法
　　　士等が、利用者の心身の状況に応じた機能訓練を適切に提供していること。
　(4)　イ(4)に掲げる基準に適合すること。
解釈注11　個別機能訓練加算について〔第2の3の2(10)〕
　①　個別機能訓練加算は、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、看護職員、柔道整復師、あん摩マーッサ
　　ジ指圧師、はり師又はきゅう師（はり師及びきゅう師については、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士
　　看護職員、柔道整復師又はあん摩マッサージ指圧師の資格を有する機能訓練指導員を配置した事業所で６
　　月以上機能訓練指導に従事した経験を有する者に限る）（以下「理学療法士等」）が個別機能訓練計画に
　　基づき、計画的に行った機能訓練（以下「個別機能訓練」）について算定する。
　②　個別機能訓練加算（Ⅰ）に係る機能訓練は、提供時間帯を通じて、専ら機能訓練指導員の職務に従事す
　　る常勤の理学療法士等を１名以上配置している指定地域密着型通所介護の単位の利用者に対して行うもの
　　であること。この場合において、例えば１週間のうち、月曜日から金曜日は常勤の理学療法士等が配置さ
　　れ、それ以外の曜日に非常勤の理学療法士等だけが配置されている場合は、非常勤の理学療法士等だけが
　　配置されている曜日については、当該加算の対象とはならない。（個別機能訓練加算（Ⅱ）の要件に該当
　　している場合は、その算定対象となる。）ただし、個別機能訓練加算（Ⅰ）の対象となる理学療法士等が
　　配置されている曜日はあらかじめ定められ、利用者や居宅介護支援事業者に周知されている必要がある。
　　なお、地域密着型通所介護事業所の看護職員が当該加算に係る機能訓練指導員の職務に従事する場合には
　　当該職務の時間は、地域密着型通所介護事業所における看護職員としての人員基準の算定に含めない。
　③　個別機能訓練加算（Ⅰ）に係る機能訓練の項目の選択については、機能訓練指導員等が、利用者の生活
　　意欲が増進されるよう利用者の選択を援助し、利用者が選択した項目ごとにグループに分かれて活動する
　　ことで、心身の状況に応じた機能訓練が適切に提供されることが要件となる。また、機能訓練指導員等は
　　利用者の心身の状態を勘案し、項目の選択について必要な援助を行わなければならない。
　④　個別機能訓練加算（Ⅱ）に係る機能訓練は、専ら機能訓練指導員の職務に従事する理学療法士等を１名
　　以上配置して行うものであること。この場合において、例えば、１週間のうち特定の曜日だけ理学療法士
　　等を配置している場合は、その曜日において理学療法士等から直接訓練の提供を受けた利用者のみが当該
　　加算の算定対象となる。ただし、この場合、理学療法士等が配置される曜日はあらかじめ定められ、利用
　　者や居宅介護支援事業者に周知されている必要がある。なお、地域密着型通所介護事業所の看護職員が当
　　該加算に係る機能訓練指導員の職務に従事する場合には、当該職務の時間は、地域密着型通所介護事業所
　　における看護職員としての人員基準の算定に含めない。
　⑤　個別機能訓練を行うに当たっては、機能訓練指導員、看護職員、介護職員、生活相談員その他の職種の
　　者が共同して、利用者ごとにその目標、実施時間、実施方法等を内容とする個別機能訓練計画を作成し、
　　これに基づいて行った個別機能訓練の効果、実施時間、実施方法等について評価等を行う。なお、地域密
　　着型通所介護においては、個別機能訓練計画に相当する内容を地域密着型通所介護計画の中に記載する場
　　合は、その記載をもって個別機能訓練計画の作成に代えることができるものとすること。
　⑥　個別機能訓練加算（Ⅱ）に係る機能訓練は、身体機能そのものの回復を主たる目的とする訓練ではなく
　　残存する身体機能を活用して生活機能の維持・向上を図り、利用者が居宅において可能な限り自立して暮
　　らし続けることを目的として実施するものである。
　　　具体的には、適切なアセスメントを経て利用者のＡＤＬ及びＩＡＤＬの状況を把握し、日常生活におけ
　　る生活機能の維持・向上に関する目標（１人で入浴が出来るようになりたい等）を設定のうえ、当該目標
　　を達成するための訓練を実施すること。
　⑦　⑥の目標については、利用者又は家族の意向及び利用者を担当する介護支援専門員の意見も踏まえ策定
　　することとし、当該利用者の意欲の向上につながるよう、段階的な目標を設定するなど可能な限り具体的
　　かつ分かりやすい目標とすること。
　⑧　個別機能訓練加算（Ⅱ）に係る機能訓練は、類似の目標を持ち同様の訓練内容が設定された５人程度以
　　下の小集団（個別対応含む）に対して機能訓練指導員が直接行うこととし、必要に応じて事業所内外の設
　　備等を用いた実践的かつ反復的な訓練とすること。実施時間については、個別機能訓練計画に定めた訓練
　　内容の実施に必要な１回あたりの訓練時間を考慮し適切に設定すること。
　　　また、生活機能の維持・向上のための訓練を効果的に実施するためには、計画的・継続的に行う必要が
　　あることから、おおむね週１回以上実施することを目安とする。
　⑨　個別機能訓練を行う場合は、機能訓練指導員等が居宅を訪問した上で利用者の居宅での生活状況（起居
　　動作、ＡＤＬ、ＩＡＤＬ等の状況）を確認し、多職種共同で個別機能訓練計画を作成した上で実施するこ
　　ととし、その後３月ごとに１回以上、利用者の居宅を訪問し、利用者の居宅での生活状況を確認した上で
　　利用者又はその家族に対して個別機能訓練計画の内容（評価を含む）や進捗状況等を説明し記録するとと
　　もに訓練内容の見直し等を行う。また、評価内容や目標の達成度合いについて、当該利用者を担当する介
　　護支援専門員等に適宜報告・相談し、必要に応じて利用者又はその家族の意向を確認の上、当該利用者の
　　ＡＤＬ又はＩＡＤＬの改善状況を踏まえた目標の見直しや訓練内容の変更など適切な対応を行うこと。
　⑩　個別機能訓練に関する記録（実施時間、訓練内容、担当者等）は、利用者ごとに保管され、常に当該事
　　業所の個別機能訓練の従事者により閲覧が可能であるようにすること。
　⑪　個別機能訓練加算（Ⅰ）を算定している者であっても、別途個別機能訓練加算（Ⅱ）に係る訓練を実施
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　　した場合は、同一日であっても個別機能訓練加算（Ⅱ）を算定できるが、この場合にあっては、個別機能
　　訓練加算（Ⅰ）に係る常勤専従の機能訓練指導員は、個別機能訓練加算（Ⅱ）に係る機能訓練指導員とし
　　て従事することはできず、別に個別機能訓練加算（Ⅱ）に係る機能訓練指導員の配置が必要である。また
　　個別機能訓練加算（Ⅰ）は身体機能への働きかけを中心に行うものであるが、個別機能訓練加算（Ⅱ）は
　　心身機能への働きかけだけでなく、ＡＤＬ（食事、排泄、入浴等）やＩＡＤＬ（調理、洗濯、掃除等）な
　　どの活動への働きかけや、役割の創出や社会参加の実現といった参加への働きかけを行い、心身機能、活
　　動、参加といった生活機能にバランスよく働きかけるものであり、それぞれの加算の目的・趣旨が異なる
　　ことから、それぞれの個別機能訓練計画に基づいた適切な訓練を実施する必要がある。なお、それぞれの
　　加算の目的・趣旨に沿った目標設定や実施内容等の項目等については、別に通知〔「通所介護、地域密着
　　型通所介護及び短期入所生活介護における個別機能訓練加算に関する事務処理手順例及び様式例の提示に
　　ついて」〕するところによるものとする。
基準注12　ＡＤＬ維持等加算
　　イ（地域密着型通所介護費）について、別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして市町村
　長に届け出た指定地域密着型通所介護事業所において、利用者に対して指定地域密着型通所介護を行った場
　合は、評価対象期間（別に厚生労働大臣が定める期間）の満了日の属する年度の次の年度内に限り、当該基
　準に掲げる区分に従い、１月につき次に掲げる単位数を所定単位数に加算する。ただし、次に掲げるいずれ
　かの加算を算定している場合においては、次に掲げるその他の加算は算定しない。
　イ　ＡＤＬ維持等加算（Ⅰ）　　　3単位
　ロ　ＡＤＬ維持等加算（Ⅱ）　　　6単位
【厚生労働大臣が定める基準】→大臣基準告示・十六の二
　イ　ＡＤＬ維持等加算（Ⅰ）
　次のいずれにも適合すること。
　(1)　利用者（当該指定通所介護事業所又は当該指定地域密着型通所介護事業所を連続して６月以上利用し､
　　　かつ、その利用期間（(2)において「評価対象利用期間」）において、５時間以上の通所介護費の算定
　　　回数が５時間未満の通所介護費の算定回数を上回る者に限る。以下イにおいて同じ）の総数が２０人以
　　　上であること。
　(2)　利用者の総数のうち、評価対象利用期間の初月（複数の評価対象利用期間の初月が存在する場合は、
　　　複数の評価対象利用期間の初月のうち最も早い月とする。以下「評価対象利用開始月」）において、要
　　　介護状態区分が要介護３､要介護４及び要介護５である者の占める割合が100分の15以上であること。
　(3)　利用者の総数のうち、評価対象利用開始月において、初回の要介護認定又は要支援認定があった月か
　　　ら起算して１２月以内である者の占める割合が１００分の１５以下であること。
　(4)　利用者の総数のうち、評価対象利用開始月と、当該月から起算して６月目において、機能訓練指導員
　　　がＡＤＬを評価し、その評価に基づく値（以下この号において「ＡＤＬ値」）を測定し、測定した日が
　　　属する月ごとに厚生労働省に当該測定が提出されている者（(5)において「提出者」）の占める割合が
　　　１００分の９０以上であること。
　(5)　評価対象利用開始月から起算して６月目の月に測定したＡＤＬ値から評価対象利用開始月に測定した
　　　ＡＤＬ値を控除して得た値（以下「ＡＤＬ利得」）が多い順に、提出者の総数の上位１００分の８５に
　　　相当する数（その数に１未満の端数が生じたときは、これを切り上げるものとする）の利用者について
　　　は、次の(一)から(三)までに掲げる利用者の区分に応じ、当該(一)から(三)までに定める値を合計して得
　　　た値が零以上であること。
　　　(一)　ＡＤＬ利得が０より大きい利用者　１
　　　(二)　ＡＤＬ利得が０の利用者　０
　　　(三)　ＡＤＬ利得が０未満の利用者　マイナス１
　ロ　ＡＤＬ維持等加算（Ⅱ）
　次のいずれにも適合すること。
　(1)　イ(1)から(5)までの基準に適合するものであること。
　(2)　当該指定通所介護事業所又は当該指定地域密着型通所介護事業所の利用について、算定日が属する月
　　　に当該利用者のＡＤＬ値を測定し、その結果を厚生労働省に提出していること。
【厚生労働大臣が定める期間】→利用者等告示・三十五の四の二
　ＡＤＬ維持等加算を算定する年度の初日に属する年の前年の１月から１２月までの期間
解釈注12　ＡＤＬ維持等加算について〔第2の3の2(11)〕
　①　ＡＤＬの評価は、Barthel Indexを用いて行うものとする。
　②　大臣基準告示第十六号の二イ(4)におけるＡＤＬ値の提出は、サービス本体報酬の介護給付費明細書の
　　給付費明細欄の摘要欄に記載することで行う。
　③　大臣基準告示第十六号の二ロ(2)におけるＡＤＬ値の提出は、ＡＤＬ維持等加算（Ⅱ）の介護給付費明
　　細書の給付費明細欄の摘要欄に記載することによって行う。なお、当該提出は、当該提出の月の属する年
　　の１月から１２月までが評価対象期間となる際に大臣基準告示第十六号の二イ(4)によって求められるＡ
　　ＤＬ値の提出を兼ねるものとする。
　④　平成３０年度については、平成２９年１月から１２月までの評価対象期間について、次のイからハまで
　　を満たしている場合に算定できることとする。
　　イ　大臣基準告示第十六号の二イ(1)から(3)までの基準を満たすことを示す書類を保存していること。
　　ロ　同号イ(4)の基準（厚生労働大臣への提出を除く）を満たすことを示す書類を保存していること。
　　ハ　同号イ(5)中「提出者」を「ＡＤＬ値が記録されている者」とした場合に、同号イ(5)の基準を満たす
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　　　ことを示す書類を保存していること。
　⑤　平成３１年度以降に加算を算定する場合であって、加算を算定する年度の初日の属する年の前年の１月
　　から１２月までの間に、指定地域密着型サービス介護給付費単位数表の地域密着型通所介護費の注１２に
　　掲げる基準に適合しているものとして市町村長に届け出ている場合には、届出の日から同年１２月までの
　　期間を評価対象期間とする。
　⑥　提出されたデータについては、国民の健康の保持増進及びその有する能力の維持向上に資するため、適
　　宜活用されるものである。
基準注13　認知症加算
　　イ（地域密着型通所介護費）について、別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして市町村
　長に届け出た指定地域密着型通所介護事業所において、別に厚生労働大臣が定める利用者に対して指定地域
　密着型通所介護を行った場合は、認知症加算として、１日につき６０単位を所定単位数に加算する。ただし
　注５を算定している場合は、算定しない。
【厚生労働大臣が定める基準】→大臣基準告示・五十一の四
　次のいずれにも適合すること。
　イ　指定地域密着型サービス基準に規定する員数に加え、看護職員又は介護職員を常勤換算方法で２以上確
　　保していること。
　ロ　指定地域密着型通所介護事業所における前年度又は算定日が属する月の前３月間の利用者の総数のうち
　　日常生活に支障を来すおそれのある症状又は行動が認められることから介護を必要とする認知症の者の占
　　める割合が１００分の２０以上であること。
　ハ　指定地域密着型通所介護を行う時間帯を通じて、専ら当該指定地域密着型通所介護の提供に当たる認知
　　症介護の指導に係る専門的な研修、認知症介護に係る専門的な研修、認知症介護に係る実践的な研修等を
　　修了した者を１名以上配置していること。
【厚生労働大臣が定める利用者】→利用者等告示・三十五の五
　　日常生活に支障を来すおそれのある症状又は行動が認められることから介護を必要とする認知症の者
解釈注13　認知症加算について〔第2の3の2(12)〕
　①　常勤換算方法による職員数の算定方法は、(8)①を参照のこと。
　②　｢日常生活に支障を来すおそれのある症状又は行動が認められることから介護を必要とする認知症の者｣
　　とは､日常生活自立度のランクⅢ､Ⅳ又はＭに該当する者を指すものとし､これらの者の割合については､
　　前年度（３月を除く。）又は届出日の属する月の前３月の１月当たりの実績の平均について、利用実人員
　　数又は利用延人員数を用いて算定するものとし、要支援者に関しては人員数には含めない。 
　③　利用実人員数又は利用延人員数の割合の計算方法は、(8)③を参照のこと。 
　④　「認知症介護の指導に係る専門的な研修」とは、「認知症介護実践者等養成事業の実施について」及び
　　「認知症介護実践者等養成事業の円滑な運営について」に規定する「認知症介護指導者養成研修」を指す
　　ものとする。
　⑤　｢認知症介護に係る専門的な研修｣とは、｢認知症介護実践者等養成事業の実施について｣及び｢認知症介
　　護実践者等養成事業の円滑な運営について｣に規定する｢認知症介護実践リーダー研修｣を指すものとする
　⑥　「認知症介護に係る実践的な研修」とは、「認知症介護実践者等養成事業の実施について」及び「認知
　　症介護実践者等養成事業の円滑な運営について」に規定する｢認知症介護実践者研修｣を指すものとする。
　⑦　認知症介護指導者養成研修、認知症介護実践リーダー研修、認知症介護実践者研修の修了者は、指定地
　　域密着型通所介護を行う時間帯を通じて１名以上配置する必要がある。
　⑧　認知症加算については、日常生活自立度のランクⅢ、Ⅳ又はＭに該当する者に対して算定することがで
　　きる。また、注９の中重度者ケア体制加算の算定要件も満たす場合は、認知症加算の算定とともに中重度
　　者ケア体制加算も算定できる。 
　⑨　認知症加算を算定している事業所にあっては、認知症の症状の進行の緩和に資するケアを計画的に実施
　　するプログラムを作成することとする。
基準注14　若年性認知症利用者受入加算
　　別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして都道府県知事に届け出た指定地域密着型通所介
　護事業所において、若年性認知症利用者（介護保険法施行令第２条第６号に規定する初老期における認知症
　によって要介護者となった者をいう。以下同じ）に対して指定地域密着型通所介護を行った場合は、若年性
　認知症利用者受入加算として、１日につき６０単位を所定単位数に加算する。ただし、認知症加算を算定し
　ている場合は、算定し定しない。
【厚生労働大臣が定める利用者】→利用者等告示・十八
　　受け入れた若年性認知症利用者（初老期における認知症によって要介護者となった者）ごとに個別の担当
　者を定めていること。
解釈注14　若年性認知症利用者受入加算について〔第2の3の2(13)〕
　　受け入れた若年性認知症利用者ごとに個別に担当者を定め、その者を中心に、当該利用者の特性やニーズ
　に応じたサービス提供を行うこと。 
基準注15　栄養改善加算
　　イ（地域密着型通所介護費）について、次に掲げるいずれの基準にも適合しているものとして都道府県知
　事に届け出て、低栄養状態にある利用者又はそのおそれのある利用者に対して、当該利用者の低栄養状態の
　改善等を目的として、個別的に実施される栄養食事相談等の栄養管理であって、利用者の心身の状態の維持
　又は向上に資すると認められるもの（以下「栄養改善サービス」という）を行った場合は、栄養改善加算と
　して、３月以内の期間に限り１月に２回を限度として１回につき１５０単位を所定単位数に加算する。ただ
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　し、栄養改善サービスの開始から３月ごとの利用者の栄養状態の評価の結果、低栄養状態が改善せず、栄養
　改善サービスを引き続き行うことが必要と認められる利用者については、引き続き算定することができる。
　イ　当該事業所の従業者として又は外部との連携により管理栄養士を１名以上配置していること。
　ロ　利用者の栄養状態を利用開始時に把握し、管理栄養士、看護職員、介護職員、生活相談員その他の職種
　　種の者（以下この注において「管理栄養士等」という）が共同して、利用者ごとの摂食・嚥下機能及び食
　　形態にも配慮した栄養ケア計画を作成していること。
　ハ　利用者ごとの栄養ケア計画に従い管理栄養士等が栄養改善サービスを行っているとともに、利用者の栄
　　養状態を定期的に記録していること。
　ニ　利用者ごとの栄養ケア計画の進捗状況を定期的に評価していること。 
　ホ　別に厚生労働大臣の定める基準に適合している指定通所介護事業所であること。 
解釈注15　栄養改善加算について〔第2の3の2(14)〕
　①　栄養改善加算の算定に係る栄養改善サービスの提供は、利用者ごとに行われるケアマネジメントの一環
　　として行われることに留意すること。
　②　当該事業所の職員として、又は外部（他の介護事業所、医療機関又は栄養ケア・ステーション）との連
　　携により、管理栄養士を１名以上配置して行うものであること。
　③　栄養改善加算を算定できる利用者は、次のイからホのいずれかに該当する者であって、栄養改善サービ
　　スの提供が必要と認められる者とすること。
　　イ　ＢＭＩが18.5未満である者 
　　ロ　１～６月間で３％以上の体重の減少が認められる者又は「地域支援事業の実施について」に規定する
　　　基本チェックリストのNo.11の項目が「１」に該当する者 
　　ハ　血清アルブミン値が3.5g/dl以下である者 
　　ニ　食事摂取量が不良(75％以下)である者 
　　ホ　その他低栄養状態にある又はそのおそれがあると認められる者 
　　　なお、次のような問題を有する者については、前記イからホのいずれかの項目に該当するかどうか、適
　　　宜確認されたい。 
　　　・　口腔及び摂食・嚥下機能の問題（基本チェックリストの口腔機能に関連する(13)、(14)、(15)の
　　　　いずれかの項目において「１」に該当する者などを含む。）
　　　・　生活機能の低下の問題 
　　　・　褥瘡に関する問題 
　　　・　食欲の低下の問題
　　　・　閉じこもりの問題（基本チェックリストの閉じこもりに関連する(16)、(17)のいずれかの項目に
　　　　おいて「１」に該当する者などを含む。)）
　　　・　認知症の問題（基本チェックリストの認知症に関連する(18)、(19)、(20)のいずれかの項目にお
　　　　いて「１」に該当する者などを含む。）
　　　・　うつの問題（基本チェックリストのうつに関連する(21)から(25)の項目において､２項目以上｢１｣
　　　　に該当する者などを含む。）
　④　栄養改善サービスの提供は、以下のイからホまでに掲げる手順を経てなされる。 
　　イ　利用者ごとの低栄養状態のリスクを、利用開始時に把握すること。 
　　ロ　利用開始時に､管理栄養士が中心となって､利用者ごとの摂食・嚥下機能及び食形態にも配慮しつつ、
　　　栄養状態に関する解決すべき課題の把握（以下｢栄養アセスメント｣という）を行い、管理栄養士、看護
　　　職員、介護職員、生活相談員その他の職種の者が共同して、栄養食事相談に関する事項（食事に関する
　　　内容の説明等）、解決すべき栄養管理上の課題等に対し取り組むべき事項等を記載した栄養ケア計画を
　　　作成すること。作成した栄養ケア計画については、栄養改善サービスの対象となる利用者又はその家族
　　　に説明し、その同意を得ること。なお、地域密着型通所介護においては、栄養ケア計画に相当する内容
　　　を地域密着型通所介護計画の中に記載する場合は、その記載をもって栄養ケア計画の作成に代えること
　　　ができるものとすること。
　　ハ　栄養ケア計画に基づき、管理栄養士等が利用者ごとに栄養改善サービスを提供すること。その際、栄
　　　養ケア計画に実施上の問題点があれば直ちに当該計画を修正すること。 
　　ニ　利用者の栄養状態に応じて、定期的に、利用者の生活機能の状況を検討し、おおむね３月ごとに体重
　　　を測定する等により栄養状態の評価を行い、その結果を当該利用者を担当する介護支援専門員や主治の
　　　医師に対して情報提供すること。 
　　ホ　指定地域密着型ｻｰﾋﾞｽ基準第37条において準用する第3条の18に規定するｻｰﾋﾞｽの提供の記録におい
　　　いて利用者ごとの栄養ｹｱ計画に従い管理栄養士が利用者の栄養状態を定期的に記録する場合は当該記録
　　　とは別に栄養改善加算の算定のために利用者の栄養状態を定期的に記録する必要はないものとすること
　⑤　おおむね３月ごとの評価の結果、③のイからホまでのいずれかに該当する者であって、継続的に管理栄
　　養士等がサービス提供を行うことにより、栄養改善の効果が期待できると認められるものについては、継
　　続的に栄養改善サービスを提供する。 
基準注16　栄養スクーリング加算
　　別に厚生労働大臣が定める基準に適合する指定地域密着型通所介護事業所の従業者が、利用開始時及び利
　用中６月ごとに利用者の栄養状態について確認を行い、当該利用者の栄養状態に関する情報（当該利用者が
　低栄養状態の場合にあっては、低栄養状態の改善に必要な情報を含む）を当該利用者を担当する介護支援専
　門員に提供した場合に､栄養スクリーニング加算として１回につき５単位を所定単位数に加算する。ただし､
　当該利用者について、当該事業所以外で既に栄養スクリーニング加算を算定している場合にあっては算定せ
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　ず、当該利用者が栄養改善加算の算定に係る栄養改善サービスを受けている間及び当該栄養改善サービスが
　終了した日の属する月は、算定しない。 
解釈注16　栄養改善加算について〔第2の3の2(15〕
　①　栄養スクリーニングの算定に係る栄養状態に関するスクリーニングは、利用者ごとに行われるケアマネ
　　ジメントの一環として行われることに留意すること。
　②　栄養スクリーニング加算の算定に当たっては、利用者について、次に掲げるイからニに関する確認を行
　　い、確認した情報を介護支援専門員に対し、提供すること。 
　　イ　ＢＭＩが18.5未満である者 
　　ロ　１～６月間で３％以上の体重の減少が認められる者又は「地域支援事業の実施について」に規定する
　　　基本チェックリストのNo.11の項目が「１」に該当する者 
　　ハ　血清アルブミン値が3.5g/dl以下である者 
　　ニ　食事摂取量が不良(75％以下)である者 
　③　栄養スクリーニング加算の算定を行う事業所については、サービス担当者会議で決定することとし、原
　　則として、当該事業所が当該加算に基づく栄養スクリーニングを継続的に実施すること。 
　④　栄養スクリーニング加算に基づく栄養スクリーニングの結果、栄養改善加算に係る栄養改善サービスの
　　提供が必要と判断された場合は、栄養スクリーニング加算の算定月でも栄養改善加算を算定できること。 
基準注17　口腔機能向上加算
　　イ（地域密着型通所介護費）について、次に掲げるいずれの基準にも適合しているものとして都道府県知
　事に届け出て、口腔機能が低下している利用者又はそのおそれのある利用者に対して、当該利用者の口腔機
　能の向上を目的として、個別的に実施される口腔清掃の指導若しくは実施又は摂食・嚥下機能に関する訓練
　の指導若しくは実施であって、利用者の心身の状態の維持又は向上に資すると認められるもの（以下この注
　において「口腔機能向上サービス」という）を行った場合は、口腔機能向上加算として、３月以内の期間に
　限り１月に２回を限度として１回につき１５０単位を所定単位数に加算する。ただし、口腔機能向上サービ
　スの開始から３月ごとの利用者の口腔機能の評価の結果、口腔機能が向上せず、口腔機能向上サービスを引
　き続き行うことが必要と認められる利用者については、引き続き算定することができる。 
　イ　言語聴覚士、歯科衛生士又は看護職員を１名以上配置していること。 
　ロ　利用者の口腔機能を利用開始時に把握し、言語聴覚士、歯科衛生士、看護職員、介護職員、生活相談員
　　その他の職種の者が共同して、利用者ごとの口腔機能改善管理指導計画を作成していること。 
　ハ　利用者ごとの口腔機能改善管理指導計画に従い言語聴覚士、歯科衛生士又は看護職員が口腔機能向上サ
　　ービスを行っているとともに、利用者の口腔機能を定期的に記録していること。 
　ニ　利用者ごとの口腔機能改善管理指導計画の進捗状況を定期的に評価すること。 
　ホ　別に厚生労働大臣の定める基準に適合している指定通所介護事業所であること。 
解釈注17　口腔機能向上加算について〔第2の3の2(16)〕
　①　口腔機能向上加算の算定に係る口腔機能向上サービスの提供には、利用者ごとに行われるケアマネジメ
　　ントの一環として行われることに留意すること。 
　②　言語聴覚士、歯科衛生士又は看護職員を１名以上配置して行うものであること。 
　③　口腔機能向上加算を算定できる利用者は、次のイからハまでのいずれかに該当する者であって、口腔機
　　能向上サービスの提供が必要と認められる者とすること。
　　イ　認定調査票における嚥下､食事摂取､口腔清潔の3項目のいずれかの項目において｢1｣以外に該当する者
　　ロ　基本ﾁｪｯｸﾘｽﾄの口腔機能に関連する(13)､(14)､(15)の３項目のうち､2項目以上が｢１｣に該当する者
　　ハ　その他口腔機能の低下している者又はそのおそれのある者 
　④　利用者の口腔の状態によっては、医療における対応を要する場合も想定されることから､必要に応じて､
　　介護支援専門員を通して主治医又は主治の歯科医師への情報提供、受診勧奨などの適切な措置を講じるこ
　　ととする。なお、歯科医療を受診している場合であって、次のイ又はロのいずれかに該当する場合にあっ
　　ては、加算は算定できない。 
　　イ　医療保険において歯科診療報酬点数表に掲げる摂食機能療法を算定している場合 
　　ロ　医療保険において歯科診療報酬点数表に掲げる摂食機能療法を算定していない場合であって、介護保
　　　険の口腔機能向上ｻｰﾋﾞｽとして｢摂食･嚥下機能に関する訓練の指導若しくは実施｣を行っていない場合
　⑤　口腔機能向上サービスの提供は、以下のイからホまでに掲げる手順を経てなされる。 
　　イ　利用者ごとの口腔機能を、利用開始時に把握すること。 
　　ロ　利用開始時に､言語聴覚士､歯科衛生士又は看護職員が中心となって､利用者ごとの口腔衛生､摂食・嚥
　　　下機能に関する解決すべき課題の把握を行い、言語聴覚士、歯科衛生士、看護職員、介護職員、生活相
　　　談員その他の職種の者が共同して取り組むべき事項等を記載した口腔機能改善管理指導計画を作成する
　　　こと。作成した口腔機能改善管理指導計画については、口腔機能向上サービスの対象となる利用者又は
　　　その家族に説明し、その同意を得ること。なお、地域密着型通所介護においては、口腔機能改善管理指
　　　導計画に相当する内容を地域密着型通所介護計画の中に記載する場合は、その記載をもって口腔機能改
　　　善管理指導計画の作成に代えることができるものとすること。
　　ハ　口腔機能改善管理指導計画に基づき、言語聴覚士、歯科衛生士又は看護職員等が利用者ごとに口腔機
　　　能向上サービスを提供すること。その際、口腔機能改善管理指導計画に実施上の問題点があれば直ちに
　　　当該計画を修正すること。 
　　ニ　利用者の口腔機能の状態に応じて、定期的に、利用者の生活機能の状況を検討し、おおむね３月ごと
　　　に口腔機能の状態の評価を行い、その結果について、当該利用者を担当する介護支援専門員や主治の医
　　　師、主治の歯科医師に対して情報提供すること。 
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　　ホ　指定居宅サービス基準第105条において準用する第19条に規定するサービスの提供の記録において
　　　利用者ごとの口腔機能改善管理指導計画に従い言語聴覚士、歯科衛生士又は看護職員が利用者の口腔機
　　　能を定期的に記録する場合は、当該記録とは別に口腔機能向上加算の算定のために利用者の口腔機能を
　　　定期的に記録する必要はないものとすること。 
　⑥　おおむね３月ごとの評価の結果、次のイ又はロのいずれかに該当する者であって､継続的に言語聴覚士､
　　歯科衛生士又は看護職員等がサービス提供を行うことにより、口腔機能の向上又は維持の効果が期待でき
　　ると認められるものについては、継続的に口腔機能向上サービスを提供する。
　　イ　口腔清潔・唾液分泌・咀嚼・嚥下・食事摂取等の口腔機能の低下が認められる状態の者
　　ロ　当該サービスを継続しないことにより、口腔機能げ低下するおそれのある者
基準注18　個別送迎体制強化加算
　　ロ（療養通所介護費）について、別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして市町村長に届
　け出て、当該基準による送迎を行った場合は、個別送迎体制強化加算として、１日につき２１０単位を所定
　単位数に加算する。
【厚生労働大臣が定める基準】→大臣基準告示・五十一の五
　次のいずれにも適合すること。
　イ　指定地域密着型通所介護事業所における２名以上の従事者により、個別に送迎を行っていること。
　ロ　当該従事者のうち１名は、看護師又は准看護師であること。
解釈注18　個別送迎体制強化加算について〔第2の3の2(21)⑤〕
　　個別送迎体制強化加算は、療養通所介護計画上、個別送迎の提供が位置づけられている場合であっても、
　利用者側の事情により、個別送迎をしなかった場合については算定できない。
基準注19　入浴介助体制強化加算
　　ロ（療養通所介護費）について、別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして市町村長に届
　け出て、当該基準による入浴介助を行った場合は、入浴介助体制強化加算として、１日につき６０単位を所
　定単位数に加算する。
【厚生労働大臣が定める基準】→大臣基準告示・五十一の六
　次のいずれにも適合すること。
　イ　指定療養通所介護事業所における２名以上の従事者により、個別に入浴介助を行っていること。
　ロ　当該従事者のうち１名は、看護師又は准看護師であること。
解釈注19　入浴介助体制強化加算について〔第2の3の2(21)⑥〕
　　入浴介助体制強化加算は、療養通所介護計画上、入浴介助の提供が位置づけられている場合であっても、
　利用者側の事情により、入浴介助を実施しなかった場合については算定できない。
基準注20　
　　利用者が短期入所生活介護、短期入所療養介護若しくは特定施設入居者生活介護又は小規模多機能型居宅
　介護、認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護、地域密着型介護老人福祉施設入所
　者生活介護若しくは複合型サービスを受けている間は、地域密着型通所介護費は、算定しない。
基準注21　同一建物減算
　　指定地域密着型通所介護事業所と同一建物に居住する者又は指定地域密着型通所介護事業所と同一建物か
　ら当該指定地域密着型通所介護事業所に通う者に対し、指定地域密着型通所介護を行った場合は、１日につ
　き９４単位を所定単位数から減算する。ただし、傷病その他やむを得ない事情により送迎が必要であると認
　められる利用者に対して送迎を行った場合はこの限りでない。 
解釈注21　事業所と同一建物に居住する利用者又は同一建物から通う利用者に地域密着型通所介護

　　　を行う場合について〔第2の3の2(17)〕
　①　同一建物の定義　　　注２１における「同一建物」とは、当該指定地域密着型通所介護事業所と構造上
　　又は外形上、一体的な建築物を指すものであり、具体的には、当該建物の１階部分に指定地域密着型通所
　　介護事業所がある場合や、当該建物と渡り廊下等で繋がっている場合が該当し、同一敷地内にある別棟の
　　建築物や道路を挟んで隣接する場合は該当しない。 
　　　また、ここでいう同一建物については、当該建築物の管理、運営法人が当該指定地域密着型通所介護事
　　業所の指定地域密着型通所介護事業者と異なる場合であっても該当するものであること。 
　②　なお、傷病により一時的に送迎が必要であると認められる利用者その他やむを得ない事情により送迎が
　　必要と認められる利用者に対して送迎を行った場合は、例外的に減算対象とならない。具体的には、傷病
　　により一時的に歩行困難となった者又は歩行困難な要介護者であって、かつ建物の構造上自力での通所が
　　困難である者に対し、２人以上の従業者が、当該利用者の居住する場所と当該指定地域密着型通所介護事
　　業所の間の往復の移動を介助した場合に限られること。ただし、この場合、２人以上の従業者による移動
　　介助を必要とする理由や移動介助の方法及び期間について、介護支援専門員とサービス担当者会議等で慎
　　重に検討し、その内容及び結果について通所介護計画に記載すること。また、移動介助者及び移動介助時
　　の利用者の様子等について、記録しなければならない。 
基準注22　送迎減算
　　利用者に対して、その居宅と指定地域密着型通所介護事業所との間の送迎を行わない場合は、片道につき
　４７単位を所定単位数から減算する。
解釈注22　送迎を行わない場合の減算について〔第2の3の2(18)〕
　　利用者が自ら通う場合、利用者の家族等が送迎を行う場合など事業者が送迎を実施していない場合は、片
　道につき減算の対象となる。ただし、注１６〔注２２〕の減算の対象となっている場合には、当該減算の対
　象とはならない。 
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解釈所要時間による区分の取扱い〔第2の4(1)〕
　　３の２(1)を準用する。

所要時間による区分の取扱い〔第2の3の2(1)〕
　　所要時間による区分については、現に要した時間ではなく、地域密着型通所介護計画に位置付けられた内
　容の地域密着型通所介護を行うための標準的な時間によることとされているところであり、単に、当日のサ
　－ビス進行状況や利用者の家族の出迎え等の都合で､当該利用者が通常の時間を越えて事業所にいる場合は､
　地域密着型通所介護のサービスが提供されているとは認められないものであること。したがって、この場合
　は当初計画に位置付けられた所要時間に応じた所定単位数が算定されるものであること（このような家族等
　の出迎え等までの間の「預かり」サービスについては、利用者から別途利用料を徴収して差し支えない）。
　また、ここでいう地域密着型通所介護を行うのに要する時間には、送迎に要する時間は含まれないものであ
　るが、送迎時に実施した居宅内での介助等（着替え、ベッド・車椅子への移乗、戸締まり等）に要する時間
　は、次のいずれの要件も満たす場合、１日３０分以内を限度として、地域密着型通所介護を行うのに要する
　時間に含めることができる。
　①　居宅サービス計画及び地域密着型通所介護計画に位置付けた上で実施する場合
　②　送迎時に居宅内の介助等を行う者が、介護福祉士、実務者研修修了者、介護職員基礎研修課程修了者、
　　１級課程修了者、介護職員初任者研修修了者（２級課程修了者を含む）、介護職員、機能訓練指導員又は
　　当該事業所における勤続年数と同一法人の経営する他の介護サービス事業所、医療機関、社会福祉施設等
　　においてサービスを利用者に直接提供する職員としての勤続年数の合計が３年以上の介護職員である場合
　　これに対して、当日の利用者の心身の状況から、実際の地域密着型通所介護の提供が地域密着型通所介護
　　計画上の所要時間よりもやむを得ず短くなった場合には地域密着型通所介護計画上の単位数を算定して差
　　し支えない。なお、地域密着型通所介護計画上の所要時間よりも大きく短縮した場合には、地域密着型通
　　所介護計画を変更のうえ、変更後の所要時間に応じた単位数を算定すること。
　　　なお、同一の日の異なる時間帯に複数の単位を行う事業所においては、利用者が同一の日に複数の指定
　　地域密着型通所介護の単位を利用する場合には、それぞれの地域密着型通所介護の単位について所定単位
　　数が算定されること。
基準注１
　　別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものとして市町村長に届け出た単独型・併設型指定認
　知症対応型通所介護事業所又は共用型指定認知症対応型通所介護事業所において、指定認知症対応型通所介
　護を行った場合に、当該施設基準に掲げる区分に従い、利用者の要介護状態区分に応じて、現に要した時間
　ではなく、認知症対応型通所介護計画に位置付けられた内容の指定認知症対応型通所介護を行うのに要する
　標準的な時間で、それぞれ所定単位数を算定する。ただし、利用者の数又は看護職員若しくは介護職員の員
　数が別に厚生労働大臣が定める基準に該当する場合は、別に厚生労働大臣が定めるところにより算定する。
基準注２　短時間
　　別に厚生労働大臣が定める基準に適合する利用者に対して、所要時間２時間以上３時間未満の指定認知症
　対応型通所介護を行う場合は、注１の施設基準に掲げる区分に従い、イ(1)(二)若しくは(2)(二)又はロ(2)の
　所定単位数の１００分の６３に相当する単位数を算定する。
【厚生労働大臣が定める基準に適合する者】→利用者等告示・三十六
　　心身の状況その他利用者のやむを得ない事情により、長時間のサービス利用が困難である利用者
解釈注２　２時間以上３時間未満の認知症対応型通所介護を行う場合の取扱い〔第2の4(2)〕
　　３の２(2)を準用する。

　　　２時間以上３時間未満の地域密着型通所介護を行う場合の取扱い〔第2の3の2(2)〕
　　２時間以上３時間未満の地域密着型通所介護の単位数を算定できる利用者は、心身の状況から、長時間の
　サービス利用が困難である者、病後等で短時間の利用から始めて長時間に結びつけていく必要がある者など
　利用者側のやむを得ない事情により長時間のサービス利用が困難な者（利用者等告示第三十五号の三）であ
　ること。なお、２時間以上３時間未満の地域密着型通所介護であっても、地域密着型通所介護の本来の目的
　に照らし、単に入浴サービスのみといった利用は適当ではなく、利用者の日常生活動作能力などの向上のた
　め、日常生活を通じた機能訓練等が実施されるべきものである。
基準注３　延長サービス
　　日常生活上の世話を行った後に引き続き所要時間８時間以上９時間未満の指定認知症対応型通所介護を行
　った場合又は所要時間８時間以上９時間未満の指定認知症対応型通所介護を行った後に引き続き日常生活上
　の世話を行った場合であって、当該指定認知症対応型通所介護の所要時間と当該指定認知症対応型通所介護
　の前後に行った日常生活上の世話の所要時間を通算した時間（以下この注において「算定対象時間」）が９
　時間以上となった場合は、次に掲げる区分に応じ、次に掲げる単位数を所定単位数に加算する。
　イ　9時間以上10時間未満の場合　50単位 ロ　10時間以上11時間未満の場合　100単位
　ハ　11時間以上12時間未満の場合　150単位 ニ　12時間以上13時間未満の場合　200単位
　ホ　13時間以上14時間未満の場合　250単位
解釈注３　８時間以上９時間未満の認知症対応型通所介護の前後に連続して延長サービスを行った場合

　　　の加算の取扱い〔第2の4(3)〕
　　３の２(3)を準用する。

　　　８時間以上９時間未満の地域密着型通所介護の前後に連続して延長サービスを行った場合
　　　の加算の取扱い〔第2の3の2(3)〕

　　延長加算は、所要時間８時間以上９時間未満の地域密着型通所介護の前後に連続して日常生活上の世話を
　行う場合について、５時間を限度として算定されるものであり、例えば、
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　①　９時間の地域密着型通所介護の後に連続して５時間の延長サービスを行った場合
　②　９時間の地域密着型通所介護に前に連続して２時間、後に連続して３時間、合計５時間の延長サービス
　　を行った場合には、５時間分の延長サービスとして２５０単位が算定される。
　　また、当該加算は地域密着型通所介護と延長サービスを通算した時間が９時間以上の部分について算定さ
　れるものであるため、例えば、
　③　８時間の地域密着型通所介護の後に連続して５時間の延長サービスを行った場合には、地域密着型通所
　　介護と延長サービスの通算時間は１３時間であり、４時間分（＝１３時間－９時間）の延長サービスとし
　　て２００単位が加算される。
　　なお、延長加算は、実際に利用者に対して延長サービスを行うことが可能な体制にあり、かつ、実際に延
　長サービスを行った場合に算定されるものであるが、当該事業所の実情に応じて、適当数の授業者を置いて
　いる必要があり、当該事業所の利用者が、当該事業所を利用した後に、引き続き当該事業所の設備を利用し
　て宿泊する場合や、宿泊した翌日において当該事業所の地域密着型通所介護の提供を受ける場合には算定す
　ることはできない。
基準注４　入浴介助加算
　　別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして市町村長に届け出て当該基準による入浴介助を
　行った場合は、１日につき５０単位を所定単位数に加算する。
【厚生労働大臣が定める基準】→利用者等告示・三十七
　　入浴介助を適切に行うことができる人員及び設備を有して行われる入浴介助
解釈注４　入浴介助加算について〔第2の4(6)〕
　　３の２(7)を準用する。

　　　入浴介助加算について〔第2の3の2(7)〕
　　地域密着型通所介護入浴介助加算は、入浴中の利用者の観察を含む介助を行う場合について算定されるも
　のであるが、この場合の「観察」とは、自立生活支援のための見守り的援助のことであり、利用者の自立支
　援や日常生活動作能力などの向上のために、極力利用者自身の力で入浴し、必要に応じて介助、転倒予防の
　ための声かけ、気分の確認などを行うことにより、結果として、身体に直接接触する介助を行わなかった場
　合についても、加算の対象となるものであること。
　　また、地域密着型通所介護計画上、入浴の提供が位置づけられている場合に、利用者側の事情により、入
　浴を実施しなかった場合については、加算を算定できない。
基準注５　生活機能向上連携加算
　　別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして市町村長に届け出た指定認知症対応型通所介護
　事業所において、外部との連携により、利用者の身体の状況等の評価を行い、かつ、個別機能訓練計画を作
　成した場合には、生活機能向上連携加算として、１月につき２００単位を所定単位数に加算する。ただし、
　注６を算定している場合は、１月につき１００単位を所定単位数に加算する。
【厚生労働大臣が定める基準】→大臣基準告示・十五の二
　イ　指定訪問リハビリテーション事業所、指定通所リハビリテーション事業所又はリハビリテーションを実
　　施している医療提供施設（病院にあっては、許可病床数が２００床未満のもの又は当該病院を中心とした
　　半径４キロメートル以内に診療所が存在しないものに限る）の理学療法士、作業療法士、言語聴覚士又は
　　医師（以下「理学療法士等」）が、当該指定通所介護事業所、指定地域密着型通所介護事業所を訪問し、
　　当該事業所の機能訓練指導員、看護職員、介護職員、生活相談員その他の職種の者（以下「機能訓練指導
　　員等」）と共同してアセスメント（利用者の心身の状況を勘案し、自立した日常生活を営むことができる
　　ように支援する上で解決すべき課題を把握することをいう）、利用者の身体の状況等の評価及び個別機能
　　訓練計画の作成を行っていること。
　ロ　個別機能訓練計画に基づき、利用者の身体機能又は生活機能向上を目的とする機能訓練の項目を準備し
　　機能訓練指導員等が、利用者の心身の状況に応じた機能訓練を適切に提供していること。
　ハ　機能訓練指導員等が理学療法士等と連携し、個別機能訓練計画の進捗状況等を３月ごとに１回以上評価
　　し、利用者又はその家族に対して機能訓練の内容と個別機能訓練計画の進捗状況等を説明し、必要に応じ
　　て訓練内容の見直し等を行っていること。
解釈注５　生活機能向上連携加算について〔第2の4(4)〕
　　３の２(9)を準用する。

　　　生活機能向上連携加算について〔第2の3の2(9)〕
　①　指定訪問リハビリテーション事業所又は指定通所リハビリテーション事業所若しくはリハビリテーショ
　　ンを実施している医療提供施設（病院にあっては、許可病床数が２００床未満のもの又は当該病院を中心
　　とした半径４キロメートル以内に診療所が存在しないものに限る）の理学療法士、作業療法士、言語聴覚
　　士又は医師（以下「理学療法士等」）が、当該指定地域密着型通所介護事業所を訪問し、当該事業所の機
　　能訓練指導員、看護職員、介護職員、生活相談員その他の職種の者（以下「機能訓練指導員等」）と共同
　　してアセスメント、利用者の心身の状況等の評価及び個別機能訓練計画の作成を行っていること。その際
　　理学療法士等は、機能訓練指導員等に対し、日常生活上の留意点、介護の工夫等に関する助言を行うこと
　　　この場合「リハビリテーションを実施している医療提供施設」とは、診療報酬における疾患別リハビリ
　　テーション料の届出を行っている病院若しくは診療所又は介護老人保健施設、介護療養型医療施設若しく
　　は介護医療院であること。
　②　①の個別機能訓練計画には、利用者ごとの目標、実施時間、実施方法等の内容を記載しなければならな
　　い。目標については、利用者又はその家族の意向及び当該利用者を担当する介護支援専門員の意見も踏ま
　　え策定することとし、当該利用者の意欲の向上につながるよう、段階的な目標を設定するなど可能な限り
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　　具体的かつ分かりやすい目標とすること。なお、個別機能訓練計画に相当する内容を地域密着型通所介護
　　計画の中に記載する場合は、その記載をもって個別機能訓練計画の作成に代えることができるものとする
　　こと。また、個別機能訓練加算を算定している場合は、別に個別機能訓練計画を作成する必要はないこと
　③　個別機能訓練計画に基づき、利用者の身体機能又は生活機能の向上を目的とする機能訓練の項目を準備
　　し、機能訓練指導員等が、利用者の心身の状況に応じて計画的に機能訓練を適切に提供していること。
　④　個別機能訓練計画の進捗状況について、３月ごとに１回以上、理学療法士等が指定地域密着型通所介護
　　事業所を訪問し、機能訓練指導員等と共同で評価した上で、機能訓練指導員等が利用者又はその家族に対
　　して個別機能訓練計画の内容（評価を含む）や進捗状況等を説明し記録するとともに、必要に応じて訓練
　　内容の見直し等を行うこと。
　⑤　各月における評価内容や目標の達成度合いについて、機能訓練指導員等が、利用者又はその家族及び理
　　学療法士等に報告・相談し、必要に応じて当該利用者又はその家族の意向を確認の上、理学療法士等から
　　必要な助言を得た上で､当該利用者のＡＤＬ（寝返り､起き上がり､移乗､歩行､着衣､入浴､排せつ等）及び
　　ＩＡＤＬ（調理、掃除、買物、金銭管理、服薬状況等）の改善状況を踏まえた目標の見直しや訓練内容の
　　変更など適切な対応を行うこと。
　⑥　機能訓練に関する記録（実施時間、訓練内容、担当者等）は、利用者ごとに保管され、常に当該事業所
　　の機能訓練指導員等により閲覧が可能であるようにすること。
基準注６　個別機能訓練加算
　　指定認知症対応型通所介護を行う時間帯に１日１２０分以上、専ら機能訓練指導員の職務に従事する理学
　療法士、作業療法士、言語聴覚士、看護職員、柔道整復師、あん摩マッサージ指圧師、はり師又はきゅう師
　（はり師及びきゅう師については、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、看護職員、柔道整復師又はあん
　摩マッサージ指圧師の資格を有する機能訓練指導員を配置した事業所で６月以上機能訓練指導に従事した経
　験を有する者に限る）（以下「理学療法士等」）を１名以上配置しているものとして市町村長に届け出た指
　定認知症対応型通所介護の利用者に対して、機能訓練指導員、看護職員、介護職員、生活相談員その他の職
　種の者が共同して、利用者ごとに個別機能訓練計画を作成し、当該計画に基づき、計画的に機能訓練を行っ
　ている場合には、個別機能訓練加算として、１日につき２７単位を所定単位数に加算する。
解釈注６　個別機能訓練加算について〔第2の4(5)〕
　①　個別機能訓練加算は、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、看護職員、柔道整復師、あん摩マーッサ
　　ジ指圧師、はり師又はきゅう師（はり師及びきゅう師については、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士
　　看護職員、柔道整復師又はあん摩マッサージ指圧師の資格を有する機能訓練指導員を配置した事業所で６
　　月以上機能訓練指導に従事した経験を有する者に限る）（以下「理学療法士等」）が個別機能訓練計画に
　　基づき、計画的に行った機能訓練（以下「個別機能訓練」）について算定する。
　②　個別機能訓練は、１日１２０分以上、専ら機能訓練指導員の職務に従事する理学療法士等を１名以上配
　　置して行うものであること。この場合において、例えば、１週間のうち特定の曜日だけ理学療法士等を配
　　置している場合は、その曜日におけるサービスのみが当該加算の算定対象をなる。ただし、この場合、理
　　学療法士等が配置される曜日はあらかじめ定められ、利用者や居宅介護支援事業者に周知されている必要
　　がある。なお、認知症対応型通所介護事業所の看護職員が加算に係る機能訓練指導員の職務い従事する場
　　合には、当該職務の時間は、認知症対応型通所介護事業所における看護職員としての人員基準の算定に含
　　めない。
　③　個別機能訓練を行うに当たっては、機能訓練指導員、看護職員、介護職員、生活相談員その他の職種の
　　者が共同して、利用者ごとにその目標、実施時間、実施方法等を内容とする個別機能訓練計画を作成し、
　　これに基づいて行った個別機能訓練の効果、実施時間、実施方法等について評価等を行う。なお、認知症
　　対応型通所介護においては、個別機能訓練計画に相当する内容を認知症対応型通所介護計画の中に記載す
　　る場合は、その記載をもって個別機能訓練計画の作成に代えることができるものとすること。
　④　個別機能訓練を行う場合は、開始時及びその３か月後に１回以上利用者に対して個別機能訓練計画の内
　　容を説明する。
　⑤　個別機能訓練に関する記録（実施時間、訓練内容、担当者等）は、利用者ごとに保管され、常に当該事
　　業所の個別機能訓練の従事者により閲覧が可能であるようにすること。
基準注７　若年性認知症利用者受入加算
　　別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして市町村長に届け出た単独型・併設型指定認知症
　対応型通所介護事業所又は共用型指定認知症対応型通所介護事業所において､若年性認知症利用者に対して､
　指定認知症対応型通所介護を行った場合は、若年性認知症利用者受入加算として、１日につき６０単位を所
　定単位数に加算する。
【厚生労働大臣が定める利用者】→利用者等告示・十八
　　受け入れた若年性認知症利用者（初老期における認知症によって要介護者となった者）ごとに個別の担当
　者を定めていること。
解釈注７　若年性認知症利用者受入加算について〔第2の4(7)〕
　　３の２(13)を準用する。

　　　若年性認知症利用者受入加算について〔第2の3の2(13)〕
　　受け入れた若年性認知症利用者ごとに個別に担当者を定め、その者を中心に、当該利用者の特性やニーズ
　に応じたサービス提供を行うこと。 
基準注８　栄養改善加算
　　次に掲げるいずれの基準にも適合しているものとして市町村長に届け出て、低栄養状態にある利用者又は
　そのおそれのある利用者に対して、栄養改善サービスを行った場合は、栄養改善加算として、３月以内の期
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　間に限り１月に２回を限度として１回につき１５０単位を所定単位数に加算する。ただし、栄養改善サービ
　スの開始から３月ごとの利用者の栄養状態の評価の結果、低栄養状態が改善せず、栄養改善サービスを引き
　続き行うことが必要と認められる利用者については、引き続き算定することができる。
　イ　当該事業所の従業者として又は外部との連携により管理栄養士を1名以上配置していること。
　ロ　利用者の栄養状態を利用開始時に把握し、管理栄養士、看護職員、介護職員、生活相談員その他の職種
　　の者（以下この注において「管理栄養士等」）が共同して、利用者ごとの摂食・嚥えん下機能及び食形態
　　にも配慮した栄養ケア計画を作成していること。
　ハ　利用者ごとの栄養ケア計画に従い管理栄養士等が栄養改善サービスを行っているとともに、利用者の栄
　　養状態を定期的に記録していること。
　ニ　利用者ごとの栄養ケア計画の進捗状況を定期的に評価していること。
　ホ　別に厚生労働大臣の定める基準に適合している単独型・併設型指定認知症対応型通所介護事業所又は共
　　用型指定認知症対応型通所介護事業所であること。
解釈注８　栄養改善加算について〔第2の4(8)〕
　　３の２(14)を準用する。

　　　栄養改善加算について〔第2の3の2(14)〕
　①　栄養改善加算の算定に係る栄養改善サービスの提供は、利用者ごとに行われるケアマネジメントの一環
　　として行われることに留意すること。
　②　当該事業所の職員として、又は外部（他の介護事業所、医療機関又は栄養ケア・ステーション）との連
　　携により、管理栄養士を１名以上配置して行うものであること。
　③　栄養改善加算を算定できる利用者は、次のイからホのいずれかに該当する者であって、栄養改善サービ
　　スの提供が必要と認められる者とすること。
　　イ　ＢＭＩが18.5未満である者 
　　ロ　１～６月間で３％以上の体重の減少が認められる者又は「地域支援事業の実施について」に規定する
　　　基本チェックリストのNo.11の項目が「１」に該当する者 
　　ハ　血清アルブミン値が3.5g/dl以下である者 
　　ニ　食事摂取量が不良(75％以下)である者 
　　ホ　その他低栄養状態にある又はそのおそれがあると認められる者 
　　　なお、次のような問題を有する者については、前記イからホのいずれかの項目に該当するかどうか、適
　　　宜確認されたい。 
　　　・　口腔及び摂食・嚥下機能の問題（基本チェックリストの口腔機能に関連する(13)、(14)、(15)の
　　　　いずれかの項目において「１」に該当する者などを含む。）
　　　・　生活機能の低下の問題 
　　　・　褥瘡に関する問題 
　　　・　食欲の低下の問題
　　　・　閉じこもりの問題（基本チェックリストの閉じこもりに関連する(16)、(17)のいずれかの項目に
　　　　おいて「１」に該当する者などを含む。)）
　　　・　認知症の問題（基本チェックリストの認知症に関連する(18)、(19)、(20)のいずれかの項目にお
　　　　いて「１」に該当する者などを含む。）
　　　・　うつの問題（基本チェックリストのうつに関連する(21)から(25)の項目において､２項目以上｢１｣
　　　　に該当する者などを含む。）
　④　栄養改善サービスの提供は、以下のイからホまでに掲げる手順を経てなされる。 
　　イ　利用者ごとの低栄養状態のリスクを、利用開始時に把握すること。 
　　ロ　利用開始時に､管理栄養士が中心となって､利用者ごとの摂食・嚥下機能及び食形態にも配慮しつつ、
　　　栄養状態に関する解決すべき課題の把握（以下｢栄養アセスメント｣という）を行い、管理栄養士、看護
　　　職員、介護職員、生活相談員その他の職種の者が共同して、栄養食事相談に関する事項（食事に関する
　　　内容の説明等）、解決すべき栄養管理上の課題等に対し取り組むべき事項等を記載した栄養ケア計画を
　　　作成すること。作成した栄養ケア計画については、栄養改善サービスの対象となる利用者又はその家族
　　　に説明し、その同意を得ること。なお、地域密着型通所介護においては、栄養ケア計画に相当する内容
　　　を地域密着型通所介護計画の中に記載する場合は、その記載をもって栄養ケア計画の作成に代えること
　　　ができるものとすること。
　　ハ　栄養ケア計画に基づき、管理栄養士等が利用者ごとに栄養改善サービスを提供すること。その際、栄
　　　養ケア計画に実施上の問題点があれば直ちに当該計画を修正すること。 
　　ニ　利用者の栄養状態に応じて、定期的に、利用者の生活機能の状況を検討し、おおむね３月ごとに体重
　　　を測定する等により栄養状態の評価を行い、その結果を当該利用者を担当する介護支援専門員や主治の
　　　医師に対して情報提供すること。 
　　ホ　指定地域密着型サービス基準第３７条において準用する第３条の１８に規定するサービスの提供の記
　　　録において利用者ごとの栄養ケア計画に従い管理栄養士が利用者の栄養状態を定期的に記録する場合は
　　　当該記録とは別に栄養改善加算の算定のために利用者の栄養状態を定期的に記録する必要はないものと
　　　すること。
　⑤　おおむね３月ごとの評価の結果、③のイからホまでのいずれかに該当する者であって、継続的に管理栄
　　養士等がサービス提供を行うことにより、栄養改善の効果が期待できると認められるものについては、継
　　続的に栄養改善サービスを提供する。 
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基準注９　栄養スクーリング加算
　　別に厚生労働大臣が定める基準に適合する指定認知症対応型通所介護事業所の従業者が、利用開始時及び
　利用中６月ごとに利用者の栄養状態について確認を行い、当該利用者の栄養状態に関する情報（当該利用者
　が低栄養状態の場合にあっては、低栄養状態の改善に必要な情報を含む）を当該利用者を担当する介護支援
　専門員に提供した場合に、栄養スクリーニング加算として１回につき５単位を所定単位数に加算する。ただ
　し、当該利用者について、当該事業所以外で既に栄養スクリーニング加算を算定している場合は算定せず、
　当該利用者が栄養改善加算の算定に係る栄養改善サービスを受けている間及び当該栄養改善サービスが終了
　した日の属する月は、算定しない。
解釈注９　栄養スクーリング加算について〔第2の4(9)〕
　　３の２(15)を準用する。

　　　栄養スクーリング加算について〔第2の3の2(15〕
　①　栄養スクリーニングの算定に係る栄養状態に関するスクリーニングは、利用者ごとに行われるケアマネ
　　ジメントの一環として行われることに留意すること。
　②　栄養スクリーニング加算の算定に当たっては、利用者について、次に掲げるイからニに関する確認を行
　　い、確認した情報を介護支援専門員に対し、提供すること。 
　　イ　ＢＭＩが18.5未満である者 
　　ロ　１～６月間で３％以上の体重の減少が認められる者又は「地域支援事業の実施について」に規定する
　　　基本チェックリストのNo.11の項目が「１」に該当する者 
　　ハ　血清アルブミン値が3.5g/dl以下である者 
　　ニ　食事摂取量が不良(75％以下)である者 
　③　栄養スクリーニング加算の算定を行う事業所については、サービス担当者会議で決定することとし、原
　　則として、当該事業所が当該加算に基づく栄養スクリーニングを継続的に実施すること。 
　④　栄養スクリーニング加算に基づく栄養スクリーニングの結果、栄養改善加算に係る栄養改善サービスの
　　提供が必要と判断された場合は、栄養スクリーニング加算の算定月でも栄養改善加算を算定できること。 
基準注10　口腔機能向上加算
　　次に掲げるいずれの基準にも適合しているものとして市町村長に届け出て、口腔機能が低下している利用
　者又はそのおそれのある利用者に対して、当該利用者の口腔機能の向上を目的として、個別的に実施される
　口腔清掃の指導若しくは実施又は摂食・嚥えん下機能に関する訓練の指導若しくは実施であって、利用者の
　心身の状態の維持又は向上に資すると認められるもの（以下この注において「口腔機能向上サービス」）を
　行った場合は、口腔機能向上加算として、３月以内の期間に限り１月に２回を限度として１回につき１５０
　単位を所定単位数に加算する。ただし、口腔機能向上サービスの開始から３月ごとの利用者の口腔機能の評
　価の結果、口腔くう機能が向上せず、口腔機能向上サービスを引き続き行うことが必要と認められる利用者
　については、引き続き算定することができる。
　イ　言語聴覚士、歯科衛生士又は看護職員を１名以上配置していること。 
　ロ　利用者の口腔機能を利用開始時に把握し、言語聴覚士、歯科衛生士、看護職員、介護職員、生活相談員
　　その他の職種の者が共同して、利用者ごとの口腔機能改善管理指導計画を作成していること。 
　ハ　利用者ごとの口腔機能改善管理指導計画に従い言語聴覚士、歯科衛生士又は看護職員が口腔機能向上サ
　　ービスを行っているとともに、利用者の口腔機能を定期的に記録していること。 
　ニ　利用者ごとの口腔機能改善管理指導計画の進捗状況を定期的に評価すること。 
　ホ　別に厚生労働大臣の定める基準に適合している単独型・併設型指定認知症対応型通所介護事業所である
　　こと。 
解釈注10　口腔機能向上加算について〔第2の4(10)〕
　　３の２(16)を準用する。

　　　口腔機能向上加算について〔第2の3の2(16)〕
　①　口腔機能向上加算の算定に係る口腔機能向上サービスの提供には、利用者ごとに行われるケアマネジメ
　　ントの一環として行われることに留意すること。 
　②　言語聴覚士、歯科衛生士又は看護職員を１名以上配置して行うものであること。 
　③　口腔機能向上加算を算定できる利用者は、次のイからハまでのいずれかに該当する者であって、口腔機
　　能向上サービスの提供が必要と認められる者とすること。
　　イ　認定調査票における嚥下、食事摂取、口腔清潔の３項目のいずれかの項目において「１」以外に該当
　　　する者 
　　ロ　基本チェックリストの口腔機能に関連する(13)、(14)、(15)の３項目のうち、２項目以上が「１」
　　　に該当する者
　　ハ　その他口腔機能の低下している者又はそのおそれのある者 
　④　利用者の口腔の状態によっては、医療における対応を要する場合も想定されることから､必要に応じて､
　　介護支援専門員を通して主治医又は主治の歯科医師への情報提供、受診勧奨などの適切な措置を講じるこ
　　ととする。なお、歯科医療を受診している場合であって、次のイ又はロのいずれかに該当する場合にあっ
　　ては、加算は算定できない。 
　　イ　医療保険において歯科診療報酬点数表に掲げる摂食機能療法を算定している場合 
　　ロ　医療保険において歯科診療報酬点数表に掲げる摂食機能療法を算定していない場合であって、介護保
　　　険の口腔機能向上サービスとして「摂食・嚥下機能に関する訓練の指導若しくは実施」を行っていない
　　　場合 
　⑤　口腔機能向上サービスの提供は、以下のイからホまでに掲げる手順を経てなされる。 
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１単位単価

　　イ　利用者ごとの口腔機能を、利用開始時に把握すること。 
　　ロ　利用開始時に､言語聴覚士､歯科衛生士又は看護職員が中心となって､利用者ごとの口腔衛生､摂食・嚥
　　　下機能に関する解決すべき課題の把握を行い、言語聴覚士、歯科衛生士、看護職員、介護職員、生活相
　　　談員その他の職種の者が共同して取り組むべき事項等を記載した口腔機能改善管理指導計画を作成する
　　　こと。作成した口腔機能改善管理指導計画については、口腔機能向上サービスの対象となる利用者又は
　　　その家族に説明し、その同意を得ること。なお、地域密着型通所介護においては、口腔機能改善管理指
　　　導計画に相当する内容を地域密着型通所介護計画の中に記載する場合は、その記載をもって口腔機能改
　　　善管理指導計画の作成に代えることができるものとすること。
　　ハ　口腔機能改善管理指導計画に基づき、言語聴覚士、歯科衛生士又は看護職員等が利用者ごとに口腔機
　　　能向上サービスを提供すること。その際、口腔機能改善管理指導計画に実施上の問題点があれば直ちに
　　　当該計画を修正すること。 
　　ニ　利用者の口腔機能の状態に応じて、定期的に、利用者の生活機能の状況を検討し、おおむね３月ごと
　　　に口腔機能の状態の評価を行い、その結果について、当該利用者を担当する介護支援専門員や主治の医
　　　師、主治の歯科医師に対して情報提供すること。 
　　ホ　指定居宅サービス基準第105条において準用する第19条に規定するサービスの提供の記録において
　　　利用者ごとの口腔機能改善管理指導計画に従い言語聴覚士、歯科衛生士又は看護職員が利用者の口腔機
　　　能を定期的に記録する場合は、当該記録とは別に口腔機能向上加算の算定のために利用者の口腔機能を
　　　定期的に記録する必要はないものとすること。 
　⑥　おおむね３月ごとの評価の結果、次のイ又はロのいずれかに該当する者であって､継続的に言語聴覚士､
　　歯科衛生士又は看護職員等がサービス提供を行うことにより、口腔機能の向上又は維持の効果が期待でき
　　ると認められるものについては、継続的に口腔機能向上サービスを提供する。
　　イ　口腔清潔・唾液分泌・咀嚼・嚥下・食事摂取等の口腔機能の低下が認められる状態の者
　　ロ　当該サービスを継続しないことにより、口腔機能げ低下するおそれのある者
基準注11
　　利用者が短期入所生活介護、短期入所療養介護若しくは特定施設入居者生活介護又は小規模多機能型居宅
　介護、認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護、地域密着型介護老人福祉施設入所
　者生活介護若しくは複合型サービスを受けている間は、認知症対応型通所介護費は、算定しない。
基準注12　同一建物減算
　　単独型・併設型指定認知症対応型通所介護事業所若しくは共用型指定認知症対応型通所介護事業所と同一
　建物に居住する者又は単独型・併設型指定認知症対応型通所介護事業所若しくは共用型指定認知症対応型通
　所介護事業所と同一建物から当該単独型・併設型指定認知症対応型通所介護事業所若しくは共用型指定認知
　症対応型通所介護事業所に通う者に対し、指定認知症対応型通所介護を行った場合は、１日につき９４単位
　を所定単位数から減算する。ただし、傷病その他やむを得ない事情により送迎が必要であると認められる利
　用者に対して送迎を行った場合はこの限りでない。 
解釈注12　事業所と同一建物に居住する利用者又は同一建物から通う利用者に認知症対応型通所介護

　　　を行う場合について〔第2の4(11)〕
　　３の２(17)を準用する。

　　　事業所と同一建物に居住する利用者又は同一建物から通う利用者に地域密着型通所介護
　　　を行う場合について〔第2の3の2(17)〕

　①　同一建物の定義 
　　　注２１における「同一建物」とは、当該指定地域密着型通所介護事業所と構造上又は外形上、一体的な
　　建築物を指すものであり、具体的には、当該建物の１階部分に指定地域密着型通所介護事業所がある場合
　　や、当該建物と渡り廊下等で繋がっている場合が該当し、同一敷地内にある別棟の建築物や道路を挟んで
　　隣接する場合は該当しない。 
　　　また、ここでいう同一建物については、当該建築物の管理、運営法人が当該指定地域密着型通所介護事
　　業所の指定地域密着型通所介護事業者と異なる場合であっても該当するものであること。 
　②　なお、傷病により一時的に送迎が必要であると認められる利用者その他やむを得ない事情により送迎が
　　必要と認められる利用者に対して送迎を行った場合は、例外的に減算対象とならない。具体的には、傷病
　　により一時的に歩行困難となった者又は歩行困難な要介護者であって、かつ建物の構造上自力での通所が
　　困難である者に対し、２人以上の従業者が、当該利用者の居住する場所と当該指定地域密着型通所介護事
　　業所の間の往復の移動を介助した場合に限られること。ただし、この場合、２人以上の従業者による移動
　　介助を必要とする理由や移動介助の方法及び期間について、介護支援専門員とサービス担当者会議等で慎
　　重に検討し、その内容及び結果について通所介護計画に記載すること。また、移動介助者及び移動介助時
　　の利用者の様子等について、記録しなければならない。 
基準注13　送迎減算
　　利用者に対して、その居宅と単独型・併設型認知症対応型通所介護事業所又は共用型認知症対応型通所介
　護事業所との間の送迎を行わない場合は、片道につき４７単位を所定単位数から減算する。
解釈注13　送迎を行わない場合の減算について〔第2の4(12)〕
　　３の２(18)を準用する。

　　　送迎を行わない場合の減算について〔第2の3の2(18)〕
　　利用者が自ら通う場合、利用者の家族等が送迎を行う場合など事業者が送迎を実施していない場合は、片
　道につき減算の対象となる。ただし、注１６〔注２２〕の減算の対象となっている場合には、当該減算の対
　象とはならない。 
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１単位単価

基準注１
　　イ(1)（同一建物に居住する者以外の者に対して行う場合）については、指定小規模多機能型居宅介護事
　業所の登録者（当該指定小規模多機能型居宅介護事業所と同一建物に居住する登録者を除く）について、登
　録者の要介護状態区分に応じて、登録している期間１月につきそれぞれ所定単位数を算定する。ただし、登
　録者の数又は従業者の員数が別に厚生労働大臣が定める基準に該当する場合は、別に厚生労働大臣が定める
　ところにより算定する。
基準注２
　　イ(2)（同一建物に居住する者に対して行う場合）については、指定小規模多機能型居宅介護事業所と同
　一建物に居住する登録者について、登録者の要介護状態区分に応じて、登録している期間１月につきそれぞ
　れ所定単位数を算定する。ただし、登録者の数又は従業者の員数が別に厚生労働大臣が定める基準に該当す
　る場合は、別に厚生労働大臣が定めるところにより算定する。
解釈注１、２　小規模多機能型居宅介護費の算定について〔第2の5(1)〕
　①　小規模多機能型居宅介護費は、当該小規模多機能型居宅介護事業所へ登録した者について、登録者の居
　　住する場所及び要介護状態区分に応じて、登録している期間１月につきそれぞれ所定単位数を算定する。
　　月途中から登録した場合又は月途中から登録を終了した場合には、登録していた期間（登録日から当該月
　　の末日まで又は当該月の初日から登録終了日まで）に対応した単位数を算定することとする。また、月途
　　中から小規模多機能型居宅介護事業所と同一建物に転居した場合又は月途中から小規模多機能型居宅介護
　　事業所と同一建物から同一建物ではない建物に転居した場合には、居住していた期間に対応した単位数を
　　算定することとする。
　　　これらの算定の基礎となる「登録日」とは、利用者が小規模多機能型居宅介護事業所と利用契約を結ん
　　だ日ではなく、通い、訪問又は宿泊のいずれかのサービスを実際に利用開始した日とする。また、「登録
　　終了日」とは、利用者が小規模多機能型居宅介護事業者との間の利用契約を終了した日とする。
　②　「同一建物」とは、当該小規模多機能型居宅介護事業所と構造上又は外形上、一体的な建築物（養護老
　　人ホーム、軽費老人ホーム、有料老人ホーム、サービス付き高齢者向け住宅に限る）を指すものであり、
　　具体的には、当該建物の１階部分に小規模多機能型居宅介護事業所がある場合や、当該建物と渡り廊下等
　　で繋がっている場合が該当し、同一敷地内にある別棟の建築物や道路を挟んで隣接する場合は該当しない
　　　また、ここでいう同一建物については、当該建築物の管理、運営法人が当該指定小規模多機能型居宅介
　　護事業所の小規模多機能型居宅介護事業者と異なる場合であっても該当するものであること。
基準注３
　　ロ（短期利用居宅介護費）については、別に厚生労働大臣が定める基準に適合するものとして市町村長に
　届け出た指定小規模多機能型居宅介護事業所において、指定小規模多機能型居宅介護を行った場合に、登録
　者の要介護状態区分に応じて、それぞれ所定単位数を算定する。ただし、登録者の数又は従業者の員数が別
　に厚生労働大臣が定める基準に該当する場合は、別に厚生労働大臣が定めるところにより算定する。
【厚生労働大臣が定める基準】→大臣基準告示・五十四
　次のいずれにも適合すること。
　イ　指定小規模多機能型居宅介護事業所の登録者の数が、当該指定小規模多機能型居宅介護事業所の登録定
　　員未満であること。
　ロ　利用者の状態や利用者の家族等の事情により、指定居宅介護支援事業所の介護支援専門員が、緊急に利
　　用することが必要と認めた場合であって、指定小規模多機能型居宅介護事業所の介護支援専門員が、当該
　　小規模多機能型居宅介護事業所の登録者に対する指定小規模多機能型居宅介護の提供に支障がないと認め
　　た場合であること。
　ハ　利用の開始に当たって、あらかじめ７日以内（利用者の日常生活上の世話を行う家族等の疾病等やむを
　　得ない事情がある場合は１４日以内）の利用期間を定めること。
　ニ　指定地域密着型サービス基準第６３条に定める従業者の員数を置いていること。
　ホ　当該指定小規模多機能型居宅介護事業所が小規模多機能型居宅介護費の注４〔サービス提供が過少であ
　　る場合の減算〕を算定していないこと。
解釈注３　短期利用居宅介護費について〔第2の5(2)〕
　①　短期利用居宅介護費については、厚生労働大臣が定める基準第五十四号に規定する基準を満たす指定小
　　規模多機能型居宅介護事業所において算定できるものである。
　②　宿泊室については、以下の算式において算出した数の宿泊室が短期利用の登録者において活用できるも
　　のとする。
　　（短期利用に活用可能な宿泊室の数の算定式）
　　　　当該事業所の宿泊室の数×（当該事業所の登録定員－当該事業所の登録者の数）÷当該事業所の登録
　　　　定員（小数点第１位以下四捨五入）
　　　　例えば、宿泊室数が９室、登録定員が25人、登録者の数が20人の場合、９×（25－20）÷25
　　　＝１．８となり、短期利用の登録者に対して活用できる宿泊室数は２室となる。このため、宿泊室数が
　　　９室、登録定員が２５人の事業所において短期利用居宅介護費を算出するには、少なくとも登録者の数
　　　が２３人以下である場合のみ算定可能である。
基準注４
　　イ（小規模多機能型居宅介護費）については、指定小規模多機能型居宅介護事業所が提供する通いサービ
　ス、訪問サービス及び宿泊サービスの算定月における提供回数について、登録者（短期利用居宅介護費を算
　定する者を除く）１人当たり平均回数が、週４回に満たない場合は、所定単位数の１００分の７０に相当す
　る単位数を算定する。
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解釈注４　サービス提供が過少である場合の減算について〔第2の5(3)〕
　①　「登録者１人当たり平均回数」は、暦月ごとに以下のイからハまでの方法に従って算定したサービス提
　　供回数の合計数を、当該月の日数に当該事業所の登録者数を乗じたもので除したものに、７を乗ずること
　　によって算定するものとする。
　　　なお、介護予防小規模多機能型居宅介護事業所の指定を併せて受け、かつ、小規模多機能型居宅介護の
　　事業と介護予防小規模多機能型居宅介護の事業が同一の事業所において一体的に運営されている場合にあ
　　っては、当該事業所における小規模多機能型居宅介護及び介護予防小規模多機能型居宅介護のサービス提
　　供回数を合算し、また、小規模多機能型居宅介護と介護予防小規模多機能型居宅介護のそれぞれの登録者
　　数を合算して計算を行うこと。
　　イ　通いサービス
　　　　１人の登録者が１日に複数回通いサービスを利用する場合にあっては、複数回の算定を可能とする。
　　ロ　訪問サービス
　　　　１回の訪問を１回のサービス提供として算定すること。なお、小規模多機能型居宅介護の訪問サービ
　　　スは身体介護に限られないため、登録者宅を訪問して見守りの意味で声かけ等を行った場合でも、訪問
　　　サービスの回数に含めて差し支えない。
　　ハ　宿泊サービス
　　　　宿泊サービスについては、１泊を１回として算定すること。ただし、通いサービスに引き続いて宿泊
　　　サービスを行う場合は、それぞれを１回とし、計２回として算定すること。
　②　登録者が月の途中に利用を開始又は終了した場合にあっては、利用開始日の前日以前又は利用終了日の
　　翌日以降の日数については、①の日数の算定の際に控除するものとすること。登録者が入院した場合の入
　　院日（入院初日及び退院日を除く）についても同様の取扱いとする。
　③　市町村長は、サービス提供回数が過少である状態が継続する場合には、事業所の対し適切なサービスの
　　提供を指導するものとする。
基準注５
　　登録者が短期入所生活介護､短期入所療養介護､特定施設入居者生活介護又は認知症対応型共同生活介護、
　地域密着型特定施設入居者生活介護、地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護若しくは複合型サービス
　を受けている間は、小規模多機能型居宅介護費は、算定しない。
基準注６
　　登録者が一の指定小規模多機能型居宅介護事業所において、指定小規模多機能型居宅介護を受けている間
　は、当該指定小規模多機能型居宅介護事業所以外の指定小規模多機能型居宅介護事業所が指定小規模多機能
　型居宅介護を行った場合に、小規模多機能型居宅介護費は、算定しない。
基準ハ　初期加算
　　イ（小規模多機能型居宅介護費）については、指定小規模多機能型居宅介護事業所に登録した日から起算
　して３０日以内の期間については、初期加算として、１日につき所定単位数を加算する。３０日を超える病
　院又は診療所への入院後に指定小規模多機能型居宅介護の利用を再び開始した場合も、同様とする。
基準ニ　認知症加算
　(1)　認知症加算(Ⅰ)　　　８００単位
　(2)　認知症加算(Ⅱ)　　　５００単位
　　イ（小規模多機能型居宅介護費）については、別に厚生労働大臣が定める登録者に対して指定小規模多機
　能型居宅介護を行った場合は、１月につきそれぞれ所定単位数を加算する。
【厚生労働大臣が定める登録者】→利用者等告示・三十八
　イ　認知症加算(Ⅰ)
　　　日常生活に支障を来すおそれのある病状又は行動が認められることから介護を必要とする認知症の者
　ロ　認知症加算(Ⅱ)
　　　要介護状態区分が要介護２である者であって、周囲の者による日常生活に対する注意を必要とする認知
　　症のもの
解釈認知症加算について〔第2の5(4)〕
　①　｢日常生活に支障を来すおそれのある病状又は行動が認められることから介護を必要とする認知症の者｣
　　とは、日常生活自立度のランクⅢ、Ⅳ又はMに該当する者を指すものとする。
　②　「周囲の者による日常生活に対する注意を必要とする認知症の者」とは、日常生活自立度のランクⅡに
　　該当する者を指すものとする。
基準ホ　若年性認知症利用者受入加算
　　イ（小規模多機能型居宅介護費）について、別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして市
　町村長に届け出た指定小規模多機能型居宅介護事業所において、若年性認知症利用者に対して小規模多機能
　型居宅介護を行った場合は､1月につき所定単位数を加算する。ただし､ニを算定している場合は､算定しない
【厚生労働大臣が定める基準】→大臣基準告示・十八
　　受け入れた若年性認知症利用者（初老期における認知症によって要介護者となった者）ごとに個別の担当
　者を定めていること。
解釈若年性認知症利用者受入加算について〔第2の5(5)〕
　　３の２(13)を準用する。

若年性認知症利用者受入加算について〔第3の2(13)〕
　　受け入れた若年性認知症利用者ごとに個別に担当者を定め、その者を中心に、当該利用者の特性やニーズ
　に応じたサービス提供を行うこと。
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基準ヘ　看護職員配置加算
　　イ（小規模多機能型居宅介護費）については、別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものと
　して市町村長に届け出た指定小規模多機能型居宅介護事業所については、当該施設基準に掲げる区分に従い
　１月につきそれぞれ所定単位数を加算する。ただし、この場合において、次に掲げるいずれかの加算を算定
　している場合においては、次に掲げるその他の加算は算定しない。
　(1)　看護職員配置加算(Ⅰ)　　　900単位
　(2)　看護職員配置加算(Ⅱ)　　　700単位
　(3)　看護職員配置加算(Ⅲ)　　　480単位
【厚生労働大臣が定める施設基準】→施設基準・二十九
　イ　看護職員配置加算(Ⅰ)
　　(1)　専ら当該指定小規模多機能型居宅介護事業所の職務に従事する常勤の看護師を１名以上配置してい
　　　　ること。
　　(2)　定員超過利用・人員基準欠如に該当していないこと。
　ロ　看護職員配置加算(Ⅱ)
　　(1)　専ら当該指定小規模多機能型居宅介護事業所の職務に従事する常勤の准看護師を１名以上配置して
　　　　いること。
　　(2)　定員超過利用・人員基準欠如に該当していないこと。
　ハ　看護職員配置加算(Ⅲ)
　　(1)　看護職員は常勤換算方法で１名以上配置していること。
　　(2)　定員超過利用・人員基準欠如に該当しないこと。
基準ト　看取り連携体制加算
　　イ（小規模多機能型居宅介護費）については、別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものと
　して市町村長に届け出た指定小規模多機能型居宅介護事業所において、別に厚生労働大臣が定める基準に適
　合する利用者について看取り期におけるサービス提供を行った場合は、看取り連携体制加算として、死亡日
　及び死亡日以前３０日以下について１日につき６４単位を死亡月に加算する。ただし、この場合において、
　看護職員配置加算(Ⅰ)を算定していない場合は、算定しない。
【厚生労働大臣が定める施設基準】→施設基準・三十
　イ　看護師により２４時間連絡できる体制を確保していること。
　ロ　看取り期における対応方針を定め、利用開始の際に、登録者又はその家族等に対して、当該対応方針の
　　内容を説明し、同意を得ていること。
【厚生労働大臣が定める基準に適合する利用者】→利用者等告示・三十九
　次のいずれにも適合する利用者
　イ　医師が一般に認められている医学的知見に基づき回復の見込みがないと判断した者であること。
　ロ　看取り期における対応方針に基づき、登録者の状態又は家族の求め等に応じ、介護職員、看護職員等か
　　ら介護記録等登録者に関する記録を活用し行われるサービスについての説明を受け、同意した上でサービ
　　スを受けている者（その家族等が説明を受け、同意した上でサービスを受けている者を含む）であること
解釈看取り連携体制加算について〔第2の5(6)〕
　①　看取り連携体制加算は、事業所の看取り期の利用者に対するサービスを提供する体制をＰＤＣＡサイク
　　ルにより構築かつ強化していくこととし、利用者等告示第三十九号に定める基準に適合する登録者が死亡
　　した場合に、死亡日を含めて３０日を上限として、小規模多機能型居宅介護事業所において行った看取り
　　期における取組を評価するものである。
　　　なお、登録者の自宅で介護を受ける場合又は小規模多機能型居宅介護事業所において介護を受ける場合
　　のいずれについても算定が可能である。
　　　また、死亡前に医療機関へ入院した後、入院先で死亡した場合でも算定可能であるが、その際には、当
　　該小規模多機能型居宅介護においてサービスを直接提供していない入院した日の翌日から死亡日までの間
　　は、算定することができない。（したがって、入院した日の翌日から死亡日までの期間が３０日以上あっ
　　た場合には、看取り連携体制加算を算定することはできない）
　②　「２４時間連絡できる体制」とは、事業所内で勤務することを要するものではなく、夜間においても小
　　規模多機能型居宅介護事業所から連絡ができ、必要な場合には小規模多機能型居宅介護事業所からの緊急
　　の呼び出しに応じて出勤する体制をいうものである。
　③　管理者を中心として、介護職員、看護職員、介護支援専門員等による協議の上、「看取り期における対
　　応方針」が定められていることが必要であり、同対応方針においては、例えば、次に掲げる事項を含むこ
　　ととする。
　　ア　当該事業所における看取り期における対応方針に関する考え方
　　イ　医師や医療機関との連携体制（夜間及び緊急時に対応を含む）
　　ウ　登録者等との話し合いにおける同意、意思確認及び情報提供の方法
　　エ　登録者等への情報提供に供する資料及び同意書等の様式
　　オ　その他職員の具体的対応
　④　看取り期の利用者に対するケアカンファレンス、看取り期における対応の実践を振り返る等により、看
　　取り期における対応方針の内容その他看取り期におけるサービス提供体制について、適宜見直しを行う。
　⑤　看取り期の利用者に対するサービス提供においては、次に掲げる事項を介護記録等に記録し、多職種連
　　携のために情報共有を行うこと。
　　ア　利用者の身体状況の変化及びこれに対する介護についての記録
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　　イ　看取り期におけるサービス提供の各プロセスにおいて登録者及び家族の意向を確認し、それに基づく
　　　アセスメント及び対応の経過の記録
　⑥　登録者の看取りに関する理解を支援するため、登録者の状態又は家族の求め等に応じ随時、介護記録等
　　その他の登録者に関する記録の開示又は当該記録の写しの提供を行う際には、適宜、登録者等に理解しや
　　すい資料を作成し、代替することは差し支えない。
　⑦　小規模多機能型居宅介護事業所から医療機関に入院した月と死亡した月が異なる場合でも算定可能であ
　　るが、看取り連携体制は死亡月にまとめて算定することから、登録者側にとっては、小規模多機能型居宅
　　介護の登録を終了した翌月についても自己負担を請求されることになるため、登録者が入院する際、入院
　　した月の翌月に亡くなった場合に、前月分の看取り連携体制加算に係る一部負担の請求を行う場合がある
　　ことを説明し、文書にて同意を得ておくことが必要である。
　⑧　小規模多機能型居宅介護事業所は、入院の後も、継続して登録者の家族や入院さあ企の医療機関等との
　　継続的な関りを持つことが必要である。
　　　なお、情報の共有を円滑に行う観点から、事業所が入院する医療機関等に利用者の状態を尋ねたときに
　　当該医療機関等が事業所に対して本人の状態を伝えることについて、入院の際、本人又は家族に対して説
　　明をし、文書にて同意を得ておくことが必要である。
　⑨　本人またはその家族に対する随時の説明に係る同意については、口頭で同意を得た場合は、介護記録に
　　その説明日時、内容等を記載するとともに、同意を得た旨を記載しておくことが必要である。
　　　また、本人が十分に判断をできる状態になく、かつ、家族に連絡しても来てもらえないような場合も、
　　医師、看護職員、介護職員等が利用者の状態等に応じて随時、看取り期における登録者に対する介護の内
　　容について相談し、共同して介護を行っており、家族に対する情報提供を行っている場合には、看取り連
　　携体制加算の算定は可能である。
　　　この場合には、適切な看取り期における取組が行われていることが担保されるよう、介護記録に職員間
　　の相談日時、内容等を記載するとともに、本人の状態や、家族に対する連絡状況等について記載しておく
　　ことが必要である。
　　　なお、家族の利用者の看取りについてともに考えることが極めて重要であり、事業所は、定期的に連絡
　　を取ることにより、可能な限り家族の意思を確認しながら介護を進めていくことが重要である。
　⑩　小規模多機能型居宅介護事業所の宿泊室等において看取りを行う際には、プライバシーの確保及び家族
　　への配慮について十分留意することが必要である。
基準チ　訪問体制強化加算
　　イ（小規模多機能型居宅介護費）については、別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして
　市町村長に届け出た指定小規模多機能型居宅介護事業所が、登録者の居宅における生活を継続するための指
　定小規模多機能型居宅介護の提供体制を強化した場合は、訪問体制強化加算として、１月につき所定単位数
　を加算する。
【厚生労働大臣が定める基準】→大臣基準告示・五十五
　次のいずれにも適合すること。
　イ　指定小規模多機能型居宅介護事業所が提供する訪問サービスの提供に当たる常勤の従業者を２名以上配
　　置していること。
　ロ　算定日が属する月における提供回数において、当該指定小規模多機能型居宅介護事業所における延べ訪
　　問回数が１月当たり２００回以上であること。ただし、指定小規模多機能型居宅介護事業所と同一建物に
　　集合住宅（養護老人ホーム、軽費老人ホーム若しくは有料老人ホーム又はサービス付き高齢者向け住宅で
　　あって登録を受けたものに限る）を併設する場合は、登録者の総数のうち小規模多機能型居宅介護費のイ
　　(1)を算定する者の占める割合が１００分の５０以上であって、かつ、イ(1)を算定する登録者に対する延
　　ベ訪問回数が１月当たり２００回以上であること。
解釈訪問体制強化加算について〔第2の5(7)〕
　①　訪問体制強化加算は、訪問サービスを担当する常勤の従業者を２名以上配置する指定小規模多機能型居
　　宅介護事業所において、当該事業所における全ての登録者に対する訪問サービスの提供回数が１月当たり
　　延べ２００回以上である場合に当該加算を算定する。当該加算を算定する場合にあっては、当該訪問サー
　　ビスの内容を記録しておくこと。
　②　「訪問サービスを担当する常勤の従業者」は、訪問サービスのみを行う従業者として固定しなければな
　　らないという趣旨ではなく、訪問サービスも行っている常勤の従業者を２名以上配置した場合に算定が可
　　能である。
　③　「訪問サービスの提供回数」は、暦月ごとに、暦月ごとに、５(3)①ロと同様の方法に従って算定する
　　ものとする。
　　　なお、本加算は介護予防小規模多機能型居宅介護については算定しないため、小規模多機能型居宅介護
　　の登録者に対する訪問サービスの提供回数について計算を行うこと。
　④　指定小規模多機能型居宅介護事業所と同一建物に集合住宅（養護老人ホーム、軽費老人ホーム、有料老
　　人ホーム、サービス付き高齢者向け住宅に限る）を併設する場合は、各月の前月の末日時点（新たに事業
　　を開始し、又は再開した事業所については事業開始（再開）日）における登録者のうち同一建物居住者以
　　外の者（「小規模多機能型居宅介護費のイ(1)を算定する者」をいう）の占める割合が１００分の５０以
　　上であって、かつ、①から③の要件を満たす場合に算定するものとする。ただし、③については、同一建
　　物居住者以外の者に対する訪問サービスの提供回数について計算を行うこと。
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１単位単価

基準リ　総合マネジメント体制強化加算
　　イ（小規模多機能型居宅介護費）については、別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして
　市町村長に届け出た指定小規模多機能型居宅介護事業所が、指定小規模多機能型居宅介護の質を継続的に管
　理した場合は、１月につき所定単位数を加算する。
【厚生労働大臣が定める基準】→大臣基準告示・五十六
　次のいずれにも該当すること。
　イ　利用者の心身の状況又はその家族等を取り巻く環境の変化に応じ、随時、介護支援専門員、看護師、准
　　看護師、介護職員その他の関係者が共同し、小規模多機能型居宅介護計画の見直しを行っていること。
　ロ　利用者の地域における多様な活動が確保されるよう、日常的に地域住民等との交流を図り、利用者の状
　　態に応じて、地域の行事や活動等に積極的に参加していること。
解釈総合マネジメント体制強化加算について〔第2の5(8)〕
　①　総合マネジメント体制強化加算は、指定小規模多機能型居宅介護事業所において、登録者が住み慣れた
　　地域での生活を継続できるよう､地域住民との交流や地域活動への参加を図りつつ､登録者の心身の状況、
　　希望及びその置かれている環境を踏まえて、「通い・訪問・宿泊」を柔軟に組み合わせて提供するために
　　介護支援専門員、看護師、准看護師、介護職員その他の関係者が日常的に行う調整や情報共有、多様な関
　　係機関や地域住民等との調整や地域住民等との交流等の取組を評価するものである。
　②　総合マネジメント体制強化加算は、次に掲げるいずれにも該当する場合に算定する。
　　イ　小規模多機能型居宅介護計画について、登録者の心身の状況や家族を取り巻く環境の変化を踏まえ、
　　　介護職員や看護職員等の多職種協働により、随時適切に見直しを行っていること。
　　ロ　日常的に地域住民等との交流を図り、地域の行事や活動等に積極的に参加すること。
　　　（地域の行事や活動の例）
　　　　・登録者の家族や登録者と関わる地域住民等からの利用者に関する相談への対応
　　　　・登録者が住み慣れた地域で生活を継続するために、当該地域における課題を掘り起こし、地域住民
　　　　　や市町村等とともに解決する取組（行政や地域包括支援センターが開催する地域での会議への参加
　　　　　町内会や自治会の活動への参加、認知症や介護に関する研修の実施等）
　　　　・登録者が住み慣れた地域との絆を継続するための取組（登録者となじみの関係がある地域住民や商
　　　　　店等との関わり、地域の行事への参加等）
基準ヌ　生活機能向上連携加算
　(1)　生活機能向上連携加算(Ⅰ) １００単位
　(2)　生活機能向上連携加算(Ⅱ) ２００単位
　1　(1)について、介護支援専門員が、指定訪問リハビリテーション事業所、指定通所リハビリテーション
　　事業所又はリハビリテーションを実施している医療提供施設の医師、理学療法士、作業療法士又は言語聴
　　覚士の助言に基づき、生活機能の向上を目的とした小規模多機能型居宅介護計画を作成し、当該小規模多
　　機能型居宅介護計画に基づく指定小規模多機能型居宅介護を行ったときは、初回の当該指定小規模多機能
　　型居宅介護が行われた日の属する月に、所定単位数を加算する。
　2　(2)について、利用者に対して、指定訪問リハビリテーション事業所、指定通所リハビリテーション事
　　業所又はリハビリテーションを実施している医療提供施設の医師、理学療法士、作業療法士又は言語聴覚
　　士が、指定訪問リハビリテーション、指定通所リハビリテーション等の一環として当該利用者の居宅を訪
　　問する際に介護支援専門員が同行する等により、当該医師、理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士と利
　　用者の身体の状況等の評価を共同して行い、かつ、生活機能の向上を目的とした小規模多機能型居宅介護
　　計画を作成した場合であって、当該医師、理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士と連携し、当該小規模
　　多機能型居宅介護計画に基づく指定小規模多機能型居宅介護を行ったときは、初回の当該指定小規模多機
　　能型居宅介護が行われた日の属する月以降３月の間、１月につき所定単位数を加算する。ただし、(1)を
　　を算定している場合は、算定しない。
解釈生活機能向上連携加算について〔第2の5(10)〕
　　2の２(14)を準用する。
基準ル　栄養スクリーニング加算
　　イ（小規模多機能型居宅介護費）について、別に厚生労働大臣が定める基準に適合する指定小規模多機能
　型居宅介護事業所の従業者が、利用開始時及び利用中６月ごとに利用者の栄養状態について確認を行い、当
　該利用者の栄養状態に関する情報（当該利用者が低栄養状態の場合にあっては、低栄養状態の改善に必要な
　情報を含む）を当該利用者を担当する介護支援専門員に提供した場合に､１回につき所定単位数を加算する。
　ただし、当該利用者について、当該事業所以外で既に栄養スクリーニング加算を算定している場合にあって
　は算定しない。
解釈栄養スクリーニング加算について〔第2の5(9)〕
　　3の２(15)を準用する。
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１単位単価

基準注１
　　イ(1)（同一建物に居住する者以外の者に対して行う場合）については、指定看護小規模多機能型居宅介
　護事業所の登録者（当該指定看護小規模多機能型居宅介護事業所と同一建物に居住する登録者を除く）につ
　いて、登録者の要介護状態区分に応じて、登録している期間１月につきそれぞれ所定単位数を算定する。た
　だし、登録者の数又は従業者の員数が別に厚生労働大臣が定める基準に該当する場合は、別に厚生労働大臣
　が定めるところにより算定する。
基準注２
　　イ(2)（同一建物に居住する者に対して行う場合）については、指定看護小規模多機能型居宅介護事業所
　と同一建物に居住する登録者について、登録者の要介護状態区分に応じて、登録している期間１月につきそ
　れぞれ所定単位数を算定する。ただし、登録者の数又は従業者の員数が別に厚生労働大臣が定める基準に該
　当する場合は、別に厚生労働大臣が定めるところにより算定する。
解釈注１、２　基本報酬の算定について〔第2の9(1)〕
　　小規模多機能型居宅介護と同様であるので、5(1)を参照すること。
基準注３
　　ロ（短期利用居宅介護費）については、別に厚生労働大臣が定める基準に適合するものとして市町村長に
　届け出た指定看護小規模多機能型居宅介護事業所において、指定看護小規模多機能型居宅介護を行った場合
　に、登録者の要介護状態区分に応じて、それぞれ所定単位数を算定する。ただし、登録者の数又は従業者の
　員数が別に厚生労働大臣が定める基準に該当する場合は､別に厚生労働大臣が定めるところにより算定する。
【厚生労働大臣が定める基準】→大臣基準告示・七十四
　次のいずれにも適合すること。
　イ　指定看護小規模多機能型居宅介護事業所の登録者の数が、当該指定看護小規模多機能型居宅介護事業所
　　の登録定員未満であること。
　ロ　利用者の状態や利用者の家族等の事情により、指定居宅介護支援事業所の介護支援専門員が、緊急に利
　　用することが必要と認めた場合であって、指定看護小規模多機能型居宅介護事業所の介護支援専門員が、
　　当該看護小規模多機能型居宅介護事業所の登録者に対する指定看護小規模多機能型居宅介護の提供に支障
　　がないと認めた場合であること。
　ハ　利用の開始に当たって、あらかじめ７日以内（利用者の日常生活上の世話を行う家族等の疾病等やむを
　　得ない事情がある場合は１４日以内）の利用期間を定めること。
　ニ　指定地域密着型サービス基準第１７１条に定める従業者の員数を置いていること。
　ホ　当該指定看護小規模多機能型居宅介護事業所が複合型サービス費の注４〔サービス提供が過少である場
　　合の減算〕を算定していないこと。
解釈注３　短期利用居宅介護費について〔第2の9(2)〕
　　短期利用居宅介護費については、小規模多機能型居宅介護と同様であるため、５(2)を準用する。この場
　合において、5(2)中「第五十四号」とあるのは「第七十四号」と読み替えるものとする。
基準注４
　　イ（看護小規模多機能型居宅介護費）については、指定看護小規模多機能型居宅介護事業所が提供する通
　いサービス、訪問サービス及び宿泊サービスの算定月における提供回数について、登録者（短期利用居宅介
　護費を算定する者を除く）１人当たり平均回数が、週４回に満たない場合は、所定単位数の１００分の７０
　に相当する単位数を算定する。
解釈注４　サービス提供が過少である場合の減算について〔第2の9(3)〕
　①　「登録者１人当たり平均回数」は、暦月ごとに以下のイからハまでの方法に従って算定したサービス提
　　供回数の合計数を、当該月の日数に当該事業所の登録者数を乗じたもので除したものに、７を乗ずること
　　によって算定するものとする。
　　イ　通いサービス
　　　　１人の登録者が１日に複数回通いサービスを利用する場合にあっては、複数回の算定を可能とする。
　　ロ　訪問サービス
　　　　１回の訪問を１回のサービス提供として算定すること。なお、看護小規模多機能型居宅介護の訪問サ
　　　ービスは身体介護に限られないため、登録者宅を訪問して見守りの意味で声かけ等を行った場合でも、
　　　訪問サービスの回数に含めて差し支えない。
　　ハ　宿泊サービス
　　　　宿泊サービスについては、１泊を１回として算定すること。ただし、通いサービスに引き続いて宿泊
　　　サービスを行う場合は、それぞれを１回とし、計２回として算定すること。
　②　登録者が月の途中に利用を開始又は終了した場合にあっては、利用開始日の前日以前又は利用終了日の
　　翌日以降の日数については、①の日数の算定の際に控除するものとすること。登録者が入院した場合の入
　　院日（入院初日及び退院日を除く）についても同様の取扱いとする。
　③　市町村長は、サービス提供回数が過少である状態が継続する場合には、事業所の対し適切なサービスの
　　提供を指導するものとする。
基準注５
　　イ（看護小規模多機能型居宅介護費）については、サテライト型看護小規模多機能型居宅介護事業所又は
　当該サテライト型看護小規模多機能型居宅介護事業所の本体事業所において、注９における届出をしている
　場合にあっては、サテライト体制未整備減算として、１月につき所定単位数の１００分の９７に相当する単
　位数を算定する。
基準注６　 省略
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１単位単価

基準注７
　　登録者が短期入所生活介護､短期入所療養介護､特定施設入居者生活介護又は認知症対応型共同生活介護、
　地域密着型特定施設入居者生活介護若しくは地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護を受けている間は
　複合型サービス費は、算定しない。
基準注８
　　登録者が一の指定看護小規模多機能型居宅介護事業所において、指定看護小規模多機能型居宅介護を受け
　ている間は、当該指定看護小規模多機能型居宅介護事業所以外の指定看護小規模多機能型居宅介護事業所が
　指定看護小規模多機能型居宅介護を行った場合に、複合型サービス費は、算定しない。
基準注９
　　イ（看護小規模多機能型居宅介護費）については、別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものと
　して市町村長に届け出た指定看護小規模多機能型居宅介護事業所については、訪問看護体制減算として、要
　介護状態区分が要介護１、要介護２又は要介護３である者については１月につき９２５単位を、要介護４で
　ある者については１月につき１８５０単位を、要介護５である者については１月につき２９１４単位を所定
　単位数から減算する。
【厚生労働大臣が定める基準】→大臣基準告示・七十五
　次のいずれにも適合すること。
　イ　算定日が属する月の前３月間において、指定看護小規模多機能型居宅介護事業所における利用者（複合
　　型サービス費に係る短期利用居宅介護費を算定する者を除く）に総数のうち、主治の医師の指示に基づく
　　看護サービスを提供した利用者の占める割合が１００分の３０未満であること。
　ロ　算定日が属する月の前３月間において、指定看護小規模多機能型居宅介護事業所における利用者の総数
　　のうち、緊急時訪問看護加算を算定した利用者の占める割合が１００分の３０未満であること。
　ハ　算定日が属する月の前３月間において、指定看護小規模多機能型居宅介護事業所における利用者の総数
　　のうち、特別管理加算を算定した利用者の占める割合が１００分の５未満であること。
基準注10
　　イ（看護小規模多機能型居宅介護費）については、指定看護小規模多機能型居宅介護を利用しようとする
　者の主治の医師が、当該者が末期の悪性腫瘍その他別に厚生労働大臣が定める疾病等により訪問看護を行う
　必要がある旨の指示を行った場合は、要介護状態区分が要介護１、要介護２又は要介護３である者について
　は１月につき９２５単位を、要介護４である者については１月につき１８５０単位を、要介護５である者に
　ついては１月につき２９１４単位を所定単位数から減算する。
【厚生労働大臣が定める疾病等】→利用者等告示・五十一
　多発性硬化症、重症筋無力症、スモン、筋委縮性側索硬化症、脊髄小脳変性症、ハンチントン病、進行性筋
　シズトロフィー症、パーキンソン病関連疾患（進行性核上性麻痺、大脳皮質基底核変性症及びパーキンソン
　病（ホーエン･ヤールの重症度分類がｽﾃｰｼﾞ３以上であって生活機能障害度がⅡ度又はⅢ度のものに限る）、
　オリーブ橋小脳萎縮症及びシャイ・ドレーガー症候群をいう）、プリオン病、亜急性硬化性全脳炎、ライソ
　ゾーム病、副腎白質ジストロフィー、脊髄性筋萎縮症、球脊髄性筋萎縮症、慢性炎症性脱髄性多発神経炎、
　後天性免疫不全症候群、頸髄損傷及び人工呼吸器を使用している状態
基準注11
　　イ（看護小規模多機能型居宅介護費）については、指定看護小規模多機能型居宅介護を利用しようとする
　者の主治の医師（介護老人保健施設及び介護医療院の医師を除く）が、当該者が急性増悪等により一時的に
　頻回の訪問看護を行う必要がある旨の特別の指示を行った場合は、当該指示の日数に、要介護状態区分が要
　介護１、要介護２又は要介護３である者については１日につき３０単位を、要介護４である者については１
　日につき６０単位を、要介護５である者については１日につき９５単位を乗じて得た単位数を所定単位数か
　ら減算する。
解釈注10、11　看護サービスの指示の有効期間について〔第2の9(6)〕
　　看護サービスは主治の医師による指示若しくは主治の医師の判断に基づいて交付された指示書の有効期間
　内に行われるものであること。
解釈注10、11　医療保険の訪問看護を行う場合の減算について〔第2の9(7)〕
　①　末期の悪性腫瘍その他厚生労働大臣が定める疾病等（利用者告示〔第五十一号において準用する〕第四
　　号を参照のこと）の患者について、医療保険の給付の対象となる訪問看護を行う場合には、所定単位数か
　　ら減算する。
　②　前記①の場合、月途中から医療保険の給付の対象となる場合又は月途中から医療保険の給付の対象外と
　　なる場合には、医療保険の給付の対象となる期間に応じて単位数を減算する。なお、医療保険の給付の対
　　象となる期間については、主治の医師による指示に基づくものとする。
　③　利用者が急性増悪等により一時的に頻回の訪問看護を行う必要がある旨の特別指示又は特別指示書の交
　　付があった場合は、交付の日から１４日間を限度として医療保険の訪問看護の給付対象となるものであり
　　当該月における当該特別指示の日数に応じて減算する。
　④　前記③の場合の医療機関における特別指示については、頻回の訪問看護が必要な理由、その期間等につ
　　いては、診療録に記載しなければならない。
基準ハ　初期加算
　　イ（看護小規模多機能型居宅介護費）については、指定看護小規模多機能型居宅介護事業所に登録した日
　から起算して３０日以内の期間については、初期加算として、１日につき所定単位数を加算する。３０日を
　超える病院又は診療所への入院後に指定看護小規模多機能型居宅介護の利用を再び開始した場合も、同様と
　する。
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基準ニ　認知症加算
　(1)　認知症加算(Ⅰ)　　　８００単位
　(2)　認知症加算(Ⅱ)　　　５００単位
　　イ（看護小規模多機能型居宅介護費）については、別に厚生労働大臣が定める登録者に対して指定看護小
　規模多機能型居宅介護を行った場合は、１月につきそれぞれ所定単位数を加算する。
【厚生労働大臣が定める登録者】→利用者等告示・五十二
　イ　認知症加算(Ⅰ)
　　　日常生活に支障を来すおそれのある病状又は行動が認められることから介護を必要とする認知症の者
　ロ　認知症加算(Ⅱ)
　　　要介護状態区分が要介護２である者であって、周囲の者による日常生活に対する注意を必要とする認知
　　症のもの
解釈認知症加算について〔第2の9(9)〕
　　小規模多機能型居宅介護と同様であるので、5(4)を参照すること。
基準ホ　若年性認知症利用者受入加算
　　イ（看護小規模多機能型居宅介護費）について、別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとし
　て市町村長に届け出た指定看護小規模多機能型居宅介護事業所において、若年性認知症利用者に対して指定
　看護小規模多機能型居宅介護を行った場合は､1月につき所定単位数を加算する。ただし､ニを算定している
　場合は､算定しない。
【厚生労働大臣が定める基準】→大臣基準告示・十八
　　受け入れた若年性認知症利用者（初老期における認知症によって要介護者となった者）ごとに個別の担当
　者を定めていること。
解釈若年性認知症利用者受入加算について〔第2の5(5)〕
　　３の２(13)を準用する。
基準ヘ　栄養スクリーニング加算
　　イ（看護小規模多機能型居宅介護費）について、別に厚生労働大臣が定める基準に適合する指定看護小規
　模多機能型居宅介護事業所の従業者が、利用開始時及び利用中６月ごとに利用者の栄養状態について確認を
　行い、当該利用者の栄養状態に関する情報（当該利用者が低栄養状態の場合にあっては、低栄養状態の改善
　に必要な情報を含む）を当該利用者を担当する介護支援専門員に提供した場合に、１回につき所定単位数を
　加算する。ただし、当該利用者について、当該事業所以外で既に栄養スクリーニング加算を算定している場
　合は、算定しない。
解釈栄養スクリーニング加算について〔第2の9(11)〕
　　3の２(15)を準用する。
基準ト　退院時共同指導加算
　　イ（看護小規模多機能型居宅介護費）については、病院、診療所、介護老人保健施設又は介護医療院に入
　院中又は入所中の者が退院又は退所するに当たり、指定看護小規模多機能型居宅介護事業所の保健師、看護
　師又は理学療法士、作業療法士若しくは言語聴覚士が退院時共同指導を行った後､当該者の退院又は退所後､
　当該者に対する初回の訪問看護サービス（利用者の居宅を訪問して行う指定地域密着型サービス基準に規定
　する看護サービス（以下「看護サービス」）という）を行った場合に、当該退院又は退所につき１回（特別
　な管理を必要とする利用者（別に厚生労働大臣が定める状態にあるものをいう）については２回）に限り、
　所定単位数を加算する。
【厚生労働大臣が定める状態】→利用者等告示・五十三
　次のいずれかに該当する状態
　イ　医科診療報酬点数表に掲げる在宅悪性腫瘍等患者指導管理若しくは在宅気管切開患者指導管理を受けて
　　いる状態又は気管カニューレ若しくは留意カテーテルを使用している状態
　ロ　医科診療報酬点数表に掲げる自己腹膜灌流指導管理、在宅血液透析指導管理、在宅酸素療法指導管理、
　　在宅成分栄養経管栄養法指導管理、在宅自己導尿指導管理、在宅持続陽圧呼吸療法指導管理、在宅自己疼
　　痛指導管理又は在宅肺高血圧症患者指導管理を受けている状態
　ハ　人工肛門又は人工膀胱を設置している状態
　ニ　真皮を越える褥瘡の状態
　ホ　点滴注射を週３日以上行う必要があると認められる状態
解釈退院時共同指導加算の取扱い〔第2の9(12)〕
　　定期巡回・随時対応型訪問介護看護と同様であるので、2(12)を参照すること。この場合、「訪問看護
　サービス記録書」は「看護小規模多機能型居宅介護記録書」とすること。
基準チ　緊急時訪問看護加算
　　イ（看護小規模多機能型居宅介護費）については、別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものと
　して市町村長に届け出た指定看護小規模多機能型居宅介護事業所が、利用者の同意を得て、利用者又はその
　家族等に対して当該基準により２４時間連絡できる体制にあって、かつ、計画的に訪問することになってい
　ない緊急時における訪問を必要に応じて行う体制にある場合（訪問看護サービスを行う場合に限る）には、
　１月につき所定単位数を加算する。
【厚生労働大臣が定める基準】→大臣基準告示・七十六
　　利用者又はその家族等から電話等により看護に関する意見を求められた場合に常時対応できる体制にある
　こと。
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解釈緊急時訪問看護加算について〔第2の9(13)〕
　　定期巡回・随時対応型訪問介護看護と同様であるので、2(8)を参照すること。
基準リ　特別管理加算
　　イ（看護小規模多機能型居宅介護）については、指定看護小規模多機能型居宅介護に関し特別な管理を必
　要とする利用者に対して､指定看護小規模多機能型居宅介護事業所が､指定看護小規模多機能型居宅介護（看
　護サービスを行う場合に限る）の実施する計画的な管理を行った場合は、厚生労働大臣が定める区分に応じ
　て、１月につき次に掲げる所定単位数を加算する。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定している場合
　においては、次に掲げるその他の加算は算定しない。
　(1)　特別管理加算(Ⅰ) ５００単位
　(2)　特別管理加算(Ⅱ) ２５０単位
【厚生労働大臣が定める区分】→利用者等告示・五十四
　特別管理加算(Ⅰ)　　特別な管理を必要とする利用者として厚生労働大臣が定める状態のイに規定する状態
　　にある者に対して指定看護小規模多機能型居宅介護を行う場合
　特別管理加算(Ⅱ)　　特別な管理を必要とする利用者として厚生労働大臣が定める状態のロ、ハ、ニ又はホ
　　に規定する状態にある者に対して指定看護小規模多機能型居宅介護を行う場合
解釈特別管理加算について〔第2の9(14)〕
　　定期巡回・随時対応型訪問介護看護と同様であるので、2(9)を参照すること。この場合、「訪問看護サ
　ービス記録書」は「看護小規模多機能型居宅介護記録書」とし、「訪問看護サービス」は「看護サービス」
　とすること。
基準ヌ　ターミナルケア加算
　　イ（看護小規模多機能型居宅介護）については、在宅又は指定看護小規模多機能型居宅介護事業所で死亡
　した利用者について、別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして市町村長に届け出た指定看
　護小規模多機能型居宅介護事業所が、その死亡日及び死亡日前１４日以内に２日（死亡日及び死亡日前１４
　日以内に当該利用者（末期の悪性腫瘍その他別に厚生労働大臣が定める状態にあるものに限る）に訪問看護
　を行っている場合にあっては、１日）以上ターミナルケアを行った場合（ターミナルケアを行った後、２４
　時間以内に在宅又は指定看護小規模多機能型居宅介護事業所以外で死亡した場合を含む）は、当該利用者の
　死亡月につき所定単位数を加算する。
【厚生労働大臣が定める基準】→大臣基準告示・七十七
　イ　ターミナルケアを受ける利用者について２４時間連絡できる体制を確保しており、かつ、必要に応じて
　　訪問看護を行うことができる体制を整備していること。
　ロ　主治医との連携の下に、訪問看護におけるターミナルケアに係る計画及び支援体制について利用者及び
　　その家族等に対して説明を行い、同意を得てターミナルケアを行っていること。
　ハ　ターミナルケアの提供について利用者の身体状況の変化等必要な事項が適切に記録されていること。
【厚生労働大臣が定める状態】→利用者等告示・五十五
　次のいずれかに該当する状態
　イ　多発性硬化症、多発性硬化症、重症筋無力症、スモン、筋委縮性側索硬化症、脊髄小脳変性症、ハンチ
　　ントン病、進行性筋ジストロフィー症、パーキンソン病関連疾患（進行性核上性麻痺、大脳皮質基底核変
　　性症及びパーキンソン病（ホーエン・ヤールの重症度分類がステージ３以上であって生活機能障害度がⅡ
　　度又はⅢ度のものに限る）をいう）、多系統萎縮症（綿条体異質変性症、オリーブ橋小脳萎縮症及びシャ
　　イ・ドレーガー症候群）、プリオン病、亜急性硬化性全脳炎、ライソゾーム病､副腎白質ジストロフィー､
　　脊髄性筋萎縮症、球脊髄性筋委縮症、慢性炎症性脱髄性多発神経炎、後天性免疫不全症候群、頸髄損傷及
　　び人工呼吸器を使用している状態　
　ロ　急性増悪その他当該利用者の主治の医師が一時的に頻回の訪問看護が必要であると認める状態
解釈ターミナルケア加算について〔第2の9(15)〕
　　　定期巡回・随時対応型訪問介護看護と同様であるので、2(10)を参照すること。この場合、2(10)①
　　中「在宅」とあるのは「在宅又は看護小規模多機能型居宅介護事業所」と、「訪問看護サービス記録書」
　　とあるのは「看護小規模多機能型居宅介護記録書」とすること。
基準ル　看護体制強化加算
　　イ（看護小規模多機能型居宅介護費）については、別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものと
　して市町村長に届け出た指定看護小規模多機能型居宅介護事業所が、医療ニーズの高い利用者への指定看護
　小規模多機能型居宅介護の提供体制を強化した場合は、当該基準に掲げる区分に従い、１月につき次に掲げ
　る所定単位数を加算する。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定している場合においては、次に掲げる
　その他の加算は算定しない。
　(1)　看護体制強化加算(Ⅰ)　　　　３０００単位
　(2)　看護体制強化加算(Ⅱ)　　　　２５００単位
【厚生労働大臣が定める基準】→大臣基準告示・七十八
　イ　看護体制強化加算(Ⅰ)
　次のいずれにも適合すること。
　(1)　算定日が属する月の前３月間において、指定看護小規模多機能型居宅介護事業所における利用者の総
　　　数のうち、主治の医師の指示に基づく看護サービスを提供した利用者の占める割合が１００分の８０
　　　以上であること。
　(2)　算定日が属する月の前３月間において、指定看護小規模多機能型居宅介護事業所における利用者の総
　　　数のうち、緊急時訪問看護加算を算定した利用者の占める割合が１００分の５０以上であること。

77 看護小規模多機能型居宅介護 10.17円

- 104 -



１単位単価

　(3)　算定日が属する月の前３月間において、指定看護小規模多機能型居宅介護事業所における利用者の総
　　　数のうち、特別管理加算を算定した利用者の占める割合が１００分の２０以上であること。
　(4)　算定日が属する月の前１２月間において、指定看護小規模多機能型居宅介護事業所におけるターミナ
　　　ルケア加算を算定した利用者が１名以上であること。
　(5)　登録特定行為事業者又は登録喀痰吸引等事業者として届出がなされていること。
　ロ　看護体制強化加算(Ⅱ)
　イ(1)から(3)までのすべてに適合すること。
解釈看護体制強化加算について〔第2の9(16)〕
　①　看護体制強化加算については、医療ニーズの高い中重度の要介護者が療養生活を送るために必要な居宅
　　での支援に取り組む指定看護小規模多機能型居宅介護事業所の実績を評価するものである。
　②　看護体制強化加算を算定するに当たっては、9(5)を準用すること。この場合、9(5)①から③まで中「
　　第七十五号」とあるには「第七十八号」とすること。
　③　看護体制強化加算を算定するに当たっては、当該指定看護小規模多機能型居宅介護事業所の看護師等が
　　当該加算の内容について利用者又はその家族への説明を行い、同意を得ること。
　④　看護体制強化加算を算定するに当たっては、大臣基準告示第七十八号イ、ロ若しくはハの割合及びニの
　　人数（看護体制強化加算(Ⅰ)に限る）について、継続的に所定の基準を維持しなければならない。なお、
　　その割合又は人数（看護体制強化加算(Ⅰ)に限る）については、台帳等により毎月記録するものとし、所
　　定の基準を下回った場合については、直ちに第１の５に届出を提出しなければならないこと。
　⑤　看護体制強化加算(Ⅰ)を算定するに当たっては、登録特定行為事業者又は登録喀痰吸引事業者として届
　　出がなされていること。
　⑥　看護体制強化加算は、指定看護小規模多機能型居宅介護事業所の利用者によって（Ⅰ）又は（Ⅱ）を選
　　択的に算定することができないものであり、当該指定看護小規模多機能型居宅介護事業所においていずれ
　　か一方のみを届出すること。
　⑦　看護体制強化加算については、区分支給限度基準額から控除するものである。
基準ヲ　訪問体制強化加算
　　イ（看護小規模多機能型居宅介護費）については、別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものと
　して市町村長に届け出た指定看護小規模多機能型居宅介護事業所が、登録者の居宅における生活を継続する
　ための指定看護小規模多機能型居宅介護の提供体制を強化した場合は、訪問体制強化加算として、１月につ
　き所定単位数を加算する。
【厚生労働大臣が定める基準】→大臣基準告示・七十八の二
　次のいずれにも適合すること。
　イ　指定看護小規模多機能型居宅介護事業所が提供する訪問サービス（看護サービスを除く）の提供に当た
　　る常勤の従業者（保健師、看護師、准看護師、理学療法士、作業療法士及び言語聴覚士を除く）を２名以
　　上配置していること。
　ロ　算定日が属する月における提供回数において、当該指定看護小規模多機能型居宅介護事業所における延
　　べ訪問回数が１月当たり２００回以上であること。ただし、指定看護小規模多機能型居宅介護事業所と同
　　一建物に集合住宅（養護老人ホーム、軽費老人ホーム若しくは有料老人ホーム又はサービス付き高齢者向
　　け住宅であって登録を受けたものに限る）を併設する場合は、登録者の総数のうち複合型サービス費のイ
　　(1)を算定する者の占める割合が１００分の５０以上であって、かつ、イ(1)を算定する登録者に対する延
　　ベ訪問回数が１月当たり２００回以上であること。
解釈訪問体制強化加算について〔第2の9(17)〕
　①　訪問体制強化加算は、訪問サービス（指定地域密着型サービス基準に規定する訪問サービスのうち訪問
　　看護サービスを除くものをいう）を担当する常勤の従業者を２名以上配置する指定看護小規模多機能型居
　　宅介護事業所において、当該事業所における全ての登録者に対する訪問サービスの提供回数が１月当たり
　　延べ２００回以上である場合に当該加算を算定する。当該加算を算定する場合にあっては、当該訪問サー
　　ビスの内容を記録しておくこと。
　②　「訪問サービスを担当する常勤の従業者」は、訪問サービスのみを行う従業者として固定しなければな
　　らないという趣旨ではなく、訪問サービスも行っている常勤の従業者を２名以上配置した場合に算定が可
　　能である。
　③　「訪問サービスの提供回数」は、暦月ごとに、暦月ごとに、9(3)①ロと同様の方法に従って算定する
　　ものとする。
　④　指定看護小規模多機能型居宅介護事業所と同一建物に集合住宅（養護老人ホーム、軽費老人ホーム、有
　　料老人ホーム、サービス付き高齢者向け住宅に限る）を併設する場合は、各月の前月の末日時点（新たに
　　事業を開始し、又は再開した事業所については事業開始（再開）日）における登録者のうち同一建物居住
　　者以外の者（「看護小規模多機能型居宅介護費のイ(1)を算定する者」をいう）の占める割合が１００分
　　の５０以上であって、かつ、①から③の要件を満たす場合に算定するものとする。ただし､③については､
　　同一建物居住者以外の者に対する訪問サービスの提供回数について計算を行うこと。
基準ワ　総合マネジメント体制強化加算
　　イ（看護小規模多機能型居宅介護費）については、別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものと
　して市町村長に届け出た指定看護小規模多機能型居宅介護事業所が、指定看護小規模多機能型居宅介護の質
　を継続的に管理した場合は、１月につき所定単位数を加算する。
【厚生労働大臣が定める基準】→大臣基準告示・七十九
　次のいずれにも該当すること。
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１単位単価

　イ　利用者の心身の状況又はその家族等を取り巻く環境の変化に応じ、随時、介護支援専門員、看護師、准
　　看護師、介護職員その他の関係者が共同し、看護小規模多機能型居宅介護計画の見直しを行っていること
　ロ　地域の病院、診療所、介護老人保健施設その他の関係施設に対し、指定看護小規模多機能型居宅介護事
　　業所が提供することのできる指定看護小規模多機能型居宅介護の具体的な内容に関する情報提供を行って
　　いること。
　ハ　利用者の地域における多様な活動が確保されるよう、日常的に地域住民等との交流を図り、利用者の状
　　態に応じて、地域の行事や活動等に積極的に参加していること。
解釈総合マネジメント体制強化加算について〔第2の9(18)〕
　①　総合マネジメント体制強化加算は、指定看護小規模多機能型居宅介護事業所において、登録者が住み慣
　　れた地域での生活を継続できるよう、地域住民との交流や地域活動への参加を図りつつ、登録者の心身の
　　状況、希望及びその置かれている環境を踏まえて、「通い・訪問・宿泊」を柔軟に組み合わせて提供する
　　ために介護支援専門員、看護師、准看護師、介護職員その他の関係者が日常的に行う調整や情報共有、多
　　様な関係機関や地域住民等との調整や地域住民等との交流等の取組を評価するものである。
　②　大臣基準告示第七十九号イ及びハについては、小規模多機能型居宅介護と同様であるので、5(8)②を
　　準用する。
　　　なお、大臣基準告示第七十九号イに規定する「その他の関係者」とは、保健師、理学療法士、作業療法
　　士又は言語聴覚士をいう。
　③　大臣基準告示第七十九号ロについては、定期巡回・随時対応型訪問介護看護を同様であるので、2(13)
　　②イ【ロ】を準用する。
　　　なお、大臣基準告示第七十九号ロに規定する「その他の関係施設」とは、介護老人福祉施設、小規模多
　　機能型居宅介護事業所等の地域密着型サービス事業所又は居宅介護支援事業所をいう。また、「具体的な
　　内容に関する情報提供」とは、当該指定看護小規模多機能型居宅介護事業所が受け入れ可能な利用者の状
　　態及び提供可能な看護サービス（例えば人工呼吸器を装着した利用者の管理）等に関する情報提供をいう
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指定居宅サービス
指定地域密着型サービス

基準､留意事項：

〒001-0010
札幌市北区北10条西4丁目  ＳＣビル2F

TEL 011-792-1811
FAX 011-792-5140

http://sapporo-cmrenkyo.jp/

※ 本資料についてのお問合せは、当会ホームページよりメールにてお願いいたします。
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